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長崎県立大学

＜学生の資質・能力を高める教育＞
　・卒業時における学生の質の確保を図るため、学生本位の観点に立った高い品質の教育
　　内容及び教育環境を実現する。
　・教養教育の質的充実を図るとともに、応用能力・実践的能力を涵養する専門教育を充
　　実し、真に実力のある人材を育成する。
　・学生にとって魅力的な授業や教育効果の高い授業を実施していくため、教員の教育能
　　力を向上させる。

区　分     長崎県立大学佐世保校 　長崎県立大学シーボルト校 ＜地域の課題に重点を置いた研究＞
所在地   長崎県佐世保市  長崎県西彼杵郡長与町 　・長崎県が抱える社会、地域、経済等の諸課題に即しつつ、世界的な視野と広がりを持
学 部 等   ○経済学部  　○国際情報学部 　　った研究を推進する。
の 構 成　 　経済学科      (150名)  　　　国際交流学科   　(80名) 　・研究成果については、知的財産の適切な管理体制を整えるとともに、情報の積極的な

   　地域政策学科  (150名)         　情報メディア学科(60名) 　　公表と有効利用を図り、県民、地域、企業等への知の還元に貢献する。
（入学定員） 　   流通・経営学科(150名)  　○看護栄養学部

 　        看護学科            (60名) ＜国際標準の大学＞
      栄養健康学科    (40名) 　・高い外国語運用能力と国際的な視野を備えるとともに、国際社会の中での「日本」を
　○大学院国際情報学研究科 　　十分理解し、グローバル化した社会の中で活躍できる人材を育成する。
　　　国際交流学専攻　（6名） 　・外国語教育については、英語及び中国語を中心に特化していく。
　　　情報メディア学専攻 　・東アジアに近接し、かつては日本で唯一世界に開かれていたという地理的・歴史的特
　　　　　　　　　　　（4名） 　　性を踏まえ、県内、国内はもとより、東アジア地域を中心とした教育研究交流の拠点

　○大学院経済学研究科      ○大学院人間健康科学研究科 　　を目指す。
           産業経済・経済開発専攻  　    　看護学専攻　　　(8名)
     　　　　   　 　(12名)  　 　栄養科学専攻　　(11名) ＜社会貢献＞

学生数    ２，０３４名 　１，１０６名 　・地域に密着した研究分野における研究成果を地域や社会に還元するとともに、地域や
教員数    ４８名 　８０名 　　社会に貢献できる有為な人材を育成する。

（教授３２名、准教授１４名、 （教授４１名、准教授１８名、 　・産学官連携を積極的に推進し、「長崎県のシンクタンク」としての機能を強化する。
　講師２名） 　講師１３名、助教８名） 　・地域開放型大学を目指し、県民の生涯教育・リフレッシュ教育の拠点となる。

職員数    ２７名 　２３名
＜法人運営の効率化と経営基盤の確立＞
　・法人運営においては、理事長と学長の役割を明確にしたうえでトップマネジメントを
　　強化する。
　　これによって、迅速・機動的な意思決定を行うとともに、教育研究組織及び事務組織

（２）大学 　　等の見直しによる業務の高度化、効率化を図り、また、先進的な管理運営、人事、財
　　政システムを導入して、法人の経営基盤を確立する。

　　長崎県公立大学法人は、県民の負託に応えていくため、専門的・総合的視野から諸 ＜両大学の再編・統合＞
　問題を理解し、解決する能力の涵養並びに実践に即した幅広い知識と高度な技術の修 　・教育研究の質的向上と法人の経営基盤強化を図るため、平成２０年４月に両大学を再
　得により、流動的でグローバルな社会と時代を生き抜く個性豊かな人材を育成すると 　　編・統合する。再編・統合後のキャンパスは、既存の施設・設備を活用する分離キャ
　ともに、地域の課題に即した研究の推進、専門的知識・技術・情報の積極的な提供に 　　ンパス方式とする。
　より、県民の生活・文化向上及び地域社会・地域経済の発展に貢献する。 　・再編・統合に備えて、教育研究の内容・方法・実施体制（両大学の枠を越えた学際的
　　また、新たな組織体制、人事制度、財務制度、評価制度等のもと、教育・研究の活 　　な教育研究領域の開拓、カリキュラムの見直し、遠隔授業等）並びに教育研究組織や
　性化、向上を図るとともに、効率的・効果的な法人運営を推進する。 　　事務組織の見直し等について検討するものとし、統合時までに管理・運営及び教育・
　　あわせて、県民、学生、設立団体等に対する説明責任を果たすため、教育・研究及 　　研究に係る円滑なシステムを構築する。
　び組織･運営の状況、成果並びにこれらの評価結果に関する情報を積極的に公開する。 　　なお、再編・統合に伴い、平成２０年４月までに異文化教育センター（仮称）、東ア

　　ジア研究交流センター（仮称）及び地域共生学習センター（仮称）の設置に向けて検
　　　討する。

　　長崎県公立大学法人が、人材の育成と地域への貢献を重視するという観点に立って、 ＜県内大学間連携＞
　特に重点を置く項目は、以下のとおり。 　・「ＮＩＣＥキャンパス長崎」の充実など県内の大学間連携を推進する。

　　また、これをさらに発展させた形態として、県内大学間の教育の共同化を行う「県内
　　大学コンソーシアム（仮称）」の設置に向けて取り組む。

○　大学の概要

（１）現況
　　①法人名　　　　長崎県公立大学法人
　　②所在地　　　　長崎県佐世保市川下町１２３番地１
　　③役員の状況　　理事長　　　　太田　博道
　　　　　　　　　　副理事長（学長）１名、専務理事　　　１名、
　　　　　　　　　　理事（非常勤）　１名、監事（非常勤）２名
        ④大学の概要

　　　　※教職員数、学生数は、平成22年5月1日現在。
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長崎県立大学 

●　両大学の統合・再編
新大学の開学

新大学の教育研究組織

●　学生の資質・能力を高める教育
教育方法の改善　

●　法人運営の効率化と経営基盤の確立

（戦略的予算配分）

GPAによる成績評価制度の導入　

（重点研究課題の推進）
就職支援の取組

（中期計画の推進）

（教員評価・業績評価）

高大連携
（自己点検・評価）

外部研究資金の獲得への取組　

経費の抑制　  ●　地域の課題に重点を置いた研究
特色ある研究分野への取組　

資産の効率的・効果的運用

　

　平成20年4月に、長崎県立大学と県立長崎シーボルト大学を統合し、新「長崎県立大学」を開学した。

　新大学の教育研究組織として、新たに国際情報学研究科を開設するとともに、国際交流センター、地域連携セン
ター、教育開発センター、東アジア研究所を設置した。

　平成21年度からGPA制度を本格導入し、総合成績評価を実施した。導入にあたっては、全科目において、授業の到
達目標、成績評価の基準と方法を明示化するなどシラバスの標準化を行った。また、教員各自が各科目の成績評価基
準の検証を行うとともに、同一科目における教員間の成績評価基準や教材の共通化を進めた。
　なお、成績優秀者への表彰やGPA数値が基準に満たない学生に対し学習方法や履修登録方法を指導するなどGPAを活
用した教育指導を行った。

　オープンキャンパス、高校訪問、出前講義、入試連絡会、進学相談会を行い、積極的に高等学校との連携を図っ
た。
　また、県北地区の県立高校と「長崎県立大学と県北地区長崎県立高校との高大連携にかかる運営委員会」を平成20
年度に発足させた。佐世保校教員と高校教員による意見交換や連携事業についての協議を行ったほか、高校生向け公
開講座を行った。

　学生による授業評価をセメスターごとに全科目において実施するとともに、その結果を各教員が分析し、点検報告
書を作成して、授業内容や方法等の改善を行った。
　平成18年度から全学的なFD研修会を開催し、学外講師の講習や教育実践の事例報告を行った。また、テーマごとに
分科会を設定し、授業のあり方、教材の開発、適切な成績評価方法などについて事例研究等を実施した。なお、研修
会の内容は報告書としてとりまとめ、教員の授業内容･方法の改善に努めた。
　各学部・学科が目指す人材育成方針に基づき、必要なカリキュラムを編成し、それぞれ適切な講義・演習・実習・
実験等の科目を配置した。

　それぞれのキャンパスに就職課を設置し、就職支援体制の強化を図った。また、インターネットで学外からも常時
利用可能な就職支援システムを構築した。このシステムにより、求人情報、大学院情報、就職説明会情報等を学生へ
速やかに提供するとともに、学生から提供された各企業の就職試験情報を他の学生も共有可能とするなど、きめの細
かい就職情報や進学情報を提供した。
　就職ガイダンスやインターンシップを実施するとともに、各種資格取得支援としてFP（ファイナンシャルプランニ
ング）講座、簿記講座などの課外講座や管理栄養士、看護師などの国家資格対策のための講座も実施した。このほ
か、同窓会と連携した就職セミナーや地元企業等と連携した就職ガイダンスを開催するとともに、教職員による地元
企業訪問などを行った。これらの結果、平成22年度の就職率は、佐世保校87.9％、シーボルト校92.5％となった。

　シーボルト校では、高校生を対象とした体験理科実験を実施し、大学の先端的な研究と日常生活との関わりや学術
研究がもつ意味に対する理解を深める機会を提供した。

　学長を委員長とする自己点検・評価委員会を中心に、認証評価機関による評価に向け、全学的な自己点検・評価を
実施し、報告書を作成した。この報告書に基づき、平成21年度に大学基準協会による大学評価を受検した。その結
果、大学基準に適合していると認定された。

　大学の人件費及び運営経費を平成22年度までに平成14年度当初予算と比較して、実質4億円以上削減するという計画
を掲げ、平成22年度で4億6千万円の削減を行った。

　学外者への大学施設の貸出にあたり、「長崎県公立大学法人各種料金徴収規程」を改正し、ホームページで周知す
るとともに、平成21年3月から使用料を徴収した。

　大学として重点的に取り組む研究課題として、佐世保校においては「長崎」、「離島」、「東アジア」に関する研
究を推進し、「長崎県民の豊かさに関する他地域との比較研究」や「日中韓の地域連携に関する調査研究」等に取り
組んだ。また、シーボルト校においては「人間の安心・安全と平和」及び「人間開発」を重点課題とし、「Human
Security（人間の安全保障）概念の平和論へのインパクト」、「コンピュータ画面の明度条件と作業効率及び疲労感
との関連」、「離島4島（対馬市、壱岐市、五島市、新上五島町）の障害児療育支援事業調査」、「香酸カンキツ
「ゆうこう」や「摘果みかん」の生活習慣病予防効果に関する研究」等に取り組んだ。

　学長裁量研究費については、重点研究課題の設定など、その配分方針を明確に示し、大学の目標と教育研究上の重
点分野に留意した研究費を配分した。

　科学研究費補助金の応募に関する説明会を学内で実施するとともに、外部資金の公募情報を教職員用Webページや
メールにより教員へ周知し、外部研究資金の獲得を促した。なお、平成22年度外部研究資金（新規分）は、合計64件
71,990千円であった。

　学長を本部長とする中期計画推進本部を中心に、中期計画・年度計画を通じた自己点検・評価を実施し、教育・研
究をはじめとする事項について改善を進めた。
　また、法人評価委員会から受けた暫定評価の結果などを踏まえ、第2期中期計画（平成23～28年度）を策定した。

　理事長のリーダーシップのもと、大学の目標に即した法人予算案を編成し、経営協議会、理事会の審議を経て決定
した。なお、平成22年度は、「しま体験教育プログラム」やFD（教員研修）など授業方法や内容の改善への取り組
み、外国語学習用システムや教材の充実など高い外国語運用能力の養成に向けた取り組み、アカウンティングプログ
ラムの充実など高度な専門的知識・技術の習得など教育の向上にかかる経費、企業説明会や就職セミナーの開催など
就職支援体制の充実にかかる経費、法人プロジェクト研究の推進など特色ある研究分野への重点的な取り組みなど研
究の推進にかかる経費、公開講座の充実や産学官連携の推進など地域貢献の推進にかかる経費、留学生受入の推進と
本学学生の留学支援など国際交流の推進にかかる経費、事務職員の能力開発への取り組みなど業務運営の改善・効率
化にかかる経費など、大学の目標に即した法人予算案を編成し、適切な執行に努めた。

　学長のリーダーシップのもと、平成17年度に策定した教員評価システムに基づき、教員の教育研究活動を教育、研
究、社会貢献、管理運営の4領域で自己点検・評価し、その結果を平成18年度から教育研究費の配分に反映させた。ま
た、業績評価として、教員評価結果を活用して、平成21年度から給与等の処遇に反映させた。

全体的な状況

平成１７～２２年度の業務において取り組んだ主な項目

効果的な組織運営と戦略的な学内資源配分

　本学は、その中期目標前文で、「県民の負託に応えていくため、専門的・総合的視野から諸問題を理解し、解決す
る能力の涵養並びに実践に即した幅広い専門的な知識と高度な技術の修得により、流動的でグローバルな社会と時代
を生き抜く個性豊かな人材を育成するとともに、地域の課題に即した研究の推進、専門的知識・技術・情報の積極的
な提供により、県民の生活・文化の向上及び地域社会・地域経済の発展に貢献する。」と掲げ、「人材の育成」と
「地域への貢献」を重視すると明示した。この2つを重視する観点に立って、特に「学生の資質・能力を高める教育」
「地域の課題に重点を置いた研究」「国際標準の大学」「社会貢献」「法人運営の効率化と経営基盤の確立」「両大
学の再編・統合」「県内大学連携」の7項目に重点を置き、教育、研究、地域貢献などに取り組んだ。
　また、中期計画の最終年度となる平成22年度は、統合のメリットを活かしながら中期計画の総仕上げとして、教
育、研究、国際交流、地域貢献に教職員が一丸となって引き続き取り組んだ。
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長崎県立大学

産学官連携

●　国際標準の大学
高い外国語（英語、中国語を重点）運用能力の養成　 大学施設の開放

研究成果の公開

東アジア地域の大学等との連携　 ●　県内大学間連携

●　社会貢献
学生の地域貢献　

受験生支援

地域住民の生涯学習支援

①法人の各種規程、法人理事会及び大学の教育研究評議会等に関する審議状況、中期計画、年度計画及びその評価結
果等については、法人のホームページに掲載し、情報提供を行った。
②大学の概要、入試情報、教育研究情報、就職関連情報、各種イベント等については、大学のホームページ及び冊子
体により情報提供を行った。

　学生の自習を促進するため、CALLシステムの更新や教材の充実を図った。また、外国語技能検定試験（TOEIC、
TOEFL、実用英語技能検定、中国語検定等）の資格取得を単位認定（成績によって1～4単位）の対象とするとともに、
TOEIC、中国語検定の課外講座を実施した。なお、経済学部では英語と中国語のインテンシブプログラムを設け、実践
的語学能力の習得を目指したカリキュラムを作成した。国際交流学科では英語については平成17年度入学者から新英語
カリキュラムを導入し、中国語については、新大学のカリキュラムに「中国語専門科目群」を配置した。英語・中国語
の各専門科目において、TOEIC・中国語検定等の取得スコアを履修要件とし、履修可能科目を段階的に配置した履修シ
ステムとすることで、学生の語学力の向上に努めた。このような取組により、高い外国語の運用能力の養成に努めた。

　産学官連携等の窓口として「地域連携センター」を設置し、地域のニーズに即した研究、受託研究、共同研究を推
進した。また、教職員が産学官連携関係の各種フォーラムや交流会に積極的に参加し、地方自治体、民間企業等との
交流を進めた。
　平成22年度は、佐世保市と包括連携協定を締結し、6つの連携事業を行ったほか、新上五島町との相互協力協定に基
づき4つの連携事業を行った。
　佐世保校では、「地域経済等に関する連絡会議」を開催し、地域の産学官連携体制を充実した。
　シーボルト校では、「ながさき出島インキュベータ（D-FLAG)」の施設運営に対する支援や、長崎県、県内大学及び
商工団体と共同で設立した「長崎”新生”産学官コンソーシアム（NRC）」において、機能性食品に関する産学官連携
を推進し、企業等との関係構築に努めた。

　法人プロジェクト研究である「長崎県の離島を中心とした文化の継承、情報社会の構築、社会経済の活性化、生活習
慣病の予防、保健・医療の充実」（平成18～20年度）と、「しまの健康を守ろう～上五島活き活きプロジェクト」（平
成20～22年度）について、各学部が連携した研究を推進した。
　研究活動の成果は、学内の機関誌や国内外の学術雑誌等への投稿、学会発表を通して公表した。また、研究成果を
データベース化し、インターネットを通じて社会へ提供するために、長崎県立大学学術機関リポジトリシステムを構築
し、各学部の紀要から383の論文を公開した。なお、これまで大学ホームページで公開していた研究者情報や研究テー
マ一覧に加え、業績集として論文名や学会発表などの詳細な実績も掲載した。

　「NICEキャンパス長崎」の運営など、県内大学、短期大学及び高等専門学校が協力して、県内高等教育機関の教育
及び研究の充実を図り、地域社会の教育、文化の向上及び発展を目的とする「大学コンソーシアム長崎」に参加し
た。なお、平成22年度の「NICEキャンパス長崎」においても、遠隔授業システムを活用した科目を提供した。
　また、放送大学との単位互換協定について履修資格や科目、単位制限などを検討し、単位互換協定を締結した。

　学内・学外者の施設利用のスケジュール管理を行い、学外者に対しても可能な限り大学施設の貸し出しを行った。
また、附属図書館の利用を推進するため、附属図書館主催の講演会、展示会等を開催した。

③教員の研究成果については、各学部の紀要等で情報提供を行った。
④その他、法人、大学からのお知らせ等については自治体広報誌、新聞広告、記者クラブ等へ情報提供するなど、
様々な媒体を活用し、県民への周知を図った。

　なお、中期目標の前文に掲げた「県民、学生、設立団体等に対する説明責任を果たす必要性から、教育・研究及び
組織・運営の状況、成果並びにこれらの評価結果に関する情報を積極的に公開する」ため、前述の様々な取組につい
ては次のような手段や方法により情報公開と周知活動を行った。

　地域連携センターに生涯学習部門を設置し、地域社会、地域住民とのコミュニケーション窓口とした。また、公開講
座、地域公開講座、学術講演会、シンポジウム等を年間を通じて開催した。

　国際交流協定に基づき、華僑大学（中国）との学術交流シンポジウムや、高麗大学校（韓国）との日韓合同国際カン
ファレンスを開催し、国際的な共同研究を推進した。
　平成22年度は、西安外国語大学（中国）と学術交流協定を締結した。また、学術交流、共同研究のほか、双方の留学
生の支援等を行っていくことを目的に中国と韓国にリエゾンオフィサー（本学OB教員各1名）を配置した。
　佐世保校では、復旦大学（中国）、韓南大学校（韓国）とシンポジウムを開催するなど、アジア地域の大学とのネッ
トワークの構築を行い、研究者の交流を進めた。さらに、平成18年度に国際文化経済研究所（平成20年4月　東アジア
研究所が継承）とアモイ大学（中国）日本研究所との学術交流協定を締結し、学術交流を促進した。平成21年度は、マ
カオ大学（中国）社会人文学部と学部間交換留学協定を締結した。
　シーボルト校では、高麗大学校（韓国）、大分大学、本学看護栄養学部による日韓合同国際カンファレンスを開催し
た。また、日中国交正常化35周年、朝鮮通信使400周年を記念し、中国の経済、法律等の専門家および本学国際情報学
部による国際シンポジウム「長崎・上海・ソウル新時代」を開催し、交流を図った。そのほか、柳韓大学（韓国）や東
亜大学校（韓国）からの共同研究員の受け入れや、中国からの国際交流研修員の受入れなど、東アジアの諸外国の大学
等との交流を進めた。

　大学と新上五島町との共同研究事業において、「つばき巨木銘木マップ作成事業」、「上五島町漁協における「五島
箱入娘」のブランド強化推進事業」等に多数の学生が参加しフィールドワークを行った。これらの活動は地域に高く評
価された。また、大学独自の助成制度「大学活性化プロジェクト奨励金」を創設し、学生の地域貢献への自主的活動を
支援した。さらに、長崎県の事業である「学生さんのまちおこし・地域づくり事業」への応募を支援した。その結果、
8件の学生の企画が採択され、地元商店街活性化のためのイベント、商店街マップ作成等ゼミ担当教員の指導のもと学
生が主体となって取り組んだ。その他、佐世保校においては、離島でのフィールドワークや近隣町の小中学校での学習
支援ボランティア等を実施した。シーボルト校においては、学生を通じて地域の小中学校とワークショップを開きなが
ら「命のたいせつさ」を伝えていく地域支援活動を県内の2小中学校で展開するなど、学生の地域貢献を図った。

　校長会や高校生の保護者等からの要望を踏まえて、平成20年度から離島でのセンター試験を実施した。離島4会場の
うち、本学が担当する上五島、対馬の試験会場の用務に教職員を派遣し、離島の受験生の負担軽減を図った。
　また、本学では推薦、前・後期入試において、不慮の事故等で受験できない学生に対する追試験の実施体制を整備し
ている。
　なお、平成21年度は新型インフルエンザ、平成22年度は東北地方太平洋沖地震の影響で受験できなかった学生に対す
る追試験を実施した。

　研究成果については、紀要や年次報告書を作成して自治体等に提供したほか、これまで大学ホームページで公開し
ていた研究者情報や研究テーマ一覧に加え、業績集として論文名や学会発表などの詳細な実績も掲載した。また、研
究成果をデータベース化し、インターネットを通じて社会へ提供するために、長崎県立大学学術機関リポジトリシス
テムを構築し、各学部の紀要から383の論文を公開した。
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長崎県立大学

中
　
期
　
目
　
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　平成20年度に実施した自己点検・評
価の結果等に基づいて、カリキュラム
や教育内容の充実と教育方法の改善を
行う。

　平成20年度に実施した自己点検・評価の結果等に基づい
て、各学部・研究科等で改善計画を作成した。
　なお、CALL教室の自学自習用教材の充実や、シラバスの
記載内容の精粗の解消など、教育内容の充実と教育方法の
改善を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　自己点検・評価および大学認証評価
の結果等に基づいて、カリキュラムや
教育内容の充実と教育方法の改善を行
う。

　FD研修会分科会で授業評価や少人数教育における指導方
法などに関する討議を行ったり、外部からファカルティー
ディベロッパーを招へいし授業評価を実施し意見交換を行
うことなどで、授業の進め方や問題点等の情報を共有し、
教育内容や教育方法の改善を行った。
　また、看護学科では、保健師助産師看護師法等の改正に
伴うカリキュラムの見直しにも着手した。

項 目 別 の 状 況

１　専門的・総合的視野から諸問題を理解し、解決する能力と実践的、実務的能力を涵養する教育に重点を置き、学生が幅広い教養と専門的知識を身に付け、地域や国際社会に貢献できる人材を育成する。
２　卒業後の進路選択の指導に力を入れる。
３　教育の成果及び効果の検証を積極的に行い、教育成果の充実に活用する。
＜学士課程における目標＞
４　全学教育（教養教育）においては、幅広い知識と豊かな人間性・構想力を身に付け、問題発見・問題解決能力をもって、総合的な見地から社会の諸課題に取り組むことができる姿勢と能力を養う。
　　また、自己を生涯にわたって開発し、向上させるための基礎的な力を涵養する。
５　学生の外国語運用能力及び情報リテラシーを向上させる。
６　専門教育においては、専攻分野に関する専門的な知識及び技術を修得させるとともに、地域や社会の諸分野において具体的な課題を設定し、これを分析し対処する実践的能力や創造力、国際的視野等を涵養する。
＜大学院課程における目標＞
７　高度な専門的知識・技術を修得させるとともに、地域や社会の諸課題、あるいは先端的な分野における研究等に対して、広い視野と専門的観点から積極的に取り組むことを通じて、実践的に解決できる能力、創造力及び
　　企画立案力等を兼ね備えた高度な専門職業人を育成する。

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上
　１　教育に関する目標
　（１）教育の成果に関する目標

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）

1　各専門分野（学部、学科等）の教育
の目標・ねらいを全学的な視野で設定
し、カリキュラムや教育内容の充実と教
育方法の改善に努める。また、教育の目
標・ねらいの達成状況について多角的に
点検・評価を行う。

(Ⅲ)

Ⅲ

22

　新しい長崎県立大学の教育理念・目的を以下のとおり定
めた。

「人間を尊重し平和を希求する精神を備えた創造性豊かな
人材の育成」
「長崎に根ざした新たな知の創造」
「大学の総合力に基づく地域社会及び国際社会への貢献」

　また、新大学の理念・目的の実現のため、授業科目を全
学教育科目、専門教育科目、行動科目で構成するととも
に、コースや科目等の性格・目的に応じ、適切に配置し
た。
　なお、平成20年度には各専門分野ごとの教育の目標・ね
らいの達成状況について、全学的な自己点検・評価を行
い、「自己点検・評価報告書」を作成した。

≪「資料編」№1参照≫

(Ⅲ)

【達成水準】
○両大学統合後の教育目標・ねらいを定
めるとともに、これに対応したカリキュ
ラムを編成する。
○大学の教育目標を踏まえ、学部・学科
等の教育目標とコース・領域等のねらい
を明確化する。
○教育の目標・ねらいの達成状況につい
て自己点検・評価を行い、カリキュラム
や教育内容の充実と教育方法の改善に努
める。

≪平成22年度達成≫

（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置

達
成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

Ⅲ
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　適切な職業観を育成するための方策として、「キャリア
デザイン」（2単位）、「インターンシップ」（在学中に企
業等で自らの専攻や、将来のキャリアに関連した就業体験
を行うこと。1単位。）を単位として認定し、FP（ファイナ
ンシャルプランニング）技能検定（2級：2単位、1級：4単
位）やTOEICなど各種資格・検定の取得についても単位とし
て認定し、卒業要件単位数に算入を認めている。
　また、各種資格取得を支援するために、FP講座、簿記講
座などの課外講座や管理栄養士、看護師などの国家資格対
策のための講座も実施した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　職業観を育成するために就職ガイダ
ンス、インターンシップを実施する。
また各種資格取得に関する助言を行う
とともに、課外講座を実施する。

　職業観を育成するため、就職ガイダンス（佐世保校25
回、シーボルト校47回）、インターンシップ（佐世保校76
名参加、シーボルト校52名参加）を実施した。
　また、佐世保校では、各種資格の取得支援として資格ガ
イダンスを実施するとともに、販売士講座、簿記講座など7
講座（延べ159名受講）の課外講座を実施した。
　シーボルト校では、保健師などの国家資格講座のほか、
パソコンスキル対策講座（Excel、Word）などの課外講座6
講座（延べ232名受講）を実施した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　職業観を育成するために就職ガイダ
ンス、インターンシップを実施する。
また各種資格取得に関する助言を行う
とともに、課外講座を実施する。

　職業観を育成するため、就職ガイダンス（佐世保校33
回、シーボルト校48回）、インターンシップ（佐世保校51
名参加、シーボルト校66名参加）を実施した。
　また、佐世保校では、各種資格の取得支援として資格ガ
イダンスを実施するとともに、販売士講座、簿記講座など8
講座（延べ258名受講）の課外講座を実施した。
　シーボルト校では、保健師などの国家資格講座のほか、
パソコンスキル対策講座（Excel）などの課外講座9講座
（延べ252名受講）を実施した。

≪「資料編」№2･3･4参照≫
(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学生による授業評価をセメスターごと全科目において実
施するとともに、その結果を各教員が分析し、シラバスや
授業方法の改善に活用した。
　主な内容は以下のとおり。
　学生の理解度に応じた授業スピードの調節、授業内容の
プリント配布、学内Webを活用した講義資料の提供、復習・
予習を促進するための小テストの実施、パワーポイントの
活用など。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学生による授業評価を継続して実施
するとともに、その結果を分析し、教
育内容、教育方法の改善に努める。ま
た、教員は授業評価結果に基づく点検
報告書を作成する。

　学生による授業評価をセメスターごとに全科目で行っ
た。その結果を各教員が分析し、点検報告書を作成して、
配布資料の充実や授業レポートの改良充実、理解度を確認
しながらの授業進行など教育方法と内容の改善に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学生による授業評価を継続して実施
するとともに、その結果を分析し、教
育内容、教育方法の改善に努める。ま
た、平成21年度授業評価結果に基づく
点検報告書を教育改善に活用する。

　学生による授業評価をセメスターごとに全科目で行っ
た。その結果を各教員が分析し、点検報告書を作成して、
配布資料の充実や授業レポートの改良充実、理解度を確認
しながらの授業進行など教育方法と内容の改善に努めた。
　また、各教員の授業点検報告書の内容を資料としてまと
め、教員間で共有することで授業改善に活用した。

○評価できる点
・学生による授業評価をセメ
スターごとに全科目において
実施するとともに、その結果
を各教員が分析し、授業点検
報告書の内容を資料としてま
とめ、教員間で共有し、授業
内容のプリント配布、予習・
復習を促進するための小テス
トの実施など授業内容や方法
の改善に取り組んでいる。

【達成水準】
○学生による授業評価を実施し、その概
要を学内に公表する。
○授業評価の結果を教員へフィードバッ
クし、教育内容、教育方法の改善に活用
する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ (Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

2　キャリア教育、インターンシップ等
により職業観の育成を図るとともに、各
種資格取得に関する助言・支援を推進す
る。

22

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○各種資格・検定の取得をカリキュラム
に組み込み、単位認定の対象とする。
○資格取得を支援するため、課外講座を
実施する。
○職業観の育成を図るため、キャリア教
育、インターンシップ、就職ガイダンス
等を実施する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

3　学生による授業評価を実施し、教育
内容、教育方法の改善に活用する。

22
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学部間での専門教育の相互履修をできるように規程を改
正し、学部教育の学際化を図った。
　なお、他学部で修得した単位については、経済学部では
自由選択枠（上限18単位）の科目として、国際情報学部お
よび看護栄養学部では全学教育科目の一部（8単位もしくは
10単位）として卒業要件単位数に算入できるようにした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

〈学士課程の教育の成果〉

【達成水準】
○学部・学科の教育目標に即したカリ
キュラム編成を行う。その際、教養教育
と専門教育の有機的連携を図り、コース
等の性格や目的に応じたカリキュラムを
編成する。
○外国語教育等の教育内容を充実する。

≪平成19年度達成≫

19

194　学士課程においては、全学教育と専
門教育の有機的な連携により、専門的、
総合的視野から社会、市民生活、企業で
の諸問題を理解し、分析し、解決する応
用能力に富む人材、国際的なコミュニ
ケーション能力と視野を備えグローバル
に活躍できる人材の育成を目指す。

【達成水準】
○両大学統合後のカリキュラムにおい
て、他学部の履修を可能とし、学部教育
の学際化を図る。

≪平成19年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

　授業科目は、全学教育科目、専門教育科目、行動科目
（学生が自ら積極的に行動し、体験等によって得た貴重な
成果のうち、一定の基準を満たすものを単位として認定す
るもの）から構成し、学部・学科の人材育成の目標に沿っ
た体系的なカリキュラム編成を行った。
　
　全学教育科目においては、幅広い教養や豊かな人間性を
養うとともに、主体的に課題を探求し、その課題に対して
幅広い視野から柔軟かつ総合的な判断ができる課題探求能
力の育成を目的として、多彩な教養科目を配置した。
　また、外国語教育については、国際的な視野とコミュニ
ケーション能力を養成するため、英語、中国語、韓国・朝
鮮語、フランス語、スペイン語、ドイツ語を提供した。
　なお、専門科目の担当教員が全学教育も担当したり、他
学部の専門科目を自学部の教養科目として認めたりするこ
とで、全学教育と専門教育の有機的連携を図った。
　
　専門教育科目においては、学部・学科の特性に応じて、
講義・演習・実習・実験等を体系的に配置するカリキュラ
ムを提供し、社会で通用する実践的な応用力を身につけさ
せる専門科目を配置した。

　全学教育科目カリキュラムの詳細はNo6～8を、専門教育
科目カリキュラムの詳細はNo11を参照。

5　単位互換などカリキュラムの学部間
相互乗り入れを実現し、学部教育の学際
化を図る。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　全学教育カリキュラムにおいて、教養教育の再構築を図
り、5つの科目区分を設定した。
　詳細は以下のとおり。
○「時空間の探求」…歴史・地理関係の科目群
○「生活の中の情報と科学」…情報処理、健康・スポー
ツ、自然科学関係の科目群
○「人間性と文化」…哲学、心理学等人間・文化を理解す
る科目群
○「現代社会と市民生活」…法学、政治学、経済学等の科
目群
○「現代社会の課題」…現代社会における発展的な課題を
扱う学際的・複合的科目群

　また、教育開発センターならびに国際交流センターを設
置し、それぞれに教養教育の充実や、外国語教育の充実お
よび海外大学等との交流を図った。

≪「資料編」№5参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　教育開発センター、国際交流セン
ター及び両校の関係委員会が連携し、
全学教育を円滑に運営する。

　教育開発センター会議において、全学教育の目的の達成
状況に関する検証とFDへのフィードバック等について協議
し、今後の方向性を確認した。
　また、教育開発センター委員には関係委員会の委員長が
含まれており、センター会議において委員会間の必要な調
整を図り、全学教育の円滑な運営に努めた。
　同様に、国際交流センターおよび両校の関係委員会が連
携して英語教育を円滑に運営した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学士力養成の観点から、全学教育の
将来的なあり方について検討する。

 学士力養成を視野に入れた全学教育の将来的なあり方につ
いて、教育開発センターを中心に、中央教育審議会答申
「学士課程教育の構築について」で定義されている「学士
力」と答申で示されている大学の取り組むべき姿を参考に
しながら、検討会議を行った。
　また、「九州地区大学一般教育研究協議会」に教員が参
加し、その報告会を学内で開催するとともに、「教養教
育」のあり方について協議した。
　なお、平成23年度から教育開発センターが全学教育すべ
てを所管することとし、組織機能を強化した。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　全学教育科目において、「時空間の探求」、「生活の中
の情報と科学」、「人間性と文化」、「現代社会と市民生
活」、「現代社会の課題」の5つの科目区分を設定した。
　なお、各科目区分において、文化・社会・人間・自然に
関する人類の知的な遺産を学び理解するための授業科目を
配置した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】
（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○文化・社会・人間・自然に関する人類
の知的な遺産を学び理解するための科目
の新設とカリキュラムの再編を行う。

≪平成19年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

7　文化・社会・人間・自然に関する人
類の知的な遺産を学び理解することによ
り、21世紀の共生社会に必要な広い視野
と深い人間的教養を身につけさせるとと
もに、基本的な知的思考能力を育成す
る。

〈全学教育〉

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○教育目標を達成するための全学教育カ
リキュラムを作成し、1年次から2年次を
中心に配置する。
○統合後の全学教育の実施体制を整備す
る。

≪平成22年度達成≫

22

19

6　幅広い教養と人間性を備え、問題発
見・問題解決能力をもって社会の諸課題
に取り組むことができる人材を養成する
ために、主として1年次から2年次に、全
学教育の充実を図る。
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　学生が課題探求能力、学際的・総合
的に考える能力、科学的な思考方法、
適切な自己表現能力等を獲得できてい
るかについて引き続き把握し、授業形
態や授業方法等の改善に努める。

　FD研修会を行い、効果的な学習指導方法等の改善につい
て研修をした。
　また、分科会において、学生の自発的な思考、発言を促
す授業方法として、学生参加型・実践型の双方向講義の推
進について効果的な教材のあり方などを討議した。これら
を活かし各教員の授業形態や授業方法の改善に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　学生が課題探求能力、学際的・総合
的に考える能力、科学的な思考方法、
適切な自己表現能力等を育てるため、
授業形態や授業方法等の改善に努め
る。

　FD研修会で、少人数クラス、大人数クラスの特性と、そ
の授業における適切で効果的な指導法を取り上げた。
　また、分科会では、少人数クラス指導の実践例を報告す
るなど、学生の自発的な学習と自己表現を促す授業の工夫
や授業方法の改善について討議した。
　これらを活かし各教員の授業形態や授業方法の改善に努
めた。

8　入学後の早い段階から自主的な課題
探求能力、学際的・総合的に考える能
力、科学的な思考法、適切な自己表現能
力を育てるため、授業形態、授業方法等
を検討し工夫する。

(Ⅲ)

Ⅲ

22

【達成水準】
○1年次と2年次に必修の演習科目を設定
するとともに、学生の課題探求能力や自
己表現能力等を育成するために授業形態
や授業方法等の改善に努める。
○入学前教育を行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

　全学教育科目の中に、専門分野の枠を超えて総合的に判
断し対処する能力などを養成するために、現代社会におけ
る発展的な課題を扱う学際的･複合的科目区分である「現代
社会の課題」（5科目）を設定した。
　
　経済学部と国際情報学部では、1年次から4年次までの少
人数のゼミナール形式の授業科目を配当し、入学後早期か
ら課題探究能力等の涵養を図っている。
　
　看護栄養学部では、入学早期から「人」と向き合うこと
や、看護・栄養それぞれの専門領域を相互に理解すること
を目的に、「人間」「社会」「健康」に関する科目を学部
共通専門科目として設けた。また、基礎から専門へ知識・
技術を段階的に修得できるよう、講義および実習・実験等
を効果的に配置し、総合的に考える能力を養っている。
　
　また、アドミッション・オフィス（AO）入試と推薦入試
の合格者を対象に、課題図書を与えてレポートを提出させ
るなど、入学前教育を実施している。
　なお、全学的なFD研修会を実施し、効果的な授業形態や
学習指導方法等の改善について研修した。

○評価できる点
 ・入学後早期からの課題探
求能力等の涵養を図るた
め、経済学部と国際情報学
部では１年次から少人数の
ゼミナール形式の授業科目
を開設している。また、看
護栄養学部では、１年次か
ら人と向き合うことや、看
護・栄養それぞれの専門領
域を相互に理解することを
目的とした学部共通専門科
目を設けている。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)
　英語、中国語を重点に語学教育を実
施する。

　佐世保校においては、CALL教室を1教室増室し、最新のシ
ステムを導入するとともに、教材の充実を図った。また、
アメリカンスクールとの交流による実践的教育や、学生に
よる地域の小中学校での英語指導活動を継続して実施し
た。
　シーボルト校においては、中国語の授業や自習で活用す
るためのCALL教材を新たに導入するとともに、中国語コ
ミュニケーション能力検定試験（TECC）を学内で実施し
た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　英語、中国語を重点に語学教育を実
施する。

　佐世保校においては、最新のCALLシステムを主体とし
て、書籍やDVDなど教材の充実を図った。また、アメリカン
スクールとの交流による実践的教育や、学生による地域の
小中学校での英語指導活動を継続して実施した。
　シーボルト校においては、新たに中国語合宿を実施（1～
4年次生21名参加）するとともに、中国語コミュニケーショ
ン能力検定試験（TECC）を学内で2回実施した。また、外国
語教材などを充実するとともに、TOEICやTOEFLについては
課外講座も実施し、外国語運用能力の養成に努めた。

　佐世保校の英語インテンシブプログラムと中国語インテ
ンシブプログラム及び国際交流学科で掲げたTOEICと中国語
検定試験の目標は達成することができなかった。なお、第2
期中期計画においても引き続き英語、中国語を重点に外国
語運用能力の向上に努めていくこととした。

－
　学生の自習を促進するため、CALLシステムの更新や教材
の充実を図った。
　また、外国語技能検定試験（TOEIC、 TOEFL、実用英語技
能検定、中国語検定等）の資格取得を単位認定（成績に
よって1～4単位）の対象とするとともに、TOEIC、中国語検
定の課外講座を実施した。

　なお、経済学部では英語と中国語のインテンシブプログ
ラムを設け、実践的語学能力の習得を目指したカリキュラ
ムを作成した。

　国際交流学科では英語については平成17年度入学者から
新英語カリキュラムを導入し、中国語については、新大学
のカリキュラムに「中国語専門科目群」を配置した。英
語・中国語の各専門科目において、TOEIC・中国語検定等の
取得スコアを履修要件とし、履修可能科目を段階的に配置
した履修システムとすることで、学生の語学力の向上に努
めている。また、TOEICテストの平均が500点未満の学生に
対しては、リメディアル・クラスを設けて指導した。

　このような取組により、高い外国語の運用能力の養成に
努めた。
  なお、インテンシブプログラム、国際交流学科で掲げた
TOEICや検定試験の目標に対する成果については、No70、
71、86-4を参照。

※CALLシステム…マルチメディア（音声・映像）機能を有
する練習音声録音や学習状況の集計・分析等が可能なシス
テム

≪「資料編」№6参照≫

○内容に対する意見
・両校の語学教育における
TOEICスコア等の向上のため
の取組については、これま
でも毎年指摘してきたとこ
ろであるが、両校とも中期
計画を達成していない。今
後、これまでの取組み等を
省みて、学生の成績及び講
じた対策等に関するデータ
の蓄積と分析を行い、他大
学の取組等も参考としなが
ら、第２期中期計画におい
て教育方法の工夫に取り組
むことを求める。

9　英語、中国語を重点に高い外国語の
運用能力を養成する。 【達成水準】

○英語、中国語を重点に語学教育を実施
する。
○語学教育のカリキュラムを改善する。
○英語・中国語について、国際的なコ
ミュニケーション能力を育成する特別
コース（プログラム）を設置する。
○国際交流学科では、新英語カリキュラ
ムを導入し、1年次入学者からTOEIC試験
スコアに基づく英語履修システムを導入
する。
○CALLシステムを活用した教育を実施す
る。
○TOEIC対策講座等を実施する。
○外国語技能検定試験の資格取得を単位
として認める。

≪未達成≫

(Ⅲ)

Ⅱ

Ⅲ

(Ⅲ)

【評価委員会の評価
「Ⅱ」】
○法人の自己評価は妥当性
を欠く。
・英語・中国語を重点とし
た語学教育については、平
成２２年度において教材の
充実や中国語合宿の実施等
の取組が行われているが、
TOEICスコア等の目標を達成
できておらず、「英語、中
国語を重点に高い外国語運
用能力を養成する」とした
中期計画及びその達成に向
けた最終年度の取組を十分
に実施したものとは認めら
れない。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

10　高度情報社会に適切に対応できる基
礎的なIT活用能力を育成するため、関連
する科目の履修方法と内容、授業形態等
授業環境を点検し、必要な改善を行う。

20

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○全学教育における情報処理科目を充実
する。
○情報リテラシー教育において、ティー
チング・アシスタント制を導入する。
○画像転送システムなどを導入し、授業
環境を改善する。

≪平成20年度達成≫

　全学教育科目に「情報処理概論」（選択）を配置し、コ
ンピュータやネットワークの基本技術など情報処理全般に
関する知識を深めさせた。
　また、授業内容や授業形態等を点検し、情報リテラシー
教育においてティーチング・アシスタント（TA）を導入
し、授業サポート体制を充実したほか、平成19・20年度に
画像転送システムを導入し、視覚的にコンピューター操作
方法等を修得することを容易にするなど改善を図った。
　さらに、学生支援システムでは学内Webでのシラバス・時
間割等の検索、学籍情報の確認をできるようにした他、附
属図書館に電子ジャーナル等を導入し利活用方法を習得さ
せ、学生の情報検索能力の向上を図った。

※画像転送システム…教員の操作端末画面を学生側の補助
モニターへ転送するシステム
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)
【20年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

　平成21年7月の保健師助産師看護師法の一部改正によ
り平成22年度から保健師教育課程が1年以上の教育とな
るため、本学の看護師教育、保健師教育のあり方につい
て看護学科として検討を開始した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　保健師助産師看護師法の一部改正に
伴う教育課程変更に向けて、看護師・
保健師教育のあり方について検討す
る。

　看護師、保健師教育のあり方について検討し、各々の
教育をより充実させるために、看護師教育と養護教諭養
成を学部教育で行うこととし、保健師養成教育は修士課
程で行うことを決定した。
　また、このことに伴うカリキュラム変更等の検討に着
手した。

〈専門教育〉
11　講義・演習・実習・実験等を体系的
に配置するカリキュラムを提供し、専門
基礎を重視するとともに、社会で通用す
る実践的な応用力を身につけさせ、真に
実力ある専門職業人を育成する。

　各学部・学科が目指す人材育成方針に基づき、必要なカ
リキュラムを編成し、それぞれ適切な講義・演習・実習・
実験等の科目を配置した。
　
　経済学部の講義科目については、各学科に共通する基礎
的な専門科目を学部共通専門科目として1年次に配置し、各
学科の専門性に応じた学科共通科目を2年次に配置した。さ
らに、より専門的・実践的な教育プログラムを展開してい
くためのコース科目を3～4年次に配置した。また、演習科
目についても各段階に応じ適切に配置することとし、1年次
には、導入教育としての「新入生セミナー」を、2年次に
は、主体的な課題発見、解決方法の修得を目指した「総合
演習」を、そして3～4年次には、専門分野の知識・探究方
法を習得し卒業論文の作成につなげる「専門演習」を配置
した。
　
　国際情報学部の講義科目については、学部共通専門科目
で国際交流分野と情報メディア分野にまたがる専門教育科
目を設定した。学科専門科目では、1～2年次に学生の専門
知識への興味や期待に応え、学習意欲を高めることに配慮
した科目を配当し、3～4年次では卒業論文の作成につなが
るより高度な専門科目を配置した。また、1～4年次まで少
人数のゼミナール形式の授業科目を配当し、きめ細やかな
双方向教育を行っている。
　
　看護栄養学部では、看護・栄養それぞれの専門領域を相
互に理解することを目的に、「人間」「社会」「健康」に
関する講義科目を学部共通専門科目として設けた各学科専
門科目においては、各分野における基礎からより専門的な
知識・技術を段階的に修得できるよう、講義および実習・
実験等を配置した。なお、この各学科専門科目は、「専門
基礎科目」、「専門科目」および学生が自主的に研究を進
めていく上で重要となる「卒業研究」で構成した。
　
　また、実践的応用力を修得させるため、学生が自ら行動
する「インターンシップ」、「ボランティア活動」（福祉
ボランティア、教育ボランティア）、「キャリアデザイ
ン」の一定の成果については、「行動科目」として単位認
定することを決定した。
　
　各学科の専門科目におけるコース・科目群の詳細につい
ては、No74～82、86-1～89-3を参照。

≪「資料編」№1参照≫

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22

【達成水準】
○専門職業人を育成するための講義・演
習・実習・実験等を体系的に配置するカ
リキュラムを作成する。

≪平成22年度達成≫
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】
（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学生が地域や企業で学習する機会が持てるように、「イ
ンターンシップ」、「ボランティア活動」、「キャリアデ
ザイン」の行動科目を配置するとともに、各学科の専門科
目においても社会と連携した授業形態を取り入れている。

　なお、シーボルト校においては、文部科学省による現代
的教育ニーズ支援プログラムに採択され（平成16～18年
度）、学生と地域の小中学生とのワークショップを開きな
がら「命のたいせつさ」を伝えていく地域支援活動を行
なった。この活動は、採択期間終了後も引き続き実施して
いる。

≪「資料編」№1･2参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

12　社会で通用する基礎力と実践的な応
用力を身につけさせるとともに、大学院
教育に向けての基礎能力を養う。

19

【達成水準】
○専門職業人、研究者に必要な基礎能力
及び実践的な応用能力を育成するための
カリキュラムを作成する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

　経済学部では、基礎的科目を中心とした学部共通専門科
目により経済学の基礎的知識を養った。また、実践的な応
用力を身に付けさせる科目として学科共通科目とコース科
目からなる科目群を配置し、より高度な専門知識が修得で
きるようカリキュラムを編成した。さらに、1～4年次まで
演習科目を配置し、少人数教育による課題探求・解決能力
の養成を図っている。

　国際情報学部においては、各学科に学生の進路等にあわ
せたコース・領域を設け、基礎科目から卒業論文の作成に
つながるより高度な専門科目を配置した。また、1～4年次
まで少人数のゼミナール形式の授業科目を配当し、きめ細
やかな双方向教育を行っている。

　看護栄養学部においては、看護・栄養それぞれの専門領
域を相互に理解することを目的に、「人間」「社会」「健
康」に関する講義科目を学部共通専門科目として設けた。
学科専門科目には「専門基礎科目」、「専門科目」を配置
し、各分野における基礎からより専門的な知識や技術が修
得できるようカリキュラムを編成している。

【達成水準】
○体験学習や社会と連携した教育を行動
科目として設定するとともに、カリキュ
ラムに体験学習や社会と連携した授業形
態を取り入れる。

≪平成18年度達成≫

13　体験学習や社会と連携した教育など
多様な授業形態を取り入れ、理論・知識
の理解を深めるとともに、専門的観点に
たつ問題発見・問題解決能力を育成す
る。

18

(Ⅲ)

Ⅲ

- 12 -



長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　平成21年度からGPA制度を本格導入するために、平成18年
度から総合成績評価を試験的に実施し、成績分布データの
分析を行うなどの検証を行ってきた。
　また、教員各自が各科目の成績評価基準の検証を行うと
ともに、同一科目における教員間の成績評価基準や教材の
共通化を進めた。

≪「資料編」№7参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　GPA制度を導入し、GPAを活用した教
育指導を行う。

　平成21年度からGPA制度を導入した。
　経済学部では、GPAの具体的基準（低水準の学生に対する
教育指導、優秀な学生に対する表彰制度）を定め、学生に
周知を図るとともに、教育指導を実施した。
　国際情報学部、看護栄養学部では、各学科で個別に基準
を定め、GPAを活用した教育指導を実施した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　GPAを活用した教育指導を行う。 　経済学部では、2セメスター連続でGPA1.5未満だった学生
に対して、演習指導担当教員が面接し、学習方法など教育
指導を行った。
　国際情報学部、看護栄養学部では、GPAを活用した教育指
導の対象学生について、学科ごとに基準を設け、ゼミ担当
教員が指導を行った。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　高度な情報システム活用のための科目として「流通情報
論」や「経営情報システム論」を情報・会計学コースに配
置した。
　また、各学科の専門科目でも地理情報システム（GIS）・
数式処理ソフト（Mathematica）・経済統計（Economate）
等の専門ソフトを導入し、専門的情報教育を実施した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

　平成21年度は、計量経済学分析ソフト（Eviews）を導
入した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

14　GPA制度を取り入れ、総合成績評価
の客観化を図り、教育指導に有効に活用
する。 【達成水準】

○GPA制度を導入し、総合成績評価結果
に基づく教育指導を実施する。

≪平成22年度達成≫

19

22

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

(Ⅲ)

15　実力ある専門職業人育成の観点に
たってより高度な情報処理・情報活用能
力を養成する。

【佐世保校】

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○情報・会計学コースの情報系関連科目
を整備する。
○経済系の専門ソフトを導入し、専門的
情報教育を実施する。

≪平成19年度達成≫
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　「フィールドワーク」（教員の指導のもとに行う社会調
査活動や実践的活動。1単位、上限2単位）、「インターン
シップ」（1単位）、「ボランティア活動」（1単位、上限4
単位）等を行動科目として位置づけ、カリキュラムの中に
取り入れた。

≪「資料編」№1参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　経済学部では、3年次への進級要件として、「ミクロ経済
学入門」（2単位）「マクロ経済学入門」（2単位）「情報
処理演習Ⅰ」（2単位）「情報処理演習Ⅱ」（2単位）「英
語」（4単位）「総合演習」（2単位）のうち10単位以上を
含む64単位以上（新入生セミナーを含む）を修得しなけれ
ばならない「関門制」を導入した。
　また、関門制導入に際し、1年次の新入生セミナー、2年
次の総合演習を必修科目として設定し、この演習担当教員
が履修を指導し、計画的な学習を促進する環境を整備し
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○関門制を導入する。
○必修の演習科目を設定し、その中で教
員が計画的な履修を指導する。

≪平成18年度達成≫

17

(Ⅲ)

Ⅲ

16　主体的に課題を見いだし、調査し解
決するという「フィールド（地域・現
場）」から発想できる能力を養成する。

【佐世保校】

【達成水準】
○インターンシップ、フィールドワー
ク、海外語学研修、ボランティア活動等
を科目として設定する。

≪平成17年度達成≫

1817　成績評価結果が一定の達成度以上で
あることを進級の要件とするシステムを
導入し、学生が計画的に学習を促進する
環境を整備する。

【佐世保校】

(Ⅲ)

Ⅲ

- 14 -



長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

18　（国際情報学部）語学教育や情報リ
テラシーを中心としたアカデミック･リ
テラシーの充実を図る。

【シーボルト校】

【達成水準】
○学生のアカデミック・リテラシーを向
上させるため、語学教育や情報教育を充
実する。
○効果的な教育・自習環境を整備する。

≪平成20年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

20

【シーボルト校】
　学生のアカデミックリテラシーを向上させるため、語学
教育や情報教育を中心に、主に以下の取り組みを行った。

（国際交流学科）
　実践的語学力の向上を図るため、英語については平成17
年度入学者から新英語カリキュラムを導入した。中国語に
ついては、平成20年度から「中国語専門科目群」を配置し
た。英語・中国語の各専門科目において、TOEIC・中国語検
定等の取得スコアを履修要件とし、履修可能科目を段階的
に配置した履修システムとすることで、学生の語学力の向
上に努めた。また、TOEICテストの平均が500点未満の学生
に対しては、リメディアル・クラスを設けて集中的に指導
をした。
　学生の自習を促進するため、英語学習ダイアリーの活用
や英語強化合宿の実施、CALLシステムの更新や教材の充実
を図った。

（情報メディア学科）
　「情報技術」「情報コミュニケーション・デザイン」
「情報社会」の3領域を設定し、学生の目的に応じた情報教
育の充実を図った。なお、各領域の「演習科目」はすべて
専用の演習室での実技を伴う授業とした。
　また、情報処理演習室のパソコンを、学習用途によりOS
（Windows／Linux）を選択可能にすることや、プログラム
開発ソフトウェア（Visual Studio2005,JAVA3Dなど）を整
備し、学生の自学自習環境の充実を図った。
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　看護栄養学部においては、専門の基礎科目では専門科目
の理解の前提となる基礎教育を行い、それらを基に専門科
目を体系的に修得させ、それらと並列または学習後に実習
を配置し、効果的に実践力や対応力を養うカリキュラムと
した。
　特に看護学科においては、看護技術到達水準（レベル1～
3）を定めた、学生向けの「看護技術ノート」を作成し、到
達目標を明確にした。また、臨地実習ごとに事前指導、実
習先との協議、事後指導を行い、学習ノートや実習ノー
ト、臨地実習報告会などにより到達目標に対する点検・評
価も行った。
　このような取組みにより、学生・教員・実習施設が常に
学習課題を確認しながら到達レベルに合わせた細かい指導
を行い、実践応用力を養った。
　なお、病院の機能縮小による母性看護、小児看護領域の
実習施設の確保が厳しいため、今後も継続して努力してい
く。
　また、大学での実験については、栄養健康学科で実施し
ていた「臨床医学実験」を平成20年度に「臨床医学検査実
習」へ変更し、内容や器材を充実させることで、幅広い臨
床に関する知識の修得を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　実習施設の確保に継続して努力する
とともに、実習機関と連携して、実習
の効果的な実施に努める。

　看護学実習では、新しい実習施設を確保し、平成21年10
月から実習を開始した。
　また、看護学科および栄養健康学科の実習においては、
事前指導、実習先との協議、事後指導を行い、学習ノート
や実習報告会などにより到達目標に対する点検・評価を行
うことで、効果的な実施に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　実習施設の確保に継続して努めると
ともに、実習機関との連携による効果
的な実習に努める。

　看護学科では、母性看護学実習、小児看護学実習、老年
看護学実習を行うための施設について、実習の受入が困難
となった施設が出たが、教員の努力により実習施設を確保
し、実習に支障は出なかった。
　また、実習先との意見交換等によりロールプレイングや
グループ討議を充実させ、より効果的な実習を行った。
　栄養健康学科では、実習先との連絡を密にするとともに
臨床栄養臨地実習実施前に事前指導を行うなど学生の実習
効果が上がるように工夫を行った。

Ⅲ

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○専門職業人養成のためのカリキュラム
を整備する。
○専門職業人を育成するため、実習機関
と連携して学習を支援する。

≪平成22年度達成≫

19　（看護栄養学部）基礎知識や専門知
識の修得のための講義とともに、実践教
育としての病院での実習や大学での実験
の充実を図る。

【シーボルト校】

22
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　大学院研究科では、教育理念や人材育成方針を定め、学
士課程の専門教育との連係を踏まえたカリキュラム編成を
行い、各専攻の履修モデルを作成した。
　
　経済学研究科（産業経済・経済開発専攻）では、「産
業・経営領域」と「地域・公共政策領域」の2領域とし、経
済学部の全学科に対応するカリキュラムを編成した。な
お、税務・会計に関する会計エキスパートの育成について
は、流通・経営学科のアカウンティングプログラムと連係
した教育を実施する。
　
　国際情報学研究科では、学部教育と大学院教育との連係
を図るため、国際交流学専攻と情報メディア学専攻を配置
した。前者には国際関係領域と国際コミュニケーション領
域を設け、高度なコミュニケーション能力や異文化理解に
関する知識を持った国際社会に貢献できる人材の育成を、
後者には社会情報領域と情報技術・コンテンツ領域を設
け、高度情報化社会を担う人材の育成を目指している。
　
　人間健康科学研究科では、看護学専攻（修士課程）、栄
養科学専攻博士前期課程・後期課程を設置し、人々の健
康・保健・医療に関する諸問題を科学的に追求するととも
に、個人や社会のニーズに即した課題解決に対応できる高
度の専門職業人の育成を目指している。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

19

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○高度な専門知識と実践的能力を備えた
高度専門職業人の育成を目標とするカリ
キュラム編成を行う。
○学士課程と連結した科目を領域ごとに
配置する。
○各研究科の目指すべき高度専門職業人
を明確にして、領域ごとの履修モデルを
作る。

≪平成19年度達成≫

20　大学院課程においては、学士課程の
専門教育と連結して、高度な専門知識と
実践的能力を備えた高度専門職業人の育
成を目指す。

〈大学院課程の教育の成果〉
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　大学院経済学研究科においては、広い視野と実践・応用
能力を兼ね備えた「経済・経営領域の高度専門職業人」を
育成する観点から、現在の6領域を「産業・経営領域」と
「地域・公共政策領域」の2領域に再編し、領域共通の科目
として「経済学特論」「経済統計特論」「情報処理特論」
を配置した。
　また、領域ごとの科目配置については、産業・経営領域
においては、産業全体に関する理解を深めるため「産業開
発特論」「産業組織特論」を設定した。また、税務・会計
に関する理解を深め、税理士資格取得を目指す人に対応す
るため「会計学特論」「財務諸表特論」「財務会計特論」
「税務会計特論」などの科目を設定した。
　地域・公共政策領域においては、地域分野（国際間およ
び地域間）に関する知識と理解を深めるため「国際経済学
特論」「貿易特論」などを設定し、公共政策分野に関する
理解を深めるため「公共政策特論」「地域計画特論」など
を設定した。
　こうして、上記2領域により高度専門職業人を育成するこ
ととし、専門職大学院の開設は見送った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(Ⅲ)

Ⅲ

1821　将来的に経済学・経営学の理論を基
盤とし、専門化された開講科目を充実さ
せることにより、多様な経済社会の変動
に対応できるとともに、広く東アジア諸
国においても活躍できる広い視野と実
践・応用能力を兼ね備えた「経済・経営
領域の高度専門職業人」を養成する専門
職大学院を目指す。

【佐世保校】

【達成水準】
○広い視野と実践応用能力を兼ね備えた
「経済・経営領域の高度専門職業人」を
養成するための専門科目を編成する。
○専門職大学院の設置の可能性を検討す
る。

≪平成18年度達成≫
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【佐世保校】
　大学院経済学研究科においては、高度専門職業人を養成
するため、新たに地域の関連機関と連携した実践セミナー
や「経営学」（特論・演習）、「税務会計」（特論・演
習）、「財政学」（特論・演習）などを専門科目に加え
た。
　また、交換留学生については、現在、継続的に華僑大学
からの留学生を受け入れているが、優秀な留学生の派遣を
依頼するとともに、志望学生に対する現地面接を行い、優
秀な留学生の受入に努めている。

≪「資料編」№8参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　東アジアからの優秀な留学生を積極
的に受け入れる。

　大学院秋季・春季募集において、外国人留学生特別選抜
を実施した（出願者：秋季1名、春季2名、合格者：秋季1
名、春季1名）。
　また、華僑大学（中国）で交換留学生入試(面接試験）を
10月に行い、入学者を選抜した。

（平成22年度入学の留学生数）
　○私費留学生：2名
　○交換留学生：4名

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　東アジアからの優秀な留学生を積極
的に受け入れる。

　大学院秋季・春季募集において、外国人留学生特別選抜
を実施した（出願者：秋季3名、春季2名、合格者：秋季3
名、春季2名）。
　また、華僑大学（中国）で交換留学生入試(面接試験）を
6月に行い、入学者を選抜した。

（平成23年度入学の留学生数）
　○私費留学生：3名
　○交換留学生：3名

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　大学院経済学研究科において、高度専門職業人育成の観
点に立ち、中期計画にある「産業開発コース」、「アカウ
ンティングコース」を包含した「産業・経営領域」を、
「公共政策コース」を包含した「地域・公共政策領域」を
設置し、それぞれの人材育成のねらいを明確にするととも
に、必要な教育内容と指導体制を整備した。
　こうして、上記2領域により高度専門職業人を育成するこ
ととし、専門職大学院「産業マネジメント研究科」の開設
は見送った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(Ⅲ)

2222　経済・経営領域の高度専門職業人の
養成を通じて地域社会の発展に寄与する
ことはもとより、東アジアからの優秀な
留学生を積極的に受け入れる。

【佐世保校】

1823　将来的に経済・経営領域の専門職大
学院を目指す観点から「産業マネジメン
ト研究科」の開設及び「産業開発コー
ス」「アカウンティングコース」「公共
政策コース」の3つのコースについて検
討する。

【佐世保校】

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○経済・経営領域の高度専門職業人（税
理士やまちづくりコンサルタントなど）
を養成する。
○東アジアからの優秀な留学生を積極的
に受け入れる。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○「産業マネジメント研究科」の開設に
ついて検討する。
○「産業開発コース」「アカウンティン
グコース」「公共政策コース」の設置に
ついて検討する。

≪平成18年度達成≫

- 19 -



長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　大学院経済学研究科において、「産業・経営領域」では
「CEO実践セミナー」（4単位）を、「地域・公共政策領
域」では「地域活性化実践セミナー」（4単位）を設置し
た。
　また、研究指導教員が院生の研究に必要と判断した場合
は、領域を超えた相互履修を可能としており、柔軟なカリ
キュラム運用を行った。学生の教育・研究に十分な効果を
発揮している。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　平成20年度の新大学院人間健康科学研究科の設置の際
に、各カリキュラムの内容について見直しを行った。特
に、看護学専攻では社会人も対象に、職場での看護実践に
直結できる実践・研究・指導能力の育成に重点をおき、科
目区分を、看護研究の基盤となる「看護学共通科目」と、
より高度な実践的研究能力の育成を図ることを目的とする
「看護学専攻科目」に再編するなどの見直しを行った。
　
　また、国際情報学研究科を新設し、社会人も対象とした
高度な専門的知識を修得させる体系的なカリキュラムを構
築した。

　なお、外国人留学生にも対応できるよう、両研究科とも
英語による指導も行える体制を整えている。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

1924　教育・研究の方法としては、実践セ
ミナー、インターンシップ制度など、地
域の関連機関と連携した教育・研究の積
極的な取組みを推進し、各コースでの専
門分野の関連性を充分に配慮してカリ
キュラムを編成し、その運用の柔軟性を
高める。

【佐世保校】 (Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○実践セミナーなど地域の関連機関と連
携した教育を実施する。
○コース（領域）のカリキュラムを編成
する。
○教育・研究の必要に応じ、コース（領
域）を越えた履修をできるようにする。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

1925　全国・海外から集まる優秀な学生・
社会人を対象として、先端的・学際的領
域を含む多様な課題の把握と課題解決に
必要な専門的能力を有する人材を育成す
るために、高度な専門的知識を修得させ
るカリキュラムを充実する。

【シーボルト校】

【達成水準】
○国際情報学研究科を設置する。
○各専攻において、高度な専門知識を修
得させるカリキュラムを編成する。

≪平成19年度達成≫
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　大学院研究科修士課程のカリキュラムでは基礎科目か
ら、より高度な実践能力や課題探求・分析能力を育成する
ための専門科目を体系的に配置した。また、関連分野の問
題を多角的に捉え、解決していくために必要な知識を修得
できるよう、各研究科における専攻間の相互履修を可能と
した。
　なお、博士後期課程では、3年間継続して行われる特別研
究が教育課程の主体となるため、1年次から研究指導科目を
履修し、研究課題を決定して課題遂行のための計画を立案
し、研究成果を総括できるようにした。

（博士（後期）課程学位授与人数）
　平成20年度：2名

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（博士（後期）課程学位授与人数）
　平成21年度：1名

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

（博士（後期）課程学位授与人数）
　平成22年度：1名

26　体系的なカリキュラムによって、専
門と関連分野の問題を多角的に捉え、課
題の解決に向けて科学的に取り組み、研
究計画等を立案・実施・総括することが
できる人材を育成する。

【シーボルト校】

19

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○専門と関連分野の問題を多角的に捉
え、課題の解決に向けて科学的に取り組
むことができるよう体系的なカリキュラ
ムを編成する。

≪平成19年度達成≫
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　各分野でのリーダーとして活躍できる人材育成のため、
基礎から各分野の専門科目を体系的に配置し、実践能力や
研究能力を身につけることができるよう指導をしている。
また、さらに進学して高度な学術研究を推進できる人材を
育成するため、博士後期課程においては、前期課程との連
続性を視野に入れたカリキュラムの編成を行い、さらなる
専門性の育成を行なっている。

　また、大学院人間健康科学研究科では、大学院就職相談
会で進路指導を行った。また、教員に加え、TA（ティーチ
ング・アシスタント）・RA（リサーチ・アシスタント）に
よる学部学生や大学院生への指導を通して、学問の探求心
の涵養と博士後期課程進学への意識の高揚に努めた。

　なお、国際情報学研究科では、指導教員が中心となって
進路相談を行っている。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　進路指導の充実と大学院博士課程へ
進学できる人材の育成に引き続き努力
する。

　人間健康科学研究科では、ゼミや大学院就職相談会で進
路指導を行った。また、指導体制の充実を図るため、人間
健康科学研究科のこれまでの全修了生および在学生に対し
て、在学中の研究生活、研究環境、教育体制などについて
アンケートを実施した。なお、アンケートの結果は次年度
以降の進路指導に活用する。
　
　国際情報学研究科では、「進路カルテ」を導入し、就職
を希望する院生に対し、指導教員による進路指導を行なう
体制を整えた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　進路指導の充実と大学院博士課程へ
進学できる人材の育成に引き続き努め
る。

　国際情報学研究科では、「進路カルテ」を活用して進路
指導を行なった。なお、平成22年度修了生は全員が社会人
であったため、進学を目指す者はおらず、それぞれの職場
へ復帰した。
　
　人間健康科学研究科では、ゼミや大学院就職相談会で進
路指導を行った。指導等にあたっては、平成21年度に実施
したアンケート結果を、研究科FD委員会で分析し、とりま
とめて指導教員にフィードバックし、各々が進路指導に役
立てた。また、博士後期課程進学を促すため、博士後期課
程在学者に対する授業料減免制度を創設した。

(Ⅲ)

Ⅲ

2227　専門的素養を身につけ、各業界・各
分野のリーダーとして活躍できる人材、
あるいは博士課程にさらに進学して高度
な学術研究を推進できる人材の育成を目
指す。

【シーボルト校】

【達成水準】
○専門的素養を身につけ高度専門職業人
として業界等で活躍できる人材を育成す
る。
○博士課程へ進学できる人材を育成す
る。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

(Ⅲ)
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度

中期計画 年度計画
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成
年
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　大学院での社会人の履修を容易にするため、長期履修制
度を導入した。
　また、人間健康科学研究科看護学専攻、国際情報学研究
科では、社会人学生に対応するため昼夜開講制度を導入し
た。
　両研究科とも英語による教育・研究を行なえる体制の整
備や、海外からの留学生や帰国子女が入学できるよう、入
学時期を年2回（4月、10月）とした。（看護学専攻を除
く）

※長期履修者制度…学生の申し出により、標準修業年限を
超えて計画的に履修できる制度

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　学位規程および学位審査細則を制定し、学位取得のため
の基準・手順を明確化した「学位論文作成および提出の手
引き」を各研究科で作成し、それに基づいて指導を行なっ
ている。
　なお、標準修業年限内に学位を取得できるよう中間年次
等で進捗状況等をチェックして指導に努めるとともに、学
生が多様な修業年限を選択できるよう長期履修制度を導入
した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

28　外国人、社会人など多様な学生の入
学に対応できる柔軟な教育体制を整備す
る。

【シーボルト校】

【達成水準】
○社会人等を対象とした長期履修制度を
導入する。
○昼夜開講制度の導入を検討する。
○外国人留学生の受入体制を整備する。

≪平成20年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

20

29　学位取得のための基準・手順を明確
化し、標準修業年限内に学位を取得でき
るよう指導するとともに、多様な修業年
限を選択できるよう制度を整備する。

【シーボルト校】

【達成水準】
○学位授与のための審査基準等を明確化
する。
○多様な修業年限を選択できる制度を整
備する。

≪平成20年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

20
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　教育研究成果を地域に還元するため、人間健康科学研究
科および国際情報学研究科においては、大学院特別講義を
実施している。また、人間健康科学研究科においては、修
士論文の公開発表のほか、社会人など地域住民が受講でき
る栄養リカレント講座を実施している。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　社会人教育や生涯教育に大学院の教
育研究成果を還元するため、地域住民
も対象とした特別講義やセミナー等を
実施する。

　人間健康科学研究科では、地域住民も対象とした大学院
特別講義を12回開催するとともに、社会人教育の一環であ
る栄養リカレント講座（8回）を長崎県栄養士会と連携し実
施した（リカレント講座の受講者数延べ100名）。

　また、国際情報学研究科では、大学院特別講義を2回、企
業向けセミナーを１回開催した（特別講義受講者数延べ35
名、セミナー参加者2名）。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　社会人教育や生涯教育に大学院の教
育研究成果を還元するため、地域住民
も対象とした特別講義やセミナー等を
実施する。

　国際情報学研究科では、大学院特別講義を7回、企業向け
セミナーを１回開催した。（特別講義受講者数延べ237名、
セミナー参加者7名）。
　人間健康科学研究科では、地域住民も対象とした大学院
特別講義を8回開催した。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学内ホームページ上に就職支援システムを構築した。こ
れは、企業情報・求人情報・セミナー情報等を学生へ提供
し、また、学生が就職内定情報等を入力し報告できる双方
向のシステムである。また、この就職支援システムは学外
からもインターネットで常時利用でき、学生から提供され
た各企業の就職試験情報を他の学生も共有できる。
　両校の就職課では、このシステムにより、就職情報・進
路情報の迅速な提供・集約を行うことが可能となった。ま
た、就職課から学生へ個別に求人情報等をメールで配信す
るなど、きめの細かい就職情報や進学情報を提供してい
る。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　就職支援システムにより、きめの細
かい就職情報や進学情報の提供を行
う。

　就職支援システムにより求人情報、大学院情報、就職説
明会開催情報等を速やかに提供した。
  また、就職課から学生へ個別に求人情報等をメールで配
信し、きめの細かい情報の提供に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　就職支援システムの活用により、き
め細かな就職情報や進学情報の提供を
行う。

　就職支援システムにより求人情報、大学院情報、就職説
明会開催情報等を速やかに提供した。
  また、就職課から学生へ個別に求人情報等をメールで配
信し、きめの細かい情報の提供に努めた他、心のケアなど
のサポートにも努めた。

2230　大学院の教育研究成果を社会に還元
するために、社会人教育と生涯学習の支
援を行う。

【シーボルト校】

【達成水準】
○大学院の教育研究成果を社会に還元す
るために、社会人も対象とした特別講義
やセミナー等を実施する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

〈卒業後の進路等〉
31　就職情報・大学院情報のデータベー
ス化等により、きめの細かい就職・進学
情報の提供を行なう。

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22

【達成水準】
○就職情報・大学院情報をデータベース
化し、学生へ提供する。

≪平成22年度達成≫

○評価できる点
・キャンパスごとに就職課
を設置し、就職相談員を配
置するなど就職支援体制の
強化を図るとともに、学内
ホームページ上で就職試験
情報などを教職員と学生が
共有できる双方向の就職支
援システムを構築し、積極
的に就職支援を行ってい
る。今後もきめ細かな就職
支援を継続して行ない、教
職員による求人の新規開拓
のための企業訪問の活発化
や学生への個別指導の充実
を期待する。

Ⅲ
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度
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達成
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成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)
　キャリア教育の科目として「キャリアデザイン」（2単
位）、「インターンシップ」（1単位）を設定し、低学年次
から取得できるようにした。
　また、地元企業や同窓会と連携した就職ガイダンスや就
職セミナーを開催し、就職への動機付けや学生の職業観を
養っている。

　就職の状況についてはNo195、197を参照。

≪「資料編」№1･2参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　インターンシップを推進するととも
に、同窓会、地元企業と連携したセミ
ナー等を開催する。

　インターンシップには、佐世保校で76名、シーボルト校
で52名の学生が参加し、就業体験を行った。
　同窓会と連携した就職ガイダンス（佐世保校3回、シーボ
ルト校5回）、就職セミナー（佐世保校3回）を実施した。
　また、地元企業と連携した就職ガイダンス（佐世保校3
社、シーボルト校6社）、合同企業説明会（佐世保校19社参
加、シーボルト校11社参加）、県内医療施設学内合同説明
会（シーボルト校34施設参加）を実施した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　インターンシップを推進するととも
に、同窓会、地元企業と連携したセミ
ナー等を開催する。

　インターンシップには、佐世保校で51名、シーボルト校
で66名の学生が参加し、就業体験を行った。
　同窓会と連携した就職ガイダンス（佐世保校3回、シーボ
ルト校3回）、就職セミナー（佐世保校3回）を実施した。
　また、地元企業と連携した就職ガイダンス（佐世保校2
社、シーボルト校4社）、合同企業説明会（佐世保校18社参
加、シーボルト校12社参加）、県内医療施設学内合同説明
会（シーボルト校28施設参加）を実施した。

22

Ⅲ

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

32　入学時から一貫したキャリア教育を
行い、またインターンシップ、地元企
業・同窓会等との連携などを通じて、学
生が主体的に進路を選択できる能力と職
業観を養う。

【達成水準】
○低学年から段階的にキャリア教育に関
する科目を配置する。
○インターンシップを実施する。
○地元企業や同窓会と連携した就職ガイ
ダンス、就職セミナーを開催する。

≪平成22年度達成≫
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　それぞれのキャンパスに就職課を設置し、就職支援体制
の強化を図るとともに、東京駐在職員1名を配置し、学生の
就職活動の支援を行った。
　また、就職相談員の配置や、進路カルテをもとにしてゼ
ミ担当教員による学生への個別相談・指導を実施し、教員
による就職相談体制の充実を図った。
　
　教員、就職課、東京駐在職員が連携し、就職ガイダンス
や就職セミナー等を開催するとともに、企業訪問や課外講
座を積極的に行い、学生の就職支援に努めている。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

○評価できる点
・キャンパスごとに就職課
を設置し、就職相談員を配
置するなど就職支援体制の
強化を図るとともに、学内
ホームページ上で就職試験
情報などを教職員と学生が
共有できる双方向の就職支
援システムを構築し、積極
的に就職支援を行ってい
る。今後もきめ細かな就職
支援を継続して行ない、教
職員による求人の新規開拓
のための企業訪問の活発化
や学生への個別指導の充実
を期待する。
《再掲》

(Ⅲ)

Ⅲ

1933　就職支援室及び就職情報室の機能を
強化するとともに、教員による就職相談
体制の充実を図る。 【達成水準】

○新たに就職課を設置し、機能強化を図
る。
○教員を就職相談員（就職委員）として
配置する。
○教員による企業訪問や学生への就職指
導・相談を強化する。

≪平成19年度達成≫
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度 実施状況 達成水準等 中
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度

中期計画 年度計画

達成
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年
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評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　経済学部においては、経済学検定試験、外国語技能検定
試験（TOEIC、TOEFL、実用英語技能検定、中国語検定、漢
語水平考試（HSK）、実用フランス語技能検定、スペイン語
技能検定、ハングル能力検定、韓国語能力検定）、ファイ
ナンシャル・プランニング技能検定、簿記検定、通関士、
初級システムアドミニストレータ試験、基本情報技術者試
験について、所定の成績を修めた場合、行動科目の一環と
して単位化（成績により、1～4単位を付与）を行った。
　
　看護栄養学部および国際情報学部においては、英検・
TOEFL・TOEICのスコアにより、全学教育科目の総合英語
（国際交流学科においては、学科専門科目）として単位化
（1～4単位）を行なった。
　
　TOEIC試験対策として、eラーニング教材を導入し、学生
の自立学習等に供した。また、看護師・保健師国家試験問
題のeラーニング教材を図書館や学内Webで学生が活用でき
るように整備した。
　また、資格取得のための課外講座は、両校において実施
している。
　
　これらの結果、各種資格取得者は年度ごとに概ね増加し
ている。

　なお、国際交流学科では、平成17年度から学芸員資格課
程を開始した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　各種資格取得の課外講座を実施する
とともに、助言や支援を行う。また、
eラーニングを資格試験対策に活用す
る。

　佐世保校においては、資格・課外講座ガイダンスを実施
するとともに、簿記、販売士、FP、秘書、TOEICの課外講座
を開講した。
　シーボルト校においては、通訳案内士、秘書、Excel、
Word、TOEICなどの課外講座を実施した。
　また、TOEIC試験対策として、学生が自習に活用できるよ
うに、eラーニング教材を佐世保校では5タイトル、シーボ
ルト校では4タイトルを提供した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　長崎通訳ガイドコースの設置のため
に関係機関との協議を継続し、必要な
科目、内容等の検討を具体的に進め
る。

【シーボルト校】
　「地域限定通訳案内士」の資格については、通訳案内
士として卒後の進路に結びつきにくいということから
コースの開設は見送った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　各種資格取得のための課外講座を実
施するとともに、助言や支援を行う。
また、eラーニングを資格試験対策に
活用する。

　佐世保校においては、資格・課外講座ガイダンスを実
施するとともに、簿記、販売士、FP、秘書、TOEICの課
外講座を開講した。
　シーボルト校においては、秘書、Excel、TOEIC、マ
ナー検定などの課外講座を実施した。
　また、TOEIC試験対策として、eラーニング教材を活用
するとともに、栄養健康学科では、管理栄養士の模擬テ
ストやオリジナルの試験問題を掲載した学内専用サイト
を構築した。

≪「資料編」№3参照≫

22

【達成水準】
○資格取得を単位化する。
○資格取得のための課外講座や教員によ
る指導・助言を行う。
○eーラーニングを資格試験対策に活用
する。
○学芸員資格課程を開設する。
○国際観光ガイド課程などの創設の可能
性を検討する。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

(Ⅲ)

34　国等が認定する各種資格の取得に関
する助言・支援を推進し、取得者の増加
を図る。また、eラーニングを資格試験
対策に活用する。
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達成
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　大学院経済学研究科においては、高度専門職業人育成の
観点に立ち、中期計画にある「産業開発コース」「アカウ
ンティングコース」を包含した「産業・経営領域」を、ま
た、「公共政策コース」を包含した「地域・公共政策領
域」を設置し、それぞれに専門性の高い科目を配置した。
　また、指導体制については、収容定数24名に対し、研究
指導教員を13名とするとともに、授業科目や単位数に応じ
相当の教育研究実績を有する専任教員や非常勤教員を配置
した。
　
　なお、各領域の修了生像を次のとおりとした。
　「産業・経営領域」においては、「産業・経済に関する
広い視野と高度な専門能力を備え、産業分野における活力
創出のニーズに応えうる高度な専門職業人」及び「税理士
などの国家資格を取得し、地域産業の活性化に寄与できる
税務・会計に関する高度な知識を有する会計エキスパー
ト」とした。
　「地域・公共政策領域」においては、「地域経済・地域
産業振興や公共政策等に関する政策の企画・立案をリード
する政策エキスパートやまちづくりコンサルタント」及び
「国際経済の変化に対応し、国際間及び地域間の諸問題を
多次元から分析する能力を有して国際社会に貢献する高度
な専門職業人」とした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　大学院進学を希望する学生のため、学部カリキュラムと
各研究科の教育・研究内容が連続性を持つように設定し
た。
　なお、栄養健康学科では、学部生の学力向上と大学院進
学への意識の高揚を図るために、大学院特別講義・栄養科
学セミナーや社会人を対象とした栄養リカレント講座へ学
部学生を積極的に参加させている。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】
（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○「産業開発コース」「アカウンティン
グコース」「公共政策コース」の3コー
スの設置について検討し、それぞれの人
材育成方針策定と必要な教育内容、指導
体制の整備を行う。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

1836　大学院への進学を支援するために、
学力向上のためのプログラムを設け、実
施する。

【シーボルト校】

【達成水準】
○大学院への進学を支援する学力向上の
ためのプログラムを実施する。

≪平成18年度達成≫

35　大学院に将来的に開設を目指し、今
後、検討する3つのコースについて、高
度専門職業人育成の観点に立って、それ
ぞれの人材育成のねらいを明確にし、必
要な教育内容、指導体制を整備する。

【佐世保校】

19
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　高度専門職業人や研究者として活躍できるよう、学生の
希望進路や修士論文のテーマを念頭においた履修指導や1年
次から研究方法を含めた論文作成指導を行なった。また、
国際レベルを意識した指導として、修士論文の学術専門誌
への投稿を目的とした英文による論文作成の指導などを
行った。
　また、国内外の研究者を招へいして大学院特別講義・セ
ミナーを実施し、高度専門職業人や研究者として活躍でき
る素養の育成を図った。

　なお、人間健康科学研究科では、修士論文等の学術大会
等での発表や学術専門誌への投稿を奨励するとともに、そ
の実績について調査・取りまとめを行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　高度専門職業人または研究者として
国内外で活躍できるように、学術専門
雑誌に採択されるレベルの修士論文の
作成に向けた支援を継続して行う。

　人間健康科学研究科では、国内外で活躍できるように各
研究室で英文学術専門雑誌の抄読を行うとともに、大学院
特別講義、栄養科学セミナーを継続して開催し、学会発表
や専門誌投稿を奨励した。
　また、研究レベルを上げるための中間発表会を、人間健
康科学研究科では2回、国際情報学研究科では1回実施し、
修士論文の作成指導の充実に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　高度専門職業人または研究者として
国内外で活躍できるように、学術専門
雑誌に採択されるレベルの修士論文作
成への支援を継続して行う。

　国際情報学研究科では、2名の院生が学術専門雑誌に教員
との共同執筆により論文を掲載した。
　人間健康科学研究科では、国内外で活躍できるように各
研究室で英文学術専門雑誌の抄読を行うとともに、学会発
表（56編）、専門誌投稿（13編）を奨励した。また、外部
研究者を招へいし、特別講義のほか実践的なセミナーとし
て「英文誌投稿セミナー（edanz group Japan）」を開催し
た。なお、修士論文の質を高めるために、中間発表会を実
施するなど、修士論文の作成を通じて指導を行った。

Ⅲ

(Ⅲ)

37　大学院の修士課程修了者について
は、高度専門職業人として希望する職種
に進むことができるように、教育・指導
体制を充実し、修士論文は、学術専門雑
誌に採択されるレベルのものを目指す。

【シーボルト校】

【達成水準】
○学術専門雑誌に採択されるレベルの修
士論文の作成ができるよう指導する。
○高度専門職業人や研究者の育成に向け
ての教育・指導体制を充実する。

≪平成22年度達成≫

22

(Ⅲ)

Ⅲ
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　人間健康科学研究科においては、修士課程修了者の博士
課程への進学率を向上させるための特別研究や毎週開講し
ている栄養科学セミナーの機会を利用した進路相談を実施
した。
　また、教員に加えTA・RA（リサーチ・アシスタント）に
よる学部学生や大学院生への指導を通して、学問の探求心
の涵養と博士課程進学を奨励した。

（修士課程から博士課程への進学状況）
　平成17年度：3名（うち1名が他大学院）
　平成18年度：1名
　平成19年度：2名
　平成20年度：2名（うち1名が他大学院）

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　人間健康科学研究科では、継続して
修士課程修了者の博士課程への進学率
の向上に努める。

　人間健康科学研究科では、修士課程の学生を対象に引き
続きゼミや大学院就職相談会で進路指導を行った。この進
路指導の際に、博士課程進学に対する経済的な不安や就職
状況等の変化（求人状況の悪化など）に対する不安を解消
するために、授業料減免制度や奨学金制度の紹介、博士課
程修了後の就職状況などについても説明した。

（修士課程から博士課程への進学状況）
　平成21年度：1名

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　人間健康科学研究科では、継続して
修士課程修了者の博士課程への進学率
の向上に努める。

　人間健康科学研究科では、博士課程進学に対する経済的
な不安を解消するために、授業料減免制度の対象者を博士
後期課程にも拡充し、平成22年度から適用した。
　しかしながら、就職状況等の変化（求人状況の悪化な
ど）に対する不安などを理由に、博士課程へ進学する者は
いなかった。
　なお、長崎県公設試験研究機関の研究員に対して、博士
後期課程への進学について広報活動を行うなど、入学者確
保に努めた。

（修士課程から博士課程への進学状況）
　平成22年度：なし

Ⅱ

○内容に対する意見
・修士課程修了者の博士課
程への進学者数は、平成１
７年度をピークに減少して
いる。進学に向けた更なる
啓発や、よりきめ細かな進
路指導を行うとともに、進
学率が向上しない原因分析
を行い、必要に応じてカリ
キュラムの検証等の所要の
措置を講じるなど高度専門
職業人及び研究者の養成に
努めることを求める。

(Ⅲ)

38　修士課程修了者の博士課程への進学
率を向上させ、高度専門職業人及び研究
者の養成に努める。

【シーボルト校】

(Ⅲ)

Ⅱ

【達成水準】
○修士課程修了者の博士課程への進学率
の向上に努める。

≪未達成≫

－
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教育の成果・効果の検証に関して、単位の修得状況、進
級状況、GPAを用いた成績評価結果のほか資格試験、検定試
験の合格率等を一体的に検証した。

　検証の結果、佐世保校では、進級状況の改善、資格試
験・検定試験の合格者増が確認された。一方、留年者数の
減少はあったものの留年者の単位修得状況が悪化するなど
の課題がみられた。

　シーボルト校では、単位修得の遅れた学生について指導
強化を行い、進級状況が改善された。また、国家試験の合
格率において、看護師・保健師の合格率が年々上昇してい
るのに対し、管理栄養士の合格率が平成19・20年度に低迷
していることから、栄養健康学科では教育内容の見直しや
指導強化を行なった。
　
≪「資料編」№4参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　単位の修得状況、進級状況、卒業論
文、卒業研究の状況、資格試験・検定
試験の合格率等を調査し、学科ごとに
教育の成果を検証する。

　各学科で単位の修得状況や進級状況、卒業論文や研究、
資格試験や検定試験の合格状況等を検証した。
　検証の結果、経済学科では、資格試験・検定試験の合格
者が増加した。国際交流学科でも、TOEICスコアが前年より
向上した。看護学科と栄養健康学科では、看護師・保健
師・管理栄養士の合格率が全国平均を上回るなどの学科ご
との教育の成果が確認された。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学科ごとに単位の修得状況や進級状
況、卒業論文や卒業研究の状況、資格
試験や検定試験の合格率等を調査し、
教育の成果を検証する。

　各学科で単位の修得状況や進級状況、卒業論文や研究、
資格試験や検定試験の合格状況等を検証した。
　検証の結果、流通・経営学科では販売士などの検定試験
の合格者が前年より増加した。国際交流学科でも、TOEICス
コアが前年より向上した。看護学科と栄養健康学科では、
看護師・保健師・管理栄養士の合格率が全国平均を上回る
など、学科ごとの教育の成果が確認された。

(Ⅲ)

Ⅲ

〈教育の成果・効果の検証〉
2239　単位の修得状況、進級状況、卒業論

文・卒業研究の状況、資格試験・検定試
験の合格率等を継続的に調査し、教育の
成果を検証する。

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○単位の修得状況、進級状況、資格試験
や検定試験の合格率等を調査し、学科ご
とに検証する。

≪平成22年度達成≫

- 31 -



長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学生による授業評価をセメスターごとに全科目で実施す
るとともに、その結果を各教員が分析し、シラバスの改善
や授業方法の改善に活用した。具体的には、学生の理解度
に応じた授業スピードの調節、授業内容のプリント配布、
学内のファイルサーバを活用した講義資料の提供、復習・
予習を促進するための小テストの実施、パワーポイントの
活用等を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学生による授業評価を継続して実施
するとともに、その結果を分析し、教
育内容、教育方法の改善に努める。ま
た、教員は授業評価結果に基づく点検
報告書を作成する。

【№3再掲】
　学生による授業評価をセメスターごとに全科目で行っ
た。その結果を各教員が分析し、点検報告書を作成して、
配布資料の充実や授業レポートの改良充実、理解度を確認
しながらの授業進行など教育方法と内容の改善に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学生による授業評価を継続して実施
するとともに、その結果を分析し、教
育内容、教育方法の改善に努める。ま
た、平成21年度授業評価結果に基づく
点検報告書を教育改善に活用する。

【№3再掲】
　学生による授業評価をセメスターごとに全科目で行っ
た。その結果を各教員が分析し、点検報告書を作成して、
配布資料の充実や授業レポートの改良充実、理解度を確認
しながらの授業進行など教育方法と内容の改善に努めた。
　また、各教員の授業点検報告書の内容を資料としてまと
め、教員間で共有することで授業改善に活用した。

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○授業評価アンケート調査を全科目で実
施し、その結果をセメスター毎に各教員
に通知し、授業内容、教育方法、シラバ
スの改善に活用する。

≪平成22年度達成≫

40　授業に関する学生アンケート調査
（授業評価）を定期的に実施し、教育の
成果・効果を検証する。

22

Ⅲ
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　教務委員会等と就職委員会が連携し
て、卒業生の進路状況を分析し、教育
改善に活用する。

　佐世保校では、昨年度に引き続き就職委員会、教務委員
会、全学教育委員会の3委員会における教育改善連携会議を
開催した。会議では、就職状況や演習での就職指導の実情
について報告し情報共有するとともに、各ゼミでコミュニ
ケーション能力やプレゼンテーション能力の向上に努め
た。また、平成17～19年度の卒業生を対象としたアンケー
トを実施したので、その結果を次年度の教育内容改善に活
用することとした。

　シーボルト校においては、平成20年度卒業生を対象とし
た「大学の就職支援に関するアンケート」の結果を踏ま
え、就職委員会を中心に教務委員会と連携しながら、新た
に4回生（17年度卒）～6回生（19年度卒）を対象とした
「卒業後の就職動向に関するアンケート」を作り上げ、1月
～3月に調査を行った。その結果については報告書にまとめ
（平成22年4月）、平成22年度以降の学生の職業観・勤労
観、社会人として必要な資質能力を形成していくための指
導および体制強化のための検討資料とする。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　教務委員会等と就職委員会が連携し
て、卒業生の進路状況を分析し、教育
改善に活用する。

　佐世保校では、教育改善連携部会を開催して、就職アン
ケートの結果を確認し、大学教育における1年次からの演習
科目の重要性、対人関係能力の重要性を意識した教育のあ
り方について協議をし、「教育連携部会からの提言」を作
成した。また、この提言に基づき平成23年度から「新入生
セミナー」の運営を一部改善した。
　
　シーボルト校では、平成21年度卒業生を対象とした「大
学の就職支援に関するアンケート」の結果及び第4～6期生
を対象とした「卒業後の就職動向に関するアンケート」の
結果を報告書としてまとめ、アンケートにおいて意見が多
かった卒業生や内定者の体験談や自己分析・適職診断プロ
グラム（R-CAP）などを実施した。また、次年度の就職支援
の参考とするため、平成22年度卒業生に対しアンケート調
査を実施した。

　就職課において、毎年度卒業生の就職状況、大学院への
進学状況を把握した。

　経済学部では、卒業生の就職状況について、学科ごとに
地域別・業種別の就職状況や主要就職先等を就職委員会で
分析し、その結果を各教員へ周知した。
　また、就職委員会、教務委員会、全学教育委員会の3委員
会における教育改善連携会議を開催し、演習での就職指導
の強化を確認するとともに、卒業生を対象としたアンケー
トを平成21年度に実施することを決定した。

　国際情報学部、看護栄養学部では、卒業時において「大
学の就職支援に関するアンケート」調査を実施した。その
調査結果を、就職委員会で分析した結果、学生からの要望
のあった資格取得講座の充実や面接試験対策について順次
取り入れていくこととし、授業等の取り組みについては、
教務委員会にアンケートの分析結果を提供し、全教員の情
報共有化を図り、今後の教育改善に活かす体制を整備し
た。

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

【達成水準】
○毎年度、卒業生の就職・進学状況を把
握し、その結果を、就職委員会、教務委
員会、全学教育委員会が連携して、教育
改善に活用する。
○卒業生に対し、就職支援や教育内容等
に関するアンケートを実施する。

≪平成22年度達成≫

41　卒業生の就職や大学院進学など卒業
後の進路状況を把握し、その結果を教育
改善に活かせるような体制を整備する。

22

(Ⅲ)
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

 外国語教育及び情報処理教育について、TOEICなどの外部
試験や資格試験の受験状況・結果を毎年度把握し、教育効
果を確認した。

　なお、経済学部の英語インテンシブプログラムに在籍す
る学生のTOEIC成績、中国語インテンシブプログラムに在籍
する学生の検定試験の合格状況、初級システムアドミニス
トレータの資格取得状況で向上傾向が見られた。

　国際交流学科の学生のTOEIC成績や、情報メディア学科学
生を中心とした情報処理技術者試験等の資格取得状況につ
いては、中期計画に掲げた目標を達成していないことか
ら、今後も引き続き成果の把握・検証を行なっていく。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　外国語教育及び情報処理教育につい
て、外部試験や資格試験の受験状況・
結果の調査結果に基づき教育の効果を
検証する。

　佐世保校では、学内でTOEIC試験を6回、中国語検定試験
を2回開催した。TOEIC試験結果は、経済学部の英語インテ
ンシブプログラムの学生各人の平成21年度の自己最高点の
平均は、1年次生で478.7点、2年次生で480.4点（1年時は
465.4点）、3年次生で553.3点（2年時は489.2点）という結
果であった。
中国語インテンシブプログラムの合格状況は4級に2名、3級
に2名（昨年度は4級3名、3級4名）という結果であった。ま
た、ITパスポート（旧初級システムアドミニストレータ）
へも13名（昨年度7名）が合格しており、一定の教育効果が
確認された。

　シーボルト校では、学内でTOEIC試験を5回開催した。
TOEIC試験結果は、国際交流学科1年次生の最高点の平均
は、557.8点、2年次生は590.8点（1年時は550.3点）、3年
次生は597.5点（2年時は579.9点）、4年次生は593.0点（3
年時は585.5点）であった。また、情報メディア学科の情報
関連資格では、基本情報技術者2名（昨年度2名）、ITパス
ポート4名（昨年度1名）が合格しており、一定の教育効果
が確認された。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　外国語教育及び情報処理教育につい
て、外部試験や資格試験の受験状況や
試験結果により教育の効果を検証す
る。

　佐世保校では、学内でTOEIC試験を6回、中国語検定試験
を1回開催した。TOEIC試験結果は、経済学部の英語インテ
ンシブプログラムの学生各人の平成22年度の自己最高点の
平均は、1年次生で487.2点、2年次生で531.4点（1年時は
478.7点）、3年次生で527.4点（2年時は480.4点）という結
果であった。
　中国語インテンシブプログラムの合格状況は4級に1名、3
級に1名（昨年度は4級2名、3級2名）という結果であった。
また、ITパスポートへも19名（昨年度13名）が合格してお
り、一定の教育効果が確認された。

　シーボルト校では、学内でTOEIC試験を7回開催した。
TOEIC試験結果は、国際交流学科1年次生の最高点の平均
は、520.3点、2年次生は589.6点（1年時は557.8点）、3年
次生は607.8点（2年時は590.8点）、4年次生は607.9点（3
年時は597.5点）であった。また、英語検定2級に2名、中国
語検定2級・3級に各2名、4級に7名が合格しており、一定の
教育効果が確認された。

Ⅲ

2242　外国語教育では、TOEFL・TOEIC等な
どの外部試験を通じて、また情報教育に
おいては、情報処理等に関する資格試験
により、教育の効果を検証する。

【達成水準】
○外国語教育及び情報処理教育につい
て、外部試験や資格試験の受験状況と結
果を調査して教育の効果を検証する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況等）達

成
年
度

ウエイト
評価委員会意見等

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　経済学研究科では、修了生の就職状況を検証し、論文
等の質的向上に反映させた。また、論文の質的内容を高
めるため、論文発表会の開催等の取組みを行った。
　人間健康科学研究科では、大学院修了者の研究成果や
就職状況を調査・検証した。研究成果の発表数は年々増
加していた。また、修了者は、研究者、教員、医療現場
の指導者などとして就職しており、本研究科の人材育成
方針に即した進路となっている。
　なお、各研究科においてFD委員会を設置し、検証結果
を教育内容改善にフィードバックする体制を整備した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　大学院修了者の研究成果や就職状況
を検証し、教育内容改善のため活用す
る。

　経済学研究科では、平成20年度修了生の就職状況、研究
状況に加え修学状況を検証した。その結果、社会人学生の
修学において、科目履修の自由度が低い科目編成であるた
め、履修要件を緩和した。具体的には研究指導教員の特論
及び演習とし、選択必修科目は、他領域の選択必修科目（2
科目）と領域共通科目（3科目）の合計5科目の中から1科目
を選択履修することとした。

　国際情報学研究科では、大学院修了者の研究成果につい
て調査した。なお、平成21年度に初めて修了生を出したた
め、今後、大学院運営委員会で研究成果や進路状況をもと
に、教育効果の検証を行っていく。

　人間健康科学研究科では、平成20年度の大学院修了者の
状況を検証し、特論や演習などの教育指導の改善に活用し
た。また、指導体制の充実を図るため、これまでの全修了
生および在学生に対して、在学中の研究生活、研究環境、
教育体制などについてアンケートを実施した。なお、アン
ケートの結果は次年度以降の進路指導に活用する。

　なお、FD研修会の分科会「大学院教育」において、研究
指導方法や教育方法などについて、全研究科で協議し改善
に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　大学院修了者の研究成果や就職状況
を検証し、教育内容改善のため活用す
る。

　経済学研究科では、大学院修了者の研究成果と就職状況
について検証した。その結果、会計事務所等に勤務してい
る社会人が修了者の多くの割合を占めているが、経済学分
野の研究者を目指し博士課程に進学する者もいることよ
り、進学希望者に対しては学会発表のための指導を行うな
ど、修了者の将来目的に応じた指導方法・教育内容の改善
を行った。

　国際情報学研究科では、大学院修了者の研究成果につい
て調査し、同研究科運営委員会で教育効果の検証を行っ
た。それを踏まえて、各指導教員に対し引き続き、今後の
教育・研究指導に活かすよう周知を行った。

　人間健康科学研究科では、平成21年度に実施したアン
ケート結果を、同研究科FD委員会で分析し、とりまとめた
ほか、大学院生の前年度の業績（原著論文、解説・小文、
学会発表）を調査・集計し、指導教員にその内容を周知し
教育内容改善のために活用した。

ウエイト小計

43　大学院修了者については、就職、学
会発表、学術論文などの質や数で成果を
検証する。また、結果を教育内容の改善
にフィードバックするシステムを構築す
る。

(Ⅲ)

Ⅲ

22

【達成水準】
○大学院修了者について、卒業時の就職
先や学会発表等で教育の効果を検証す
る。
○FD委員会の設置など、検証結果を教育
内容改善に活用するための体制を整備す
る。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
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長崎県立大学

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上
　１　教育に関する目標
　（２）教育内容等に関する目標

中
　
期
　
目
　
標

③教育方法に関する基本方針
＜学士課程＞
23　魅力ある教育を行い、学生に高い付加価値を付けるため、多様な教育方法を実施する。
24　専攻分野や授業科目の特性に応じた有効な授業形態及び学習方法を検討し、改善する。
25　各分野の知識や探求方法の習得・深化を目指す。
26　自らの主張を形成し明確に表現する能力やディベート能力等を育成する。
27　オフィスアワー等により個別的な学習指導を推進するなど、学生が大学教育に適応できるような教育方法を行う。
28　授業科目の特性に応じ、マルチメディア機器・教材の活用等効果的で多様な授業方法を促進する。
29　社会との結びつきを強化し、実践力と問題解決能力を高めるために、インターンシップ、ボランティア、フィールドワークなどの体験型授業を積極的に導入する。
　　また、英語の検定資格等教育目標上重要な資格については単位化するなど、学生の資格取得を推進する。
30　学生による授業評価を活用し、授業方法・内容の向上を促進する。
31　他大学との単位互換を推進する。
32　両大学の統合後も分離キャンパスであることから、両キャンパス間で相互に科目の履修が可能となるよう、遠隔授業を取り入れる。
＜大学院課程＞
33　各専攻分野の専門性を一層高めるため、授業形態、研究指導、その他教育支援体制の改善に努め、きめ細かな教育研究指導を行っていくとともに、組織的な指導協力体制を確立する。
34　地域社会や地域経済との連携による研究体制の整備改善並びに独創的、先端的研究の成果を十分に踏まえた教育の実施に努める。

④学生の成績評価に関する基本方針
35　授業の到達目標と成績評価基準を明確にし、学生の学習意欲を高める成績評価システムを構築する。
36　成績評価基準に沿って厳格な成績評価を実施する。
37　学習にインセンティブを与える方法として、成績優秀な学生を積極的に表彰するシステム等を検討する。
＜大学院課程＞
38　修士又は博士の学位審査制度を見直し、又は確立するとともに、学位授与申請手続きの円滑化と学位授与率の向上を図る。

①アドミッション・ポリシー及び入試制度に関する基本方針
８　法人の基本理念や目標を踏まえ、アドミッション・ポリシー（大学が求める学生像）を明確にする。
９　入学試験においてアドミッション・ポリシーに対応した受験科目を課すなど、入試制度の新たな構築を行う。
10　多様な選抜方法による入学試験を実施することによって、多元的な観点から、大学の教育目標達成のために必要な基礎的能力や資質を備えた人材を受け入れる。
11　推薦制度の活用や高等学校との連携強化により、県民の受け入れを拡充する。
12　大学の特色、求める学生像、その他入試に関する情報については、積極的に公表・公開していく。

②教育課程に関する基本方針
13　教育課程については、法人の基本理念や目標を充分踏まえたうえで、学生の目的に応じた系統的学習を促進するものとし、これに沿った体系的でバランスのとれたカリキュラム編成を行う。
14　社会人や外国人留学生など多様な学生の受け入れに対応できる教育課程及び教育プログラムを検討する。
＜学士課程＞
15　教育課程を通して実践能力、情報活用能力及び多面的・総合的な判断能力を持った人材を育成するため、これに沿ったカリキュラムに充実させる。
16　全学教育（教養教育）と専門教育の有機的連携を図る観点から、学生が一貫して体系的に履修できるようにする。
17　学生が大学教育に適応できるよう、高校教育との円滑な接続に留意した取り組みを行う。
18　大学院課程教育との連続性を考慮に入れたカリキュラム編成を行う。
19　長崎県立大学（経済学部）に新たに地域政策学科を設けるとともに、経済学科及び流通学科との有機的連携を図る。
＜大学院課程＞
20　長崎県立大学（大学院経済学研究科）では、広い視野での学術理論展開と有能な高度専門職業人の育成が可能な専門職大学院を将来的に目指し、そのための教育・指導体制の充実を図る。
21　県立長崎シーボルト大学では、教育研究のさらなる充実、発展を図るために、大学院を設置・拡充する。
　　大学院課程では、高度専門職業人の育成を可能にするため、研究科・専攻分野の内容の高度化、先端化、学際化及び国際化に対応できるようカリキュラムの充実を図る。
　　また、特色のある教育研究分野については、学際領域を開拓し、これに特化することなどにより、国際的に通用する教育研究の拠点づくりに努める。
22　学士課程教育との連続性を考慮に入れたカリキュラム編成を行う。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　策定したアドミッション・ポリシー
に基づき入学者選抜方法等を引き続き
改善する。

　選抜区分ごとの入学試験結果と入学後の定期試験結果を
もとに在学生成績データを作成し、各学科において入学者
選抜方法の検討を行った。
　その結果、国際交流学科では、AO入試の出願要件につい
て、学科のアドミッション・ポリシーに基づき出願資格の
幅を広げるため、中国語に関する検定試験の種類（漢語水
平考試（HSK)・中国語コミュニケーション能力検定試験
(TECC)）を追加した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　策定したアドミッション・ポリシー
に基づき入学者選抜方法等を引き続き
改善する。また、経済学研究科におい
ては、学部のアカウンティングプログ
ラムの学生に対する大学院への学内推
薦制度を検討する。

　選抜区分ごとの入学試験結果と入学後の定期試験結果を
もとに在学生成績データを作成し、各学科において入学者
選抜方法の検討を行った。
　また、経済学研究科においては、学部のアカウンティン
グプログラムの学生に対する学内推薦制度案を作成した
が、実施にはまだ検討の余地があり導入には至らなかっ
た。平成23年度も導入に向け引き続き検討する。
　なお、本学では推薦、前･後期入試において、不慮の事故
等で受験できない学生に対する追試験の実施体制を整備し
ており、平成22年度は東北地方太平洋沖地震の影響で受験
できなかった学生に対する後期入試の追試験を実施した。

(Ⅲ)

44　平成18年度入試までに、両大学のす
べての各学部学科、大学院各研究科の詳
細なアドミッション・ポリシーを策定・
公表するとともに、それに基づき適正な
入学定員を確保するため、入学者選抜方
法等の不断の改善を図る。

【達成水準】
○平成18年度入試までに、両大学のすべ
ての各学部学科、大学院各研究科のアド
ミッション・ポリシーを策定し公表す
る。
○AO入試を導入する。
○入学者選抜方法等の改善を図る。

≪平成22年度達成≫

22

　平成17年度に、大学、学部、学科、大学院、専攻のアド
ミッション・ポリシーを策定し、ホームページなどで公表
した。
　また、入学者選抜方法の改善を図るため、入試連絡会や
高校訪問により県内外の高校教員から幅広く意見を聴取す
るとともに、アドミッション・ポリシーに基づいた推薦制
度等の改善を図った。

　平成19年度入試において、経済学部では、商業高校を対
象に1高等学校当たりの推薦人数制限の撤廃と高校成績の評
定平均下限の見直し（3.8以上を3.5以上に変更）を行っ
た。
　国際情報学部では、私費外国人留学生特別選抜にかかる
日本留学試験成績の複数年利用の採用や数学のコース選択
の撤廃を行った。
　看護栄養学部でも、私費外国人留学生特別選抜にかかる
日本留学試験成績の複数年利用の採用を行うとともに、栄
養健康学科では、TOEFLの受験要件の撤廃を行った。

　平成20年度入試において、経済学部では、AO入試を創設
（募集区分は英語インテンシブコース、中国語インテンシ
ブコース、アカウンティングコースの3区分）するととも
に、推薦入試について、県内高校の推薦対象学科への「総
合学科」の追加、「離島高校」枠の新設、県外高校の推薦
対象学科への「商業科・総合学科」の追加を行った。
　国際情報学部では、「県外高校」推薦枠を導入した。
　また、国際交流学科では、AO入試における中国語分野の
新設や、私費外国人特別選抜における日本留学試験点数要
件の撤廃、試験科目の見直しを行なった。

≪「資料編」№10参照≫

【評価委員会の評価
「Ⅲ」】
○法人の自己評価は妥当性
を欠く。
・かねてから整備していた
追試験制度により、東日本
大震災の影響で一般入試を
受験できなかった学生に対
して追試験を実施している
が、追試験の実施体制の整
備は過年度の取組であるこ
とに加え、大学としての当
然の責務であり、特筆すべ
きものとは言えないことか
ら、年度計画を上回って実
施したものとは認められな
い。

達
成
年
度

年度計画

達成
状況

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅳ

判断理由（実施状況表）

①ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝ･ﾎﾟﾘｼｰに応じた入学者選抜の実現

ウエ
イト

評価委員会意見等中期計画
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　ホームページへの公表や各選抜募集要項への掲載、オー
プンキャンパスでの入試説明等を通じて大学の理念やアド
ミッション・ポリシーの周知を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　大学案内、ホームページ、オープン
キャンパス等によりアドミッション・
ポリシーの周知を図る。

　大学のホームページ、大学案内、入学者選抜要項、各種
募集要項へアドミッション・ポリシーを掲載し、周知を
図った。
　また、オープンキャンパス、県内外での進学ガイダン
ス、高校訪問、入試連絡会等の機会に、高校生や進学指導
担当教諭に対してアドミッション・ポリシーを周知した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　大学案内、ホームページ、オープン
キャンパス等によりアドミッション・
ポリシーの周知を図る。また、学生便
覧にアドミッション・ポリシーを掲載
し、在学生に対しても改めて周知す
る。

　大学のホームページ、大学案内、入学者選抜要項、各種
募集要項へアドミッション・ポリシーを掲載し、周知を
図った。
　また、オープンキャンパス、県内外での進学ガイダン
ス、高校訪問、入試連絡会等の機会に、高校生や進学指導
担当教諭に対してアドミッション・ポリシーを周知した。
　なお、学生便覧にアドミッション・ポリシーを掲載し、
在学生に対しても改めて周知を行った。

45　アドミッション・ポリシーを周知徹
底するために、教育内容に関するパンフ
レット、ホームページ等を充実する。ま
た、オープン・キャンパス等の実施によ
り、アドミッション・ポリシーの高校
生、保護者などへの浸透を図る。

22

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○大学案内、入試要項、ホームページ等
にアドミッションポリシーを掲載する。
○高校生、保護者、高校教諭等に対し、
オープンキャンパス、入試連絡会、進学
ガイダンス、出前講義等の機会を捉え、
アドミッション・ポリシーを周知する。

≪平成22年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　オープンキャンパス、高校訪問、出前講義、入試連絡
会、進学相談会等を行い、積極的に県内外の高等学校との
連携を図った。
　平成20年度には「長崎県立大学と県北地区長崎県立高校
との高大連携にかかる運営委員会」を設置し、佐世保校と
県北地区高校との連携を行った。
　また、シーボルト校では、高校生が大学に来学して体験
するさまざまな理科実験プログラムを実施し、県内の高等
学校との連携を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　オープンキャンパス、高校訪問、出
前講義、入試連絡会、進学説明会等の
機会を利用し、高等学校との連携を行
う。

　オープンキャンパス、高校訪問、出前講義、入試連絡
会、進学相談会等を行い、積極的に高等学校との連携を
図った。
　【オープンキャンパス（佐世保校7/19：参加者447名、
シーボルト校7/19･20、参加者864名）、高校訪問（佐世保
校：県内50校・県外54校、シーボルト校：県内11校・県外3
校）、出前講義（佐世保校17校、シーボルト校19校）、進
学相談会（佐世保校36会場へ参加、シーボルト校14会場へ
参加）、入試連絡会1回（参加高校教員115名）】

　また、佐世保校では8月に県北地区高校と「高大連携」を
テーマとした意見交換会を開催し高校教員が11名参加し
た。12月には「高校生向け公開講座」を行い高校生134名、
高校教員5名が参加した。

　シーボルト校では、高校生を対象とした体験理科実験を
継続的に実施し、高等学校との連携を図った（2回10講座・
参加学生数172名）。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　オープンキャンパス、高校訪問、出
前講義、入試連絡会、進学説明会等を
実施し、高等学校との連携を行う。

　オープンキャンパス、高校訪問、出前講義、体験授業、
入試連絡会、進学相談会等を行い、積極的に高等学校との
連携を図った。
　【オープンキャンパス（佐世保校7/18：参加者411名、
シーボルト校7/18･19、参加者1,085名）、高校訪問（両校
で県内45校・県外92校）、出前講義（佐世保校16校22回、
シーボルト校17校19回）、進学相談会（両校で67会場へ参
加）、入試連絡会1回（参加高校教員128名）】

　また、佐世保校では県北地区高校と意見交換会を開催し
高校教員が7名参加した。12月には「高校生向け公開講座」
を行い高校生86名、高校教員4名が参加した。
　シーボルト校では、高校生を対象とした体験理科実験を2
回11講座開催し、高校生192名が参加した。また、新たに情
報メディア学科において体験授業「一日大学生」を2回開催
し、高校生35名が参加した。なお、一日大学生に参加した
高校生のうち11名が本学を受験した。

　これらの取組は、高等学校から評価をいただいた。

≪「資料編」№11参照≫

(Ⅲ)

【達成水準】
○オープンキャンパス、出前講義、両大
学入試連絡会、進学説明会等を実施す
る。
○県内外の高校を訪問し、高校教諭と直
接意見交換を行う。
○高校生の体験入学を実施する。

≪平成22年度達成≫

Ⅳ

46　大学の特色や求める学生像などを高
校生や保護者などに周知するため、高校
生の体験入学、高等学校への出前講義や
遠隔授業などを効果的に実施し、高等学
校との連携を強化する。

22

(Ⅲ)

Ⅲ
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　大学院に、長期履修制度、昼夜開講制度を導入し、社会
人の再教育や生涯学習のニーズに対応できる受け入れ体制
を整備した。
　また、社会人教育にかかるアンケート結果等を踏まえ、
聴講生・科目等履修生制度について、県政だよりや地元
ケーブルテレビで広報を行い周知を図った。

≪「資料編」№12参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　平成20年度から運用を開始した学生支援システムによ
り、経済学部では、平成20年度入学者について入試区分毎
の修学状況データを分析した。結果として、試行したGPAス
コアには入試区分での大きな差異は見られなかった。
　なお、学生の入試状況から修学状況、卒業後の進路状況
までを一元的に把握するには、平成23年度までのデータが
必要となるため、引き続きデータを蓄積していく。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　入学から卒業までの学生の修学状況
及び卒業後の進路状況のデータを分析
し、入学者選抜方法の改善に活用す
る。

　修学状況を分析し、入学者選抜方法の改善を検討した
が、その必要はないと判断した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　入学から卒業までの学生の修学状況
及び卒業後の進路状況のデータを分析
し、入学者選抜方法の改善に活用す
る。

　平成20年度以降の入学生について、入試区分ごとの学期
GPAを整理し、入試区分ごとの分析を行った。
　なお、入学者選抜方法の改善に活用するためには、更な
るデータの蓄積が必要と判断し、現状の入学者選抜制度を
維持した。

Ⅲ

【達成水準】
○修学状況、卒業後の進路状況につい
て、入学者選抜区分毎に分析できるシス
テムを構築し、分析結果を選抜方法の改
善に活用する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○大学院に長期履修学生制度を導入す
る。
○社会人の再教育や生涯学習ニーズに適
応した受け入れ体制を整備する。

≪平成19年度達成≫

47　社会人については、長期履修学生制
度等の検討を行い、社会人の再教育や生
涯学習のニーズに適合した受け入れ体制
を整備する。

48　入学者の修学状況、卒業後の進路状
況等について調査を行い、入学者選抜方
法の改善に活用する。

19
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)
　外国人留学生の入学を促進するた
め、日本語教育学校等への周知を行
う。また、中国語版・韓国語版のホー
ムページおよび外国語版大学案内を作
成する。

　外国人留学生の入学を促進するため、関東以西の日本語
学校（338校）や県内関係団体（137団体）へ募集要項を送
付した。
　また、中国語版・韓国語版の大学ホームページを作成
し、大学の情報を外国へ発信するとともに、英語版の大学
案内を作成した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　外国人留学生の宿舎については、確
保・支援を図る。

　佐世保校では、華僑大学の留学生4名に対し、留学生宿舎
を貸与した。また、留学生1名の住居賃貸借契約時におい
て、国際交流協会の機関保証制度にかかる事務手続を支援
した。なお、今年度から学部卒業生に対し留学生への家電
製品の譲渡を呼びかけ、平成22年度新入生（留学生）に家
電製品等20品目を提供した。

　シーボルト校では、留学生11名に対し、留学生宿舎を貸
与した。また、留学生宿舎の補修など住環境の整備に努め
た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　外国人留学生の入学を促進するた
め、日本語教育学校等への周知や、外
国語版ホームページ等を通してのさま
ざまな情報提供を行う。

　外国語版ホームページ、英語版大学案内により大学情報
を発信するとともに、財団法人日本留学生支援機構が運営
する「日本の大学」サイトに、大学の基本情報、外国人特
別選抜に関する情報を公開した。
　また、県内大学と協働して「長崎留学ガイドブック」を
創刊し、国内外の外国籍留学希望者にむけて配布した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　外国人留学生の宿舎については、確
保・支援を図る。

　佐世保校では、華僑大学の留学生6名に対し、留学生宿舎
を貸与した。また、留学生5名の住居賃貸借契約時におい
て、国際交流協会の機関保証制度に係る事務手続きを支援
した。
　シーボルト校では、留学生11名に対し、留学生宿舎を貸
与した。また、留学生宿舎の家具を購入するなど住環境の
整備に努めた。

【達成水準】
○国や留学生支援団体等からの奨学金制
度を把握し、学生に周知する。
○学部の外国人留学生について全額また
は半額の減免を行う。
○大学院についても、減免制度を新たに
設ける。
○日本語学校への入試説明会や募集要項
送付を行う。
○英語版・中国語版・韓国語版ホーム
ページを作成し、大学の情報を広く発信
する。
○外国人留学生の宿舎を整備する。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

(Ⅲ)

(Ⅲ)

　授業料減免については、学部の外国人留学生全員に対
し、全額若しくは半額の授業料減免を実施した。また、大
学院授業料減免制度を創設し、大学院留学生も減免の対象
とした。
　国や留学生支援団体等の奨学金については、掲示板、
ホームページで情報提供を行った。
　留学生宿舎については、既存の職員用公舎を改修し提供
するなど宿舎の確保に努めるとともに、留学生の住居賃貸
借契約時においては国際交流協会の機関保証制度利用の手
助けを行った。
　また、外国人留学生の入学を促進するために、関東以西
の日本語教育学校等に募集要項を送付するとともに、進学
ガイダンス等での留学生や日本語学校教員への情報提供
や、日本語学校等を訪問しての入試説明会を行った。
　平成20年度は、新大学の英語版ホームページを作成し公
開した。

≪「資料編」№8参照≫

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

2249　外国人留学生については、授業料減
免などの経済的支援や宿舎の確保など生
活面でのサポートを充実するとともに、
ホームページ等で情報を積極的に提供
し、入学を促進する。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　大学院においては、昼夜開講制を実施するとともに、
社会人が仕事をしながら修学できるよう長期履修制度を
導入した。
　また、人間健康科学研究科では、学外の社会人も受講
できる大学院特別講義や各種セミナー、社会人再教育の
ための栄養リカレント講座を開催した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　平成20年度入学者選抜からAO入試を導入した。なお、AO
入試は、志望する学科の学修に加え、使える語学力の修得
を目指す「英語インテンシブプログラム」、「中国語イン
テンシブプログラム」、税理士の資格取得を目指す「アカ
ウンティングプログラム」の3プログラムのいずれかで学ぶ
ことを希望する人を対象として実施した。

≪「資料編」№13参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○AO入試の導入を検討する。

≪平成18年度達成≫

(Ⅳ)

Ⅲ

1851　多様な入学者選抜を実施するため、
「一般選抜」「特別選抜（推薦、社会
人、帰国子女、外国人留学生）」に加え
て、AO入試の導入について検討する。

【佐世保校】

1950　大学院課程においては、社会人の受
入れを促進するための方策を検討し、社
会人の再教育や生涯学習のニーズに適合
した受け入れ体制を整備する。

○内容に対する意見
・AO入試については、全国
的に見直しの時代に入って
いる。単に制度の導入で終
わるのではなく、入学後の
学力や就職などについて追
跡調査を実施し、その結果
を分析した上で絶えず入試
制度のあり方を検討してい
くことが望まれる。

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○大学院において長期履修制度や昼夜開
講制度を導入する。

≪平成19年度達成≫
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　平成20年度入試から、離島高校枠を新たに設け、県内高
校生の受入を拡充した。その結果、学科ごとの県内高校の
推薦枠は、普通科各17名、専門学科各10名、総合学科各5
名、離島高校各2名となった。

≪「資料編」№10参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　1年制コースの必要性・可能性を検討した結果、1年間で
の修業をコースとして制度化することは課題も多く見送っ
た。
　しかしながら、32単位以上を修得し、かつ学会賞の受賞
など優れた研究業績を上げた者については、研究科教授会
で個別に判断し、1年での修了も可能としている。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　サテライト教室にかかるニーズ調査
結果を踏まえ、設置の可否を判断す
る。

　経済学研究科では、サテライトキャンパスを持っている
他大学研究科の調査訪問を行った。聞き取りの結果、サテ
ライトキャンパスの開講科目のみで修了できる必要がある
こと、開講時間帯に事務職員の常駐が必要であることなど
が分かった。
　また、社会人修了生へサテライトキャンパスに関する
ニーズ調査を行ったところ、ニーズはあるが設置場所につ
いては多様な意見が出された。
　以上のことを踏まえ研究科教授会で協議をした結果、現
行の教職員の体制ではサテライトキャンパスへの派遣が困
難であること、設置場所の判断が非常に難しいことによ
り、設置を見送った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【21年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

53　大学院においては、 社会人の入学
を促進するため昼夜開講制に加え、1年
以上2年未満の修業年限でも修了するこ
とが可能なコース（以下、「1年制コー
ス」）および就学の利便性を考慮した
「サテライト教室」の導入を検討する。

【佐世保校】

18

(Ⅲ)

Ⅲ

52　推薦入試における県内生の受入を拡
充する。

【佐世保校】

21

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○1年制コースの必要性・可能性を検討
する。
○サテライト教室の導入を検討する。

≪平成21年度達成≫

【達成水準】
○離島高校枠を創設し、県内生の受入を
拡充する。

≪平成18年度達成≫
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期
年
度

達
成
年
度

年度計画
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イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　国際情報学部において、平成17年度入試からAO入試を実
施した。AO入試合格者へは、入学前に課題を与え、個別に
添削するなどきめ細かい入学前指導を行った。
　なお、国際交流学科については、平成20年度AO入試から
中国語分野を新設するなど、充実に努めた。

≪「資料編」№14参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　AO入試による入学生の入学後の追跡
調査に基づき学生の状況把握を行うと
ともに入学生に対する入学前の教育指
導を充実する。

　国際情報学部では、AO入試による入学者の追跡調査を
行った。

　情報メディア学科では、AO入試による入学者の追跡調査
を行った結果、「特定分野への高い関心」「リーダーシッ
プ」など、昨年同様総合的にはAO入試の特性を反映した学
生が入学しているとの傾向が認められた。ただし、入学後
の成績（評定平均）ついては、AO入試による入学者は他の
入試区分合格者と比較し、成績評定で約10％劣ることが判
明した。そのため、AO入試合格者が、入学時に十分な基礎
学力を養えるよう、英語・国語・数学の基礎問題集を課
し、入学までにこれらの学習を行わせることで、入学前の
事前教育を強化した。

　国際交流学科では、今年度も学期末試験、TOEICの両方
で、AO入試合格者の成績が、その他の入試の学生の成績を
上回っており、一定の学力を備えていたことから、入学前
の事前教育については、課題図書を与え、入学後にレポー
トを提出させることでより学力を伸ばす指導を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　AO入試により入学した学生の修学状
況等を把握し、AO入試の改善に活用す
る。

　国際情報学部では、AO入試による入学者の追跡調査を
行った。

　国際交流学科では、AO入学者の卒業時の成績評価「A」の
平均単位数および取得総単位数を調査した。その結果、AO
入試以外の入試区分入学者と比較すると優秀な成績である
ことを確認した。
 情報メディア学科では、AO入学者の入学後の成績が他の入
試区分入学者と比較すると低い成績であることを確認し
た。そこで、入学前教育について課題量を増やし、より内
容を充実させた。なお、AO入学者については、個々の得意
分野を生かして学内サークルなどの活動を行っており、全
国的な映像コンクールに入賞するなど、AO入試実施の具体
的成果として表れてきている。

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○国際情報学部においては、平成17年度
入試からAO入試を導入し、充実を図る。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

2254　国際情報学部においては、平成１７
年度入試からAO入試を導入し、充実を図
る。

【シーボルト校】
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度 実施状況 達成水準等 中

期
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度
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年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　県内高校を対象とした推薦制度として、平成18年度推薦
入試から、入学定員を看護学科で3名、栄養健康学科で2名
増やし、看護学科14名、栄養健康学科10名の募集人員とし
た。
　また、県外高校からの推薦については、平成20年度推薦
入試において、県外高校枠を導入し、国際交流学科5名、情
報メディア学科2名とした。

≪「資料編」№10参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　策定したアドミッション・ポリシー
に基づき入学者選抜方法等を引き続き
改善する。

【№44再掲】
　選抜区分ごとの入学試験結果と入学後の定期試験結果を
もとに在学生成績データを作成し、各学科において入学者
選抜方法の検討を行った。
　その結果、国際交流学科では、AO入試の出願要件につい
て、学科のアドミッション・ポリシーに基づき出願資格の
幅を広げるため、中国語に関する検定試験の種類（漢語水
平考試（HSK)・中国語コミュニケーション能力検定試験
(TECC)）を追加した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　推薦入試により入学した学生の修学
状況等を把握し、推薦入試の改善に活
用する。

　推薦入試入学者の修学状況等を分析し、推薦入試の改善
について検討を行ったが、現状ではその必要性はないと判
断した。

55　県内高校を対象とした推薦制度を充
実するとともに、県外高校からの推薦入
学についても検討する。

【シーボルト校】

22

(Ⅳ)

Ⅳ

【達成水準】
○県内高校を対象とした推薦の充実を図
るため、募集定員の見直し、新たな推薦
枠導入の検討を行う。
○県外高校からの推薦枠の導入を検討す
る。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

(Ⅲ)
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度 実施状況 達成水準等 中
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度

達
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度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　大学の理念・目的を「人間を尊重し平和を希求する精神
を備えた創造性豊かな人材の育成」、「長崎に根ざした新
たな知の創造」、「大学の総合力に基づく地域社会及び国
際社会への貢献」と定め、この理念・目的に基づき、各学
部・学科の教育研究上の理念・目的をそれぞれ定めた。
　また、各学部・学科の教育目標とコース・領域のねらい
も明確にした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

1957　全学教育においては、高等学校での
教育と学部教育との関係を視野に入れた
カリキュラム編成とし、随時点検・見直
しを行う。

【達成水準】
○高等学校での教育と学部教育との関係
を視野に入れたカリキュラム編成を行
う。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

　新大学の設置にあたって、全学教育について見直しを行
い、全学教育カリキュラムを作成した。
　なお、全学教育や語学教育においては、高等学校で学ん
できた知識を踏まえ、幅広い教養や豊かな人間性を養うと
ともに、主体的に課題を探求し、その課題に対して幅広い
視野から柔軟かつ総合的な判断が出来る課題探求能力の育
成を目的として、多彩な教養科目を開講した。教養科目に
ついては、従来の人文・社会・自然の諸分野を現代社会に
対応した新たな視点から構成した5つの科目区分に再構成し
た。

※科目区分は以下のとおり。
○「時空間の探求」…歴史・地理関係の科目群
○「生活の中の情報と科学」…情報処理、健康・スポー
ツ、自然科学関係の科目群
○「人間性と文化」…哲学、心理学等人間・文化を理解す
る科目群
○「現代社会と市民生活」…法学、政治学、経済学等の科
目群
○「現代社会の課題」…現代社会における課題を扱う学際
的・複合的科目群

②教育理念、目標に応じた教育課程を編成

56　大学全体の基本理念・目的・教育目
標と、学部・学科等専門分野の教育の目
標・ねらいを明確にする。

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○大学全体の基本理念・目的・教育目標
と、学部・学科等専門分野の教育の目
標・ねらいを明確にする。

≪平成18年度達成≫

18
＜学士課程＞
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中
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度

達
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年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

　各学部において、シラバスの記載内容の精粗がみられた
ため、その解消に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○各学科の目標・ねらいを達成できるよ
うに、それぞれにコースを設定し、体系
的なカリキュラムを編成する。
○授業の到達目標、授業計画、成績評価
方法を示したシラバスへと改善する。

≪平成19年度達成≫

　学科・コース（領域）の目標・ねらいを達成できるよ
う、基礎的科目と専門的科目を学年に応じ体系的に配置し
た。
※各学科に設定したコース（領域）は次のとおり。
○経済学科：経済政策コース、国際経済コース
○地域政策学科：地域・人間環境コース、地域づくり・地
域経営コース
○流通・経営学科：流通学コース、情報・会計学コース
○国際交流学科：国際関係コース、文化コミュニケーショ
ンコース
○情報メディア学科：情報技術領域、情報コミュニケー
ションデザイン領域、情報社会領域

　なお、看護栄養学部は、看護師・保健師並びに栄養士・
管理栄養士・食品衛生管理者・食品衛生監視員の養成施設
として、各専門職業人の育成のため必要なカリキュラムを
設定した。

　また、学生にわかりやすいシラバスとするため、授業の
到達目標、授業計画、成績評価方法などをより具体的に記
載するとともに、項目区分、様式の統一化を図った。

1958　各専門分野では、それぞれの教育の
目標・ねらいを的確に達成できる体系的
なカリキュラム編成を行い、学生にわか
りやすい教育課程づくりに努める。ま
た、学生が受講に際して十分な予習がで
きるように、わかりやすいシラバス（授
業計画）を作成する。
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イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　平成20年度のカリキュラムにおいては、遠隔授業を利用
して学部・学科間の連携を図る科目を設定するとともに、
経済学部、国際情報学部、看護栄養学部科目の相互履修を
可能とし、学部教育の学際化を図った。
　また、「NICEキャンパス長崎」の単位互換制度を利用
し、長崎県内大学との連携を図った。

≪「資料編」№15･16参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　他大学との単位互換の推進を図る。 　「NICEキャンパス長崎」へ平成21年度提供科目として、
両校あわせて教養科目17科目、専門科目47科目、コーディ
ネート科目（単位互換用に新たに開設した科目）2科目を提
供した。
　なお、本学で単位互換制度を利用した学生は4名、他大学
からの本学利用は15名であった。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　他大学との単位互換の推進を図る。 　「NICEキャンパス長崎」へ平成22年度提供科目として、
教養科目15科目、専門科目46科目、コーディネート科目2科
目を提供した。
　なお、本学で単位互換制度を利用した学生は43名、他大
学からの本学利用は7名であった。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　全学教育に「国際化、情報化の進展と諸問題」「現代世
界と平和」などの科目を設定し、科目に関連する国際的な
倫理の課題ともつながる講義を提供した。
　また、国際化に対応できる能力を身につけるため、経済
学部においては「英語異文化コミュニケーション」の科目
で英語による授業を、国際交流学科においては英語関連科
目以外にも「アメリカの政治と外交」、「日米関係論」の
科目で英語による授業を行った。なお、国際交流学科で
は、夏期・春期英語合宿、留学生との交流会の実施や、海
外からの講師を招へいしての英語による特別授業も開催し
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○国際的な水準に必要とされる倫理の課
題を講義のテーマに導入する。
○国際的コミュニケーション能力などを
養成するために、英語による講義科目を
設定する。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

○内容に対する意見
・「NICEキャンパス長崎」
については、平成２２年度
における受講者数が４３名
となっており、引き続き低
い水準にとどまっている。
第２期中期計画において積
極的な取組を行ない、県内
の大学間連携をリードして
いくことが望まれる。

【達成水準】
○他学部・他学科の科目を履修可能とす
る。
○他大学との単位互換を推進する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)
(Ⅲ)

Ⅲ

22

18

59　学部・学科間の有機的な連携によ
り、学生の教養・知識・能力を養成する
こととし、このことに留意してカリキュ
ラムと時間割の編成を行う。また、長崎
県内外の大学との単位互換制度の整備を
行う。

60　国際的な水準に必要とされる倫理基
準や実践能力を含めたカリキュラム編成
を行う。また、国際化に対応できる能力
を身につけるために、英語による授業科
目を設定する。

Ⅲ
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【No13再掲】
　学生が地域や企業で学習する機会が持てるように、「イ
ンターンシップ」、「ボランティア活動」、「キャリアデ
ザイン」の行動科目を配置するとともに、各学科の専門科
目においても社会と連携した授業形態を取り入れている。

　なお、シーボルト校においては、文部科学省による現代
的教育ニーズ支援プログラムに採択され（平成16～18年
度）、学生と地域の小中学生とのワークショップを開きな
がら「命のたいせつさ」を伝えていく地域支援活動を行
なった。この活動は、採択期間終了後も引き続き実施して
いる。

≪「資料編」№1参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　外国人留学生の日本語能力を高める科目を配置し、習熟
度別に5段階のクラス設定を行うとともに、最上級のクラス
においては、プレゼンテーション、ディスカッション等を
とおして、質疑応答ができるレベルを到達目標とした。
　また、日本社会への理解を深める科目として、「日本事
情Ⅰ、Ⅱ」（日本の歴史や現代社会に関する科目）を配置
した。
　なお、「日本事情Ⅰ、Ⅱ」については、国際情報学部・
看護栄養学部のみで開講していたが、平成20年度から経済
学部でも開講した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(Ⅲ)

Ⅲ

1861　キャンパス内の科目との適切な組み
合わせのもとに、フィールドワークなど
の調査活動、インターンシップ、ボラン
ティア活動等体験学習や社会と連携した
教育を推進する。

【達成水準】
○外国人留学生の日本語能力を高める科
目や日本社会についての理解を深める科
目を体系的に配置する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

19

【達成水準】
○フィールドワーク、インターンシッ
プ、海外語学研修、ボランティア活動を
単位認定する。

≪平成18年度達成≫

62　外国人留学生の大学での学習・研究
に必要な日本語能力と、日本社会につい
ての基礎的知識を習得させる教育プログ
ラムについて検討する。
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長崎県立大学

中
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度 実施状況 達成水準等 中

期
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度
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成
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度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　経済学部において、税理士等の会計分野の専門職業人育
成を目指すアカウンティングプログラムを設置し、社会人
へ門戸を開いた。
　人間健康科学研究科栄養科学専攻では、栄養科学セミ
ナーや社会人対象の栄養リカレント講座も開講し、栄養専
門領域の資質向上に寄与した。
　また、全学的取組として地域連携センターを設置し、生
涯学習支援を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)
　長崎市、島原市等の小中学校で、現代教育ニーズ取組支
援プログラム（現代GP）「シーボルトキャラバン：生と性
の主人公になろう」（平成16～18年度）を実施した。
　また、特色GPや現代GPへの採択に向け、学長裁量研究費
等により教員の多様な研究プロジェクトを支援した。

（申請状況）
　平成17年度：現代GP2件（採択なし）
　平成18年度：特色GP1件、現代GP1件（採択なし）
　平成19年度：特色GP1件、現代GP1件（採択なし）
　平成20年度：教育GP3件、大学院GP1件（採択なし）

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　平成21年度の教育GPの採択に向けた
取り組みを行う。

　大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラムで
は、長崎大学を代表校とする「在宅医療と福祉に重点化し
た薬学と看護学の統合教育とチーム医療総合職養成の拠点
形成」を共同申請し採択された。
　なお、大学教育支援推進プログラム（テーマA）の『しま
キャンパスを活用した基礎学士力育成～「しま」キャンパ
スと「ネット」キャンパスとの融合～』、組織的な大学院
教育改革推進プログラムの「地域教育力との連携による職
業会計人の育成」、大学教育充実のための戦略的大学連携
支援プログラムの「列島縦断型・地域立大学の戦略連携－
実学共創のPDCAと滞在型教育プログラムの構築」について
は採択には至らなかった。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

文部科学省の「大学生の就業力育成支
援事業」等の採択に向けた取り組みを
行う。

　大学生の就業力育成支援事業へ『「自己との対話」から
「社会との対話へ」』を申請したが、不採択であった。
　なお、小柴正俊氏（ノーベル物理学賞受賞）を講師とし
て招へいし、申請内容に沿った学術講演会「科学を通して
＜生きる＞を学ぶ」を開催した。

【達成水準】
○社会人も念頭に置いたプログラムを作
成する。
○社会人のリカレント教育に対応できる
ように特別講義やセミナー等を実施す
る。

≪平成19年度達成≫

22

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

【達成水準】
○特色GPや現代GP等の採択に向け、全学
的に取り組む。
○平成16年度採択現代GP「シーボルト
キャラバン：生と性の主人公になろう」
を実施する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

1963　社会人のための独自のプログラム
（カリキュラム）を作成する。

64　文部科学省の「特色ある大学教育支
援プログラム」（特色GP）や「現代的教
育ニーズ取組支援プログラム」（現代
GP）に採択されることを目指す。

- 50 -



長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　経済学部では、全学教育（教養教育）科目を全学年で履
修可能とし、専門教育については、1年次からの学部共通専
門科目、2年次の各学科の専門性に応じた学科共通科目、
3、4年次の専門的・実践的な教育プログラムを展開してい
くためのコース科目で構成し、それぞれに適切な科目を配
置した。
　また、演習科目は少人数で構成し、1年次の「新入生セミ
ナー」、2年次の「総合演習」、3、4年次の「専門演習」を
必修科目として、全学年に配置した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○全学教育、専門教育の科目は、コース
等の性格や目的に応じ、それぞれ全学年
に適切に配置する。
○演習科目を全学年に配置するととも
に、少人数化を図る。

≪平成19年度達成≫

19

(Ⅲ)

Ⅲ

65　全学教育（教養教育）と専門教育と
の有機的連携を図る観点から、それぞれ
のカリキュラムの科目は、コース、科目
等の性格・目的に応じ全学年に適切に配
置することとする。

【佐世保校】
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　経済学部における専門教育カリキュラムは、1年次か
らの学部共通専門科目、2年次の各学科の専門性に応じ
た学科共通科目、3、4年次の専門的・実践的な教育プロ
グラムを展開していくためのコース科目を設け、入門科
目から専門科目へと年次に応じ段階的に編成した。
　なお、経済学科に「経済政策コース」「国際経済コー
ス」を、地域政策学科に「地域・人間環境コース」「地
域づくり・地域経営コース」を、流通・経営学科に「流
通学コース」「情報・会計学コース」を設置し、それぞ
れに適切な科目を配置した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　コースのねらい、カリキュラム編成等を学生便覧に記載
し、年度当初のオリエンテーションの際に配布・説明を
行った。また、新入生セミナー（1年次）において詳細な説
明を、さらに総合演習（2年次）において、3年次への進級
における関門制とコース選択などの説明を再度行い、体系
的・段階的学習ができるよう指導を行った。
　コース科目の設定にあたっては、学科間で有機的連携を
図り、コースの目的に沿った主要科目のほか、他コースの
開講科目を取り入れたカリキュラム編成を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○それぞれのコースのねらいを明確に
し、学生便覧に明示する。
○学科間で連携し、コースの必要性に応
じ、他学科の開講科目を取り入れる。

≪平成18年度達成≫

【達成水準】
○専門教育カリキュラムを、基礎科目、
基幹科目、展開科目に段階的に編成す
る。
○展開科目については、コースを設け、
コースごとに体系的にカリキュラムを編
成する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

1966　専門教育のカリキュラムは、学部に
共通する基礎科目、学科に共通する基幹
科目、学科ごとの展開（応用）科目に段
階的に編成するとともに、学生の目的に
応じた系統的学習を促進するためコース
を設け、コースごとに体系的に編成す
る。

【佐世保校】

67　コースについては、それぞれのねら
いを学生に分かりやすく明示し、それを
的確に達成できるよう、学科間の有機的
な連携のもとにカリキュラム編成を行
う。

【佐世保校】

18

- 52 -



長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　平成17年度入学生から、全学科において、「ミクロ経済
学入門」（2単位）、「マクロ経済学入門」（2単位）を必
修とした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　高度な実践的運用能力の習得を目指して、英語と中国語
についてインテンシブプログラムを設けた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○英語・中国語について、特別コース
（プログラム）を設置する。

≪平成17年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○「ミクロ経済学入門」、「マクロ経済
学入門」を必修科目とする。

≪平成17年度達成≫

1768　基礎的科目の履修を必修とし、現代
経済学の基礎教育を充実する。

【佐世保校】

1769　英語、中国語について、インテンシ
ブコースを設け、高度な実践的運用能力
の習得を目指す。

【佐世保校】
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　英語インテンシブプログラムにおいては、主・副の担当
教員が複数で対応し、面談による個別指導を行った。
　TOEIC対策として課外講座を開講するとともに、CALL教材
や英語の聞き取り教材など独自の教材を作成し、学生の自
習を促進した。
　また、海外語学研修やアメリカンスクールとの交流など
フィールドワークによる高い運用能力の養成にも努めた。
　新大学のカリキュラムにおいては、「英語発音法」「英
文法」「世界の英語」を新たな科目として追加し、教育の
充実を図った。
　しかしながら、平成20年度にTOEIC650点以上を達成して
いる4年次生は27名中2名（7.4％）であった。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　英語インテンシブプログラムについ
ては、TOEIC650点以上を目指す。その
ため、各科目の成績評価基準にTOEIC
の成績を反映させることによって、
TOEICへの取組みを活性化させるとと
もに、TOEIC対策講座やeラーニングな
どを継続して実施し、学生の成績向上
を図る。さらに、プログラム受講学生
の選抜方法を見直す。

　英語インテンシブプログラム（4年次生28名、3年次生23
名、2年次生47名、1年次生42名、計140名）においては、平
成21年度に114名（81.4%）の学生がTOEICを受験した。
　650点以上を達成している学生は13名で、コース全員
（140名）の9.3％であった。
　なお、平成21年度からは、コースでの指導効果を上げる
ため、インテンシブプログラムを希望する新入生60名に
TOEIC Bridgeを受験させ（費用大学負担）選抜を行うとと
もに、AO入試合格者と後期入試（英語選択)合格者の中でプ
ログラムを希望する者によりクラス編成を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　英語インテンシブプログラムについ
ては、TOEIC650点以上を目指す。その
ため、各科目の成績評価基準にTOEIC
の成績を反映させることによって、
TOEICへの取組みを活性化させるとと
もに、TOEIC対策講座やeラーニングな
どを継続して実施し、学生の成績向上
を図る。

　英語インテンシブプログラム（4年次生23名、3年次生41
名、2年次生42名、1年次生47名、計153名）においては、平
成22年度に125名（81.7%）の学生がTOEICを受験した。
　650点以上を達成している学生は15名で、コース全員
（153名）の9.8％であった。また、それぞれの学年での達
成状況は、4年次生4名（17.4％）、3年次生5名
（12.2％）、2年次生4名（9.5％）、1年次生2名（4.2％）
であった。
　なお、授業にTOEICのスキルごとの演習を継続して組み込
み指導を強化するとともに、TOEICの成績を授業の成績の一
部として評価し、TOEIC学習を促した。

(Ⅱ)

Ⅱ

－

【達成水準】
○英語インテンシブプログラムの修了生
については、TOEIC650点以上を目指す。

≪未達成≫

○内容に対する意見
・両校の語学教育における
TOEICスコア等の向上のた
めの取組については、これ
までも毎年指摘してきたと
ころであるが、両校とも中
期計画を達成していない。
今後、これまでの取組み等
を省みて、学生の成績及び
講じた対策等に関するデー
タの蓄積と分析を行い、他
大学の取組等も参考としな
がら、第２期中期計画にお
いて教育方法の工夫に取り
組むことを求める。
《再掲》

(Ⅱ)

70　英語インテンシブコースの学生につ
いては、TOEIC650点以上を目指す。

【佐世保校】

Ⅱ
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【佐世保校】
　中国語インテンシブプログラムにおいては、初級用副教
材、中級用副教材、発音指導のための自習用副教材の作成
や聞き取り学習会を行い、語彙力、読解力を高めた。
　その結果、平成20年度は、4年次生4名の中で中国語検定3
級に合格した者は3名であった。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　中国語インテンシブプログラムで
は、中国語検定3級以上を目指す。

　中国語インテンシブプログラム（4年次生7名、3年次生9
名、2年次生11名、1年次生12名、計39名）においては、平
成21年度に20名が中国語検定試験を受検し、3級に2名（3年
次生1名、1年次生1名）、4級に2名（2年次生2名）が合格し
た。
　プログラム修了時に中国語検定3級合格を目標としている
が、4年次生7名中1名の3級合格にとどまった。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　中国語インテンシブプログラムで
は、中国語検定3級以上の取得を目指
す。

　中国語インテンシブプログラム（4年次生8名、3年次生11
名、2年次生10名、1年次生11名、計40名）においては、平
成22年度に7名が中国語検定試験を受検し、3級に1名（3年
次生1名）、4級に1名（2年次生1名）が合格した。
　プログラム修了時に中国語検定3級合格を目標としている
が、4年次生8名中4名の3級合格にとどまった。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　経済学部カリキュラムにおいては、実践的能力を養成す
るため、インターンシップやフィールドワーク、各種資格
検定結果を行動科目等として単位認定した。
　また、情報処理能力を養成する科目として「情報処理演
習Ⅰ、Ⅱ（全学教育科目、各必修2単位）」、学際的な科
目、国際理解を促進する科目として「現代地域社会の諸問
題」や「国際化、情報化の進展と諸問題」を配置した。

≪「資料編」№1参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

Ⅱ

1972　専門的職業人としての実践的能力、
情報活用能力の涵養に即した科目の充実
に努めるとともに、多面的総合的な判断
能力を涵養する観点から全学教育（教養
教育）との連携に留意しつつ学際的な科
目、国際理解を促進する科目の開設につ
いても留意する。

【佐世保校】

(Ⅱ)

Ⅱ

－71　中国語インテンシブコースの学生に
ついては、中国語検定３級以上を目指
す。

【佐世保校】

(Ⅱ)

【達成水準】
○中国語インテンシブプログラムの修了
生については、中国語検定3級以上を目
指す。

≪未達成≫

○内容に対する意見
・両校の語学教育における
TOEICスコア等の向上のた
めの取組については、これ
までも毎年指摘してきたと
ころであるが、両校とも中
期計画を達成していない。
今後、これまでの取組み等
を省みて、学生の成績及び
講じた対策等に関するデー
タの蓄積と分析を行い、他
大学の取組等も参考としな
がら、第２期中期計画にお
いて教育方法の工夫に取り
組むことを求める。
《再掲》

【達成水準】
○実践的能力、情報活用能力を養成する
科目を設定する。
○学際的な科目、国際理解を促進する科
目を開設する。

≪平成19年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ
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【佐世保校】
【No16再掲】
　「フィールドワーク」（1単位、上限2単位）、「イン
ターンシップ」（1単位）、「ボランティア活動」（1単
位、上限4単位）等を行動科目として位置付け、カリ
キュラムの中に取り入れた。

≪「資料編」№1参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(Ⅲ)

Ⅲ

17

【達成水準】
○「フィールド（地域・現場）」から発
想できる能力を養成するために、フィー
ルドワーク、インターンシップ、ボラン
ティア活動等を行動科目として設定す
る。

≪平成17年度達成≫

73　主体的に課題を見いだし、調査し解
決するという「フィールド（地域・現
場）」から発想できる能力を育成できる
科目を配置する。

【佐世保校】
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【佐世保校】
（経済学科）
　「経済政策コース」と「国際経済コース」の2つを設置
し、コースの目的に沿ったカリキュラムを編成した。
　また、コアとなる科目を軸とした履修モデルを提示し、
学生の勉学に対する目的意識を涵養することを学科の目標
とした。

※学科の目標は下記の通り
　流動化・多様化・国際化する現代経済の諸問題やニーズ
への的確な対応能力を養成するという理念のもと、経済政
策および国際経済に関わる分野を中心とした教育研究を通
じ、地域社会のみならず国際社会の経済発展に貢献すると
ともに、理解力と応用能力に優れ、グローバルに活躍する
高度な産業人の育成を目的とする。

　コースの目標や科目については、No75、76を参照。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
（経済学科）
　経済の理論、実態、実務に関する知識の修得を踏まえ
て、経済の諸問題を的確に把握して、その解決策を導き出
す企画能力を養成するために「経済政策コース」を設置し
た。
　なお、本コースでは「経済政策論」「財政学」「金融
論」「公共経済学」をコア科目とした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

19

【達成水準】
○経済学科に実践的ビジネスパーソン育
成のためのコース設定、カリキュラム編
成を行う。
○コースごとにコアとなる科目を軸とし
た履修モデルを作成する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

74　激動し多様化する現代社会の諸問題
やニーズに的確に対応できる、理解力と
応用能力に優れた実践的ビジネスパーソ
ンの育成を目指す。

【佐世保校】

【達成水準】
○経済学科に経済の諸問題を的確に把握
して、その解決策を導き出す企画能力を
養成するためのコース設定、カリキュラ
ム編成を行う。

≪平成19年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

1975　経済の理論、実態、実務に関する知
識を身につけ、経済の諸問題を的確に把
握して、その解決策を導き出す企画能力
を養成する。

【佐世保校】
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【佐世保校】
（経済学科）
　国際経済の理論、実情、実務に関する知識の修得を踏ま
えて、国際経済を多面的・相互的に考察する能力を養成す
るために「国際経済コース」を設置した。
　なお、本コースでは「国際経済学」「貿易論」「国際金
融論」「開発経済論」をコア科目とした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
（地域政策学科）
　「地域･人間環境コース」と「地域づくり・地域経営コー
ス」の2つを設置し、コースの目的に沿ったカリキュラムを
編成した。
　また、コアとなる科目を軸とした履修モデルを提示し、
学生の勉学に対する目的意識を涵養することを学科の目標
とした。

※学科の目標は下記の通り
　多数の島嶼と豊かな海洋を有する地理的特性、古くから
海外貿易・大陸文化の窓口であった歴史的特性を持つ長崎
県においては、「グローバル」と「ローカル」を真に表裏
一体のものとして捉える「グローカル」な視点をもって地
域社会の発展に貢献する人材の育成が必要である。このた
め、本学科においては、学部共通の経済学を基盤とし、そ
の領域に広がる地域の産業、社会・文化、環境、健康・福
祉といった分野を軸に、現状や将来の課題をグローカルな
観点から把握、分析し、地域の発展に向けた諸政策を立案
できる人材の育成を目標に掲げ、急速に変貌する地域社会
に柔軟に対応するための教育研究に取り組むものである。

　コースの目標や科目については、No78、79を参照

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

19

【達成水準】
○経済学科に国際的に活躍できる能力を
養成するためのコース設定、カリキュラ
ム編成を行う。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

76　国際経済の理論と実情に関する知識
とともに国際的な視野とコミュニケー
ション能力を身に付け、国際的に活躍で
きる能力を養成する。

【佐世保校】

【達成水準】
○地域政策学科に長崎県の特徴・課題を
踏まえつつ、グローカルな視点をもって
地域社会に貢献できる人材育成のための
コース設定、カリキュラム編成を行う。
○コースごとにコアとなる科目を軸とし
た履修モデルを作成する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

1977　多数の島嶼と豊かな海洋に囲まれた
長崎県の地勢的特徴と課題を踏まえつ
つ、「グローカル」時代と呼ばれる大き
な社会変化の時代にあって、「グローバ
ル」なものと「ローカル」なものをいか
に接合するべきかを追究できる人材の育
成を目指す。

【佐世保校】
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【佐世保校】
（地域政策学科）
　環境科学・人間科学・社会科学における人類の英知から
学び、人間的な営みを多面的に考察し、地域･環境のよりよ
いあり方を探る能力を養成するとともに、各地域の歴史や
文化を学び、自らの地域を相対化し、多面的・総合的に考
察する能力を養成するために「地域・人間環境コース」を
設置した。
　なお、本コースでは「文化政策論」「地域環境論Ⅱ」
「人間形成論」「地域健康支援論」をコア科目とした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
（地域政策学科）
　地域社会の諸問題について「まちづくり」の観点および
法や政策の側面から現実的・総合的に課題解決の提案を行
い得る能力を養成するために「地域づくり・地域経営コー
ス」を設置した。
　なお、本コースでは「地方自治論」「政策評価（分析）
論」「地域開発論」「社会政策論」「地方財政論」をコア
科目とした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○地域政策学科に地域・環境のよりよい
あり方を探る能力、地域を多面的・総合
的に考察できる能力を養成するための
コース設定、カリキュラム編成を行う。

≪平成19年度達成≫

78　環境科学・人間科学・社会科学にお
ける人類の英知から学び、人間的な営み
を多面的に考察し、地域・環境のよりよ
いあり方を探る能力を養成するととも
に、各地域の歴史や文化を学び、自らの
地域を相対化し、多面的・総合的に考察
できる開かれた眼を養う。

【佐世保校】

1979　地域社会の諸問題について「まちづ
くり」の観点及び法や政策の側面から現
実的・総合的に課題解決の提案を行い得
る能力を養成する。

【佐世保校】

(Ⅲ)

Ⅲ

19

【達成水準】
○地域政策学科にまちづくりの観点、
法・政策の側面から地域の課題解決策を
導く能力を養成するためのコース設定、
カリキュラム編成を行う。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
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【佐世保校】
（流通・経営学科）
　「流通学コース」と「情報・会計学コース」の2つを設置
し、コースの目的に沿ったカリキュラムを編成した。
　また、コアとなる科目を軸とした履修モデルを提示し、
学生の勉学に対する目的意識を涵養することを学科の目標
とした。

※学科の目標は下記の通り
　産業構造の変化と情報化の進展が著しい現在、流通の分
野に関する多角的な分析能力と情報活用能力を養成するた
め、流通原理、マーケティング論、流通情報論、会計学と
いった分野を中心とした教育研究を通じ、実践的な産業人
の育成を目的とする。

　コースの目標や科目については、No81、82を参照

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
（流通・経営学科）
　商品流通と市場システムの理論、実態、実務に関する知
識に基づいて、人と経済社会における人・物・金・情報の
流通を的確に把握し、それらの具体的な課題に即して正確
な判断を下しうる対応能力を養成するために「流通学コー
ス」を設置した。
　なお、本コースでは「流通システム論Ⅰ」「流通システ
ム論Ⅱ」「コーポレートガバナンス（企業統治論）Ⅰ」
「流通産業論」「市場開発論」「経営戦略論」をコア科目
とした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

19

【達成水準】
○流通・経営学科に流通・経営の分野に
関する多角的な分析能力と情報活用能力
を備えた行動力に富む人材育成のための
コース設定、カリキュラム編成を行う。
○コースごとにコアとなる科目を軸とし
た履修モデルを作成する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

80　構造変化と情報化の進展が著しい流
通・経営の分野に関する多角的な分析能
力と情報活用能力を備え、社会の第一線
で活躍できる行動力に富む人材の育成を
目指す。

【佐世保校】

【達成水準】
○流通・経営学科に人・物・金・情報の
流れを的確に把握し、それらの具体的課
題に即して正確な判断を下しうる能力を
養成するためのコース設定、カリキュラ
ム編成を行う。

≪平成19年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

1981　流通と市場システムの理論、実態、
実務に関する知識に基づいて、人・物・
金・情報の流れを的確に把握し、それら
の具体的課題に即して正確な判断を下し
うる能力を養成する。

【佐世保校】
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【佐世保校】
（流通・経営学科）
　資金流通、情報流通といった幅広い分野に関して、基礎
的かつ理論的な知識をもとに適切な判断能力を動員して問
題解決にあたりうる人材の育成を目指す「情報・会計学
コース」を設置した。
　情報資源とネットワーク環境を活用し、主体的に情報を
収集、分析、判断し、創出・発信できる能力を養成する。
さらに、会計分野に関する大学院までの一貫的な教育体制
により、学部で簿記、会計学の分野の専門基礎知識を教育
し、大学院でより高度な専門知識を修得させ、高度専門職
業人の養成を目指す。
　なお、本コースでは「経営情報システム論」「情報処理
論Ⅰ」「情報処理論Ⅱ」「経営分析論」「管理会計論Ⅰ」
「管理会計論Ⅱ」をコア科目とした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　国際情報学部と看護栄養学部では、教育目標を達成する
ため、授業科目を全学教育科目、専門教育科目、行動科目
に区分・設定した。
　また、学生が専門知識を系統的に学ぶ学習態度と基本的
な技法を習得するため、各学科、体系的なカリキュラムを
編成し、履修モデルも作成した。なお、「倫理学」「環境
と人間社会」などの科目を全学教育科目に配置し、社会倫
理・職業倫理等人格形成に不可欠な素養を養った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○学生が専門知識を系統的に学ぶ学習態
度と基本的な技法を習得するカリキュラ
ムを編成する。
○環境・生命への配慮など、社会倫理・
職業倫理等人格形成に不可欠な素養を養
うことに配慮したカリキュラムを編成す
る。

≪平成18年度達成≫

【達成水準】
○流通・経営学科に主体的に情報を収
集、分析、判断し、創出・発信できる能
力を養成するためのコース設定、カリ
キュラム編成を行う。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

1982　流通・経営活動において、情報資
源・ネットワーク環境を活用して、主体
的に情報を収集、分析、判断し、創出・
発信できる能力を養成する。

【佐世保校】

1883　学生が主体的に専門知識を深め、系
統的に学ぶことができるような学習態度
と基本的な技法を習得させるとともに、
環境・生命への配慮など社会的・倫理的
規範意識を培う教育課程の編成に努め
る。

【シーボルト校】

(Ⅲ)

Ⅲ
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【シーボルト校】
　クォーター制について他大学の状況を調査し、メリット
やデメリットを検討した結果、現状のセメスター制のなか
で、一部クォーター制を導入することは、履修登録や試験
実施方法の見直し等において難しい点もあり、導入を見
送った。
　なお、短期間での集中的な学習については、実験科目の
一部や実習科目で実施しており、教育効果を高めている。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　大学院とリンクした教育プログラムとして、栄養健康学
科では、人間健康科学研究科が実施している大学院特別講
義、栄養科学セミナーおよび栄養リカレント講座へ学部学
生を積極的に参加させた。
　また、人間健康科学研究科への早期入学制度について、
看護栄養学部において検討した結果、大学院の学則上可能
としているが、各学科とも養成施設として指定規則に則っ
たカリキュラム編成を行なっているため、実態としては導
入できないと判断した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　国際情報学研究科への早期入学制度
（飛び級制度）の導入の可否について
引き続き検討する。

　早期入学制度については、大学院の学則上可能としてい
るが、学士の学位が授与できないことなど、学生のデメ
リットが多いため、導入は見送った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【21年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○実習・実験科目などを短期間に集中的
に学習できる体制を検討する。

≪平成18年度達成≫

18

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

84　現行のセメスター制に加えて、一部
クォーター制授業を取り入れるなど、新
カリキュラムの検討を行い、演習・実
習・実験科目について短期間に集中的に
学習することにより教育効果を高める。

【シーボルト校】

【達成水準】
○大学院教育とリンクした教育プログラ
ムを編成する。
○早期入学制度（飛び級制度）の可能性
を検討する。

≪平成21年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

2185　大学院教育とリンクした教育プログ
ラムを編成するとともに、早期入学制度
（とび級制度）などの導入により、学士
課程・大学院課程を通した教育システム
を実現する。

【シーボルト校】
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【シーボルト校】
（国際交流学科）
　国際交流学科においては、即戦力を養う実学教育の推進
と、使える英語力の育成を図るために、これまでのカリ
キュラムを「国際関係コース」と「文化コミュニケーショ
ンコース」の2コースに再編した。

　コースの目標や科目については、№86-2、№86-3を参
照。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　「国際関係コース」では、今日の国際関係を理解するた
めに国際政治、国際経済などの社会科学系科目の修得を通
して国際社会の抱える諸問題を総合的に考察･分析する実践
能力を養うことを目標とした。
　これらの目標を達成するため本コースでは、「国際法」
や「国際政治学」などグローバルな理解に関する科目、
「東アジアの国際関係」などの地域の理解に関する科目を
配置した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○アジアの各地域や世界の政治・経済・
歴史・文化など幅広く学ぶことができる
専門科目を設定する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

1986-1　国際交流学科では、以下のような
カリキュラム改正を行い、数値目標を設
定する。

1)　即戦力を養う実学教育の推進と、使
える英語力の育成を図るために、カリ
キュラムを抜本的に改正し、「国際関係
コース」と「文化コミュニケーション
コース」に再編する。

【シーボルト校】

1986-2　2)　「国際関係コース」では、国
際社会の総合的理解と幅広い実践能力の
育成を目指す。そのために、長崎・日本
に立脚して、アジアの各地域や世界の政
治・経済・歴史・文化など幅広く学ぶこ
とができるよう、専門科目の一層の充実
を図る。

【シーボルト校】

【達成水準】
○国際交流学科では、即戦力を養う実学
教育の推進と、使える英語力の育成を図
るために、カリキュラムを改正し、「国
際関係コース」と「文化コミュニケー
ションコース」に再編する。

≪平成19年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ
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【シーボルト校】
　「文化コミュニケーションコース」では、長崎をはじめ
とする日本の文化・歴史・社会を理解し、諸外国の文化・
歴史・社会・言語を比較分析する能力を育成し、それを地
域社会や国際社会に活用できる実践能力を養成するととも
に、高度な外国語運用能力を高めることを目標とした。
　これらの目標を達成するため本コースでは、「日本文化
史」「アジア文化論」などの長崎・日本・アジアに関する
科目、「西洋文化史」「アメリカの文化」などのヨーロッ
パ・アメリカに関する科目、「英語学概論」「文化とコ
ミュニケーション」などの言語・コミュニケーションに関
する科目、「英語専門科目」「中国語専門科目」を選択必
修とする外国語展開科目を配置した。なお、外国語展開科
目においては、TOEIC・中国語検定等の取得スコアを履修要
件とし、履修可能科目を段階的に配置した履修システムと
することで、学生の語学力の向上に努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

1986-3　3)　「文化コミュニケーション
コース」では、自国と外国の文化の理解
と異文化コミュニケーション能力の育成
を目指す。そのために、英語のインテン
シブコースや中国語の上級クラスを設け
ることによって、学生の実践的な語学能
力を高める。

【シーボルト校】

【達成水準】
○「文化コミュニケーションコース」で
は、英語や中国語の実践的な語学能力を
高めため、英語の強化訓練コースや中国
語の上級クラスを設けることで、実践的
な語学能力を高める。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
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【シーボルト校】
　国際交流学科においては、TOEICテストやインテンシブの実
施、国際交流センターによる語学学習支援、英語教員のオフィ
スアワーでの指導等による英語教育の指導を強化した。
　TOEICテストの点数が500点未満の学生に対しては、リメディ
アル・クラスを設けて指導を行った。
　また、オンライン教材を授業に用い、学生の学力によって3
コースに分け、TOEIC試験に標準を合わせた指導を行った。
　しかしながら、平成20年度の国際交流学科におけるTOEIC600
点以上を達成している学生は全322名中106名（32.9％）であっ
た。
　なお、平成20年度4年生の最終成績で600点以上を達成してい
る者は25名（31.6％）であった。
　文化コミュニケーションコースの学生107名（3年次生60名、
2年次生47名）のうち、TOEIC730点達成者は8名である。
　特に英語に特化した学生67名（3年次生39名、2年次生28名）
のうち、TOEIC850点達成者は1名である。
　中国語に関しては、平成20年度入学生から「中国語専門科
目」群を新設して指導を行なっているが、まだ中国語検定2級
の合格者は出ていない。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)
【シーボルト校】
　学科の学生全員（中国語を専攻する
学生を除く）が卒業までにTOEIC600点
以上を目指す。また、英語学力の低い
学生に対するリメディアル教育を強化
する。中国語を選択した学生に対し、
卒業までに22単位以上を取得し、中国
語検定3級以上を取れるような環境を
整える。

　在学生全員の入学時からのTOEIC経年スコアデータベースを
構築し、スコア推移の追跡・検証を行ったが、更なる英語力強
化の必要があったため、オフィスアワーを使った個別指導や英
語による講演・TOEIC対策講座などを実施した。
　国際交流学科におけるTOEIC600点以上の学生数は、全319名
中127名（39.8％）であった。なお、平成21年度4年次生で最終
的に600点以上を達成した者は81名中35名（43.2％）であった
（外国人留学生・退学者および中国語専攻生（1・2年生）は除
く）。
　文化コミュニケーションコースの学生158名（4年次生60名、
3年次生47名、2年次生51名）のうちでTOEIC730点達成者は18名
であった。
　英語に特化した学生92名（4年次生39名、3年次生25名、2年
次生28名）のうちで、TOEIC850点達成者は1名にとどまった。
　また、中国語に関しては、2年次生2名が中国語検定3級、1年
次生1名が4級を取得した。なお、長崎県中国語コンクール（初
級の部）での優勝(1年生）や、西日本大学生中国語スピーチコ
ンテストで2位・3位（いずれも2年生）にも入賞した。

※「英語に特化した学生」とは、文化コミュニケーションコー
ス学生のうち、英語教員のゼミに所属している学生を言う。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　国際交流学科の学生全員（中国語を
専攻する学生を除く）が卒業までに
TOEIC600点以上を目指す。また、英語
学力の低い学生に対するリメディアル
教育を強化する。中国語を選択した学
生は卒業までに中国語検定2級の取得
を目指す。

　オフィスアワーを使った個別指導や英語による講演・TOEIC対策
講座、中国語合宿等などをきめ細かい教育や指導を行った。
　その結果、国際交流学科におけるTOEIC600点以上の学生数は、
328名中124名（37.8％）であった。なお、平成22年度4年次生で最
終的に600点以上を達成した者は85名中35名（41.2％）であった
（外国人留学生・退学者および中国語専攻生（1・2年生）は除
く）。
　文化コミュニケーションコースの学生152名（4年次生49名、3年
次生54名、2年次生49名）のうちでTOEIC730点達成者は23名であっ
た。
　英語に特化した学生72名（4年次生23名、3年次生30名、2年次生
19名）のうちで、TOEIC850点達成者は１名であった。
　また、中国語検定試験については　2級に2名（4年次生2名）、3
級に2名（4年次生1名、3年次生1名）、4級に7名（4年次生3名、3
年次生3名、2年次生1名）が合格したほか、国内最大規模の中国語
コンクールである「五星奨中国語コンテスト」で4名が入賞（2・
5・6・8位）した。

Ⅱ

－86-4　4)　国際交流学科の学生の卒業ま
での英語、中国語の到達数値目標は次の
とおりとする。
a. 国際交流学科の学生全員がTOEIC600
点以上を目指す。
b.「文化コミュニケーションコース」の
学生全員が、TOEIC730点、TOEFL520
点、または英検準1級を目指す。
c. 特に、英語に特化した学生は、
TOEIC850点、TOEFL550点、または英検1
級（長崎県教員採用試験（英語）で専門
教科試験免除の要件）を目指す。
d. 特に、中国語に特化した学生は、中
国語検定2級を目指す。

【シーボルト校】

(Ⅱ)

Ⅱ

○内容に対する意見
・両校の語学教育における
TOEICスコア等の向上のた
めの取組については、これ
までも毎年指摘してきたと
ころであるが、両校とも中
期計画を達成していない。
今後、これまでの取組み等
を省みて、学生の成績及び
講じた対策等に関するデー
タの蓄積と分析を行い、他
大学の取組等も参考としな
がら、第２期中期計画にお
いて教育方法の工夫に取り
組むことを求める。
《再掲》

(Ⅱ)

【達成水準】
○国際交流学科の学生全員がTOEIC600点
以上を目指す。
○「文化コミュニケーションコース」の
学生全員が、TOEIC730点、TOEFL520点、
または英検準1級を目指す。
○特に、英語に特化した学生は、
TOEIC850点、TOEFL550点、または英検1
級（長崎県教員採用試験（英語）で専門
教科試験免除の要件）を目指す。
○特に、中国語に特化した学生は、中国
語検定2級を目指す。

≪未達成≫
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【シーボルト校】
（情報メディア学科）
　平成17年度実施したアンケート等に基づき、カリキュ
ラム検討を行い、情報数理技術系科目間の関連をより明
確化し、科目関連表を学生便覧や大学ホームページに掲
載した。
　また、平成20年度から情報処理教育システムを活用し
てLinux、Java、Visual C++、DreamweaverとFlashの教
育を開始することを決定した。
　教職免許「情報」にかかる17年度以降入学生を対象と
した科目については、情報メディア学科の「情報技術領
域」、「情報コミュニケーションデザイン領域」、「情
報社会領域」の3領域にわたって適切に配置されてお
り、新大学における科目配置も継続した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
情報数理技術系科目の教育内容の充実
を図る。

　情報数理技術系科目として、Java言語やJava3D言語を
用いた講義（インターネットプログラミング演習、コン
ピュータグラフィクス）を実施した。
　なお、学生が実際にプログラムを組んで、ホームペー
ジ上での動作を確認するなど実践的な授業を行うこと
で、学生の理解度を高め、教育内容の充実を図った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
情報数理技術系科目の教育内容の充実
を図る。

　情報メディア学科では、学生の情報機器類操作の習得
が早期化していることを踏まえ、プログラミングの知識
を必要とする専門科目やゼミでの教育効果を更に向上さ
せるために、プログラミング関連の科目を早期に履修で
きるカリキュラムに改正した。

(Ⅲ)

【達成水準】
○OSとしてLinuxの教育を行う。
○プログラミング言語のJavaとC++の開
発環境を整備する。
○教職免許「情報」にかかる科目を適切
に配置する。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

22

(Ⅲ)

Ⅲ

87-1　情報メディア学科では、以下のよ
うなカリキュラム改正を行い、数値目標
を設定する。
1)　情報数理技術系科目を大幅に強化
し、情報技術者とし活躍できる人材の育
成や教職「情報」の教員養成に一層役立
つようにする。

【シーボルト校】

- 66 -



長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　情報処理技術者試験等国家試験対策として、課外講座
を実施してきたが、これまでのところ毎年5名以上の合
格という目標は達成していない。

（情報処理技術者試験合格者数）
　平成18年度：2名
　平成19年度：0名
　平成20年度：2名

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　情報処理技術者試験等国家試験対策
として、資格取得講座を引き続き実施
し、5人以上の国家試験合格者を目指
す。

　基本情報技術者試験の受験対策課外講座を、5月15日から
10月16日までの間に（8、9月を除く）計15回、専門の講師
により開催し、延べ83名が受講した。
　平成21年度に行われた基本情報技術者試験を8名が受験し
たが、2名の合格にとどまった。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　情報処理技術者試験等国家試験対策
として、資格取得講座を引き続き実施
し、5人以上の国家試験合格者を目指
す。

　情報メディア学科では、平成22年度秋と平成23年度春の
情報処理技術者試験対策として、専門の講師により集中講
義形式に改め、9/26～10/2、2/16～4/10（各季・ 6日間・
18時限（1日3時限開催））を開催した。受講者数は、秋が
延べ52名（平均9名弱）、春が延べ105名（平均17名強)で
あった。その結果、4名が合格した。

≪「資料編」№4参照≫

87-3　3)　情報処理技術者試験等国家試
験対策として、専門の講師による課外活
動を実施し、毎年5人以上の国家試験合
格者を目指す。

【シーボルト校】

【達成水準】
○学科専門科目について、①情報テクノ
ロジーを教育する情報数理技術領域　②
情報コミュニケーションの基礎理論とコ
ンテンツの企画制作を教育する情報コ
ミュニケーションデザイン領域　③情報
化と社会のかかわりを教育する情報社会
領域の3領域に再編する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

【シーボルト校】
　高度情報化社会の多様な分野で活躍できる人材育成の
ため、情報テクノロジー教育を中心とした「情報技術領
域」、情報コミュニケーションに関する理論やコンテン
ツ企画制作等の教育を中心とした「情報コミュニケー
ションデザイン領域」、メディア・コミュニケーション
論や情報制度論からなる「情報社会領域」を設置するこ
とで、学科専門科目の学問領域をより明確にした。

【達成水準】
○情報処理技術者試験等国家試験対策と
して、専門の講師による課外活動を実施
する。
○毎年5人以上の国家試験合格者を目指
す。

≪未達成≫

1987-2　2)　学科専門科目について、学問
領域をより明確にするため、
①情報テクノロジーを教育する情報数理
技術領域
②情報コミュニケーションの基礎理論と
コンテンツの企画制作を教育する情報コ
ミュニケーションデザイン領域
③情報化と社会のかかわりを教育する情
報社会領域の3領域に再編する。

【シーボルト校】

Ⅱ

(Ⅱ)

Ⅱ

－

(Ⅱ)

○内容に対する意見
・情報処理技術者試験等国
家試験対策については、課
外講座を行っているもの
の、「毎年５人以上の国家
試験合格者を目指す」とし
た中期計画を達成していな
い。今後、これまでの取組
等を省みて、学生の成績及
び講じた対策等に関する
データの蓄積と分析を行
い、第２期中期計画におい
て継続的に取り組んでいく
ことを求める。
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【シーボルト校】
（看護学科）
　広く社会に貢献し得る看護職を育成することを使命とし
て、グローバルスタンダードを意識しつつ地域社会に根ざ
した看護専門職を育成するためのカリキュラムを設定する
とともに、学生の負担を軽減するため、卒業要件単位を135
単位から128単位に変更した。
　なお、平成21年度の保健師助産師看護師養成所指定規則
改正に対応したカリキュラムを作成し、平成20年度に文部
科学省の認可を受けた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　地域社会に根ざした質の高い看護専門職を育成するため
のカリキュラムとして、専門科目は一般的な人間理解を基
礎に、より専門的な知識・技術を積み上げるような編成と
した。
　専門基礎科目は、看護の基礎となる「看護学概論」「看
護の技術」「基礎看護学実習」など、健康理解の基礎とな
る「代謝栄養学」「感染免疫学」など、被爆地長崎を反映
して「被爆と健康」などの関連科目を配置した。
　なお、理科系教育として、専門基礎科目「人体の生物学
Ⅰ（形態学系）」「人体の生物学Ⅱ（生理学系）」を配置
し、充実を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(Ⅲ)

Ⅲ

1988-2　2)　看護基礎教育科目の充実、特
に理科系教育の充実に取り組む。

【シーボルト校】

(Ⅲ)

Ⅲ

2088-1　看護学科では、以下のような改正
カリキュラムを行い、数値目標を設定す
る。
1)　看護師・保健師の統合カリキュラム
とし、単位数・時間数の調整を行い、ゆ
とりを持たせる。

【シーボルト校】

【達成水準】
○平成20年4月の指定規則改正に対応し
た新カリキュラム（平成21年4月施行）
を編成する。

≪平成20年度達成≫

【達成水準】
○看護基礎教育科目の充実、特に理科系
教育の充実を図る。

≪平成19年度達成≫
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【シーボルト校】
　多くの離島が存在する長崎県の地域特性に鑑み、「しま
の保健・医療・福祉」「しまの健康実習」などを配置し、
島における実習の充実を図った。
　被爆者医療に関しては、「被爆と健康」を学部共通専門
科目として配置した。
　また、水害や普賢岳噴火災害の経験を有する長崎県の大
学として、「災害看護学」および実習も配置した。
　なお、実習機関は、様々な健康レベルにある対象者を理
解し、保健・医療・福祉関連領域の人々との連携のなかで
看護の役割を考えられるよう、医療機関のみならず幼稚
園・老人保健施設・訪問看護ステーション・保健所・市町
保健センター等で実施した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(Ⅲ)

Ⅲ

1988-3　3)　看護学科では長崎県の特徴で
もある離島医療や被爆者医療について、
地域や病院等での実習の充実を図る。

【シーボルト校】

【達成水準】
○離島医療や被爆者医療について、地域
や病院等での実習の充実を図る。

≪平成19年度達成≫

○評価できる点
・多くの離島が存在する長
崎県の地域特性を踏まえ、
総合看護科目として「しま
の保健・医療・福祉」、宿
泊型の実習である「しまの
健康実習」などを開設し、
離島における実習の充実を
図っている。また、水害や
普賢岳噴火災害の経験を有
する長崎県の大学として
「災害看護学」及び実習を
設けている。
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【シーボルト校】
　看護学科では、看護師・保健師国家試験対策として科目
担当教員が最近の国家試験出題傾向を踏まえ、授業に試験
対策を組み入れるとともに、補習講義も実施した。その結
果、看護師保健師の合格率は上昇し、高い合格水準を維持
している。

（看護師国家試験合格率）
　平成17年度： 95.2％
　平成18年度： 96.8％
　平成19年度： 98.3％
　平成20年度：100.0％

(保健師国家試験合格率）
　平成17年度： 78.9％
　平成18年度： 98.6％
　平成19年度： 98.4％
　平成20年度： 98.5％

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　看護師・保健師国家試験合格率
100％を目指し、教員と学生が連携し
て、国家試験対策に取り組む。

　国家試験対策補習授業（課外講座41回、1回あたり約60名
参加）や模擬試験、個別指導などを実施した。また、平成
21年4月には5年ぶりに国家試験出題基準が改定となり、そ
の改定内容について教員は教育内容に反映させた。
　これらの結果、平成21年度看護師国家試験合格率は
100％、保健師国家試験合格率は93.7％であった。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　看護師・保健師国家試験合格率
100％を目指し、教員と学生が連携し
て、国家試験対策に取り組む。

　看護学科では、看護師・保健師国家試験の対策として、
模擬試験を6回実施したほか、卒論や就職活動と並行し、国
家試験対策も学生と教員が連携して取り組んだ。
　これらの結果、看護師国家試験合格は100％（新卒全国平
均96.4％）、保健師合格は87.6％（新卒全国平均89.7％）
であった。

≪「資料編」№4参照≫

88-4　4)　看護学科は国家試験合格率
100％を目指す。

【シーボルト校】

(Ⅲ)

Ⅲ

○評価できる点
・看護栄養学部において
は、科目担当教員が最近の
国家試験出題傾向を踏まえ
授業を工夫するとともに、
補習講義や集中講義を実施
するなど国家試験対策に積
極的に取り組んでいる。

(Ⅲ)

Ⅲ

○内容に対する意見
・看護学科における国家試
験について、看護師国家試
験の合格率が１００％と
なっていることは高く評価
できる。一方で、保健師国
家試験合格率は８７．６％
（受験者数６５名、合格者
数５７名）となり、新卒全
国平均を下回っているの
で、原因分析を行い、改善
に努めていくことが望まれ
る。

【達成水準】
○国家試験合格率100％を目指す。

≪平成22年度達成≫

22
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【シーボルト校】
（栄養健康学科）
　生命科学に関する基礎的理解の強化や「食と健康」の科
学の統合化を図り、身体機能と結びつけて栄養や健康問題
を考える態度、多様化・専門化する保健・医療・福祉領域
に対応できる能力を養うとともに、休養や運動の側面から
健康づくり推進を理解する教育、実験・実習系科目を積極
的に導入し、実践的教育を行うことを特徴としたカリキュ
ラムを構成した。
　なお、臨地実習前後には、「特別演習Ⅰ、Ⅱ」を配置
し、実習が有意義なものとなるよう指導した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　県内の大学と短期大学の栄養士養成施設で構成する長崎
県栄養士養成施設協議会と連携を図ることで、県内を中心
とした病院、保健所、事業所および学校を確保した。これ
らの施設とは実習に関する協議を十分に行うことで連携を
図るとともに、大学においては実習の事前・事後指導を行
い、実習を効果的に実施した。
　また、長崎県栄養士養成施設協議会において、実習施設
の確保、実習内容等について統一の実習要項を作成し、協
議会加盟校で一斉に使用するなど、実習の一層の充実にも
努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○臨地実習前後に特別演習を実施し、実
践的な教育を行う。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

1989-1　栄養健康学科では、平成14年度の
カリキュラム改正に基づき、以下のよう
な点を強化するとともに、数値目標を設
定する。
1)　「食と健康」の科学を実践的に展開
するための基礎となる生命科学や栄養・
健康科学の知識及び技術力を高める。

【シーボルト校】

1989-2　2）栄養専門家としての実践力向
上のため、常時研修可能な本学に近隣す
る医療・保健・福祉分野の実習施設を確
保し連携するとともに、病院、保健所、
大学等での臨地実習の一層の充実を図
る。

【シーボルト校】

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○栄養専門家としての実践力向上のた
め、実習施設を確保し、連携を図る。
○病院、保健所、大学等での臨地実習の
充実を図る。

≪平成19年度達成≫
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評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　管理栄養士国家試験の対策を強化して学力の向上を図っ
た。
　試験対策として、生命健康科学特別講義（基礎分野）・
栄養科学特別講義（応用分野）を集中講義として実施し
た。また、校内模試の結果、成績下位者に対して集中講義
を実施した。
　なお、国家資格に対するモチベーションを高めるための
方策として、各学年のガイダンスで、管理栄養士国家試験
に関する説明や、1年生の秋に管理栄養士の職場見学を実施
した。
　国家試験対策として、このような取組をおこなっている
が、平成19・20年度の合格率は低迷している。

（管理栄養士合格率）
　平成17年度：88.4％（72.3％）
　平成18年度：91.4％（81.8％）
　平成19年度：73.2％（80.6％）
　平成20年度：77.8％（74.2％）
　※（　）内は新卒全国平均

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　管理栄養士国家試験合格率100％を
目指し、出題傾向の分析、その結果の
授業等への反映及び学生への国家試験
対策の指導を行う。

　4年生に対する試験対策として、生命健康科学特別講義
（基礎分野）・栄養科学特別講義（応用分野）を集中講義
（それぞれ全15回）として実施した。また、校内模試（3
回）や校外模試（4回）の結果、成績下位者に対して個別指
導や集中講義を9回実施した。
　3年生に対しては、国家試験に向かっての自覚を促すた
め、校内模試（2回）を実施した。
　なお、国家試験に対するモチベーションを高めるための
方策として、各学年のガイダンスで、管理栄養士国家試験
に関する説明や、1年生は管理栄養士の職場見学を実施し
た。
　その結果、管理栄養士合格率87.8%で、全国平均（新卒）
78.7%を上回った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　管理栄養士国家試験合格率100％を
目指し、出題傾向の分析、その結果の
授業等への反映及び学生への国家試験
対策の指導を行う。

　4年次生に対する試験対策として、生命健康科学特別講義
（基礎分野）と栄養科学特別講義（応用分野）を集中講義
（それぞれ全15回）として実施した。
　また、校内模試（3回）や校外模試（4回）の結果、成績
下位者に対して個別指導や補講を10回実施した。3年次生に
対しては、国家試験に向かっての自覚を促すため、校内模
試（2回）を実施した。
　なお、国家試験に対するモチベーションを高めるための
方策として、各学年のガイダンスで、管理栄養士国家試験
に関する説明を行い、1年次生に対しては管理栄養士の職場
見学を実施した。
　これらの結果、管理栄養士合格率89.7%で、全国平均（新
卒）82.1%を上回った。

≪「資料編」№4参照≫

2289-3　3）栄養健康学科は、国家試験合
格率100％を目指す。

【シーボルト校】

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○栄養健康学科は、管理栄養士国家試験
合格率100％を目指す。

≪平成22年度達成≫
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（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

1990　高度専門職業人養成の観点に立ち、
教育目的と修了生像を明確にした教育を
実施する。

＜大学院課程＞

【達成水準】
○教育目的と修了生像を明確にする。
○教育目的に沿った科目群を編成する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

　経済学研究科は、経済学部の3学科における経済・地域・
流通などに関する学問分野を基礎として、グローバルな問
題発想ができる高度な専門的職業人や国際的に貢献しうる
人材の育成を目指し、教育課程については、これまでの6領
域を2領域に再編し、それぞれに適切な科目を配置した。
　
　国際情報学研究科では、国際性、学際性、先端性を重視
した教育研究に基づき、時代や社会の要請に応えることが
できる高度な知識と技術を有し、国際・地域社会や企業な
どで中心的・指導的役割を担える高度専門職業人や研究者
の育成を目指すこととし、国際交流学専攻と情報メディア
学専攻を設置した。
　
　人間健康科学研究科では、21世紀の健康問題・保健医療
問題に適切な対応ができる資質の高い人材育成を目指し、
看護学専攻（修士課程）、栄養科学専攻（博士課程）を設
置した。
　
　上記のように各研究科において、教育目的と修了生像を
明確にした教育を実施した。
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

　経済学研究科では、1専攻2領域を設置し、現実の産業社
会に対して様々な側面から課題探究能力を持つ高度な専門
的職業人を養成するため、領域共通科目と領域ごとの専門
科目を体系的に配置したカリキュラム編成を行った。
　また、領域共通科目のうち特に基礎的な科目を1年次の必
修科目とし、各領域にはコアとなる科目を選択必修科目と
して配置した。

　国際情報学研究科では、2専攻4領域を設置し、IT革命の
急進展やそれに伴うグローバル化の進化による社会の激し
い変化に対応できる人材を養成するため、専攻共通科目と
領域ごとの専門科目を体系的に配置したカリキュラム編成
を行った。
　また、基礎的な授業を初期の段階で行い、学生の理解度
の均一化を図るとともに、各領域においては1年次に必修と
して主要科目を配置した。
　
　人間健康科学研究科では、看護学専攻（修士課程）およ
び栄養科学専攻（前期（2領域）・後期課程）を設置し、21
世紀の健康問題・保健医療問題に適切な対応ができる資質
の高い人材を養成するため、領域共通科目と領域ごとの専
門科目を体系的に配置したカリキュラム編成を行った。ま
た、学生がより広い健康の視点を学習するため、修士課程
では他専攻科目の履修を指導した。

91　学問の高度化・学際化と社会のニー
ズに対応した体系的・系統的なカリキュ
ラム編成を行う。

19

【達成水準】
○学問の高度化・学際化と社会のニーズ
に対応した体系的・系統的なカリキュラ
ムを編成する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
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　各研究科においては、教育課程を教育目標･目的に即して
見直しを行い、以下のようにカリキュラムを編成した。

　経済学研究科においては、経済学部の全学科の学部生を
受け入れることを可能とするカリキュラム編成を行った。
また、税理士の資格取得を目指す学生が増加したことに対
応して、「財務諸表特論」「税務会計特論・演習」等の科
目も新たに設置した。

　国際情報学研究科においては、学部における教育研究内
容の専門性をさらに高め、その学部学生の希望に応えると
ともに、高度な専門職業人の育成を目指して、学部教育と
の関連性を考慮したカリキュラム編成を行った。なお、将
来研究者を目指す学生のため、「特別研究」においては基
礎理論や先行研究の紹介を行い、学生の広範なニーズにも
対応することとした。

　人間健康科学研究科看護学専攻においては、学部学生の
みならず、社会で経験を積んだ人材の中からも大学卒業と
同等の能力のある看護職にも道を開き、勤務を続けながら
履修できるようなカリキュラム編成を行った。栄養科学専
攻においては、学生の希望する教育・研究分野から指導教
員を定め、学生が各分野の専門性を学び必要な基礎的研究
能力や実践能力等を身に付けられるようなカリキュラム編
成を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○新大学設置の際、教育目標・目的に則
して、学生のニーズに応えるカリキュラ
ムを編成する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

92　教育課程を教育目標・目的に則して
定期的に見直し、学生のニーズに応える
多様な内容のカリキュラム編成を行う。

19
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（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　実践セミナー、インターンシップ
等、地域の関連機関と連携した実践的
な教育を行う。特に人間健康科学研究
科では県内の試験研究機関との共同研
究を通して、実践的な教育の推進に努
める。

　経済学研究科では、学外から講師を招へいしてアカウン
ティングプログラム講演会を3回実施した。

　国際情報学研究科では、実践セミナーとして、外部から
講師を招へいして大学院特別講義を2回開催した。

　人間健康科学研究科では、県内の試験研究機関との共同
研究を通して、実践的な教育を推進するとともに、外部か
ら講師を招へいして大学院特別講義を12回開講した。ま
た、県の研究機関の職員が栄養科学専攻博士後期課程を修
了し、学位を取得した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　実践セミナー、インターンシップ
等、地域の関連機関と連携した実践的
な教育を行う。特に人間健康科学研究
科では県内の試験研究機関との共同研
究を通して、実践的な教育の推進に努
める。

　経済学研究科では、地域の関連機関の実務家を講師に迎
えて「CEO実践セミナー」を引き続き開講した。

　国際情報学研究科では、実践セミナーとして、外部から
講師を招へいして大学院特別講義を7回開催した。また、本
学の教員が社会人向け実践セミナーを開催し、地域の関連
機関と連携して実践的な教育を行った。

　人間健康科学研究科では、継続して県内の試験研究機関
との共同研究を通して、実践的な教育を推進するととも
に、外部から講師を招へいして大学院特別講義を8回開講し
た。

(Ⅲ)

　経済学研究科においては、地域の関連機関と連携した実
践的な教育を実施するためのカリキュラムを編成し、「産
業・経営領域」の科目として「CEO実践セミナー」を、「地
域・公共政策領域」の科目として「地域活性化実践セミ
ナー」を設置した。
　また、税理士団体から講師を招へいし、アカウンティン
グプログラム講演会を開催した。
　
　国際情報学研究科においては、実践セミナーとして外部
より講師を招へいして、大学院特別講義を行った。

　人間健康科学研究科においては、外部より講師を招へい
して栄養科学セミナー、大学院特別講義を開催するととも
に、県内の試験研究機関との共同研究を通して、実践的な
教育を推進した。

　インターンシップ制度については、全研究科において、
学部の制度を院生についても利用可能とした。

【達成水準】
○実践セミナー、インターンシップの制
度など、地域の関連機関との連携した実
践的な教育を実施する。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

93　実践セミナー、インターンシップの
制度など、地域の関連機関との連携した
実践的な教育を実施する。

(Ⅲ)

Ⅲ

22

- 76 -



長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　経済学研究科では、中期計画の趣旨を踏まえて、細分化
されていた従来の6領域を「産業・経営領域」（中期計画に
ある「産業開発コース」「アカウンティングコース」）と
「地域・公共政策領域」（同「公共政策コース」）の2領域
に再編した。この領域の開講科目を充実させることで、高
度専門職業人を育成することとし、専門職大学院の開設は
見送った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　経済学研究科においては、高度専門職業人育成の観点に
立ち、「産業・経営領域」と「地域・公共政策領域」の2領
域を設置し、各領域の履修効果を高めるため、他領域の関
連科目を履修できるカリキュラム編成を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○コース（領域）のカリキュラムを編成
する。
○学生の研究目的に応じ、コース（領
域）を越えた履修を可能とする。

≪平成18年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

1895　各コースにおける目的を達成するた
めにコース間の連携を高めるよう、カリ
キュラム編成を行う。

【佐世保校】

【達成水準】
○「産業マネジメント研究科」開設の可
能性について検討する。
○「産業開発コース」「アカウンティン
グコース」「公共政策コース」設置の可
能性について検討する。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

1894　将来的に経済・経営領域の専門職大
学院を目指す観点から「産業マネジメン
ト研究科」の開設及び以下の３つのコー
スについて検討する。
（１）「産業開発コース」　広い視野と
応用能力、高度な専門能力を備え産業分
野における活力創出のニーズに応え得る
地域の新しい起業人を養成することをね
らいとし、リーダーシップ、企業経営、
企業管理、技術経営、経営情報、産業開
発など事業運営に係る分野、グローバル
時代に対応する国際経済、国際経営など
の分野を中心に高度な専門教育を行う。
（２）「アカウンティングコース」公認
会計士、税理士、システム監査技術士及
び中小企業診断士などの国家資格を取得
し、地域産業の活性化に寄与できる高度
な専門職を養成することをねらいとし、
国際会計基準の採用および経済社会の細
分化に対応する財務会計、ファイナン
ス、リスクマネジメント、租税法、商法
などの分野を中心に高度な専門教育を行
う。
（３）「公共政策コース」地方時代に対
応するための地域政策・財政政策、地域
経済・地域産業振興のための政策等の企
画・立案をリードする高度な専門職を養
成することをねらいとし、行政の公正
性・効率性の確保、人権の保障とその実
現を始め、地域の公共政策推進に必要な
高度な専門教育を行う。

【佐世保校】
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【佐世保校】
　経済学研究科のカリキュラムでは、各領域のコア科目
（「流通経済特論」「経営学特論」「国際経済学特論」
「公共政策特論」）をはじめ、高度で専門性の高い科目を
適切に配置し、経済学の基礎的科目である経済学特論等を
領域共通科目として配置した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
平成20年度からの新カリキュラムにつ
いて、その妥当性を点検する。

　新カリキュラムの妥当性を点検し、社会人学生の科目履
修の自由度が低い科目編成であったため、履修選択の幅を
広げるために必修科目と選択必修科目の見直しを行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
平成20年度から実施しているカリキュ
ラムについて見直しを行う。

　経済学研究科では、カリキュラムの見直しを行い、学生
の履修選択の幅を広げるために、平成23年度からセメス
ター制を導入することを決定した。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
【No53再掲】
　1年制コースの必要性・可能性を検討した結果、1年間で
の修業をコースとして制度化することは課題も多く見送っ
た。
　しかしながら、32単位以上を修得し、かつ学会賞の受賞
など優れた研究業績を上げた者については、研究科教授会
で個別に判断し、1年での修了も可能としている。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　サテライト教室にかかるニーズ調査
結果を踏まえ、設置の可否を判断す
る。

【№53再掲】
　経済学研究科では、サテライトキャンパスを持ってい
る他大学研究科の調査訪問を行った。聞き取りの結果、
サテライトキャンパスの開講科目のみで修了できる必要
があること、開講時間帯に事務職員の常駐が必要である
ことなどが分かった。
　また、社会人修了生へサテライトキャンパスに関する
ニーズ調査を行ったところ、ニーズはあるが設置場所に
ついては多様な意見が出された。
　以上のことを踏まえ研究科教授会で協議をした結果、
現行の教職員の体制ではサテライトキャンパスへの派遣
が困難であること、設置場所の判断が非常に難しいこと
により、設置を見送った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【21年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【佐世保校】
○1年制コースの必要性・可能性を検討
する。
○サテライト教室の導入を検討する。

≪平成21年度達成≫

【達成水準】
○経済学の基礎知識を確立させる科目か
ら高度で専門性の高い科目までを適切に
配置する。

≪平成22年度達成≫

21

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

2296　専門性を高めるための基礎知識を確
立する科目から高度で専門性の高い科目
までを適切に配置し、随時その妥当性に
ついて検討し、柔軟に対応する。

【佐世保校】

(Ⅲ)

97　社会人の入学を促進するため昼夜開
講制に加え、1年以上2年未満の修業年限
でも修了することが可能なコース（以
下、「1年制コース」）および就学の利
便性を考慮した「サテライト教室」の導
入を検討する。

【佐世保校】
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【佐世保校】
　「eラーニング」システムの導入を検討した結果、ソフト
ウェアよりも、教員が面談やeメールなどできめ細かく対応
することがより効果的であると判断し、「eラーニング」シ
ステムの採用は見送った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　大学院人間健康科学研究科看護学専攻博士課程設置の検
討を進めた。
　博士課程を担当できる教員確保が現時点では困難である
ことなど課題はあるが、設置について引き続き検討を行っ
ているところである。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　看護学専攻博士課程の設置について
は、次期中期計画の策定に向けた本学
の将来構想の一つとして検討する。ま
た、大学院教育を担える人材の確保や
教員の育成に努める。

　看護学専攻博士課程の設置については、次期中期計画の
策定に向けた本学の将来構想の重要事項の一つとして検討
している。
　なお、大学院教育等を担うため、現在、看護学科3名の教
員が他大学の博士課程に在籍している。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　看護学専攻博士課程の設置につい
て、保健師養成教育の今後の動向を踏
まえながら引き続き検討する。

　人間健康科学研究科において、看護学専攻博士課程設置
についてより具体的な検討を行うために、研究科長、各専
攻主任、両専攻教員の8名からなる検討ワーキンググループ
を立ち上げた。

－

(Ⅱ)

Ⅱ

○内容に対する意見
・看護の大学院博士後期課
程の設置準備については、
具体的な準備が行われず、
中期計画を達成していな
い。博士後期課程設置に必
要な条件を整理し、引き続
き検討を行うことを求め
る。

【評価委員会の評価
「Ⅱ」】
○法人の自己評価は妥当性
を欠く。
・大学院人間健康科学研究
科看護学専攻博士課程の設
置については、平成２２年
度において、引き続き検討
が行なわれているものの、
実際の設置には至っておら
ず、「博士課程を設置す
る」とした中期計画及びそ
の達成に向けた最終年度の
取組を十分に実施したもの
とは認められない。

【達成水準】
○人間健康科学研究科に看護学専攻博士
課程を設置する。

≪未達成≫

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

1798　社会人の1年制コースの自宅での学
習を充実させるため「eラーニング」シ
ステムの採用を検討する。

【佐世保校】

【達成水準】
○自宅でも学習可能な「eラーニング」
システムの採用を検討する。

≪平成17年度達成≫

99　これまでの教育・研究の成果を踏ま
えて、大学院人間健康科学研究科看護学
専攻博士課程を設置する。

【シーボルト校】

(Ⅲ)
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【シーボルト校】
　人間健康科学研究科看護学専攻では、CNS (専門看護師)
養成コース設置の可能性について、すでにCNS養成コースを
開設している他大学の情報をもとに検討を行った。
　また、専門看護師教育課程の中でも最もニーズの多い
「がん看護専攻」の設置に向けて検討を行った。
　しかしながら、看護学専攻の担当教員で対応可能な科目
以外にも設定が必要な科目が数多くあり、現状では、これ
ら専攻分野専門科目を担当できる専任教員の新規採用が困
難なため、専門看護師教育課程の開設についても厳しい状
況ではあるが、引き続き設置の可能性について検討を行っ
ているところである。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　CNS（専門看護師）養成コースの設
置については、次期中期計画の策定に
向けた本学の将来構想の一つとして検
討する。

　CNS養成コースの設置については、次期中期計画の策定に
向けた本学の将来構想の重要事項の一つとして検討してい
る。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　CNS（専門看護師）養成コースの設
置について、保健師養成教育の今後の
動向を踏まえながら引き続き検討す
る。

　国の動向や地域のニーズや教員組織の状況などを踏まえ
たうえで、専門看護師に限定せず特定看護師等の養成コー
スの可能性について引き続き検討することとした。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　平成20年4月、国際情報系の高度専門職業人の養成を
目的とした国際情報学研究科を設置した。
　
　人材育成方針については、№90を参照。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(Ⅲ)

20

Ⅲ

【達成水準】
○大学院人間健康科学研究科看護学専攻
へのCNS（専門看護師）養成コース設置
の検討を行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22100　大学院人間健康科学研究科看護学
専攻へのCNS（専門看護師）養成コース
設置の検討を行う。

【シーボルト校】

【達成水準】
○国際情報学研究科を設置する。

≪平成20年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

101　国際情報系の大学院を設置し、ま
すます国際化・情報化する社会の多様な
変化に対応できる高度専門職業人の養成
を目指す。

【シーボルト校】
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【シーボルト校】
　国際情報学研究科では、特別講義や学会発表等を通じて
学際的、先駆的研究を体験させた。

　人間健康科学研究科においては、高度専門職業人や研究
者として活躍できるよう、国際レベルを意識した指導とし
て、論文の学術専門誌への投稿を目的とした英文による論
文作成指導などを行った。

　また、学際的・先駆的研究の具体的内容と方法論につい
ての理解を深めるため、外部研究者を講師とした大学院特
別講義やセミナーを開催した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　修士論文作成等を通じて、学際的･
先駆的研究のプロセスを体験させ国際
的な評価を得られる指導を継続する。

　国際情報学研究科では、学際的・先駆的研究のプロセス
を体験させる一助として、院生の研究成果を積極的に学会
や学術雑誌へ発表させた。また、外部より講師を招へいし
ての大学院特別講義を2回開催した。
　人間健康科学研究科では、国内外で活躍できるように各
研究室で英文学術専門雑誌の抄読を行うとともに、学会発
表、専門誌投稿を奨励した。また、学際的・先駆的研究を
している国内外の研究者を招へいしての大学院特別講義
や、定期的な栄養科学セミナーの開催により、修士論文の
質を高めるよう努めた。
　修士論文の質を高めるために、中間発表会を実施し、修
士論文の作成を通じて指導を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　学際的･先駆的研究を通じて、国際
的に評価を得られるような修士論文作
成に向けて指導を行う。

　国際情報学研究科では、学際的・先駆的研究のプロセス
を体験させることを目的に、院生の研究成果を積極的に学
会や学術雑誌に発表させた。また、外部講師を招へいして
の大学院特別講義を7回開催した。
　人間健康科学研究科では、国内外で活躍できるように各
研究室で英文学術専門雑誌の抄読を行うとともに、学会発
表、専門誌投稿を奨励した。また、学際的・先駆的研究を
行っている外部研究者を招へいし、特別講義のほか実践的
セミナーとして「英文誌投稿セミナー（edanz group
japan）」を開催した。なお、修士論文の質を高めるため
に、中間発表会を実施するなど、修士論文の作成を通じて
指導を行った。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)
【シーボルト校】
　社会人に配慮した教育体制として、両研究科に長期履修
制度や、昼夜開講制度（栄養科学専攻を除く）を導入し
た。
　また、人間健康科学研究科栄養科学専攻では、栄養科学
セミナーや社会人対象の栄養リカレント講座も開講し、栄
養専門領域の資質向上に寄与した。
　なお、両研究科において、社会人も対象とした大学院特
別講義を毎年開催している。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】
（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)
【20年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(Ⅲ)

【達成水準】
○学生の多様な学習目的・経歴を考慮し
た教育体制を整備する。

≪平成20年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

20

Ⅲ

【達成水準】
○修士論文作成等を通じて、学際的・先
駆的研究のプロセスを体験させる体制を
整える。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22102　研究指導においては、修士論文研
究等を通じて、学際的・先端的研究のプ
ロセスを体験させ、修士論文の質を高
め、国際的に評価される成果をあげうる
よう指導体制を整える。

【シーボルト校】

103　社会人のリカレント教育に対応す
るなど、学生の多様な学習目的・経歴を
考慮した教育体制の整備にも努める。

【シーボルト校】
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イト
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　授業科目は、全学教育科目、専門教育科目、行動科目か
ら構成した。
　専門教育科目は、学部・学科の特性に応じて、講義・演
習･実験・実習等を体系的に配置した。
　また、行動科目については、学生が自ら積極的に行動
し、体験等によって得た貴重な成果のうち、一定の基準を
満たすものについても、単位として認定した。このよう
に、学生が関心を持って取り組むよう多様な授業形態を設
定した。

≪「資料編」№1参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　シラバスについては、項目区分など様式の統一化を図
り、授業の到達目標、授業計画、成績評価方法などをより
具体的に記載し、学生にわかりやすいシラバスとした。
　また、全てのシラバスを大学のホームページに掲載し、
学生がいつでも閲覧できるようにした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○授業の到達目標、授業計画、成績評価
方法を示したシラバスへと改善する。
○シラバスをホームページに掲載する。

≪平成19年度達成≫

＜学士課程＞

③授業形態、学習指導法等に関する具体的方策

(Ⅲ)

Ⅲ

18104　教育の目標・ねらいを達成し、学
生が関心を持ち理解できる授業を実現す
るために、講義・演習・実験・実習・
フィールドワーク等の多様な授業形態を
設定する。

【達成水準】
○フィールドワーク等を行動科目とし
て、カリキュラムに取り入れる。
○講義・演習・実験・実習等を体系的に
配置する。

≪平成18年度達成≫

19105　学生に必要な情報を提供できるよ
うシラバスの充実に努めるとともに、基
礎的科目についてはシラバスを標準化す
る。また、シラバスをホームページに掲
載し学生によるアクセスを可能とする。
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　授業科目の特性に応じて、パワーポイントやビデオ等を
利用した授業を実施し、授業効果を高めた。
　また、eラーニングの充実については、CALLシステムのた
めの独自教材の開発や市販学習教材の充実、オンライン教
材の授業での活用により外国語教育を効果的に行った。
　なお、平成19年度のFD研修会では、「情報機器・視聴覚
メディアの活用」をテーマに研修し、マルチメディア機器
の活用を促進したほか、CALLシステムや遠隔授業について
の講習会、教員による相互授業参観、情報技術職員による
サポートを行い、教員のマルチメディアに関する技術向上
に努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　外国語学習用eラーニング教材等の
整備を行うとともに、マルチメディア
機器・教材の活用等、効果的で多様な
授業を実施するため、引き続き教員の
技術向上を図る。

　佐世保校では、外国語学習用eラーニングについて、CALL
システム用の教材を充実した。また、CALLシステムや遠隔
授業の講習会、教員による相互授業参観を行い、教員の技
術向上に努めた。
　シーボルト校では、中国語の授業や自習で活用するため
のCALL教材を新たに導入した。また、情報センターが教員
からの技術相談に対して、きめ細かなサポートを行い、教
員の技術向上に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　外国語学習用eラーニング教材等の
充実を図るとともに、マルチメディア
機器・教材の活用等による効果的で多
様な授業を実施するため、引き続き教
員の技術向上を図る。

　FD研修会の分科会「少人数教育における指導法」におい
て、マルチメディア機器・教材の活用による効果的で多様
な授業を実施するための技術向上と相互啓発に努めた。
　佐世保校では、外国語学習用eラーニング教材について、
引き続き充実を図った。また、新規導入したCALLシステム
や遠隔授業の講習会、教員による相互授業参観を行い、教
員の技術向上に努めた。
　シーボルト校では、TOEICやTOEFL対策、中国語検定の自
主教材を充実させた。また、「CALLインテンシブＩ・Ⅱ」
において、eラーニング教材を効果的に活用した授業を実施
した。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　経済学部における英語の授業においては、習熟度別ク
ラスによる授業とした。また、CALLシステムを授業で活
用するとともに、AV自習室でもCALLシステムを利用でき
るようにするなど、学生の自習を支援した。また、外国
人教員の増員などにより、指導体制の充実を図った。

　国際交流学科では、英語・中国語の各専門科目におい
て、TOEIC・中国語検定等の取得スコアに応じた履修要
件を設け、履修可能科目を段階的に配置した履修システ
ムとした。また、CALLシステムを活用した学生の習熟度
に応じた双方向の授業を行うことや、各種AV教材の拡充
及び外国人教員の増員により指導体制を強化した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】
（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)
【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

18

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○マルチメディア機器・教材の活用等、
効果的で多様な授業方法を実施するため
の環境整備と教員の技術向上を図る。
○外国語教育のためのeラーニング環境
の整備を行う。
○CALLシステムを活用した教育を実施す
る。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22106　授業科目の特性に応じ、マルチメ
ディア機器・教材の活用等効果的で多様
な授業方法を促進する。また、eラーニ
ングの活用について検討する。

【達成水準】
○習熟度別クラスによる授業を実施す
る。
○CALLシステムを活用した教育を実施す
る。
○国際交流学科専門科目の英語関連科目
において、TOEICスコアによる履修要件
を設定する。
○外国人教員を増員し、指導体制を強化
する。

≪平成18年度達成≫

107　外国語の修得については、能力別
クラス・TOEFL・TOEIC等の目標設定を定
め、その目標達成のためにCALLシステム
を利用した授業の拡充・複数の外国人教
員による授業の拡充を図る。

- 83 -



長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

年度計画
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イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　TOEICやFP検定試験等の所定の要件を満たした学生に対し
単位を認定した。学生に対しては、学生便覧等により単位
認定基準等についての情報提供を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　大型スクリーンやディスプレイ等を備えた遠隔授業用講
義室を整備し（佐世保校3教室、シーボルト校3教室）、遠
隔授業を開始した。
　平成20年度の全学教育カリキュラムにおいては、両キャ
ンパスの学生が遠隔授業により受講する科目（7科目）を編
成した。
　なお、遠隔授業システムにより、両校の全学教育の科目
の幅が広がり、カリキュラムが充実した。

≪「資料編」№15参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○英語、中国語等の語学に関する検定試
験の他、FP検定資格等、教育目標に沿っ
た検定資格についても単位化する。

≪平成17年度達成≫

20109　平成17年度から両キャンパス間の
遠隔授業システムを構築し、活用を図
る。

(Ⅲ)

Ⅲ

17108　英語の検定資格等教育目標上重要
な資格については単位化するなど、学生
の資格取得を推進する。

【達成水準】
○両校の遠隔授業システムを確立する。

≪平成20年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
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状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)
　学生による授業評価をセメスターごと全科目において実
施するとともに、その結果を教員へフィードバックし、授
業方法の改善のほか、シラバスの改善に活用した。
　全学的なFD研修会を平成18年度から開催し、研修会の内
容は報告書としてとりまとめ、教員の授業内容・方法の改
善に努めた。
　なお、教育開発センターを設置し、全学的なFDの企画開
発や授業方法等の改善を行っていくこととした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)
　学生による授業評価を継続して実施
するとともに、各教員はその結果を分
析し、点検報告書を作成する。また、
教員の相互啓発・協力、研究会・研修
の実施などにより授業方法・内容の向
上を図る。

　学生による授業評価をセメスターごとに全科目で行っ
た。その結果を各教員が分析し、配布資料の充実や授業レ
ポートの改良充実、理解度を確認しながらの授業進行など
教育方法と内容の改善に努めるとともに、点検報告書を作
成した。
　また、教育開発センター主催のFD研修会を実施するとと
もに報告書としてとりまとめ、教員の授業内容や方法の改
善に努めた。
　その他、教員による相互授業参観や、看護学科独自のFD
委員会による研修会を実施した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)
　学生による授業評価を継続して実施
するとともに、各教員はその結果を分
析し、点検報告書を作成する。また、
教員の相互啓発と協力、研究会や研修
の実施などにより授業の方法や内容の
向上を図る。

　学生による授業評価をセメスターごとに全科目で行っ
た。その結果を各教員が分析し、点検報告書を作成して、
配布資料の充実や授業レポートの改良充実、理解度を確認
しながらの授業進行など教育方法と内容の改善に努めた。
また、各教員の授業点検報告書の内容を資料としてまと
め、教員間で共有することで授業改善に活用した。
　その他、相互授業参観を実施するとともに意見交換を行
い、授業形態や学習指導方法等の向上に努めた。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)
　平成18年度から全学的なFD研修会を開催し、学外講師の
講習や教育実践の事例報告を行った。
　また、テーマごとに分科会を設定し、効果的な授業方法
等を研究した。
　なお、看護学科においては全学的なFDに先駆け平成15年
度から独自のFD委員会を立ち上げ、研修会を実施した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　FD研修会の開催等により、効果的な
授業形態、学習指導方法等の改善に努
める。

　FD研修会を開催し、効果的な授業形態、学習指導方法等
の改善について研修した。また、授業相互参観やCALL教室
の利用説明会などを実施し、学習指導方法に関する教員の
相互啓発に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　全学・学部・研究科等のFD研修会の
開催により、授業形態や学習指導方法
等の改善に努める。

　全学的なFD研修会を開催し、少人数教育で生じうる問題
（パワハラ、アカハラ、セクハラ等）、大人数講義のコ
ツ、授業評価、少人数教育における指導法（外国語教育・
ゼミ・卒論等）、学力向上の支援（GPAの活用を含めて）、
就職支援について外部講師の講演や、本学教職員の発表を
通して教員の相互啓発を行った。
　また、各学部において、相互授業参観を実施するととも
に授業参観終了後に意見交換を行い、授業形態や学習指導
方法等の向上に努めた。
　各研究科においても、FD研修会を開催するなど授業形態
や学習指導方法等の向上に努めた。

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22

(Ⅲ)
(Ⅲ)

Ⅲ

22

Ⅲ

【達成水準】
○FD研修会を開催し、効果的な授業形
態、学習指導方法等の開発に取り組む。

≪平成22年度達成≫

110　学生による授業評価は毎年実施す
るものとし、その結果の活用及び、教員
の相互啓発・協力、研究会・研修の実施
などにより授業方法・内容の向上を図
る。

111　教員研修FDの中心的な課題とし
て、効果的な授業形態、学習指導方法等
の開発に取り組み、各教員の能力向上を
図る。

【達成水準】
○学生による授業評価を毎年実施し、そ
の結果を活用して授業の改善に努める。
○教員の相互啓発と協力、研究会や研修
会を実施する。
○授業内容の向上を図るための組織体制
を整備する。

≪平成22年度達成≫
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イト
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　全学年に段階的に配置したセミナー
の教育効果を検証し、学生が自らの主
張を形成し明確に表現する能力や討論
能力等の育成を図る。

　「新入生セミナー」や2年次の「総合演習」では、レポー
ト作成指導などを通じて書くための訓練が施され、論文作
成能力の育成を図っている。また、早期に専門的分野に触
れることができる機会となっている。このことを、3・4年
次の「専門演習」において、より深い学習意欲へとつなげ
ることによって、課題報告、討論などのモチベーション構
築にも生かされていることが認められた。なお、グループ
研究や個別研究並びに発表などを通じてプレゼンテーショ
ン能力、討論能力、論文作成能力の向上を図っている。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【21年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

21

(Ⅲ)

Ⅲ

【佐世保校】
　平成17年度入学以降の学生について、1年次の「新入生セ
ミナー」、2年次の「総合演習」、3・4年次の「専門演習」
を通年の必修科目とした。
　少人数教育の検証を行った結果、「新入生セミナー」と
「総合演習」では、大学への適応促進や3年次からの「専門
演習」につながる討論能力・プレゼンテーション能力・レ
ポート作成能力等の育成が図られたことを確認した。なか
でも4～5人のグループ編成を行い、研究・発表等を行わせ
る取り組みは、学生同士の連帯感・親近感を生み出すとと
もに、ディスカッション能力の向上に繋がっていることが
明らかになった。
　また、3・4年次の「専門演習」では、合同ゼミの実施に
より、卒論に対する取り組み方が積極的になったほか、副
次的な効果として、就職活動の情報交換など、コミュニ
ケーションが豊かになっていることを確認した。

(Ⅲ)

【達成水準】
○全学年で少人数セミナーを必修化する
とともに、セミナーの検証を行う。

≪平成21年度達成≫

112　全学年を通じ、段階に応じた少人
数セミナーを必修化し、各分野の知識、
探求方法の習得・深化を目指すととも
に、大学への適応促進、自らの主張を形
成し明確に表現する能力・討論能力等の
育成を図る。

【佐世保校】
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【佐世保校】
　履修登録単位数の上限（48単位以内/年度）を維持し、年
度当初のオリエンテーションや新入生セミナーにおいて、
単位制や履修登録の意義を説明し、自習を促進した。ま
た、シラバスの標準化により学生の計画的な自習を促し
た。
　なお、全専任教員のほか、学生相談員、留学生相談員に
よるオフィスアワー等で個別的学習指導を実施し、学生が
質問をしやすいような授業のあり方について、FD研修会等
を通じて教員の意識改革に努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　フィールドワーク、インターンシップ、ボランティア、
海外語学研修については、所定の基準をみたすものについ
て、行動科目の一環として平成17年度入学者から単位化を
行った。

≪「資料編」№1参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成21年度単位取得者数）
　フィールドワーク： 26名
　インターンシップ：106名
　ボランティア　　：　1名
　海外語学研修　　：　8名

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

（平成22年度単位取得者数）
　フィールドワーク： 32名
　インターンシップ： 37名
　ボランティア　　：　2名
　海外語学研修　　： 16名

18

17

113　履修登録単位数の上限設定を維持
し、適切な予習・復習の指示などにより
自主学習を促進するとともに、オフィス
アワー等による個別的学習指導を推進す
る。

【佐世保校】

114　キャンパス内の科目との適切な組
み合わせのもとに、フィールドワークな
どの調査活動、インターンシップ、ボラ
ンティア活動等体験学習や社会と連携し
た教育を推進し、社会経済の実態に関す
る理解を深めるとともに、実践的能力、
問題解決能力の涵養に資する。また、そ
の単位化について検討し、インターン
シップについては平成17年度から単位化
を図る。

【佐世保校】

【達成水準】
○履修登録単位数の上限（48単位／年
度）を維持する。
○シラバスの標準化による学生の自習を
促進する。
○全専任教員がオフィスアワー等による
個別的学習指導を実施する。

≪平成18年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○フィールドワーク、インターンシッ
プ、海外語学研修、ボランティア活動等
を単位認定する。

≪平成17年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　学生が、学術講演会や公開講座を聴講した場合の単位化
を検討したが、授業時間数などの問題があり、単位として
認定することは困難と判断した。
　なお、公開講座での講義内容をさらに充実させ、次年度
の「NICEキャンパス長崎」で正規のコーディネート科目と
して提供し、受講者には単位を与えた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　経済学検定試験等を行動科目の一環とし、所定の基準に
達したものについて、単位化（成績に応じて、1～4単位）
を図った。

　単位認定対象資格は、№194を参照。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（各種検定試験による単位認定者数）
　平成21年度：74名

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

（各種検定試験による単位認定者数）
　平成22年度：74名

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　経済学の主要科目であるミクロ経済学やマクロ経済学の
教科書などについては、国内外で広く教授されている教科
内容が記載されており、入門書として国際標準の教科書を
採用した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

19

(Ⅲ)

Ⅲ

17

(Ⅲ)

Ⅲ

18

(Ⅲ)

Ⅲ

115　学術講演会、公開講座等を授業に
活用し、その単位化について検討する。

【佐世保校】

116　経済学検定試験等の各種検定試験
を活用して実践的で高度な専門教育を行
う。

【佐世保校】

117　授業科目の特性に応じ、世界的標
準の教科書の採用に努める。

【佐世保校】

【達成水準】
○学術講演会、公開講座を授業に活用
し、単位化を検討する。

≪平成17年度達成≫

【達成水準】
○経済学部の主要科目である「マクロ経
済学入門」、「ミクロ経済学入門」の教
科書については、国際標準の教科書を勘
案して選定する。

≪平成19年度達成≫

【達成水準】
○各種検定試験について単位化する。

≪平成18年度達成≫
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　情報関係の授業をわかりやすく円滑に行うため、画像転
送システムの導入や、DVDプレーヤー等視聴覚機器の増設に
よる環境整備を行った。
　また、全学教育における「情報処理概論」などの情報関
連科目において、コンピュータネットワークの利用におけ
る注意事項やセキュリティ、関連法規、ルールやマナーな
どに関する教育を充実させるとともに、情報処理演習科目
においてコンピュータ活用の基本的な演習を行い、情報リ
テラシーの向上を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　演習授業を円滑に進めるため、メ
ディア資料を充実する。

　演習授業を円滑に進めるために、自習支援資料としてメ
ディア教材5種を導入した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　情報機器を利用している演習授業に
ついて点検を行い、授業形態や授業方
法の改善に努める。

　情報機器を利用した演習授業である「情報処理演習I」に
ついて担当教員への聞き取りや授業評価アンケート結果な
どにより点検を実施した。
　その結果、情報機器を活用した授業形態や方法について
は適切に行われているものと判断した。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　国際情報学部においては、1年次から4年次まで基礎から
卒業論文作成に至る演習系科目については、少人数のゼミ
ナール形式の授業科目を配当し、きめ細やかな双方向教育
を行った。なお、「基礎演習」について、国際交流学科で
は複数指導教員体制を、情報メディア学科では少人数クラ
スを設置するなど、教育効果の向上を図った。

　看護栄養学部においては、数多くの実習を設け、少人数
の班制による実験・実習を実施するなど、きめ細かい教育
を実施している。
　なお両学部において、授業中や実習後などにディスカッ
ションやプレゼンテーションを行い、学生が主体的に考
え、討論できる授業を推進している。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(Ⅲ)

Ⅲ

22

(Ⅲ)

Ⅲ

118　各種視聴覚機器の利用やコン
ピュータ等のメディアを利用した教育環
境を充実させるとともに、情報リテラ
シー教育、情報倫理教育等を全学的に実
施する。

【シーボルト校】

119　対話型の少人数教育の充実と複数
指導教員体制を整え、きめ細かな教育を
実施する。具体的には、双方向性のある
授業、少人数のグループ学習、ワーク
ショップ型授業を展開することにより学
生が主体となり考え、討論できる授業を
推進する。

【シーボルト校】

18

【達成水準】
○コンピュータ等の情報機器を利用した
演習授業を充実する。
○全学的に情報リテラシー教育、情報倫
理教育等を実施する。

≪平成22年度達成≫

【達成水準】
○少人数教育の充実と必要に応じた複数
指導教員体制を整備する。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
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【シーボルト校】
　ボランティア活動については、行動科目「ボランティア
活動」（1単位）として設定し単位化を図った。

≪「資料編」№1参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　国際情報学部においては、情報処理系演習科目の指導補
助として、TAを配置した。
　また、看護栄養学部においても演習等を支援するTA（大
学院生）を配置し、学部学生に対する学習支援を行った。
　なお、遠隔講義科目においても、遠隔授業システムの操
作のためにTAを配置した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　国際情報学研究科の大学院生をTAと
して活用する。

　国際情報学研究科では、TAとして8人を採用した。
　また、長崎県立大学ティーチングアシスタント規程及び
長崎県立大学リサーチアシスタント規程を制定した。

120　学生がボランティア活動に積極的
に参加できるよう、ボランティア活動を
単位として認め、教育システムの中にボ
ランティア活動を積極的に取り入れる。

【シーボルト校】

121　ティーチング・アシスタント
（TA）の有効活用により教育効果の向上
を図る。

【シーボルト校】

22

18

【達成水準】
○ボランティア活動を単位化する。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○TA制度を作り、有効活用する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ
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【シーボルト校】
　LL教室や情報処理演習室において、学期中だけでなく長
期休業中も利用できるように開放した。
　また、自習を強化する英語学習支援ソフトを導入するな
ど、ソフトの充実を図った。
　なお、更新したCALLシステム、ソフトウェアについて利
用者オリエンテーションを実施し、学生の自学自習を支援
した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　看護学科においては、1年次～4年次にかけて、「しまの
健康実習」など12の臨地実習（計27単位）を行なってい
る。
　また、平成18年度からは臨地実習指導教員（看護師）に
よる学生指導を実施し、実習指導の充実を図った。
　なお、臨地実習指導教員には、実習指導業務のほかに、
講義や演習への参加等により、教育内容、方法に対する理
解を深めてもらうなど、臨地実習における教育内容の充実
にも努めている。

　栄養健康学科においては、1年次～3年次の講義・実験等
で学んだ内容を踏まえ、3・4年次に「公衆栄養臨地実習」
など3つの臨地実習（計4単位）を行なっている。実習開始
前には事前指導の一環として、現場の管理栄養士による講
義を実施しており、終了後には事後報告会を開くなどし
て、実習の効果を高めている。
　また、大学での実験については、栄養健康学科で実施し
ていた「臨床医学実験」を平成20年度に「臨床医学検査実
習」と変更し、器材も充実させることで、幅広い臨床に関
する知識の修得を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○LL教室や情報処理演習室を授業時間外
にも開放する。
○自学支援のための学習支援ソフト等の
充実を図る。

≪平成19年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

19122　LL教室や情報処理演習室の恒常的
な開放など、自学支援のためのシステム
を構築する。

【シーボルト校】

19123　看護栄養学部では、実践教育とし
ての関連病院での臨床実習や大学での実
験の充実を図る。

【シーボルト校】

【達成水準】
○実践教育としての関連病院での臨床実
習や大学での実験の充実を図る。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　各研究科の教育目標を達成するため適切な教員配置（専
任教員は学部兼任）を行った。

　経済学研究科を担当する教員については、科目を増やし
た（28科目から50科目）こと等に伴い、30名（うち研究指
導教員13名）へと拡充した。また、平成20年度から修士論
文の指導を複数体制とし、論文の質的向上を図った。ま
た、大学院生とアカウンティングプログラムの学部生に利
用させるため、租税法Webデータベースの利用環境を整備し
た。
　国際情報学研究科では、入学時より指導教員を定め、一
貫した教育が受けられるようにするとともに、授業は学生
の発表が中心となり、それをもとに学生と教員との討論を
進める形とした。なお、専任教員37名（うち究指導教員29
名）を配置し、院生の研究環境の充実を図るため、院生室2
室を整備するとともに図書等の教育・研究資料を備えた。
　人間健康科学研究科では、学生の希望する教育・研究分
野より指導教員を定め、実践能力や基本的研究能力等を身
につけられるよう指導した。さらに、博士後期課程では、
論文指導において複数指導体制をとり、主指導教員の研究
領域と同じ指導教員のほかに、他研究領域の指導教員を配
置することで、多面的指導を行った。また、専任教員（31
名）について厳格な審査を行い、全員を研究指導教員とし
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　高度専門職業人教育を実現するた
め、大学院における授業形態、指導方
法の改善や教育環境の充実を図る。

　経済学研究科では、授業評価アンケートを実施するとと
もに、大学院FDを実施して成績評価について協議を行い情
報共有、改善検討を行った。また、コピー機の増設および
院生研究室の机･椅子の入れ替えを行い教育環境の充実を
図った。
　国際情報学研究科では、研究科が提供できる研究分野を
広げるため、厳格な審査を行い、新たに特別研究を担当で
きる教員を6名増やした。また、学生が自分の研究分野に関
連した科目を自由に選べ、かつ研究分野により特化できる
ように、平成22年度カリキュラムの変更を行なった。な
お、教育環境については、プロジェクター（1台）の増設や
DVD教材などを充実した。
　人間健康科学研究科では、これまでの大学院修了者の研
究成果や就職状況を検証し、指導方法や教育環境等の充実
のために、研究科の今までの全修了生および在籍生に対し
て、在学時の研究生活、研究環境、指導体制、現在の職業
などについてのアンケートを実施した。なお、人間健康科
学研究科に独自のFD委員会を設置した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)
　高度専門職業人教育を実現するた
め、大学院における授業形態、指導方
法の改善や教育環境の充実を図る。
また、3研究科合同のFDに関する大学
院部会の設置に向けて検討を行う。

　経済学研究科では、FD研修会を2回実施し、「大学院にお
ける授業評価について」などのテーマで報告し、授業形
態、評価方法について改善に努めた。
　国際情報学研究科では、授業評価アンケートの内容を研
究科全体の授業改善に結びつくように変更した。
　人間健康科学研究科では、平成21年度に実施したアン
ケート結果を、研究科FD委員会で分析・とりまとめ、教育
方法や環境の改善に役立てた。この内容は、全学のFD研修
会でも取り上げた。
　なお、3研究科合同のFDに関する大学院部会の設置につい
ては、教育研究の指導方法が異なるなどの課題により継続
して検討することとした。

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

22124　高度専門職業人としての専門的能
力の育成に即した授業形態、指導方法の
整備を進めるとともに、高度専門職業人
教育を実現するため、教員、教育環境の
充実を図る。

＜大学院課程＞

Ⅲ

【達成水準】
○専門的能力の育成に即した授業形態、
指導方法の整備を進める。
○高度専門職業人教育を実現するため、
教員、教育環境の充実を図る。

≪平成22年度達成≫
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　経済学研究科のカリキュラムとして実践的能力、問題解
決能力を育成するため、「産業・経営領域」に「CEO実践セ
ミナー」、「地域・公共政策領域」に「地域活性化実践セ
ミナー」を設定した。
　
　国際情報学研究科国際交流学専攻においても、特別講義
を開催し専門分野の理解を深めた。また、演習において、
必要に応じフィールドワークを実施した。

　人間健康科学研究科では、大学院特別講座や栄養科学セ
ミナーを開講し、院生の専門的・学際的素養の涵養及び
ディスカッション能力の向上を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　経済学研究科においては、情報処理教室の利用時間の延
長など教育環境の充実に努めた。
　人間健康科学研究科においては、メディアを利用した大
学院教育を充実するため、演習室端末の更新を行った。
　また、経済学研究科と人間健康科学研究科栄養科学専攻
博士後期課程においては、修士論文および博士論文の指導
を複数の教員で行っている。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

125　専門分野の理解を深めるとともに
実践的能力、問題解決能力を育成するた
めに、講義のみならず、討論、実践セミ
ナー、フィールドワーク、インターン
シップ等を積極的に導入する。

20

【達成水準】
○実践セミナー等を実施する。
○演習等で必要に応じ、フィールドワー
クを実施する。

≪平成20年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○情報処理教室、演習室の教育環境を充
実する。
○複数の指導教官による研究指導を行
う。

≪平成18年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

18126　各種視聴覚機器の利用やコン
ピュータ等のメディアを利用した教育環
境を充実させるとともに、少人数授業の
導入、複数の指導教官による研究指導に
より、教育研究の深化を図る。
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　経済学研究科においては、学会における研究成果の発表
に繋げるよう、学会へ入会を促した。また、経済団体の実
地調査に参加させ、修士論文の作成を支援した。

　国際情報学研究科においては、指導教員との共同研究や
フィールド研究を支援し、その成果を学会発表や学術専門
誌への寄稿につなげるなど投稿を促した。

　人間健康科学研究科においては、院生の研究成果の国
内・国際学会での発表や論文の学会誌等への投稿を促し
た。また、学外との共同研究を促すため、共同研究先の開
拓・共同研究内容の指導・研究設備の提供など支援体制の
強化を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　共同研究、実地調査などの取り組み
を促し、大学院生の研究成果発表を支
援する。

　経済学研究科では、大学院生4名が学会で発表した。ま
た、平成20年度修了生の修士論文14編を「エコノミストナ
ガサキ」に掲載し、院生の研究成果を公表した。

　国際情報学研究科では、院生2名が論文掲載（2編）や学
会発表（4編）により研究成果を発表した。

　人間健康科学研究科では、指導教員との共同研究や
フィールド研究について、院生11名が論文掲載（11編）や
学会発表（14編）により、研究成果を発表した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　共同研究、実地調査研究などによ
り、大学院生の研究成果発表を促すた
めの支援をする。

　院生の学会発表を支援するために、全国的にも特長的な
「学会発表旅費助成金」制度を構築し、研究成果の国内・
国際学会での発表を促進する体制を整備し、平成23年度か
ら適用することとした。

　経済学研究科では、学会発表（4編）、ワークショップで
の発表（1編）であった。また、平成21年度修了生の修士論
文17編を「エコノミストナガサキ」に掲載し、院生の研究
成果を公表した。
　国際情報学研究科では、院生がフィンランド英語教育実
地調査研究や中国実地調査研究等を行うとともに、教員と
の共同執筆による学会誌発表（2編）、学会での共同発表
（9編）が行われた。
　人間健康科学研究科では、指導教員との共同研究や
フィールド研究について、学会誌への論文掲載（13編）、
学会発表（56編）により研究成果を発表した。
(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　社会人学生のために、昼夜開講制度などの開講時間帯の
弾力的運用について検討し、栄養科学専攻を除く全ての研
究科・専攻において、昼夜開講制を実施した。なお、栄養
科学専攻では昼夜開講について検討したが、動物・細胞な
どを用いた実験やヒトを対象とした臨床研究があり、これ
らの研究体制を昼夜の2部構成にすることは、現状では困難
であると判断し、導入は見送った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】
（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(Ⅲ)

20128　社会人学生のために、昼夜開講制
度等、開講時間帯の弾力的な運用を図
り、履修や研究指導の便宜性と効率性を
高める。

Ⅳ

【達成水準】
○研究成果（教員との共同研究を含む）
の国内・国際学会等への発表を促す。
○実地調査研究等を支援する体制を整備
する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22127　研究成果の国内・国際学会での発
表、論文の学会誌等への公表を促し、ま
た学外との共同研究、実地調査研究等を
促すための支援体制を整える。

【達成水準】
○大学院において昼夜開講制度を導入す
る。

≪平成20年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　経済学研究科においては、交流提携校の華僑大学（中
国）と国際学術交流シンポジウムを毎年開催し、交流を
図った。

　人間健康科学研究科においては、高麗大学校（韓国）と
日韓合同国際カンファレンスを毎年開催し、教育、研究交
流を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　交流提携を結んだ外国の大学との教
育面における交流を促進する。

　経済学研究科では、華僑大学からの交換留学生（4名）を
引き続き受け入れた。また、平成21年度華僑大学・長崎県
立大学学術交流シンポジウムを本学で開催した（11月19
日、参加者約160名）。

　人間健康科学研究科では、高麗大学校から客員教授を受
け入れ、本学での大学院特別講義の開催などを通して教育
面での交流を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　交流提携を結んだ外国の大学との教
育面における交流を促進する。

　経済学研究科では、華僑大学からの交換留学生（3名）を
引き続き受け入れた。また、平成22年度華僑大学・長崎県
立大学学術交流シンポジウムを華僑大学で開催した（11月
22日、参加者約50名）。

　人間健康科学研究科では、10月と12月に開催した第4回お
よび第5回日韓国際合同カンファレンスにおいて学術発表等
を通じて高麗大学校との交流を行った。なお、本学が会場
となった第4回では、大学院生がリサーチプレゼンテーショ
ン行った。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　経済学研究科においては、入学後に合格した税理士試験
科目および簿記1級の資格に対して、対応する科目（特論）
の単位を認定することを決定した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

22

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○交流提携校とのシンポジウム等を開催
し、教育交流を行う。

≪平成22年度達成≫

129　交流提携校との教育面における交
流提携を促進する。

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○外部試験結果（税理士、日商簿記1
級）を単位認定に活用する。

≪平成18年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

18130　経済・経営学関連領域の国家資格
試験等客観的な外部試験の活用について
検討する。

【佐世保校】
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　院生のインターンシップ制度については、学部のイン
ターンシップ制度を利用することとした。
　また、院生のインターンシップを促進するため学部生の
インターンシップ説明会へ院生の参加を促すとともに、イ
ンターンシップの情報は、ホームページや担当教員を通じ
提供した。
　なお、税理士志望者に対しては、税理士事務所での就業
体験を斡旋する体制を整えた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　経済学研究科のカリキュラムにおいて、地域等における
産業界の独創的、先端的な成果を学ぶため、「CEO実践セミ
ナー」と「地域活性化実践セミナー」を配置した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○実践的な内容のセミナーを科目として
配置する。

≪平成19年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

19132　学生が地域等における産業界の独
創的、先端的な成果に触れる機会を創出
する。

【佐世保校】

【達成水準】
○インターンシップ制度の導入を検討す
る。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

19131　地域社会や地域経済との連携を踏
まえたインターンシップ制度の導入を検
討する。

【佐世保校】
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　人間健康科学研究科においては、学際的・先端的研究の
具体的内容と方法論についての理解を深めるため、外部か
ら招へいした講師による大学院特別講義やセミナーを開催
した。
　また、教員との共同研究を通じた指導を行い、専門性を
高める指導に努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　教員の共同研究への院生の参加やセ
ミナーの開催等を通して、先端的研究
に直結した教育に努める。

　県の研究機関、民間企業との共同研究を行い、その中で
大学院生も研究に参画させ先端的研究に繋がる教育を行っ
た。
　また、外部研究者を講師とした大学院特別講義や、栄養
科学セミナーを通した教員間の研究情報の交換を引き続き
実施した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　先端的研究に直結した教育のため
に、教員との共同研究を通じた指導を
強化する。

　国際情報学研究科では、先端的な研究をテーマとした大
学院特別講義を7回開催したほか、教員との共同執筆による
学会誌発表（2編）、学会での共同発表（9編）を行った。
　人間健康科学研究科では、県の研究機関、民間企業との
共同研究を行い、その中で大学院生も研究に参画させ先端
的研究に繋がる教育を行った。また、外部研究者を講師と
した大学院特別講義や、栄養科学セミナーを通した教員間
の研究情報の交換を引き続き実施した。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　国際情報学研究科および人間健康科学研究科において、
専門分野の知識を深めるため、関係領域の専門家等を招へ
いして特別講義を実施した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

Ⅲ

【達成水準】
○外部研究者を講師とした特別講義等を
開催する。
○教員との共同研究を通じた指導を強化
する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)
(Ⅲ)

Ⅲ

22133　先端的研究に直結した教育のため
に、教員との共同研究を通じた指導を強
化する。

【シーボルト校】

【達成水準】
○大学院特別講義を実施し、最先端の研
究情報を提供する。

≪平成18年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

18134　特別講座の充実により最先端の研
究情報を提供し、教育的刺激を継続的に
与えるよう努める。

【シーボルト校】
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中
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度 実施状況 達成水準等 中
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年
度

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　全科目において、授業の到達目標、成績評価の基準と方
法を明示化するなどシラバスの標準化を行った。
　GPA制度を平成21年度から本格導入するために、平成20年
度は全学部で試行した。
　また、教員各自が各科目の成績評価基準の検証を行うと
ともに、同一科目における教員間の成績評価基準や教材の
共通化を進めた。

≪「資料編」№7参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　GPAによる総合成績評価を実施す
る。

　平成21年度からGPA制度を本格導入し、総合成績評価を実
施した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【21年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　全学的なFD研修会の分科会「GPA・成績評価」において、
佐世保校におけるGPA試行データを基に問題点を検討した。
成績評価方法を詳細に記載するなど、シラバスの改善に努
めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学生の学習到達度を適正に測定する
ために、教員研修（FD）等を通じて、
成績評価方法の改善に努める。

　FD研修会の分科会「授業改善への取り組み・教育効果の
評価」において、成績評価の問題点などを検討し、成績評
価方法の改善と適正化に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学生の学習到達度を適正に測定する
ために、教員研修（FD）等を通じて、
成績評価方法の改善に努める。

　FD研修会の分科会「少人数教育における指導法」、「学
力向上の支援（GPAの活用を含めて）」において、意見交換
を行い成績評価についての改善と適正化に努めた。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　GPAの導入に関連し、教員各自が各科目の成績評価基準の
検証を定期的に行い、同一科目における教員間の成績評価
基準の共通化を進めた。

≪「資料編」№7参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(Ⅲ)

【達成水準】
○FD研修会において、適切な成績評価法
などについて検討する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

＜学士課程＞
④適切な成績評価等の実施に関する具体的方策

【達成水準】
○全科目において、授業の到達目標、成
績評価方法をシラバスに明記する。
○科目間で整合性のある成績評価方法を
検討し、GPAによる総合成績評価を実施
する。

≪平成21年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

21135　全科目について、授業の到達目
標、成績評価方法をシラバスに明記す
る。また、GPAによる総合成績評価の実
施も視野において、科目間で整合性のあ
る成績評価方法について検討し、その改
善に努める。

136　学生の学習到達度を適正に測定す
るために、教員研修（FD）等を通じて、
教員の適切な評価方法の改善に努める。

20137　成績評価等の基準を教育目標・目
的に則して定期的に見直す。

22

Ⅲ

【達成水準】
○GPA制度導入に伴う成績評価基準の見
直しを行う。

≪平成20年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ
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状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　平成21年度のGPA制度の本格導入に向け、GPA制度を試行
するとともに、具体的な活用方法について検討を行い、学
生の教育指導に活かすこととした。
　なお、経済学部においては、平成21年度入学生から単位
修得通知書、成績証明書へ累積GPAを記載することやGPA成
績優秀者の表彰を行うことを決定した。

≪「資料編」№7参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　GPA制度を実施し、教育指導等に活
用する。

【№14再掲】
　平成21年度からGPA制度を導入した。
　経済学部では、GPAの具体的基準（低水準の学生に対する
教育指導、優秀な学生に対する表彰制度）を定め、学生に
周知を図るとともに、教育指導を実施した。
　国際情報学部、看護栄養学部では、各学科で個別に基準
を定め、GPAを活用した教育指導を実施した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　GPA制度を実施し、教育指導等に活
用する。

【№14再掲】
　経済学部では、2セメスター連続でGPA1.5未満だった学生
に対して、演習指導担当教員が面接し、学習方法など教育
指導を行った。
　国際情報学部、看護栄養学部では、GPAを活用した教育指
導の対象学生について、学科ごとに基準を設け、ゼミ担当
教員が指導を行った。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)
　旧大学において成績優秀者への表彰制度を構築してお
り、新大学についても継承することとした。
　また、GPA制度導入後は、両校ともこのGPAを使って成績
優秀者を表彰することを決定した。
　なお、GPAを活用した履修登録、進級を柔軟に適用するシ
ステムは、導入後の成績評価結果を踏まえて構築する。

≪「資料編」№7参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　GPAを活用した成績優秀者を表彰す
るシステム、成績優秀者に対し履修登
録、進級を柔軟に適用するシステムの
導入について検討する。

　経済学部においては、成績優秀者の表彰システム、上位
学年配当科目の履修について制度化し学生に周知した。ま
た、国際情報学部、看護栄養学部についても引き続き検討
を行っている。
　なお、成績優秀者の進級を柔軟にするシステムは、現在
の体系的なカリキュラム（コース、演習等）では不可能と
判断し見送った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　シーボルト校においても、GPAを活
用した成績優秀者表彰システムを導入
する。なお、佐世保校においては、成
績優秀者に対する履修登録の制限緩和
の効果を検証する。

　シーボルト校においても、GPAを活用した成績優秀者表彰
システムを導入した。
　また、両校で成績優秀者に対する表彰を実施した。
　なお、佐世保校では、成績が優秀であった2年次生が3年
次配当科目を履修できる履修緩和制度について検証した結
果、当該学生から有益であったとの感想もあり、モチベー
ションの向上など一定の効果が認められた。

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○成績優秀者の表彰システムを導入す
る。
○GPA制度を活用した履修登録、進級を
柔軟に適用する制度について、導入後の
結果を踏まえ検討する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22138　総合成績評価の客観化、教育指導
の充実に資するため、GPAを導入するこ
ととし、その仕組みと活用方法について
検討する。

Ⅲ

【達成水準】
○GPAの仕組みと活用方法について検討
し導入する。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

22139　成績評価に基づき、成績優秀者を
表彰するシステム、成績優秀者に対し履
修登録、進級を柔軟に適用するシステム
の導入について検討する。
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　新大学院においても、学位規程および学位審査細則を制
定し、学位取得のための基準・手順および体制を明確化し
た。
　なお、博士論文のみならず修士論文でも公開による発表
会を実施した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　適切な成績評価ができるよう、到達目標や成績評価の基
準を設定し、成績評価方法をシラバスに明記した。
　また、「学位規程」「学位審査細則」を定め、論文審査
の方法等について明確化している。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】
（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　平成20年度からは、全研究科において長期履修制度を導
入した。
　また、外部からの評価も含めて、著しく成績が優秀な学
生については、短期で修了できる制度を導入し、学則にも
明記した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】
（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○明確な成績評価基準を設定する。
○シラバスに成績評価方法を明記する。

≪平成18年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

18

＜大学院課程＞

【達成水準】
○学位論文審査基準・審査体制を構築す
る。
○公開審査を導入する。

≪平成18年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

18140　学位論文審査については、客観性
のあるシステムを構築し、全国的・国際
的な基準に基づいて行う。また、必要に
応じて他大学等の外部審査委員を加え公
開審査を行う。

141　明確な成績評価基準を設定し、適
切な成績評価が行えるよう評価制度を充
実する。

【達成水準】
○長期履修制度を導入する。
○成績優秀者に対する短期修了制度を検
討する。

≪平成18年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

18142　教育目標に沿った課程の修業年限
の弾力化や成績優秀者に対する短期修了
制度を検討する。
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達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　旧大学院において、成績優秀者や学術研究活動等に高い
評価を受けた院生への表彰制度を構築し、表彰を行った。
　また、新大学院においても、特に優秀な成績を修めた院
生や学術研究活動等に高い評価を受けたものを表彰するこ
とを学則に定めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

ウエイト小計

18143　特に優秀な成績を修めた学生、お
よび学術研究活動等において高い評価を
受けた者については、表彰を行う。 【達成水準】

○成績優秀者にかかる学生表彰制度を構
築する。

≪平成18年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ
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長崎県立大学

中
　
期
　
目
　
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　質の高い教育を実施するため、各学科等の状況に対応
し適切な教員配置を行っている。
　なお、柔軟で適切な教員配置が可能となるよう任期を
3年以内とした特任教員制度を新たに設けた。
　また、採用や昇任などの教員人事を円滑に行うため、
学長の諮問機関として人事調整委員会を設置した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　教員の採用に当たっては、質の高い
教育を実施するため、適切な教員配置
を行う。

　教員の採用にあたっては、各学部・学科の教育目標を
達成する観点に立って、適切な教員を採用した。

（教員新規採用実績）
　平成21年度　　　：11名（3名）
　平成22年4月1日付： 9名（6名）
　※（）内はうち特任教員数

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　質の高い教育を実施するため、適切
な教員配置を行う。

　教員の採用にあたっては、各学部・学科の教育目標を
達成する観点に立って、適切な教員を採用した。

（教員新規採用実績）
　平成22年度　　　：10名（6名）
　平成23年4月1日付：10名（3名）
　※（）内はうち特任教員数

①教員及び事務職員の配置に関する基本方針
39　大学の教育目標を達成し質の高い教育を実施するために、優れた教員及び事務職員を確保し、適切な配置を行う。
40　教育研究実績はもとより、豊かな人間性と教育研究を活性化させうる情熱をもった教員組織の確立を図る。
41　多彩な人材配置による教育研究の活性化を目指す。
42  教育支援を充実するため、事務職員を適切に配置するとともに、事務職員の専門性を高める。

②教育環境の整備に関する基本方針
43　学生の学習意欲を高めるなど、教育効果の向上を図る観点から、既存の施設・設備を有効に活用するとともに、必要に応じて講義室・演習室等の整備、情報機器の充実、両キャンパス間の遠隔授業実施システムの
　　 導入など、教育施設・設備の充実に努める。
44　長崎県立大学の図書情報センター及び県立長崎シーボルト大学の図書館については、学習・教育・研究の基盤施設として、収蔵図書及び情報の効果的利用や質的充実に努めるとともに、機能の電子化を促進し、利
　　 用者のニーズに的確に対応できる運用体制を整える。

③教育活動の評価に関する基本方針
45　教育の質の向上を図るため、法人による自己点検・評価に関するシステムを整備し、実施するとともに、中期目標期間の業績評価については、第三者評価を受ける。
　　 また、教員評価に関するシステムを整備し、実施するとともに、必要に応じて第三者評価を受ける。
46　学生にとって魅力的で教育効果の高い授業を実施していくために、学生による授業評価や教員相互の授業評価、外部機関による評価を行う。
47　評価結果については、学内外に公表する。

④評価結果を教育の質の向上に結びつけるための基本方針
48　評価結果に基づき、法人及び個々の教員がＦＤなど教育方法の改善に取り組むとともに、授業内容や授業方法に関する研究会・研修を実施するなど、評価結果を組織的に教育の質の向上に結びつける体制を整備し、
     運用する。

①適切な教員及び事務職員の配置等

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上
　１　教育に関する目標
　（３）教育の実施体制等に関する目標

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

【達成水準】
○特任教員制度をつくり、柔軟な教員配
置を行う。
○質の高い教育を実施するため、適切な
教員配置を行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22144　大学の教育目標を踏まえ、学生本
位の質の高い教育を実施する観点に立っ
て、適切な教員配置を行う。

Ⅲ

(Ⅲ)
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　教員評価結果を給与等の処遇へ反映
する。また、事務職員の職員評価を試
験的に実施する。

　教員評価の結果を、給与等の処遇へ反映した。
　また、事務職員評価は、「能力評価」を実施するとと
もに、「職務目標評価」を試行し、問題点等について検
討した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　教員評価結果を処遇へ反映する。ま
た、事務職員評価システムによる評価
を実施し、事務職員の意欲の向上に努
め、能力開発に活用する。

　教員評価の結果を給与等に反映させることについて
は、理事長を議長とする｢業績評価委員会｣での審議を経
て個々の教員あて周知するとともに、期末手当支給時に
加算等を行った。
　また、事務職員の職員評価については、能力評価と職
務目標評価の2本立てで実施した。

（教員）
　教員採用において、外部有識者の意見を聴取する制度
を構築し、規程を整備した。
　また、任期制適用教員へのインセンティブに配慮した
教員研修制度等を構築した。
　教員の評価・処遇については、平成18年度から教育研
究費へ反映させるシステムを実施した。
　なお、教員評価の結果を給与等の処遇に反映させるこ
とについては、「教員業績評価規程」を平成20年度に整
備し、教員に対して周知した。

（事務職員）
　法人事務職員については、計画的な採用を実施した。
　また、事務職員評価システムについて、職務能力や勤
務意欲の評価と、業務目標を設定させその達成度合いの
評価を行う人事評価制度の素案を作成した。

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22145　優れた教員及び事務職員を安定的
に確保する観点にたって採用、評価、処
遇システムを整備し、適切に運用する。

(Ⅲ)

【達成水準】
○教員の採用においては、外部有識者か
らの意見を聴取する。
○教員及び事務職員の評価、処遇のシス
テムを導入し、運用する。

≪平成22年度達成≫
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

  教員の採用は公募を原則とし、研究者人材データベー
ス（JREC-IN）および本学ホームページに募集情報を掲
載するとともに、関連諸機関へ募集案内を送付し、優れ
た教員の採用に努めた。
　その結果、これまでに大学教員経験者だけでなく企業
等の実務経験者など有能な人材を採用した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　教員の採用は、大学経験者、研究機
関の研究者、企業等の実務経験者等幅
広い適格者の応募を得るよう情報発信
を行うなど、優れた教員の採用を推進
する。

　教員の採用は公募を原則とし、研究者人材データベー
ス（JREC-IN）および本学ホームページに募集情報を掲
載するとともに、関連諸機関へ募集案内を送付し、優れ
た教員の採用に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　教員の採用に当たっては、大学経験
者、研究機関の研究者、企業等の実務
経験者等幅広い適格者の応募を得るよ
う情報発信を行うなど、優れた教員の
採用を推進する。

　教員の採用は公募を原則とし、研究者人材データベー
ス（JREC-IN）および本学ホームページに募集情報を掲
載するとともに、関連諸機関へ募集案内を送付し、優れ
た教員の採用に努めた。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員採用にあたっては、教員組織全体のバランスに配
慮し、計画的な教員採用を行った。

（教員新規採用実績）
　平成17年度：20名（6名）
　平成18年度：15名（3名）
　平成19年度：17名（3名）
　平成20年度： 9名（3名）
　※（）内はうち特任教員数

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　教員の採用人事等に当たっては、適
正配置の観点から、教員組織全体のバ
ランスに配慮し計画的な採用を行って
いく。

　教員の採用にあたっては、教員組織全体のバランスに
配慮しながら、募集や選考を行った。

（教員新規採用実績）
　平成21年度　　　：11名（3名）
　平成22年4月1日付： 9名（6名）
　※（）内はうち特任教員数

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　教員の採用人事等に当たっては、適
正配置の観点から、教員組織全体のバ
ランスに配慮し計画的な採用を行って
いく。

　教員の採用にあたっては、教員組織全体のバランスに
配慮しながら、募集や選考を行った。

（教員新規採用実績）
　平成22年度　　　：10名（6名）
　平成23年4月1日付：10名（3名）
　※（）内はうち特任教員数

【達成水準】
○大学、研究機関、企業等幅広い分野か
ら適格者の応募を得るよう、情報発信を
行う。
○多様な経験や発想を持つ優れた人材を
教員として採用する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22146　異なる経験や発想をもつ多様な人
材を教員として配置し、質の高い教育を
実践するため、優れた人材を国内外から
教員として受け入れることとし、大学経
験者のみならず、研究機関の研究者、企
業等の実務経験者等適格な社会人からも
採用を促進する。

Ⅲ

22147　教授、助教授、講師、助手につい
ては、年齢構成等も含めた教員組織全体
のバランスに配慮する。

Ⅲ

(Ⅲ)

(Ⅲ)

【達成水準】
○学部・学科における職位、年齢構成に
配慮した教員採用を行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

○内容に対する意見
・専任教員の年齢構成につ
いて一部年代に偏りが見ら
れることから、今後の教員
採用計画等において改善に
努めることが望まれる。
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員組織の多様化、学術交流の推進、外国語教育の充
実のため、外国人教員を採用した。
　また、他の教育研究機関に所属する者（外国人を含
む）が本学において一定期間教育や研究を行う客員教授
制度、ネイティブスピーカーをはじめとして本学の教育
研究の戦略的な充実・特色を図るために採用する特任教
員制度を設け、外国人の多様な受け入れ体制も整備し
た。
　なお、優れた外国人教員の採用を推進するため、全て
の専任教員の募集にあたっては、国籍による制限は行っ
ていない。

（外国人教員新規採用実績）
　平成17年度：7名（6名）
　平成18年度：8名（4名）
　平成20年度：4名（3名）
　※（）内はうち特任教員数

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　優れた外国人教員の採用を推進し、
教員組織の多様化と学術の国際交流を
推進する。

　教員採用にあたっては、応募者の国籍に関わらず専門
分野、教育・研究業績などを考慮した公正な採用選考を
行い、中国語科目に1名外国人教員を採用することとし
た。

（外国人教員新規採用実績）
　平成21年度　　　：2名（1名）
　平成22年4月1日付：2名（2名）
　※（）内はうち特任教員数

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　優れた外国人教員の採用を推進し、
教員組織の多様化と学術の国際交流を
推進する。

　教員採用にあたっては、応募者の国籍に関わらず専門
分野、教育・研究業績などを考慮した公正な採用選考を
行った。

（外国人教員新規採用実績）
　平成22年度　　　：2名（2名）
　平成23年4月1日付：3名（3名）
　※（）内はうち特任教員数

【達成水準】
○教員の応募資格においては、国籍を問
わないものとする。
○優れた外国人教員を採用する。

≪平成22年度達成≫

22

Ⅲ

(Ⅲ)

148　教員組織を多様化し、学術の国際
交流の推進に資するため、また、外国語
教育の一層の充実を図るため、優れた外
国人教員の採用を推進する。

(Ⅲ)

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教育能力の向上や外国の大学との研究交流を推進する
ため、客員教授制度を導入し、客員教授称号を2名に付
与した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

　人間健康科学研究科において、高麗大学校（韓国）か
ら客員教授を受け入れ、共同研究を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　大学全体の施設・設備の状況を把握し、講義室への映
像音響機器の導入や施設・設備等の改修・更新計画を策
定した。
　佐世保校においては、既存の大教室をゼミ室（6室）
に改修し、少人数教育へ対応した。
　なお、講義室や会議室などの施設については、利用者
のスケジュール管理を行い、学外者への利用に供するな
ど効率的な利用を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　講義室その他の施設について、有効
利用を進めるとともに、必要に応じ、
施設設備の改善を行う。また、学外者
の利用方法等について、ホームページ
等で情報を提供する。

　講義室や会議室などの施設について、利用者のスケ
ジュール管理を行い、効率的な施設利用を図った。
　また、学外者の利用方法等については、ホームページ
で情報を提供した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　講義室その他の施設について、有効
利用を進めるとともに、必要に応じ、
施設設備の改善を行う。また、学外者
の利用方法等について、ホームページ
等で情報を提供する。

　使用が少なかった実験室を改装し、面接練習や学内会
議等に使用する面談室とするなど、学内施設を効率的に
使用できるようにした。
　また、効率的な学内施設利用のために、講義室や会議
室等の施設のスケジュール管理を行うとともに、学外者
が利用しやすいように、利用方法等についてホームペー
ジや窓口で情報を提供した。

②教育に必要な設備、図書館、情報ﾈｯﾄﾜｰｸ等の活用・整備
22150　大学全体の施設運営システムをさ

らに充実したものとし、講義室その他の
施設の有効かつ効率的な運営を促進し、
学外からのアクセスに対しても十分に対
応できる環境を整える。

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○施設整備計画に基づく整備を実施す
る。
○講義室その他の施設の効率的な運営を
行う。
○学外者の利用について十分に対応でき
る環境を整備する。

≪平成22年度達成≫

17149　大学の教育研究能力の向上と活性
化を図り、また、外国の大学との研究交
流を進めるため、客員教授制度等の導入
を図る。

【達成水準】
○客員教授制度を導入する。

≪平成17年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　情報ネットワークについて、情報処理システム構築ポ
リシー及びネットワーク構成図を策定した。
　これに基づいて、基幹ネットワークシステムなどを大
学LANの更新時期に合わせて導入した。また、情報教育
システムにかかる基本設計に基づいて、両キャンパス共
通の学生支援システムや図書システムなどを構築した。
　なお、佐世保校では演習室端末・研究室端末の更新を
行い、シーボルト校ではマルチメディア演習室の機器を
ハイビジョン対応化するなど、教育環境を充実させた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　コンピュータ機器、ソフトウェア、
情報ネットワークなどIT化に対応した
教育環境の充実に努める。

　佐世保校においては、最新のCALLシステムを導入して
講義と自習に使用できる環境を整備した。また、教材作
成のためにデジタル放送に対応できる収録機器（PC）を
AV編集室に設置した。

　シーボルト校においては、附属図書館に端末6台新設
するなど教育環境の整備に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　コンピュータ機器、ソフトウェア、
情報ネットワークの整備などIT化に対
応した教育環境の充実に努める。

　佐世保校では、情報処理教室に授業で使用するGISソ
フトを新しく整備した。また、ゼミ室用に移動式プロ
ジェクター機器、フィールドワーク用にボイスレコー
ダー15台を整備した。
　シーボルト校では、プロジェクターやマルチメディア
教卓システムを更新し、視認性や操作性の改善を行っ
た。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　遠隔授業システムを導入し、両キャンパス間で遠隔授
業を行った。
　なお、遠隔授業システムを構築したことより、イン
ターネットによる講義に必要な環境が整った。
　また、eラーニングについては、教員を対象とした
ホームページ作成やパワーポイント活用法など、教材作
成等に関する説明会や講習会を実施するとともに、語学
教育においては市販教材のほか独自教材も作成して、講
義や自習に活用した。

≪「資料編」№15参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○各種情報処理システムを整備する。
○マルチメディア演習が行うことができ
る環境を整備する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22

Ⅲ

(Ⅲ)

151　マルチメディア機器、コンピュー
タ教育施設、ソフトウェア、情報ネット
ワークなどIT化に対応した教育施設の充
実と活用を推進する。

【達成水準】
○遠隔授業などインターネットによる講
義を実施できるようにする。
○eラーニングの導入に向けて、利用方
法、教材作成に関する講習会を実施す
る。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

18152　情報ネットワークを利用した遠隔
授業、eラーニングの導入に向けて、講
義科目の電子情報化・授業方法の改善等
を行う。また、社会人もアクセス可能な
インターネットによる講義の実施へ向け
整備を行う。
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学生の実践的語学能力の向上を図るため、LL教室・AV
教室へのCALLシステム導入とTOEIC関連ソフト等の充実
により、外国語学習環境を充実した。
　また、教材貸し出し、CALL教材等の利用案内、問い合
わせ対応などを行い、LL教室等の利便性向上、利用の拡
大に努めた。
　なお、佐世保校ではAV編集室のスタッフにより、シー
ボルト校では国際交流センターのスタッフにより、学生
の自習に対する支援を行った。

≪「資料編」№6参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　附属図書館の平常授業日の開館時間を8:30～22:00
（従前9:00～21:00）に延長するなど、自習を支援する
環境を整備した。
　また、学生の図書館利用を促進するために、利用ガイ
ダンスを行い、オンライン閲覧目録（OPAC）による蔵書
検索方法や文献データベースの利用方法などを指導し、
文献の検索、資料収集に関する情報活用能力の向上に努
めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　附属図書館の学習室の利用時間を延
長し、学生の自習を支援する。

　学生の図書館利用を促進するために、新入生へ利用ガ
イダンスを継続して行った。

　佐世保校では、4月から前期試験終了日までの間は、
一部を23時まで開館し、学生の自習室として提供した
（延べ利用者数：672名、日数：76日）。
　さらに長期休業期間中の平日にも一部を22時まで開館
した（延べ利用者数：862名、日数：60日）。
　
シーボルト校では、図書館の資料を参考にしながら論文
等を作成したいという学生のニーズに応え、パソコン6
台を新設した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　附属図書館の設備・環境について、
学生の意見を把握し、必要に応じて自
習環境の改善に努める。

　学生の要望を把握し、佐世保校では、附属図書館2階
の一部を改装しパソコンを5台新設、ﾌﾟﾘﾝﾀｰ3台を高速ﾌﾟ
ﾘﾝﾀｰに替えインターネットコーナーを新しい学習支援の
場として充実させた。
　シーボルト校では、ブラウン管テレビから液晶テレビ
に更新し、学生がより快適に映像資料を閲覧できる環境
整備を行った。

153　LL教室の機器やソフトの充実を図
るともに、専従のスタッフを配置して、
学生の実践的語学能力の向上に資する。

Ⅲ

(Ⅲ)

19

22

【達成水準】
○LL教室の機器やソフトをグレードアッ
プする。
○TOEIC対策ソフト等を充実する。
○LL教室に専従のスタッフを配置する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

154　図書情報センター及び附属図書
館、自習室など学生の自習を支援する設
備・環境の整備と活用を促進する。 【達成水準】

○図書館の開館時間を延長する。
○学生に対し図書館利用ガイダンスを実
施し、情報検索システムの活用など情報
リテラシー教育を行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　附属図書館の収書方針を策定し、その方針に従い、電
子ジャーナルを導入するとともに、ニーズを把握しての
定期購読雑誌の見直しを毎年行った。

（定期購読雑誌見直し実績）
＜佐世保校＞
　平成19年度　購読中止：88件、新規購読：24件
　平成20年度　購読中止： 0件、新規購読： 2件

＜シーボルト校＞
　平成17年度　購読中止： 2件、新規購読： 2件
　平成18年度　購読中止：12件、新規購読：14件
　平成19年度　購読中止：32件、新規購読：27件
　平成20年度　購読中止：16件、新規購読：24件

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　附属図書館の収書方針に沿って、定
期購読雑誌や図書の見直しを行う。

　収書方針に従い、定期購読雑誌の見直しを行い、佐世
保校では、和雑誌3種、洋雑誌7種を新たに購読する一
方、和雑誌8誌、洋雑誌22誌を購読中止とした。

　シーボルト校では、和雑誌12種、洋雑誌8種を新たに
購読する一方、和雑誌22種、洋雑誌11種を購読中止とし
た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　附属図書館の収書方針に沿って、定
期購読雑誌や図書の見直しを行う。

　収書方針に従い、定期購読雑誌の見直しを行い、佐世
保校では、和雑誌2種、洋雑誌3種を新たに購読した。

　シーボルト校では、和雑誌4種、洋雑誌3種を新たに購
読する一方、和雑誌3種、洋雑誌7種を購読中止とした。

(Ⅲ)

Ⅲ

22155　図書館（資料室を含む）の図書、
雑誌類の継続購入分を定期的に見直す。

【達成水準】
○収書方針を策定する。
○継続購入図書、雑誌類の見直しを毎年
定期的に行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　電子ジャーナル、Web版データベースを導入し、情報
検索機能の充実を図るとともに、オンライン閲覧目録
（OPAC）からのリクエストサービスを開始した。
　また、両校共通の図書情報システムを導入し、図書の
所蔵データを共有するとともに、Web版データベース2
種、電子ジャーナル2種が双方で利用可能となった。
　なお、Web版データベースや電子ジャーナルの利用方
法、インターネットを利用した雑誌の検索方法を学生に
指導し、利用の促進に努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　教員や学生の利用状況や要望を把握
し、利用者ニーズにあった図書館の資
料や電子ジャーナルの充実に努める。

　学科の専門性を考慮しながら、大学図書館としてバラ
ンスのとれた蔵書構成に努める一方、教員、学生、一般
からの要望を反映した資料収集を行った。
　平成21年度の図書館所有電子ジャーナル46タイトル、
Web版データベース18タイトル。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　教員や学生の利用状況や要望を把握
し、利用者ニーズにあった図書館の資
料や電子ジャーナルの充実に努める。

　学科の専門性を考慮しながら、大学図書館としてバラ
ンスのとれた蔵書構成に努める一方、教員、学生、一般
からの要望を反映した資料収集を行った。
　佐世保校では、新規のデータベースのトライアルを3
件実施した。うち1件の導入を決定した。
　シーボルト校では、図書運営委員と図書館職員合同の
現物選書を行った。また、有料オンラインジャーナルを
充実させるとともに、看護学の抄録データベース
（CINAHL）を新規に購入した。

　平成22年度の図書館所有電子ジャーナル48タイトル、
Web版データベース21タイトル。

156　図書情報センター及び附属図書館
の資料等の質的充実に努めるとともにそ
の電子情報化を促進し、電子ジャーナ
ル、データベースの整備・充実を図る。
また、管理・利用機能の電子化を促進
し、利用者のニーズに的確に対応できる
運用体制を整備する。

22

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○電子ジャーナルやデータベース等を導
入する。
○管理・利用機能の電子化を図る。

≪平成22年度達成≫
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　少人数セミナーの実施や、ITを活用した効果的な授業
を実現するために、既存の大教室をゼミ室（6室）に改
修するとともに、一般教室（8教室）に情報コンセン
ト、高輝度プロジェクターを設置した。
　また、遠隔授業を行う教室についても、情報コンセン
トやプロジェクターの整備を行った。
　加えて、教員の端末画面を学生の操作卓上に提供する
画像転送システムを導入するなど、授業を支援するシス
テムを整備した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
（情報センター）
　情報センターとシステム管理室を統合して学生・教職
員へのスムーズな対応を可能とした。また、IT関連相談
の対応や学生支援システムの改良を行ったほか、更新し
た情報機器およびソフトウェアの導入や設定等に関する
サポートを実施した。

（外国語教育センター：現 国際交流センター）
　国際交流センターに学生対応窓口、広報スペースを設
置した。また、国際交流センターのホームページを充実
させ、学生への外国語教育に関する情報提供を随時行
なった。なお、CALLシステムの更新を行い、教員および
学生を対象に利用講習会を実施した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

157　少人数セミナーの必修化、IT化等
に対応した多様で効果的な授業の実現を
図る観点に立って、施設・設備の有効活
用を図るとともに、講義室・演習室等の
授業環境の整備を進める。

【佐世保校】

(Ⅲ)

Ⅲ

158　情報センター、外国語教育セン
ターの機能を充実させ、教育研究の支援
体制の整備を行う。

【シーボルト校】

18

20

【達成水準】
○情報センターや外国語教育センターの
機器やサポート体制を充実する。
○CALLシステムの更新を行う。

≪平成20年度達成≫

【達成水準】
○一般教室においてもインターネットや
マルチメディア機器を使用できるように
する。
○学内ネットワークや授業支援システム
を整備する。

≪平成18年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　実験・実習施設については、随時点検を行い、動物実
験室の臭気対策など必要な改善を実施した。
　また、実験・研究の高度化を図るため、各種実験機器
等についても新規導入や更新を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　実験・実習施設は、改善の必要性に
ついて点検を行ったうえで、所要の改
善を実施する。

　看護実習を効果的に実施するための機器（フィジカル
アセスメントモデル、心電図計等）を整備し実習環境の
充実を図った。
　また、調理学実習室に殺菌灯や製氷機を整備した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　実験・実習施設については、随時点
検を行い、必要に応じて改善を行う。

　実験・実習施設を点検した結果、空調能力が不足する
実験室について、空調の増設を行った。
　また、実験室等の機器類等については、必要な保守点
検契約を結ぶとともに、補修や設備更新を適切に行っ
た。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学長を中心とする中期計画推進本部を組織し、中期計
画・年度計画を通じた自己点検・評価を実施した。
　なお、評価結果については、各校の中期計画推進部会
に報告するとともに、各部局において教育の改善に努め
た。

　また、平成21年度の大学認証評価受検に向け、全学的
な自己点検・評価を実施し、報告書を作成した。
　なお、この自己点検・評価により明らかとなった課題
については、今後各部局で改善へ取り組んでいく。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　大学基準協会による大学評価を受検
するとともに、平成20年度に実施した
自己点検・評価の結果等に基づき、大
学全体あるいは各部局ごとに教育の改
善を進める。

　大学基準協会による大学評価を受検した。その結果、
大学基準に適合していると認定された。
　また、自己点検・評価報告書に記載した改善の方策に
基づき改善を進めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　平成21年度に受検した大学基準協会
の評価結果や自己点検・評価の結果等
に基づき、大学全体あるいは各部局ご
とに教育の改善を進める。

　中期計画推進本部を中心に、中期計画・年度計画を通
じた自己点検･評価を実施し、教育をはじめとする事項
について改善を進めた。
　また、大学基準協会の指摘事項についても改善に取り
組んだ。

159　教育を行うための実験・実習施設
の整備を行う。

【シーボルト校】

160　自己点検・評価、外部評価、第三
者評価等大学・学部等の教育活動に関す
る評価の枠組みを体系的に整備し、効率
的・効果的に評価を実施する。また、評
価結果を教育の質の改善にフィードバッ
クするシステムを整備し、的確な運営を
行うことにより、教育の改善を推進す
る。

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22

22
③教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげる

Ⅲ

【達成水準】
○実験・実習施設について必要な改善を
行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○大学・学部等の教育活動に関する評価
の枠組みを体系的に整備する。
○自己点検・評価、外部評価、第三者評
価等の評価を実施する。
○評価結果をフィードバックし、教育の
改善を図る。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学生による授業評価をセメスターごとに全科目で行っ
た。その結果を各教員が分析することにより、復習・予
習を促進するための小テストの実施やプリントの事前配
布、講義における質問・解説時間の確保、パワーポイン
トの活用等の改善を行った。
　また、教員の自己評価のほか、教員による相互授業参
観やFD研修会における意見交換などを行い、教育内容・
方法の改善を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学生による授業評価、教員による自
己評価、教員相互の評価（相互啓
発）、講義資料の点検を行い、教育内
容・方法の改善を図る。
　また、教員は授業評価結果に基づ
く、点検報告書を作成する。

　学生による授業評価をセメスターごとに全科目で行っ
た。その結果を各教員が分析し、点検報告書を作成し
て、配布資料の充実や授業レポートの改良充実、理解度
を確認しながらの授業進行など教育方法と内容の改善に
努めた。
　なお、相互授業参観や意見交換も行い、教育内容・方
法の改善を図った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学生による授業評価、教員相互の評
価(相互啓発)、教員自身による自己評
価、講義資料の点検を行い、教育内
容・方法の改善を図る。また、教員は
授業評価結果に基づく、点検報告書を
作成する。

　全学部で相互授業参観を実施するとともに意見交換を
行った。特に経済学部では、外部のファカルティディベ
ロッパーを招へいして授業評価を行うなど、授業形態や
学習指導方法等の向上に努めた。
　また、学生の授業評価結果に基づき、点検報告書を作
成した。その報告書の内容を資料としてまとめ、教員間
で共有することにより授業改善や講義資料の点検等を組
織的に実施した。

161　授業の改善を図る観点に立って、
学生の授業評価、教員による自己評価、
教員相互の評価、講義資料の点検などを
行い、結果をカリキュラムの改善、教育
方法の改善に直結させる。

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

22

Ⅲ

【評価委員会の評価「Ⅱ」】
○法人の自己評価は妥当性を欠
く。
・授業改善に向けた取組につい
ては、平成２２年度において、
授業参観や外部のファカルティ
ディベロッパーによる授業評価
等を実施しているが、教員相互
の評価については全学的に十分
な取組が行なわれているとは言
い難く、「学生の授業評価、教
員による自己評価、教員相互の
評価、講義資料の点検などを行
ない、結果をカリキュラムの改
善、教育方法の改善に直結させ
る」とした中期計画及びその達
成に向けた最終年度の取組を十
分に実施したものとは認められ
ない。

【達成水準】
○学生の授業評価、教員による自己評
価、教員相互の評価等を行う。
○各評価結果をカリキュラム、教育方法
の改善につなげる。

≪平成22年度達成≫

【評価委員会の評価「Ⅱ」】
○法人の自己評価は妥当性を欠
く。
・授業改善に向けた取組につい
て、学生の授業評価に基づく点
検報告書の作成、教員間での共
有化等の取組は行われている
が、教員相互の評価については
全学的に十分な取組が行われて
いるとは言い難く、「学生の授
業評価、教員による自己評価、
教員相互の評価、講義資料の点
検などを行い、結果をカリキュ
ラムの改善、教育方法の改善に
直結させる」とした中期計画を
十分に実施したものとは認めら
れない。

○内容に対する意見
・授業改善に向けた取組につい
て、学生の授業評価に基づく点
検報告書の作成、教員間での共
有化の取組は行われているが、
教員相互の評価については全学
的に十分な取組が行われている
とは言い難い。今後、さらなる
授業改善に向けて、全学的に組
織的な取組を行う仕組みを確立
し、機能させていくことを求め
る。
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員評価の実施項目・基準及び実施方法を検討し、教
育活動を含む4領域について評価を行うシステムを構築
した。
　また、評価システムおよび具体的な評価方法等の妥当
性について検証し、評価項目の追加や配点の見直しなど
を行った。
　教員評価に対する検討を行うため、学部ごとの委員会
や全学的な調整を行う委員会を設置した。
　なお、評価結果の概要については、毎年ホームページ
に掲載している。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　教員評価システムによる評価を実施
するとともに、その検証を行う。

　教員評価を実施し、評価結果をホームページに掲載し
た。
　また、各学部において評価項目等の妥当性について検
証し、基準の改正を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　教員評価システムによる評価を実施
するとともに、その検証を行う。

　教員評価を実施し、評価結果をホームページに掲載し
た。
　また、各学部において評価項目等の妥当性について検
証し、基準の改正を行った。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　佐世保校においては、教育内容改善に活用するため、
過去3ヶ年の卒業生に対し、「大学の教育が社会に出て
役立ったこと」等をアンケート調査した。
　シーボルト校においても、卒業生を対象に就職支援等
に関するアンケートを実施した。また、看護栄養学部に
おいては、平成18年度に卒業生を中心として、授業や教
員との関わりに関するアンケート調査を行い、その結果
を「看護学科FD委員会報告書」として取りまとめた。
　また、平成17年度に企業に対するアンケート調査を実
施した。
　これらの調査結果については、講義・実習等の見直し
に活用している。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○卒業生に対し大学教育にかかるアン
ケートを実施し、その結果を教育内容改
善に活用する。
○企業から卒業生に関する評価を得る。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

18

162　教員の教育活動の評価について
は、科目の特性、教育の成果の発現に長
期間を要する場合があること等を考慮し
つつ、適切な評価方法を検討し、その改
善に努める。また、的確な検討を行うた
めの体制を整備する。

163　卒業生や受入れ企業から評価を
得、その結果を教育内容改善にフィード
バックするシステムを検討する。

22

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

【達成水準】
○教員評価システムによる評価を実施す
るとともに、その検証を行う。
○適切な評価方法の検討を行う体制を整
備する。

≪平成22年度達成≫
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　平成21年度以降に実施するため、平成17～20年度の年
度計画なし。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　外部評価の必要性や実施方法等につ
いて、他大学の実施状況等を参考に調
査･研究する。

　大学基準協会による評価を受検した。また、情報収集
した他大学の外部評価機関の報告書と併せて分析を行っ
たところ、今回受験した大学基準協会の評価手法や内容
等は同レベルであり、文部科学省中央教育審議会などで
の議論も反映されていることから、改めて他の外部評価
を実施する必要はないと判断した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【21年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　平成18年度から全学的なFD研修会を開催し、授業のあ
り方、教材の開発、適切な成績評価方法などについて事
例研究等を実施した。
　なお、教育開発センターを設置し、全学的なFDの企画
や授業方法等の改善を行っていくこととした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○教育活動の改善に係る企画・調査・研
究・具体策の推進体制を整備する。

≪平成20年度達成≫

21164　必要に応じ、外部評価を活用す
る。

【達成水準】
○必要に応じ、外部評価を実施する。

≪平成21年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

165　教育活動に関する点検・評価、教
員相互の評価、学生による授業評価等の
結果をもとに、教育活動の質の向上を図
るため、その改善に係る企画・調査・研
究・具体策の推進などを行う体制を整備
する（教育改善委員会の設置など）。

④－①教育活動の評価結果を質の向上に結び付ける
20

(Ⅲ)

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教育活動を含めた教員評価の結果を、教育研究費の配
分や給与等の処遇に反映させる制度を整備した。
　なお、教育研究費の配分は平成18年度から行ってお
り、給与等の処遇への反映は平成21年度から行うことと
した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

　平成20年度の活動実績にかかる教員評価結果を教育研
究費および給与等の処遇に反映させた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学生による授業評価を毎年度セメスターごとに全科目
で行った。その結果を各教員が分析し、復習・予習を促
進するための小テストの実施やプリントの事前配布、講
義における質問・解説時間の確保等の改善を行うととも
に、パワーポイントを利用できる教室を増やした。
　また、相互の授業参観やFD研修会における意見交換な
どを行い、教育内容・方法の改善を図った。
　大学の授業・教育改善への取り組みとして、平成18年
度から全学的なFD研修会を実施した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学生による授業評価、教員による自
己評価、教員相互の評価（相互啓
発）、講義資料の点検を行い、教育内
容・方法の改善を図る。
　また、教員は授業評価結果に基づ
く、点検報告書を作成する。

【№161再掲】
　学生による授業評価をセメスターごとに全科目で行っ
た。その結果を各教員が分析し、点検報告書を作成し
て、配布資料の充実や授業レポートの改良充実、理解度
を確認しながらの授業進行など教育方法と内容の改善に
努めた。
　なお、相互授業参観や意見交換も行い、教育内容・方
法の改善を図った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学生による授業評価、教員相互の評
価(相互啓発)、教員自身による自己評
価、講義資料の点検を行い、教育内
容・方法の改善を図る。また、教員は
授業評価結果に基づく、点検報告書を
作成する。

【№161再掲】
　全学部で相互授業参観を実施するとともに意見交換を
行った。特に経済学部では、外部のファカルティディベ
ロッパーを招へいして授業評価を行うなど、授業形態や
学習指導方法等の向上に努めた。
　また、学生の授業評価結果に基づき、点検報告書を作
成した。その報告書の内容を資料としてまとめ、教員間
で共有することにより授業改善や講義資料の点検等を組
織的に実施した。

(Ⅲ)

Ⅲ

20166　教育活動において業績の優れた教
員については適正な評価による優遇措置
等を整備し、教育の活性化に活かす。

22167　学生による授業評価等教育活動評
価の結果に基づき、個々の教員及び大学
が授業及び教育の改善に取り組む。

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○教員の評価結果を教育研究費の配分な
どに反映させる教員評価システムを構築
する。

≪平成20年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

④－②教材、学習指導法等に関する研究開発及びＦＤ

【達成水準】
○学生による授業評価を実施する。
○授業評価の結果に基づき、授業及び教
育の改善に取り組む。

≪平成22年度達成≫
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　FD研修会などを開催し、効果的な教
材、授業方法等の改善に努める。

　全学的なFD研修会を開催した。分科会では「ゼミ教
育」、「遠隔授業・e-learning」、「授業改善への取り
組み・教育効果の評価」のテーマで報告と質疑応答が行
われ、授業改善、効果的な教材のあり方について相互啓
発し、各教員の能力向上に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)
　FD研修会などを開催し、効果的な教
材、授業方法等の改善に努める。

　全学的なFD研修会を開催した。分科会では「授業評
価」、「少人数教育における教育法」、「学力向上の支
援（GPAの活用を含めて）」、「就職支援」のテーマで
報告と質疑応答が行われ、授業改善、効果的な教材のあ
り方について相互啓発し、各教員の能力向上に努めた。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【No165再掲】
　平成18年度から全学的なFD研修会を開催し、授業のあ
り方、教材の開発、適切な成績評価方法などについて事
例研究等を実施した。
　なお、教育開発センターを設置し、全学的なFDの企画
や授業方法等の改善を行っていくこととした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　授業方法の改善に関する教員の相互
啓発と協力を促進する。

　全学的なFD研修会を開催し、分科会での教員の事例報
告などにより、授業改善、効果的な教材のあり方につい
て相互啓発し、各教員の能力向上に努めた。
　また、個別の取り組みとして、経済学部では、相互の
授業参観や遠隔授業講習会、CALL教室利用説明会を実施
したほか、看護学科では、これまでの学科FD活動の取り
組み状況をまとめた報告書を作成した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)
　授業方法の改善に関する教員の相互
啓発と協力を促進する。

　全学的なFD研修会を開催し、少人数教育で生じうる問
題（パワハラ、アカハラ、セクハラ等）、大人数講義の
コツ、授業評価、少人数教育における指導法（外国語教
育・ゼミ・卒論等）、学力向上の支援（GPAの活用を含
めて）、就職支援について外部講師の講演や、本学教職
員の発表を通して教員の相互啓発を行った。
　また、相互授業参観を実施するとともに意見交換を
行った。特に経済学部では、外部のファカルティディベ
ロッパーを招へいして授業評価を行うなど、授業形態や
学習指導方法等の向上に努めた。

22169　教育改善委員会等FDに関する組織
的な取組み体制を整備し、授業方法の改
善に関する教員の自己啓発、相互啓発と
協力を促進する。

22168　FDに関する研究会・研修などを通
じて、教材、授業方法の改善を推進す
る。

【達成水準】
○FDに関する取り組み体制を整備する。
○授業方法の改善に関する教員の自己啓
発、相互啓発と協力を促進する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

【達成水準】
○FD研修会等を開催し、教材、授業方法
等を改善する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

　全学的なFD研修会を開催し、外部講師によるFDに関す
る基調講演や分科会での教員の事例報告などにより、教
材や授業方法・内容の改善に関する相互啓発を行った。
　また、大学基準協会や文部科学省が主催する研修会な
ど学外研修への教員参加、大学教育研究フォーラムでの
研究発表等を通じて授業方法の改善を推進した。

④－②教材、学習指導法等に関する研究開発及びＦＤに関する具体的方策

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　科目担当教員などによる教育プロジェクトへの取り組
みを学長裁量研究費等により支援し、教材・学習指導法
の改善を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学科等が行う教育プロジェクトを積
極的に支援し、教材、学習指導法等の
改善を図る。

　学長裁量研究費等を活用して科目担当教員などのグ
ループで行う教育プロジェクトを支援し、教材、学習指
導方法等の改善を図った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学科等が行う教育改善プロジェクト
を積極的に支援する。

　学長裁量研究費等を活用して科目担当教員などのグ
ループで行う教育プロジェクトを支援し、教材、学習指
導方法等の改善を図った。
　そのほか、経済学部の英語教員グループによるeラー
ニングへの取り組みや国際交流学科の英語教育FD研修
会、栄養健康学科の食育支援に関する料理教室、新上五
島町において滞在研修｢しま塾｣などの教育改善プロジェ
クトも行った。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　新大学の教育活動にかかる両キャンパスの連携を図る
ため、全学教育の研究や授業改善などに取り組むための
「教育開発センター」、外国語教育の充実、海外大学等
との交流を目的とした「国際交流センター」を設置し
た。
　また、両キャンパス間で遠隔授業システムを使った講
義を実施するとともに、学部間で教員を相互派遣しての
講義を行った。

≪「資料編」№5参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○統合後の教育活動における両キャンパ
ス間・学部間の連携体制を整備する。

≪平成20年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

【達成水準】
○教員が行う教育プロジェクトを支援
し、教材、学習指導方法の改善を図る。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22170　教育に関する各学科、科目担当教
員などのグループで行う教育プロジェク
トを積極的に支援し、教材、学習指導法
等の改善を図る。

④－③全国共同教育、学内共同教育等
20171　全学教育をはじめ教育活動におけ

る両キャンパス、学部間の連携体制を整
備する。

(Ⅲ)
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　全学教育に両キャンパスで受講できる科目を配置し、
遠隔授業を実施した。
　また、「NICEキャンパス長崎」（県内大学間単位互換
制度）に、遠隔授業システムを活用した科目を提供し
た。

≪「資料編」№15･16参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　他大学との単位互換について、「NICEキャンパス長
崎」へ教養科目や専門科目も提供した。
　また、一部の提供科目については、遠隔授業システム
を活用して実施した。
　なお、放送大学については、学生の多様なニーズに対
応できるメリットがあるなど連携の効果はあるとして、
導入へ向け検討を行った。

≪「資料編」№16参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　放送大学との単位互換について検討
する。

　放送大学の資料や他大学の状況等について調査し、単
位互換について検討を行った。今後、両校で連携しなが
ら、単位互換協定の締結に向けて詳細を詰めていくこと
とした。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　放送大学との単位互換について全学
的な調整を行い、単位互換協定を結
ぶ。また、インターネットを利用した
他大学との共同教育の可能性について
検討する。

　放送大学との単位互換協定について履修資格や科目、
単位制限などについて検討し、単位互換協定を締結し
た。
　また、「NICEキャンパス長崎」の遠隔授業（インター
ネットを利用したNICEキャンパス仕様遠隔システム）へ
本学科目を提供した。

(Ⅲ)

Ⅲ (Ⅲ)

22173　単位互換科目や補習のための授業
等については他大学・他学部と協力を密
にして実施するとともに、放送大学との
連携等も検討する。また、インターネッ
トなどを利用した他大学との共同教育に
ついても検討する。

19172　両キャンパス間の連携を促進する
ため、遠隔授業のシステムを整備し、効
果的に活用する。また、他大学との単位
互換について、遠隔授業の活用を検討す
る。

【達成水準】
○両キャンパス間で遠隔授業システムを
利用した講義を実施する。
○「NICEキャンパス長崎」の提供科目を
遠隔授業により実施し、他大学との単位
互換を行うことを検討する。

≪平成19年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○単位互換科目について、他大学、学部
間で協力する。
○放送大学との連携について検討する。
○インターネットを利用した他大学との
共同教育の可能性について検討する。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ
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度 実施状況 達成水準等 中

期
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度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　新大学については、分離キャンパスとなることから、
大学全体としての効果的な教育を実現するために、遠隔
授業に必要な機器等や講義室を整備した。
　また、新大学のカリキュラムにおいて、学部間の連携
を図り、遠隔授業システムを活用して授業を行う科目
や、教員がキャンパス間を移動して授業を行う科目を設
定した。
　なお、新大学においては、教養教育の充実や教育内容
の改善等を目的とした「教育開発センター」を設置し
た。

≪「資料編」№15参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○遠隔授業システムを整備し、遠隔授業
を取り入れたカリキュラム編成を行う。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

19174　県立両大学統合のメリットを活か
し両キャンパス、学部間の連携による効
果的な教育を実現するため、ハード・ソ
フト両面に亘り必要な共通基盤の整備を
行う。

④－④学部・研究科等の教育実施体制等
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　統合後の新たな学部及び学科等の開設等について、統
合準備委員会において検討のうえ、従来どおり3学部7学
科とした。
　また、大学院については、国際性、学際性、先端性を
重視した教育研究を行う国際情報学研究科（国際交流学
専攻、情報メディア学専攻）を新たに設置した。
　なお、新大学における学際的教育を行うため、他学部
の科目（学部共通科目等）も相互に履修できるようにす
るとともに、両校の教員がオムニバス形式で講義する
「現代地域社会の諸問題」など5科目を全学教育に取り
入れた。
　統合した新大学の機能を活かし、地域貢献を推進する
ため「地域連携センター」を設置し、公開講座や学術講
演を実施した。実施にあたっては、遠隔授業システムを
利用したり、両キャンパスで同じ講座を開講することに
より、広い範囲の人々に講座を提供した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　両キャンパスが連携し、公開講座等
の地域貢献に取り組む。

　公開講座を前期は離島・地域のテーマで7講座開催
し、すべて遠隔講座として実施した。特に初回の講座は
離島地域と遠隔システムで結んで行った。
　後期は地域住民のニーズに即したテーマで、10講座開
催した（平成21年度公開講座全17講座受講者総数1,048
名）。
　また、学術講演会も3回開催した（受講者総数245
名）。
　実施にあたっては、ホームページや交通広告などによ
る地域へのPRに努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

両キャンパスが連携し、公開講座等を
通して、地域貢献に取り組む。

　公開講座について、地域住民のニーズに即した演題を
設定し、13講座開催した。（受講者総数698名）
　また、外部から講師を招聘し、学術講演会を3講座開
催した。（受講者総数722名）
　なお、公開講座および学術講演会はすべて両キャンパ
スをインターネットで結んだ遠隔システムで実施した。
　実施にあたっては、ホームページや交通広告などによ
る地域へのPRに努めた。

≪「資料編」№17参照≫

ウエイト小計

175　両大学の再編・統合にあたり、
「総合化」を更に進める観点から、新し
い学部及び学科の開設やそれに対応した
新しいカリキュラム構成、新たな学際領
域の開拓、両大学の機能を活用した地域
貢献への取り組み等について検討する。

Ⅲ

【達成水準】
○統合後の学部・学科、研究科の構成を
確定する。
○両キャンパスの機能を活用した地域貢
献の取り組みを検討し、実施する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

22
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中
　
期
　
目
　
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教務事務職員を学外の教務事務研修会、文部科学省や
日本学生支援機構主催の連絡協議会に派遣するとともに
学内のOJT研修を行い、専門性の高い教務事務職員の育
成に努めた。
　学習相談については、教員を対象にオフィスアワーの
活用状況調査を行い実態を把握するとともに、学習相談
の充実のために、時間帯以外にも相談に対応するなど運
用の改善に努めた。
　また、各科目担当教員間で連携を図り、学生の学習面
や生活面にわたる問題にも相談に対応した。

　なお、経済学部においては、1年次の「新入生セミ
ナー」、2年次の「総合演習」、3・4年次の「専門演
習」を全て必修化し、演習科目担当教員による相談・助
言を充実した。
　国際情報学部においてはオフィスアワーにゼミ担当教
員が学生の相談に対応した。
　看護栄養学部においては看護学科では、3年次前期ま
では指導教員が、3年次後期からはゼミ担当教員がそれ
ぞれ学修・進路相談等に応じた。栄養健康学科では、学
年ごとにチューターを配置し、同じチューターが4年間
継続で学修・進路相談等に応じることで、きめ細かい支
援を行った。

注）OJT研修…On the Job Trainingの略称。仕事の現場
で、業務に必要な知識や技術を習得させる研修。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】
（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

①学習相談・助言・支援の組織的対応

評価委員会意見等
判断理由（実施状況表） ウエ

イト

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上
　１　教育に関する目標
　（４）学生への支援に関する目標

達
成
年
度

年度計画

達成
状況

中期計画

①学生への学習支援に関する基本方針
49　オフィスアワーやＩＴの活用などにより、学習環境や学習・進路相談等のための支援体制を整備・充実する。
50　大学外の様々な活動との連携並びに成績優秀な学生や優秀論文の表彰など多様な方法により学習への動機付けを促進する。

②学生への生活支援に関する基本方針
51　学生が安心し、安全で充実した健康的な学生生活を送ることができるように支援体制を整備、強化する。
52　教員、事務職員及び専門カウンセラーの連携による学生相談体制の整備と効果的な運用を促進する。
53　休学、退学、留年及び不登校の実態把握とこれに対処するための体制整備を行う。
54　就職指導や就職活動支援体制の整備及び効果的な運用を行う。
55　キャリア教育、インターンシップの推進と単位化の検討及び資格取得に関する助言・支援を行う。
56　ボランティア活動など学生が課外活動に積極的に取り組むことができる環境づくりを行う。
57　学資等が十分でない学生については、学業に専念できるよう授業料減免制度など経済的な支援体制を整備する。
58　留学生に対する相談体制や支援体制を整備し、効果的な運用を図る。

18

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○教務事務職員を学外の教務事務研修会
等へ参加させるとともに、OJT研修も行
う。
○オフィスアワー時間帯の学生への周知
や時間帯以外の相談対応など弾力的な運
用を図り、学習相談を充実させる。

≪平成18年度達成≫

176　専門性の高い教務事務職員を配置
するとともに、オフィスアワーの充実や
演習科目担当教員による学習相談を充実
する。
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

評価委員会意見等
判断理由（実施状況表） ウエ

イト
達
成
年
度

年度計画

達成
状況

中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　両校で、無線LANの整備、学生用パソコンの増設など
情報基盤を増強した。
　また、AV自習室やLL教室のCALLシステムを更新するな
ど、自習環境の整備を行った。
　加えて英語や国家資格試験対策用のeラーニング教材
や自習教材を充実させ、学生の自習を支援した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　佐世保校では、学内の段差箇所の補修や車いす利用者
の駐車スペースの確保など、必要な改修を行った。

　シーボルト校では、車いす1台を保健室に配置すると
ともに、学内のバリアフリー環境の再点検を行い、必要
箇所の補修を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学内のバリアフリー環境を再点検
し、必要に応じて、施設・設備を整備
する。

　佐世保校では、本館と大学院棟を結ぶ連絡通路のス
ロープの改修などを行い、より安全に利用できるように
した。
　
　シーボルト校では、学内のバリアフリー環境を再点検
し、障害者用トイレの電灯を自動点灯方式に改めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学内のバリアフリー環境を随時点検
し、必要に応じて、施設・設備を整備
する。

　佐世保校では、車椅子等での利用を考慮し、新館出入
口を自動ドアに改修した。
　シーボルト校では、図書館の手摺を増設するととも
に、図書館前のスロープの縁石補修工事を行った。

177　自習の促進に留意しつつ、IT活用
のための情報インフラ（自習室、講義
室、LL教室等のネットワーク環境）、教
材を整備・充実し、eラーニングなど多
様な学習形態の構築に努める。

Ⅲ

【達成水準】
○現有施設におけるユニバーサルデザイ
ンを推進する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22178　障害のある学生や高齢者学生に配
慮した学習環境の整備を進める。

【達成水準】
○IT活用のための情報基盤（自習室、講
義室、LL教室等のネットワーク環境）を
整備する。
○学内無線LAN環境を整備する。

≪平成19年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

19

(Ⅲ)
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

評価委員会意見等
判断理由（実施状況表） ウエ

イト
達
成
年
度

年度計画

達成
状況

中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　企業等との連携による授業科目の設置や講師の招へい
により、実際の現場の状況に触れることで、学習への動
機づけを促進した。
　また、学修や課外活動における成績優秀者、優秀論文
作成者、社会活動における顕著な功績があった学生の表
彰や、成績の優秀な大学院生に対する授業料減免を実施
することにより、学習への動機付けを行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　佐世保校においては、全ての学年において演習を必修
化することで、学生からの様々な相談に対応した。ま
た、修得単位数が少ない者に対して、個別面接を行っ
た。
　また、教員（演習担当、学生相談員等）と学生部、保
健室による学生相談連絡会議を開催するなど緊密な連携
を取りながら、成績不良者や不登校者の実態把握に努
め、学生の学習面、生活面などにおける問題に対応し、
学業不適応者の減少に努めた。

　シーボルト校においても、成績不良者、不登校者につ
いて、学生支援課・ゼミ担当教員等が連携を図って実態
把握に努め、定期的に相談指導を行うことで、学業不適
応者の減少に努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○成績不良者、不登校者の実態を把握
し、演習科目担当教員、学生支援課職員
が連携し、継続的な面談や指導をするこ
とにより、学業不適応者の減少を図る。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

179　企業、団体等学外の様々な活動と
の連携、成績優秀な学生や優秀論文の表
彰など多様な方法により学習への動機付
けを促進する。

180　定期的に成績不良者、不登校の実
態を把握し、その相談体制を整備するこ
とにより、学業不適応者の減少に努め
る。

(Ⅲ)

Ⅲ

19

18

【達成水準】
○企業と連携した授業を行う。
○学業成績が優秀な学生、課外活動で優
秀な成績を修めた学生、優秀論文を作成
した学生の表彰を行う。
○大学院生（修士・博士前期課程）の成
績優秀者に授業料を減免する。

≪平成19年度達成≫
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

評価委員会意見等
判断理由（実施状況表） ウエ

イト
達
成
年
度

年度計画

達成
状況

中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　人権侵害等防止のためのガイドライン及び規程を整備
し、人権擁護委員会や人権相談員等を配置した。
　また、大学ホームページにガイドライン・規程及び人
権相談員名簿を掲載し、学生や教職員への周知を徹底し
た。特に、新規採用教職員や新入生に対しては、セク
シャルハラスメント防止等のガイドラインやパンフレッ
ト等を配布した。
　また、教職員を対象としたアカデミックハラスメント
防止のための講習会を開催している。
　なお、保健室の隣に学生相談室を整備し、学生の相談
に応じた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　セクシャルハラスメントをはじめ、
人権侵害の問題に対する学生・職員の
意識高揚のための啓発活動を行う。

　新規採用教職員や新入生に対して、セクシャルハラス
メント防止等のガイドラインやパンフレット等を配布し
た。
　また、両校の教職員を対象としたセクシャルハラスメ
ント防止のための講習会を開催した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　セクシャルハラスメントをはじめ、
人権侵害の問題に対する学生・教職員
の意識高揚のための啓発活動を行う。

　新規採用教職員や新入生に対して、セクシュアルハラ
スメント防止等のガイドラインやパンフレットを配布し
た。
　また、学内Webに「人権侵害、セクシュアルハラスメ
ントの相談窓口について」を掲載し、改めて教職員、学
生に対して周知を行った。
　そのほか、FD研修会において「少人数教育の課題－パ
ワハラ・アカハラ・セクハラに関する法的諸問題」とい
う演目で外部講師による講演を実施した。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　平成17年度から、1年次の「新入生セミナー」、2年次
の「総合演習」、3・4年次の「専門演習」を全て必修化
し、演習科目担当教員による相談・助言体制を充実し
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○全学年で少人数セミナーを必修化し、
担当教員による相談・助言体制を整備す
る。

≪平成18年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○人権侵害等防止のためのガイドライン
と規程を整備する。
○人権擁護委員会、人権相談員等を設置
する。
○人権侵害・セクシャルハラスメント防
止等の講習会を開催する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

22

18

181　各種のハラスメント防止および救
済体制を強化する。

182　全学年で少人数セミナーを必修化
することにより、学業全般に関わる相
談・助言体制を整備、推進する。

【佐世保校】

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

評価委員会意見等
判断理由（実施状況表） ウエ

イト
達
成
年
度

年度計画

達成
状況

中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　平成17年度入学以降の学生について、1年次の「新入
生セミナー」をクラス担任制とし、導入教育と個別相談
への対応の充実を図った。
　なお、「新入生セミナー」での導入教育に関しては、
手引きを担当教員に配布し、研修会を開催するなど、充
実を図った。
　また、学生相談連絡会議において、「新入生セミ
ナー」における問題点や対応等を検討し、教員へ周知し
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　国際情報学部においては、オフィスアワーを設け、ゼ
ミ担当教員が学修・進路相談等に応じた。
　看護栄養学部においては、看護学科では3年次前期ま
では指導教員が、3年次後期からはゼミ担当教員がそれ
ぞれ学修・進路相談等に応じた。また、栄養健康学科で
は、学年ごとにチューターを配置し、同じチューターが
4年間継続することで、きめ細かい支援を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○新入生セミナーをクラス担任制とす
る。
○導入教育のための研修会等を開催す
る。

≪平成17年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

18184　教員と学生の対話機会を増やし、
きめ細かい履修指導や学修指導、進路指
導を行うために、オフィスアワーの利用
やチューター制度の充実を図る。

【シーボルト校】

183　特に1年次セミナーは、クラス担任
制とし、導入教育の実施と各種相談を充
実する。

【佐世保校】

【達成水準】
○オフィスアワーを設ける。
○チューター制度の充実を図る。

≪平成18年度達成≫

17
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

評価委員会意見等
判断理由（実施状況表） ウエ

イト
達
成
年
度

年度計画

達成
状況

中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　ピア・サポートについては、他大学の実施状況を調査
し、検討を重ねた結果、メンタル面は臨床心理士による
学生相談で対応することとし、学習・生活相談に特化し
て行うことを決定した。
　さらに、学科レベルで取り組んでいる学生相互の学習
サポートや親睦会などの様々なピア・サポートも引き続
き実施することでより充実を図ることとした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　ピア･サポート・システムを学生相
談システムに組み込み実施する。

  ピア・サポート・システムの実施要領を策定し、平成
22年度入学予定者を対象に生活面・学習面での相談会を
実施した（2回実施：新入学生対象1回、私費外国人留学
生対象1回）。また、担当する事務局は学生支援課、担
当教員は学生委員会委員とすることで、組織的に取り組
んだ。なお、学科レベルでの学生相互学習サポートや親
睦会など、様々なピア・サポートについても年間を通じ
て実施した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【21年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

21

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

185　ピア・サポート・システムを学生
相談システムに導入する。

【シーボルト校】

【達成水準】
○ピア・サポート制度を学生相談システ
ムに導入する。

≪平成21年度達成≫
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

評価委員会意見等
判断理由（実施状況表） ウエ

イト
達
成
年
度

年度計画

達成
状況

中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（生活面）
　学生生活実態調査を行い、その調査結果から、学生相
談体制・保健室の紹介パンフレットや悪徳商法等に注意
を促す冊子の配付などを行った。
　また、シーボルト校においては、学生生活実態調査に
加え、新たに「魅力ある大学作りのためのアンケート」
を実施し、学生の要望、実態を把握し、施設面での改善
や学生生活支援を行った。
　少人数授業やチューター制により教員が学生の学習面
や生活面の指導助言を行い、状況によっては学生相談室
や学生支援課、就職課が連携して対応した。

（就職面）
　平成17年度に、両校に就職課を設置した。
　キャリアカウンセラーによる個別相談、就職ガイダン
ス、就職セミナー、合同企業説明会参加へのバスの運
行、課外講座等を実施するとともに、就職支援システム
やWebメールを使って学生へ就職情報を迅速に提供し、
就職支援を行った。
　また、適切な職業観を育成するために、インターン
シップやキャリアデザインを行動科目として位置づけ、
単位化した。
　なお、就職ガイダンス等の開催状況については、
№192を参照。

≪「資料編」№3参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　就職支援システムやメールの活用に
より、きめ細やかな情報を学生に提供
するとともに、就職活動の早期開始を
促す。

　就職ガイダンス等において、就職支援システムの操作
説明を行い、学生の活用を促進した。また、学生支援シ
ステム掲示板およびWebメールを活用し、きめ細かな就
職情報を提供した。
　学内合同企業説明会の開催を早めるなどの取り組みに
より、学生の就職活動の早期開始を支援した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　就職支援システムやメールの活用に
より、的確な情報を学生に提供し、就
職活動を支援する。

　就職ガイダンス等において、就職支援システムの操作
説明を引き続き行い、学生の活用を促進した。
　また、就職支援システムにより求人情報、大学院情
報、就職説明会開催情報等を速やかに提供した。

186　学生相談体制を充実し、入学時か
ら将来に向けたキャリアデザインを支援
するとともに、学生への就職支援を拡充
する。

②生活相談・就職支援等

Ⅲ

(Ⅲ)

22

【達成水準】
○教員、学生支援課、学生相談室、保健
室等が連携して、学生を支援する体制を
構築する。
○支援体制を充実するために、新たに就
職課を設置する。
○就職ガイダンス、セミナー等を開催す
る。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
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度 実施状況 達成水準等 中
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評価委員会意見等
判断理由（実施状況表） ウエ

イト
達
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年
度

年度計画

達成
状況

中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　年度当初のオリエンテーションにおいて、全学生を対
象に交通安全、生活安全に加えて、新たに性教育につい
ても啓発するとともに、性感染症予防のセミナー等を
行った。また、警察署などからの外部講師を招へいし、
生活安全、交通安全、環境衛生等についての啓発活動も
実施した。
　特に、新入生に対しては、学生生活におけるトラブル
（交通安全、セクシャルハラスメント、インターネット
犯罪など）を中心にまとめた「新入生へのメッセージ」
を配布した。
　他に、飲酒、タバコ、マナー等について、掲示による
啓発のほか、保健室と学生支援課の連携等による学生指
導を行った。
　平成20年度は外部講師による新型インフルエンザに関
する特別セミナーを開催し、学生への注意喚起を行っ
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学生生活上におけるトラブル及び不
測の事態を想定した安全教育及び防止
対策を実施する。

　全学生対象のオリエンテーションにおいて、警察署な
どの外部講師による、生活安全、交通安全、環境衛生、
薬物乱用等の講話を行い注意・啓発に努めた。
　特に、新入生に対しては、学生生活におけるトラブル
（交通安全、セクシャルハラスメント、インターネット
犯罪など）を中心にまとめた「新入生へのメッセージ」
を配布し啓発を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学生生活上におけるトラブル及び不
測の事態を想定した安全教育及び防止
対策を実施する。

　全学生対象のオリエンテーションにおいて、警察署な
どの外部講師による、生活安全、交通安全、環境衛生等
の講話に加え、薬物乱用防止と国民年金制度の講話を行
い注意・啓発に努めた。
　特に新入生には、学生生活におけるトラブル（交通安
全、セクシャルハラスメント、インターネット犯罪な
ど）を中心にまとめた「新入生へのメッセージ」を配布
し啓発を行うとともに、「学生生活と健康管理につい
て」の講演を実施した。

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22187　学生生活上におけるトラブル及び
不測の事態を想定した安全教育及び防止
対策を充実させる。 【達成水準】

○防犯マニュアルを策定するとともに、
防犯、トラブル、交通安全等に関する教
育を毎年度実施する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)
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判断理由（実施状況表） ウエ

イト
達
成
年
度
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達成
状況

中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　両校とも保健室に隣接して学生相談室を整備し、学生
相談環境の充実を図った。
　佐世保校では、臨床心理士1名、精神科校医1名、保健
師2名の体制とし、臨床心理士と精神科校医による学生
相談を年間70日程度（1日2～4時間）開室し、教職員と
も連携をとることで、学生の相談体制の充実を図った。
また、オリエンテーション時にパンフレットを配付し、
保健室・学生相談体制の周知を図った。

　シーボルト校では、臨床心理士1名、保健師1名の体制
とし、臨床心理士による学生相談を年間90日程度（1日3
時間）開室し、教職員とも連携をとることで、学生の相
談体制の充実を図った。また、平成18年度からは学生相
談室の開室日以外の日にも学生の予約に応じて、臨機応
変に相談を受けるようにした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)
【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

　佐世保校では臨床心理士を1名増やし、2名体制とし
た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学生自治会との連絡会議を定期的に開催し、学生自治
会等の要望をもとに、学生の課外活動や交流のための施
設の充実を図った。
　佐世保校では、旧図書館階段の照度アップや学生会館
の会議室等をオープンスペースとし自習等ができるよう
な改修などを行った。シーボルト校では、学生会館（食
堂スペース）開館時間の大幅な延長やクラブハウスの防
音工事など、学生の要望に基づく施設整備を行った。
　また、平成19年度に学生の自主性の涵養と社会貢献の
促進を目的に「大学活性化プロジェクト奨励金（交付限
度額50万円）」を創設した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学生自治会等学生団体と学生部との
連携会議を開催し、学生の意見や要望
を聞きながら施設の充実や学生支援の
推進を図る。

　学生自治会との連絡会議を開催し、学生の意見・要望
を踏まえ、クラブハウスシャワー室の改修などの施設整
備を行った。
　また、「大学活性化プロジェクト奨励金」により、学
生が自主的に企画し、大学又は地域の活性化につながる
3件のプロジェクトを支援した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学生自治会等学生団体と学生部との
連携会議を開催し、学生の意見や要望
を聞きながら施設の充実や学生支援の
推進を図る。

　学生自治会との連絡会議を開催し、学生の意見・要望
を踏まえ、新たに弓道場を設置するなど施設整備を行っ
た。
　また、「大学活性化プロジェクト奨励金」により、学
生が自主的に企画し、大学又は地域の活性化につながる
4件のプロジェクトを支援した。

【達成水準】
○臨床心理士と精神科校医を配置すると
ともに、保健師、学生相談員、教職員と
連携した相談体制を整備する。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

18188　学生相談のためのカウンセラーの
配置を行い、メンタルヘルスの相談体制
の充実を図る。

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22189　学生の課外活動や交流のための施
設の充実を図る。また、学生の自主的な
活動への支援を推進する。

(Ⅲ)

【達成水準】
○学生自治会等との定期的な連絡会議を
通じて学生の意見・要望を聴取し、施設
の改善を図る。
○学生の自主的な活動に対して、支援制
度の創設や費用、施設面での支援を行
う。

≪平成22年度達成≫
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度 実施状況 達成水準等 中
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年
度

評価委員会意見等
判断理由（実施状況表） ウエ

イト
達
成
年
度
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達成
状況

中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員の就職指導体制として「就職委員会」を設置し、
就職相談員を配置することで、就職指導の充実を図っ
た。
　また、継続的なキャリアカウンセラー配置に向けて就
職課職員がキャリアカウンセラー養成研修に取り組み、
キャリアカウンセラー資格を2名が取得した。
　なお、就職課職員による相談に加えて、外部のキャリ
アカウンセラーによる相談を実施するなど就職相談の充
実を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)
【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

　就職課職員1名がキャリアカウンセラーの資格を取得
した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　「インターンシップ」「キャリアデザイン」を行動科
目として単位化を行った。
　佐世保校では、毎年度実施する就職意識調査、2年次
の「キャリアデザイン」、3年次の「就職ガイダンス
（課外）」「インターンシップ」を、また、シーボルト
校では、1年次の「キャリアデザイン」、2年次以降の
「インターンシップ」を段階的に実施することで、低学
年から職業意識を高めている。

≪「資料編」№1参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

【達成水準】
○低学年から段階的にキャリア教育に関
する科目を配置することで、キャリア教
育を充実する。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

190　教員の就職指導・相談体制の充実
を図るとともに、就職相談員や専門の
キャリアカウンセラーを配置する。

(Ⅲ)

Ⅲ

18191　学生の高い就職意識を醸成するた
め、低学年からの進路指導や、インター
ンシップ制度やキャリア概論などを教育
システムに取り入れる。

18

【達成水準】
○就職相談員や専門のキャリアカウンセ
ラーを配置する。

≪平成18年度達成≫
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判断理由（実施状況表） ウエ
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中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学内合同企業説明会、個別企業説明会、就職ガイダン
ス、就職セミナーを開催し、学生の就職意欲の向上に努
めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　企業説明会、就職ガイダンス、就職
セミナーを学内で実施する。

　佐世保校では、就職ガイダンス（21回）、合同企業面
談会（参加企業30社）、個別企業説明会（27社）、就職
セミナー（1回）を学内で実施した。
　シーボルト校では、就職ガイダンス（47回）、医療施
設学内合同説明会（56施設）、合同企業説明会（20
社）、個別企業説明会（14回）を学内で実施した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　企業説明会、就職ガイダンス、就職
セミナーを学内で実施する。

　佐世保校では、就職ガイダンス（33回）、合同企業面
談会（参加企業26社）、個別企業説明会（26社）、就職
セミナー（1回）を学内で実施した。
　シーボルト校では、就職ガイダンス（48回）、医療施
設学内合同説明会（53施設）、合同企業説明会（20
社）、個別企業説明会（15社）を学内で実施した。

192　就職率の向上を図るため、企業説
明会や面接会を学内で実施して、学生の
就職意欲を向上させる。

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

【達成水準】
○学内で、就職ガイダンス、企業説明
会、個別面談会等を実施する。

≪平成22年度達成≫

22

(Ⅲ)
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　学生相談員、留学生相談員、演習担当教員、学生部、
保健師、専門カウンセラーによる連絡会議を定期的に開
催し、学生相談状況や問題点等を協議し、学生相談体制
の連携と充実を図った。
　また、学生相談室を保健室の隣りに移転し、学生が相
談しやすい環境を整備した。
　教職員については、学生相談にかかる学外研修会への
参加や、学外講師を招いた講演会の開催により学生対応
について理解を深めるとともに、学生相談のスキルアッ
プを図った。
　また、全国的な大学生の薬物乱用の状況とその対策に
ついて、関係教職員の研修を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　教員、職員、保健室、専門カウンセ
ラー（臨床心理士）が連携して学生相
談に対応するとともに、学生相談研修
会を実施し、引き続き学生相談にかか
る教職員のスキルアップを図る。

　教員を対象に「学生相談研修会」を3回実施した。
　また、事務職員向け学生相談研修会も実施し、本学校
医による講演を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　教員、職員、保健師、専門カウンセ
ラー（臨床心理士）が連携して学生相
談に対応するとともに、学生相談研修
会を実施する。

　教員を対象に、新入生セミナーの位置付けや大学生に
おける発達障害などをテーマとした「学生相談研修会」
を3回実施した。
　また、教員、職員、保健師、専門カウンセラー（臨床
心理士）、校医（精神科医）との意見交換会も行い、本
学学生相談に関する現状の説明と情報交換を行い、教職
員の相談業務能力の向上に努めた。

Ⅲ

【達成水準】
○学生相談連絡会議を実施し、教職員の
能力向上や学生相談室の整備等、学生が
相談しやすい環境を整備する。
○学生相談にかかる教職員のスキルアッ
プを図る。

≪平成22年度達成≫

193　教員（学生相談員、留学生相談
員、オフィスアワー、就職相談員）、職
員、保健室、専門カウンセラー（臨床心
理士）の連携による学生相談体制の整備
と効果的な運用を促進し、学生が相談し
やすい環境を整備する。

【佐世保校】

(Ⅲ)

Ⅲ

22

(Ⅲ)
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【佐世保校】
　資格取得に関して、以下の試験で所定の成績を修めた
場合、単位化（成績により、1～4単位）を行い、積極的
に学生が取得するように支援した。
　課外講座として、以下の講座を実施し支援した。
　
（単位認定対象資格）
経済学検定試験、外国語技能検定試験（TOEIC, TOEFL,
実用英語技能検定、中国語検定、漢語水平考試
（HSK）、実用フランス語技能検定、スペイン語技能検
定、ハングル能力検定、韓国語能力検定）、ファイナン
シャル・プランニング技能検定、簿記検定、通関士、初
級システムアドミニストレータ試験、基本情報技術者試
験、販売士検定試験

（課外講座）
FP（ファイナンシャルプランナー）講座、TOEIC講座、
簿記講座、販売士講座など（後援会と連携して実施）
公務員試験対策講座（大学生協と連携して実施）

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　後援会や大学生協との連携のもと
に、各種資格取得のための課外講座を
開催する。

　後援会と連携して販売士（2級）の講座（受講者8名）
を実施するとともに、大学生協と連携し公務員試験対策
講座（受講者70名）を実施した。

　その他の課外講座は№2を参照。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　後援会や大学生協との連携のもと
に、各種資格取得のための課外講座を
開催する。

　後援会と連携して販売士（2級：受講者12名）の講座
を実施するとともに、大学生協と連携し公務員試験対策
講座（受講者70名）を実施した。
　また、地元専門学校等の協力の下、日商簿記（3級：
受講者36名、2級：受講者18名）、秘書検定（準1級：受
講者22名、2級：受講者40名）を実施した。
　なお、本学教員により販売士（3級：受講者11名）、
FP（3級：受講者49名）の講座も実施した。

≪「資料編」№3参照≫

【達成水準】
○各種資格検定の取得や成績を単位認定
する。
○資格取得支援のため課外講座を実施す
る。

≪平成22年度達成≫

194　国等が認定する各種資格の取得に
関する助言・支援を推進する。

【佐世保校】

(Ⅲ)

Ⅲ

22

(Ⅲ)

Ⅲ
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【佐世保校】
　きめ細かい就職支援を行い、就職率向上に努めた。

（就職支援)
○キャリア教育やインターンシップの実施
○就職ガイダンス、就職セミナー、個別指導・面接指導
の実施
○学内合同企業説明会、学内個別企業説明会の開催
○教職員による企業訪問の実施
○課外講座、公務員・教員試験対策講座、模擬試験等の
実施　など

（就職率）
　平成17年度：96.4％
　平成18年度：98.3％
　平成19年度：96.0％
　平成20年度：93.8％

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　厳しい雇用情勢に対応するため各種
施策を実施して、就職活動を積極的に
支援し、就職率95％以上を目指す。

　きめ細かい就職支援（キャリアデザイン、インターン
シップ、課外講座、公務員試験対策講座、模擬試験、個
別指導・面接指導、学内合同企業説明会、学内個別企業
説明会、教員や事務職員による企業訪問）を行って就職
率向上に努めた。
　また、1・2月に就職が決まっていない4年次生に対
し、企業説明会への引率やバス運行の支援を行った。
　しかしながら、平成21年度卒業生の就職率は、前年よ
り2.7ポイント減少し、91.1％であった。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　厳しい雇用情勢に対応するため各種
施策を実施して、就職活動を積極的に
支援し、就職率90％以上を目指す。

　きめ細かい就職支援（キャリアデザイン、インターン
シップ、課外講座、公務員試験対策講座、模擬試験、個
別指導・面接指導、学内合同企業説明会、学内個別企業
説明会、教員や事務職員による企業訪問）を行って就職
率向上に努めた。また、引き続き4年次生に対して企業
説明会への引率やバス運行の支援を行った。
　平成22年度卒業生の就職率は、前年より3.2ポイント
減少し、87.9％であった。
　なお、未内定者については卒業後も本人の希望により
引き続き支援を行う。

≪「資料編」№2･3･9参照≫

○内容に対する意見
・佐世保校の就職率につい
て、中期計画に掲げた水準
を達成できていない。現下
の厳しい経済雇用情勢によ
り、全国的に就職率が低下
していることから、希望者
全員の就職に向けて、新た
な求人の開拓に向けた教職
員の企業訪問の活発化や個
別指導の充実など、よりき
め細かい就職支援に取り組
んでいくことを求める。

【達成水準】
○毎年度の就職率を90％以上とする。

≪平成22年度達成≫

195　就職率の目標を90％以上とする。

【佐世保校】

Ⅱ

(Ⅲ)

Ⅲ

22

(Ⅱ)

○評価できる点
・キャンパスごとに就職課
を設置し、就職相談員を配
置するなど就職支援体制の
強化を図るとともに、学内
ホームページ上で就職試験
情報などを教職員と学生が
共有できる双方向の就職支
援システムを構築し、積極
的に就職支援を行ってい
る。今後もきめ細かな就職
支援を継続して行ない、教
職員による求人の新規開拓
のための企業訪問の活発化
や学生への個別指導の充実
を期待する。
《再掲》

○内容に対する意見
・就職率については、佐世
保校において年度計画の水
準を達成していない。今後
は、学生がどのようなプロ
セスを経て就職したかとい
うことを県内・県外の相違
等を含めて調査・分析した
上で、新たな求人開拓等に
向けた努力を継続して行う
ことを求める。
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【佐世保校】
　学生自治会等との連絡会議を開催し、学生自治会等の
要望をもとに、旧図書館階段の照度アップや学生会館の
会議室等をオープンスペースとし自習等ができるよう改
修するなど、学生の課外活動や交流のための施設の充実
を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

17196　サークル活動等の活性化を図るた
め、体育館等施設・設備の整備充実を図
る。

【佐世保校】

【達成水準】
○学生自治会、サークル代表者との連絡
会議を通して、学生の意見や要望を聞き
ながら、施設整備を実施する。

≪平成17年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ
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【シーボルト校】
　きめ細かい就職支援を行い、就職率向上に努めた。

（就職支援）
○キャリア教育やインターンシップの実施
○キャリアカウンセラーによる個別相談の実施
○就職ガイダンス、就職セミナー、個別指導・面接指導
の実施
○学内合同企業説明会、学内合同病院説明会の開催
○合同企業説明会への引率
○課外講座、公務員・教員試験対策講座、模擬試験等の
実施　など

（就職率）
　平成17年度：国際情報学部　 96.2%
　　　　　　　看護栄養学部　 99.1%
　　　　　　　全体　　　　　 97.5%
　平成18年度：国際情報学部　100.0%
　　　　　　　看護栄養学部　 96.9%
　　　　　　　全体　　　　　 98.6%
　平成19年度：国際情報学部　 97.4%
　　　　　　　看護栄養学部　100.0%
　　　　　　　全体　　　　　 98.6%
　平成20年度：国際情報学部　 96.1%
　　　　　　　看護栄養学部　100.0%
　　　　　　　全体　　　　　 97.7%

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　厳しい雇用情勢に対応するため各種
施策を実施して、就職活動を積極的に
支援し、就職率95％以上を継続的に確
保する。

　きめ細かい就職支援（キャリア教育、インターンシッ
プ、キャリアカウンセラーによる個別相談、就職ガイダ
ンス、課外講座、公務員講座、模擬試験、個別指導・面
接指導、学内企業説明会、学内医療施設説明会、県内医
療施設見学会、合同企業説明会への引率など）を行って
就職率向上に努めた。
　その結果、内定率は、国際情報学部は92.4％、看護栄
養学部は98.9％、両学部平均では95.2％となった。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　厳しい雇用情勢に対応するため各種
施策を実施して、就職活動を積極的に
支援し、就職率95％以上を目指す。

　きめ細かい就職支援（キャリア教育、インターンシッ
プ、キャリアカウンセラーによる個別相談、就職ガイダ
ンス　特別講演、課外講座、公務員講座、模擬試験、個
別指導・面接指導、学内企業説明会、学内医療施設説明
会、学外企業（医療施設）合同説明会への引率など）を
行って就職率向上に努めた。
　その結果、就職率は、国際情報学部：91.5％、看護栄
養学部：99.0％、両学部平均で94.9％となった。
　なお、未内定者については卒業後も本人の希望により
引き続き支援を行う。

≪「資料編」№2･3･9参照≫

Ⅲ

【達成水準】
○就職率95％以上を継続的に確保する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22197　高率の就職率を継続的に確保する
と同時に、就職率95％以上とする。

【シーボルト校】

○評価できる点
・キャンパスごとに就職課
を設置し、就職相談員を配
置するなど就職支援体制の
強化を図るとともに、学内
ホームページ上で就職試験
情報などを教職員と学生が
共有できる双方向の就職支
援システムを構築し、積極
的に就職支援を行ってい
る。今後もきめ細かな就職
支援を継続して行ない、教
職員による求人の新規開拓
のための企業訪問の活発化
や学生への個別指導の充実
を期待する。
《再掲》

(Ⅲ)
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【シーボルト校】
　看護栄養学部においては、国家試験対策担当委員、就
職担当委員、4年生チューターが互いに連携を取り、国
家試験合格率の向上を目指して国家試験対策講座、模擬
試験等の指導強化に努めた。
　看護学科では、科目担当教員が過去5年間の保健師国
家試験問題を参考にして、授業に試験対策を組み入れる
とともに、看護師・保健師国家試験対策として補習講義
を実施した。
　栄養健康学科では、管理栄養士国家試験に対応した特
別講義を実施するとともに、管理栄養士国家試験に対応
するための学習方法などについて学生相談に応じた。
　また、校内模擬試験の結果、成績下位者には集中講義
を行うなど指導を強化した。
　なお、eラーニングについては、看護学科で看護師・
保健師国家試験問題のeラーニング教材を図書館や学内
Webで学生が活用できるように整備した。

≪「資料編」№3参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　看護栄養学部では、専門資格国家試
験対策に重点をおいた取り組みを強化
する。

　看護栄養学部では、専門資格国家試験対策に重点をお
いて、特別講義や課外講座、模擬試験の実施など、取り
組みを強化した。

　詳細については、看護学科は№88-4、栄養健康学科は
№89-3に記載。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　看護栄養学部では、専門資格国家試
験対策に重点をおいた取り組みを強化
する。

　看護栄養学部では、専門資格国家試験対策に重点をお
いて、特別講義や課外講座、模擬試験の実施など、取り
組みを強化した。

　詳細については、看護学科は№88-4、栄養健康学科は
№89-3に記載。

198　看護栄養学部においては、専門資
格国家試験対策に重点を置き、教育シス
テムの中に具体的な対策を取り入れる。
また、eラーニングを資格試験対策に活
用する。

【シーボルト校】

22

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○専門科目担当教員による国家試験対策
のための特別講義、課外講座を実施す
る。
○eラーニングを資格試験対策に活用す
る。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

(Ⅲ)
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状況

中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　自治体等の新たな奨学金制度の情報を収集し、学内掲
示板やホームページに掲載し、学生に周知した。
　また、授業料減免制度については、成績基準の見直し
や大学院授業料減免制度の創設など、制度の見直しを
行った。
　なお、授業料の減免が決定されるまでの間の借入金に
かかる利息に対しては、利子補給制度を創設し、学生の
経済的負担を軽減した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　授業料減免制度については、平成18年度から新たな審
査基準により減免を行った。
　この基準においては、学部1年生の成績基準をこれま
での高校卒業時の評定平均値（3.5以上）から、前期試
験の成績（試験成績を履修科目数で割った平均点を序列
化した各学科ごとの上位1／3）で判定することにより、
大学入学後の修学意欲を高めることとした。
　また、大学院においても修学意欲の向上を図るため、
成績最上位者（各専攻・各年次ごと1名）の授業料を減
免する制度を新たに構築した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　授業料減免制度については、引き続
き必要に応じた改善を検討する。

　授業料減免制度について、制度の認知が不十分な学生
および保護者が見受けられたため、窓口での周知を徹底
するとともに、後期授業料の掲示物にも減免に関する記
載を加えるなど制度の周知を図った。
　また、最近の社会経済の状況や、国立大学における授
業料減免の拡大の動向に鑑み、減免対象者を拡大する制
度について検討を進めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　必要に応じた授業料減免制度の改善
及び奨学金制度の導入について検討す
る。

　授業料減免制度について、最近の社会経済の状況に鑑
み、半額免除の制度を新設し対象者を拡大した。
　また、平成23年度以降の入学者を対象とし、県内に住
所を有する入学者のうち一般入試（前期入試）の成績が
優秀であった者（各学科上位1名（経済学部は各学科上
位2名））に入学料相当額の奨学金を交付する成績優秀
入学者奨学金制度を創設した。

（授業料減免件数及び金額）
　平成21年度　120件　57,866千円
　平成22年度　184件　84,656千円

【達成水準】
○自治体等の新たな奨学金制度の把握に
努め、学生に周知を図る。
○授業料減免制度の見直しを行う。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

18199　自治体やその他団体等の奨学金を
積極的に導入するとともに、授業料減免
制度の適切な運用を図る。

22

③経済的支援

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○授業料減免制度については、成績と困
窮度の両方の視点から見直しを行う。

≪平成22年度達成≫

Ⅳ

200　授業料免除制度について、成績を
重視しつつ一定枠のもと、困窮度に応じ
て薄く広く適用できる制度をつくる。

(Ⅲ)

○内容に対する意見
・成績優秀者に対し経済的
条件を要しない授業料減免
制度を構築するなど学生の
修学意欲の向上を図る取組
は評価できるが、その取組
が学外者に周知されている
とは言い難い。修学意欲向
上策には大学ホームページ
等で積極的に公表するなど
優秀な学生確保にも資する
ものとなるような工夫を行
うことが望まれる。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

評価委員会意見等
判断理由（実施状況表） ウエ

イト
達
成
年
度

年度計画

達成
状況

中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学生の社会的・実務的経験の促進及び経済的支援を行
うため、図書館などの施設、オープンキャンパスなどの
学内行事、授業補助のためのTA等において、学生を臨時
的に雇用した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　図書館等大学の施設及び各種行事等
で、学生アルバイトを雇用し、社会
的・実務的経験をさせるとともに、経
済的な支援を行う。

　学生の社会的・実務的経験の促進及び経済的支援を目
的として、附属図書館でのカウンター業務や授業補助の
ためのTAなどで学生を臨時的に雇用した。

（雇用実績）
　佐世保校　　：延べ1,835人
　シーボルト校：延べ  965人

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　図書館などの大学施設や各種行事等
で、学生アルバイトを雇用し、社会
的・実務的経験をさせるとともに、経
済的な支援を行う。

　学生の社会的・実務的経験の促進及び経済的支援を目
的として、附属図書館でのカウンター業務や授業補助の
ためのTAなどで学生を臨時的に雇用した。

（雇用実績）
　佐世保校　　：延べ2,012人
　シーボルト校：延べ2,033人

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　社会人学生の勤務形態に配慮して、栄養科学専攻を除
く全ての研究科において昼夜開講制を実施した。
　また、土曜日、夏期休業中にも授業を設定し、院生の
ニーズにあわせ柔軟に対応した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度は
年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度は
年度計画なし】

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22201　図書館等大学の施設で、学生を臨
時的に雇用し社会的実務的経験をさせる
とともに、経済的な支援を行う。

19202　社会人学生の勤務形態に配慮し
て、教育方法の特例（夜間や休日、NICE
キャンパスを利用した授業・研究指導
等）を拡充する。

Ⅲ

(Ⅲ)

④社会人・留学生等に対する配慮

【達成水準】
○大学院において昼夜開講を実施する。
○院生のニーズにあわせ授業を柔軟に設
定する。

≪平成19年度達成≫

【達成水準】
○大学施設管理及び学内行事等におい
て、学生を臨時的に雇用し、社会的実務
経験をさせるとともに、経済的な支援を
行う。

≪平成22年度達成≫
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

評価委員会意見等
判断理由（実施状況表） ウエ

イト
達
成
年
度

年度計画

達成
状況

中期計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　チューターやピアサポートシステム
を活用し、外国人留学生の生活や修学
を支援する。

　両校で、交換留学生に対しチューター制度を実施し
た。
　また、シーボルト校では、チューター制度に加え、学
生が相互に学習面・生活面のサポートを行うピアサポー
トを実施した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　チューターやピアサポートシステム
を活用し、外国人留学生の生活や修学
を支援する。

  佐世保校では、平成22年度入学の私費外国人留学生に
対し、チューター制度を実施し、生活や修学の支援を
行った。
　シーボルト校では、交換留学生について、チューター
制度により学生生活全般に関するサポートを行った。ま
た、私費外国人留学生に対してはピア・サポートを実施
するとともに、随時上級生の私費外国人留学生や中国語
コースの日本人学生が学生生活全般に関するサポートを
行った。

ウエイト小計

22203　日本語能力と日本社会についての
基礎的知識を習得させる教育プログラム
の整備について検討するとともに、
チューター制度の整備、自治体・その他
団体等からの奨学金の積極的な導入、授
業料減免制度の活用等支援体制の整備を
促進する。

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○外国人留学生の日本語能力を高める科
目や日本社会についての理解を深める科
目を体系的に配置する。
○チューター制度等外国人留学生の相談
体制を構築する。
○自治体等の新たな奨学金制度の把握に
努め、学生に周知を図る。
○学部の外国人留学生について全額また
は半額の減免を行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

　外国人留学生の日本語能力を高める科目を配置し、習
熟度別に5段階のクラス設定を行うとともに、最上級の
クラスにおいては、プレゼンテーション、ディスカッ
ション等をとおして、質疑応答ができるレベルを到達目
標とした。
　また、日本社会への理解を深める科目として、「日本
事情Ⅰ、Ⅱ」（日本の歴史や現代社会に関する科目）を
配置した。
　なお、「日本事情Ⅰ、Ⅱ」については、国際情報学
部・看護栄養学部のみで開講していたが、平成20年度か
ら経済学部でも開講した。

　チューター制度については、両校で導入し、相談体制
を構築した。

　また、国や留学生支援団体等の奨学金について、掲示
板、ホームページで情報提供を行うとともに、留学生オ
リエンテーションの際にも、その募集時期、募集内容等
の説明を行った。
　なお、経済的支援として、制度の条件を満たしている
留学生に対しては全額または半額の授業料減免を実施し
た。
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長崎県立大学

中
　
期
　
目
　
標

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上
　２　研究に関する目標
　（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標

①目指すべき研究水準に関する基本方針
59　地域のニーズに対して積極的に応え、新しい産業の創成を行うなど地域に十分貢献する研究を推進する。
60　レフリー付の学術雑誌に公表する研究論文や著書などの発表件数の増加を目指す。
61　長崎県立大学では、「地域・離島」と「東アジア・中国」を重点に地域のニーズに即した研究課題に積極的に取り組むこととする。
62　県立長崎シーボルト大学では、国際関係、情報、看護、栄養等の分野において、社会的なニーズに応えて新たな研究教育領域を切り開き、県内や国内はもとより、東アジア地域を中心とした教育研究
　　の拠点となることを目指す。
　　また、「人間の安心・安全と平和」及び「人間開発」に基づく研究を重点的に推進し、この分野において県内・国内はもとより国際的な研究の拠点となり、ＣＯＥプログラム等全国的なレベルの研究
　　支援が得られるよう努力する。

②研究成果の社会還元に関する基本方針
63　研究成果を学士課程及び大学院課程の教育に積極的に反映させ、高度な専門教育に役立てる。
64　研究成果をデータベース化し、インターネットを通じて社会に提供することにより地域社会や地域産業の振興に貢献する。
65　研究成果に基づき、地域の産学官や東アジア地域との連携による共同研究を一層促進する。
66　まちづくりや健康・医療面における高齢化対策など長崎県の抱える様々な課題に即した研究を積極的に進める。
　　また、その成果を地域に還元し、産業の創出に努める。

③研究水準及び研究成果の検証に関する基本方針
67　研究水準及び研究成果については、国際基準、それぞれの分野において共通認識とされている基準及び社会的評価等を用いて検証する。
　　特に、地域社会の評価を把握し、研究水準の評価に活用する。
68  外部評価を含め多角的な観点からの検証を行う。
69　評価結果を研究成果の向上に結びつける仕組みを整備する。

- 142 -



長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　本学における研究面での一層の活性化を目的に、各学
部の連携による法人プロジェクト研究を実施した。
　平成18～20年度には「長崎県の離島を中心とした文化
の継承、情報社会の構築、社会経済の活性化、生活習慣
病の予防、保健･医療の充実」を、平成20年度からは
「しまの健康を守ろう～上五島活き活きプロジェクト」
を実施した。
　また、特色ある東アジア研究を積極的に推進し、この
分野の研究拠点となることを目指して東アジア研究所を
設置した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　長崎の特徴を踏まえた、長崎県
公立大学法人プロジェクト研究を
推進するとともに、東アジア研究
所を中心に、東アジア地域に関す
る研究を推進する。

　法人プロジェクト研究において、前年度に引き続き
「しまの健康を守ろう～上五島活き活きプロジェクト」
を実施し、各学部が連携した研究を推進した。
　また、東アジア研究所の活動成果を公開するための機
関誌として、「東アジア評論」第2号を発刊した。その
内容は、東アジアの政治・経済・社会・文化等に関する
研究及び華僑大学（中国）との国際シンポジウムにおけ
る研究発表に関するものである。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　長崎の特徴を踏まえた、長崎県
公立大学法人プロジェクト研究を
推進するとともに、東アジア研究
所を中心に、東アジア地域に関す
る研究を推進する。

　法人プロジェクト研究において、「しまの健康を守ろ
う～上五島活き活きプロジェクト」を平成20年度から実
施した3年間のプロジェクトの最終年度として実施し、
各学部が連携した研究を推進した。
　また、東アジア研究所の活動成果を公開するための機
関誌として、「東アジア評論」第3号を発刊した。その
内容は、東アジアの政治・経済・社会・文化等に関する
研究及び華僑大学（中国）との国際シンポジウムにおけ
る研究発表に関するものである。

≪「資料編」№18参照≫

22204　長崎の地勢的、歴史的特徴と課題
を踏まえ、両大学又は学部の協力関係に
より研究分野の領域を広げ、特色ある高
い水準の研究成果を生み出すことによ
り、当該分野における研究拠点となるこ
とを目指す。

【達成水準】
○長崎の地理的、歴史的特徴と課題を踏
まえ、各学部が協力した共同研究を実施
する。
○研究拠点となることを目指した「東ア
ジア研究所」を設置する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

ウエ
イト

達
成
年
度

年度計画

①－①目指すべき研究の方向性

(Ⅲ)

○評価できる点
・研究のより一層の活性化
を目的に、長崎県の特徴を
踏まえた研究を推進するた
め、教員からの公募によ
り、各学部の連携による法
人プロジェクト研究を実施
し、統合のメリットを活か
した共同での取組により研
究の幅が広がり、着実な成
果を上げている。また、研
究成果については、大学
ホームページにおいて積極
的に公表している。

中期計画 評価委員会意見等

達成
状況 判断理由（実施状況表）
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

ウエ
イト

達
成
年
度

年度計画中期計画 評価委員会意見等

達成
状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　華僑大学（中国）との国際学術交流シンポジウムや、
高麗大学校（韓国）との共同研究を実施するなど、東ア
ジア地域の大学・研究機関との学術交流・共同研究を推
進した。
　アジアに開かれた教育研究機関として活動するため
「東アジア研究所」を設置した。また、海外大学との学
術交流等を推進するため「国際交流センター」を設置し
た。

≪「資料編」№5参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　東アジア地域の大学・研究機関
との国際シンポジウム、学術交
流、共同研究を推進する。

　東アジア研究所を中心として、華僑大学（中国）との
国際学術交流シンポジウムを「地域経済活性化のため地
域力の模索　－地域産業・地域流通・地域ブランド－」
を統一テーマとして開催した（11月19日、参加者160
名）。また、東アジアに関する研究活動を公表する東ア
ジア研究セミナーを2回開催した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　東アジア地域の大学や研究機関
との国際シンポジウム、学術交
流、共同研究を推進する。

　東アジア研究所を中心として、華僑大学（中国）との
国際学術交流シンポジウムを「地域経済活性化のため地
域力の模索」を統一テーマとして開催した（11月22日、
参加者50名）。
　また、本学が中心となって、華僑大学及び東亜大学校
（韓国）と協議し、東アジア地域の経済・社会・文化に
関して共同研究を推進することを目的に、華僑大学東方
管理研究センター、東亜大学校東アジア研究院、本学東
アジア研究所の3つの研究機関による日中韓研究機関間
学術交流協定を締結した。
　この協定締結に伴い、華僑大学との国際学術交流シン
ポジウムは今回で最終回となり、平成23年度からは日中
韓3カ国の研究機関で開催する「東アジア研究フォーラ
ム（仮称）」に発展的に統合する。

【達成水準】
○東アジア地域の大学・研究機関と国際
シンポジウム、学術交流、共同研究を行
う。
○アジアに開かれた教育研究機関とし
て、「東アジア研究所」を設置する。
○国外大学との学術交流等を推進するた
め、「国際交流センター」を設置する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅳ

22205　長崎という立地環境を大学の「個
性化」に活かし、東アジア地域の大学・
研究機関との連携、相互交流を行うこと
によって、アジアに開かれた教育研究の
表玄関となるよう努める。

(Ⅲ)
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中
期
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度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

ウエ
イト

達
成
年
度

年度計画中期計画 評価委員会意見等

達成
状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　地域社会の課題の解決に貢献す
る、実践的研究及び基礎的研究を
推進する。

　長崎県と慶應義塾大学の連携事業「地域の強みを活か
した向上支援事業」に共同研究として参加し、慶應義塾
大学と交流を図りながら、新上五島町における地域活性
化の提言を行った。
　佐世保校においては、佐世保市三ヶ町商店街振興組合
より商店街マーケティング調査を受託したほか、「陶磁
器を中心とした波佐見地域ブランドの条件と戦略」な
ど、4件の研究を進めた。
　シーボルト校においては、「五島ツバキ葉を用いた血
糖上昇抑制効果を有する発酵茶の開発」など4件の研究
を進め、地域社会の課題に即した研究を推進した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　地域社会の課題の解決に貢献す
る、実践的研究及び基礎的研究を
推進する。

　長崎県と慶應義塾大学の連携事業「地域の強みを活か
した向上支援事業」に共同研究として参加し、慶應義塾
大学と交流を図りながら、平戸市をフィールドとした地
域活性化策の提言報告会を地元市民に対して実施し、報
告書を作成した。
　佐世保校においては、佐世保市から「事業所における
健康づくり状況調査の集計・分析」を受託した。また、
学長裁量研究で「長崎県民の豊かさに関する他地域との
比較研究」など、4件の研究を進めた。
　シーボルト校においては、「地域資源のイリコの加工
食品開発」事業等について共同研究を実施した。また、
学長裁量研究で「五島ツバキ葉発酵茶の血糖上昇抑制作
用」など、5件の研究を進めた。

≪「資料編」№20参照≫

206　地域社会の期待やニーズに十分に
応えていくため、地域の課題に即しつ
つ、その課題の解決に貢献する具体的実
践的研究及び基礎的研究を推進する。

【達成水準】
○地域の課題に即した研究を推進する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

　地域の課題解決に貢献する研究として、毎年本県で大
量に廃棄されている枇杷種子の有効利用を目的にした研
究や、五島つばきの新用途に関する研究などの実践的な
研究を行った。
　また、学長裁量研究等で、長崎県の経済や長崎県にお
ける国際交流などの基礎的な研究を行った。

(Ⅲ)

Ⅲ

22
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年度計画中期計画 評価委員会意見等
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状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員評価において研究成果の発表に関する項目を設定
し、研究成果発表の促進や実績の把握に努めた。

（教員評価において把握した研究実績）
○平成17・18年度実績
　　国内・国際学会での発表　395件
　　論文掲載　　　　　　　　151件
○平成18・19年度実績
　　国内・国際学会での発表　421件
　　論文掲載　　　　　　　　192件
○平成19・20年度実績
　　国内・国際学会での発表　426件
　　論文掲載　　　　　　　　178件

※研究活動については、毎年度過去2年度分の活動業績
について評価を実施している。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　研究成果の国内・国際学会での
発表、論文の学会誌等への投稿な
どを促進する。

　教員評価の「研究成果の発表に関する項目」により、
実績を把握した。

（教員評価において把握した研究実績）
○平成20・21年度実績
　　国内・国際学会での発表　429件
　　論文掲載　　　　　　　　135件

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　研究成果の国内・国際学会での
発表や論文の学会誌等への投稿な
どを促進する。

　教員評価の「研究成果の発表に関する項目」により、
実績を把握した。

（教員評価において把握した研究実績）
○平成21・22年度実績
　国内・国際学会での発表　452件
　論文掲載　　　　　　　　304件

Ⅲ

【達成水準】
○国内外の学術会議において、積極的に
研究成果を発表する。
○国内外の学会誌へ積極的に論文を投稿
する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22207　国内及び国際学術会議への研究成
果の発表、学会誌への論文投稿を活発に
行い、研究成果の一層の充実に努める。

(Ⅲ)
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度
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達
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年
度

年度計画中期計画 評価委員会意見等

達成
状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　科学研究費補助金の応募に向けて、平成18年度から学
内説明会を実施した。また、外部資金の公募情報を教職
員用Webページに掲載し、外部研究資金の獲得を促し
た。

（外部研究資金）
　平成17年度：48件 56,490千円
　平成18年度：38件 53,158千円
　平成19年度：37件 41,966千円
　平成20年度：71件 55,941千円

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　競争的資金の獲得に向けた支援
を積極的に行うとともに、収集し
た競争的研究資金に関する情報を
もとに、外部研究資金の獲得を促
す。

　平成22年度科学研究費補助金の応募に向けて、学内説
明会を実施した。
　また、外部資金の公募情報を教職員用Webページに掲
載し、外部研究資金の獲得を促した。

（平成21年度外部研究資金（新規分））
　○61件62,522千円
［内訳］
　科学研究費補助金　27件 23,384千円（申請67件）
　受託研究費　　　　 8件  9,809千円
　共同研究費　       9件  9,000千円
　奨学寄附金        11件 11,930千円
　補助金             5件  8,099千円
　市町村共同研究事業 1件    300千円

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　競争的研究資金に関する情報や
科学研究費補助金に関する説明会
の開催など、競争的資金の獲得に
向けた支援を積極的に行い、外部
研究資金の獲得を促す。

　平成23年度科学研究費補助金の応募に向けて、日本学
術振興会から講師を招聘し、最近の科学研究費補助金制
度の動向、調書作成時における留意事項、ポイントなど
の学内説明会を実施した。
　また、日本学術振興会および科学技術振興機構のメー
リングリストに登録し、外部資金の公募情報の収集に努
めるとともに、公募情報を同報メールで配信し、外部研
究資金の獲得を促した。

（平成22年度外部研究資金（新規分））
　○64件71,990千円
［内訳］
　科学研究費補助金  29件 37,035千円（申請68件）
　受託研究費　      12件 15,037千円
　共同研究費      　12件 11,225千円
　奨学寄附金         8件  3,700千円
　補助金             2件  4,694千円
　市町村共同研究事業 1件    300千円

【達成水準】
○外部資金に関する情報提供を積極的に
行い、科学研究費補助金等の応募件数を
増加させる。

≪平成22年度達成≫

○内容に対する意見
・科学研究費補助金につい
ては、採択額が増加してい
るものの、件数が減少して
いる。また、採択の内容的
にも、若手研究等の比較的
少額の研究が主なものに
なっているので、今後は、
件数の増加に加えて、レベ
ルの高い独創的・先駆的な
研究費への採択を目指した
取組を行うことが望まれ
る。

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

22208　教員は科学研究費補助金等の申請
を積極的に行い、外部研究資金の増加を
目指す。
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　長崎、離島、東アジアに関する
研究を推進する。

　学長裁量研究費で「日中韓の貿易環境と貿易構造変化
に関する調査研究」など東アジアに関する研究（5
件）、および「陶磁器を中心とした波佐見地域ブランド
の条件と戦略」などの地域・離島（4件）に関する研究
を推進した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　長崎、離島、東アジアに関する
研究を推進する。

　学長裁量研究費で「日中韓の地域連携に関する調査研
究」など東アジアに関する研究（3件）、および「長崎
県民の豊かさに関する他地域との比較研究」などの地
域・離島（4件）に関する研究を推進した。

≪「資料編」№20・21参照≫

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

【佐世保校】
（地域・離島研究）
　平成17年度から実施してきた「長崎県経済発展のため
に何がなされるべきかの探求」をテーマとした研究成果
と、「離島の厳しい現実と、飛躍への実践的戦略」を
テーマとした研究の成果を、それぞれ平成19年度にとり
まとめ報告書を作成した。
　また、学長裁量研究費で「陶磁器を中心とした波佐見
地域ブランド化の条件と戦略」などの長崎・離島に関す
る研究を推進した。

（東アジア・中国研究）
　中国の復旦大学、韓国の韓南大学校と連携して、長
崎・上海・ソウルの地域間産業連携（IT産業部門･観光
産業部門）可能性に関する調査研究や、中国の社会科学
院経済研究所、韓国の韓南大学経済研究所と連携し、IT
と観光産業の融合による日中韓の観光交流活性化戦略に
ついての調査研究を行った。
　また、日中韓観光国際シンポジウム「九州・長崎県へ
の中国人・韓国人観光客の誘致戦略」を開催するなど、
東アジアの大学や企業等と学術交流を行い、東アジアに
関する研究を推進した。
　なお、平成20年度は、東アジア研究所を中心に東アジ
アに関する研究を推進し、「東アジア評論」を創刊し
た。

【達成水準】
○長崎、離島、東アジアに関する研究を
推進する。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

22
①－②大学として重点的に取り組む領域
209　多数の島嶼と豊かな海洋に囲ま
れ、東アジアとの長い交流の歴史を有す
る長崎県の特徴と課題を踏まえた特色あ
る研究を推進することとし、「地域・離
島」と「東アジア・中国」に関連する研
究課題に重点的に取り組む。

【佐世保校】
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　平成17年度から実施してきた「離島の厳しい現実と、
飛躍への実践的戦略」をテーマとした研究の成果を、平
成19年度にとりまとめ報告書「島の交流～移住・観光・
歴史・文化・ライフパス～」を作成した。
　平成20年度は、新上五島町で「島が大学に期待するこ
と～これからの離島地域と大学との連携～」をテーマに
シンポジウムを開催し、本学教員、町職員、地元団体代
表者によるパネルディスカッションを行った（参加者
180名）。

（その他の離島に関する研究）
○離島における遠隔医療の実用システムの構築

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　離島研究を推進する。

　新上五島町との協定事業などを活用し、「限界集落の
実態調査及び将来のあり方の検証」などの離島に関する
様々な研究を行った。
　また、長崎県と慶應義塾大学の連携事業「地域の強み
を活かした向上支援事業」に共同研究として参加し、慶
應義塾大学と交流を図りながら、新上五島町における地
域活性化の提言を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　離島研究を推進する。

　新上五島町との協定事業などを活用し、「協働のまち
づくり推進事業」などの離島に関する様々な研究を行っ
た。

≪「資料編」№24参照≫

Ⅲ

【達成水準】
○「離島研究」に関する研究論文を発表
する。
○離島をテーマとしたシンポジウム等を
開催する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22

(Ⅲ)

210　離島を多く抱えた長崎県の大学と
して、多様な観点から「離島研究」を推
進する。

【佐世保校】
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【佐世保校】
　国際文化経済研究所において、「東アジア・中国」に
関する研究書や学術誌等の収集に努めるとともに、中国
人職員を採用するなど、研究推進体制を整備した。
　また、国際文化経済研究所とアモイ大学（中国）日本
研究所とで学術交流協定を締結し、研究交流の推進を
図った。
　なお、平成20年度の統合時に国際文化経済研究所を廃
止し、東アジア地域の大学・研究機関との連携、相互交
流等を全学的に推進する「東アジア研究所」を設置し
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　東アジア研究所を中心に、東ア
ジア・中国事情に通じた研究者の
人的ネットワークの構築を進め
る。

　東アジア研究所において、東アジア研究を幅広く、か
つ積極的に進めることや国内外の研究者及び機関との連
携強化を目的として、平成21年12月に「東アジア研究
ネットワーク」を発足し、研究者の登録を開始した（平
成21年度末の本学の登録者9名）。

≪「資料編」№25参照≫

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　東アジアに関する情報収集を行
う。

　東アジア研究所において、韓国国会図書館、廈門大
学、華僑大学、澳門大学より定期刊行物を受け入れた。
　また、「アジ研ワールド・トレンド」、「日中経協
ジャーナル」などの東アジアの政治・経済に関する書籍
を購読したほか、東アジア関連研究調査において清華大
学（中国）中国小売研究センターを訪問し、中国の小売
業に関する資料収集を行った。

【達成水準】
○「東アジア・中国」に関する文献の収
集を行う。
○東アジア・中国事情に通じた研究者の
人材ネットワークを構築する。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ (Ⅲ)

22211　「東アジア・中国」に関する情報
収集に努め、この地域に関する情報集積
拠点を目指す。

【佐世保校】
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【佐世保校】
　日中韓観光国際シンポジウムを開催し、中国首都経済
貿易大学や韓国観光公社、長崎県観光連盟等と学術交流
を行い連携を深めた。
　また、国際交流協定校である華僑大学（中国）と、毎
年度学術交流シンポジウムを開催するとともに、交換留
学生に対してシンポジウムへの参加を促進した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　国際交流協定締結校を中心に、
中国の大学等との研究交流を推進
する。また、中国研究について留
学生の参加を促進する。

　華僑大学と国際学術交流シンポジウムを本学で開催し
た。本学教員4名、華僑大学教員4名が研究発表を行い、
研究交流を推進した。
　また、華僑大学からの交換留学生2名が通訳者を兼ね
てシンポジウムに参加した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　国際交流協定締結校を中心に中
国の大学等との研究交流を推進す
る。また、中国研究について留学
生の参加を促進する。

　華僑大学と国際学術交流シンポジウムを華僑大学で開
催した。本学教員4名、華僑大学教員4名が研究発表を行
い、研究交流を推進した。
　また、華僑大学からの交換留学生1名が通訳者を兼ね
てシンポジウムに参加したほか、東アジア研究所の中国
調査において、ヒアリング調査及び資料収集などの補助
業務で交換留学生を参加させた。

212　「中国研究」については、交流協
定締結大学、長崎県上海事務所を始め地
元各界との連携を深めるとともに、交換
留学生の参加を促進する。

【佐世保校】

Ⅲ

【達成水準】
○華僑大学をはじめ、中国の関係機関と
の連携を深め、中国研究を推進する。
○中国研究について、留学生の参加を促
進する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

22
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【シーボルト校】
　「人間の安心・安全と平和」などに関連する研究を、
全学で取り組むプロジェクト型の研究として推進し、学
長裁量研究費において中期計画重点課題研究として、重
点的に配分した。
　なお、看護栄養関連分野における21世紀COEプログラ
ムへの応募については、申請まで至らなかった。

（中期計画重点課題研究費配分状況）
　平成17年度：10件　8,300千円
　平成18年度： 2件　3,700千円
　平成19年度： 4件　5,400千円
　平成20年度： 4件　5,760千円

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　「人間の安全・安心と平和」及
び「人間開発」に関する全学的プ
ロジェクト研究を含めた各種研究
を実施するとともに、研究費の適
切な配分を行う。

　学長裁量研究費における中期計画重点課題研究で、6
件12,077千円を採択し、「桑葉抽出物のα-グルコシ
ダーゼ阻害作用を利用した糖尿病予防食品の創製と普及
に関する研究」などの研究に研究費を重点的に配分し
た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　「人間の安全・安心と平和」等
に関する全学的プロジェクト研究
を含めた各種研究を実施するとと
もに、研究費の適切な配分を行
う。

　学長裁量研究費(教育研究高度化推進費B)における中
期計画重点課題研究で、5件10,935千円を採択し、「桑
葉抽出物のα-グルコシダーゼ阻害作用を利用した糖尿
病予防食品の創製と普及に関する研究～桑葉抽出物とデ
ンプン食品(米飯)を同時に摂取したときの血糖上昇抑制
効果～」、「遺伝と環境の交互作用からみた生活習慣病
の予防対策に関する研究―わが国とマレーシアにおける
国際比較研究」、「非環式レチノイドによる肝癌の予防
に関する研究」等の研究に研究費を配分した。
　
　　21世紀COEプログラム（現：グローバルCOEプログラ
ム）への申請を目指し研究に取り組んできたが、COEプ
ログラムに採択される研究のレベルがより高度になるな
どの要因もあり、採択されるレベルに成長・発展するま
でには至らなかった。

≪「資料編」№22参照≫

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅱ

－213　「人間の安心・安全と平和」と
「人間開発」に関連する研究を、全学で
取り組むプロジェクト型の研究として推
進し、研究費等の資源を重点的に配分す
る。具体的には、次のような研究分野に
重点的に取り組み、特に、看護栄養関連
分野においては、21世紀COEプログラム
として採択されることを目指す。

【シーボルト校】

【評価委員会の評価
「Ⅱ」】
○法人の自己評価は妥当性
を欠く。
・２１世紀COEプログラム
（現：グローバルCOEプログ
ラム）の採択を目指した取
組について、平成２２年度
においても重点課題研究に
学長裁量研究費の配分が行
われているが、当該プログ
ラム等に採択されるレベル
には至っておらず、「２１
世紀COEプログラムとして採
択されることを目指す」と
した中期計画及びその達成
に向けた最終年度の取組を
十分に実施したものとは認
められない。

【達成水準】
○「人間の安心・安全と平和」と「人間
開発」に関連する研究を、全学で取り組
むプロジェクト型の研究として推進し、
研究費等の資源を重点的に配分する。

≪未達成≫

○内容に対する意見
・「人間の安心・安全と平
和」と「人間開発」に関す
る研究について、中期計画
では「２１世紀COEプログラ
ムとして採択をされること
を目指す」としながら、申
請にさえ至らなかったこと
には問題がある。大学の個
性や特色を活かし、国の補
助金等の外部資金の獲得に
も積極的に取り組むことを
求める。

(Ⅲ)
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【シーボルト校】
（国際交流学科）
　「人間の安心・安全と平和」などに関連する中期計画
重点課題研究として国際交流関連分野で設定されている
テーマをもとに、以下のような研究を行った。

○長崎県企業の中国進出：その実態調査とデータベース
の構築
○核軍縮交渉義務の規範構造－NPT条約第6条の実証的分
析
○長崎県における国際交流と地域の国際化に関する研究

など

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　国際交流の推進、アジアとの共
生、文化・語学を通じた国際交流
に関する研究を国際交流学科とし
て取り組む。

　国際交流学科においては、国際交流の推進、アジアと
の共生、文化・語学を通じた国際交流に関連する研究と
して、「国際交流英語プログラムアセスメント」などの
研究に取り組んだ。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　国際交流学科では、国際交流の
推進、アジアとの共生、文化・語
学を通じた国際交流等に関する研
究に取り組む。

　国際交流学科では、教育研究高度化推進費Bにより、
「国際交流学科学生の英語発信技能養成と平和システム
の構築」と「Human Security（人間の安全保障）概念の
平和論へのインパクト」の研究に取り組み、紀要論文に
12編、「東アジア評論」に1編を掲載した。

214　（国際交流関連分野）国際交流の
推進、国際紛争の予防、地域の国際化、
アジアとの共生、安心して暮らせる地域
づくり、平和学の構築、芸術・文化・語
学を通じた国際交流

【シーボルト校】

【達成水準】
○国際交流の推進、国際紛争の予防、地
域の国際化、アジアとの共生、安心して
暮らせる地域づくり、平和学の構築、芸
術・文化・語学を通じた国際交流に関す
る研究に取り組む。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

(Ⅲ)

22
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【シーボルト校】
（情報メディア学科）
　「人間の安心・安全と平和」などに関連する中期計画
重点課題研究として情報メディア関連分野で設定されて
いるテーマをもとに、以下のような研究を行った。

○情報リテラシーとしてのWebアクセシビリティ概念確
立に向けた予備調査－Webユニバーサルアクセスを教育
と社会貢献に導入することを目指して－
○地域のコンテンツ創造・流通促進を進めるにあたり課
題となる現在の著作権関連法制度の新たなあり方に関す
る技術、法、ビジネス、政策の4側面からの分析
○携帯ネット社会における人権と倫理－情報モラル教育
のゆくえ～長崎県下の高校生の利用実態と対応－

など

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　「人間の安全・安心と平和」お
よび「人間開発」に関する全学的
プロジェクト研究を含めた研究を
実施するとともに、更に「情報社
会の人権と倫理」など、各分野で
の研究を深める。

　情報メディア学科においては、情報社会の人権と倫理
等に関連する研究として、「情報の扱い方～情報の保護
と公開に関する考察」などの研究に取り組んだ。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　情報メディア学科では、情報セ
キュリティ技術、ユニバーサル・
デザイン、ユニバーサル・アクセ
ス等に関する研究に取り組む。

　情報メディア学科では、情報セキュリティ技術、ユニ
バーサル・デザイン、ユニバーサル・アクセス等に関す
る研究に引き続き取り組んだ。
　代表的な研究は次のとおりである。
○情報セキュリティ技術：「情報爆発に対応するコンテ
ンツ融合と操作環境融合に関する研究」
○ユニバーサルデザイン：「コンピュータ画面の明度条
件と作業効率及び疲労感との関連」
○ユニバーサル：アクセス：「字幕放送：デジタル放送
時代のユニバーサルアクセス」

Ⅲ

【達成水準】
○情報セキュリティ技術、情報社会の人
権と倫理、ユニバーサルデザイン・ユニ
バーサルアクセスに関する研究に取り組
む。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22215　（情報メディア関連分野）情報セ
キュリティ技術、情報社会の人権と倫
理、ユニバーサルデザイン・ユニバーサ
ルアクセス

【シーボルト校】

(Ⅲ)
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【シーボルト校】
（看護学科）
　「人間の安心・安全と平和」と「人間開発」に関連す
る研究として看護関連分野で設定されているテーマをも
とに、以下のような研究を行った。

○日本人女性におけるSF-36による妊娠期のQOLの変化
○看護基礎教育における認知症高齢者の看護の授業展開
の2国間比較（日本と韓国）－高齢者疑似体験グッズと
模擬患者（SP(Simulated Patient))を活用して－
○育児とQOL－学童期の調査票開発、幼児期の国際比較
－
○下五島における精神障害者とその家族に対する住民の
支援についての検討－地域住民によるインフォーマルな
支援の実態と今後の課題－
○原爆被爆三世代の心理的研究－被爆者の心理問題と第
二、第三世代への影響

など

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　平成20年度プロジェクト研究
「しまの住民生活習慣に即した健
康支援プログラムに関する研究」
の成果を踏まえて、しまの壮年住
民の健康支援に関する教育・研究
を行う。

　看護学科においては、平成20年度プロジェクト研究
「しまの住民生活習慣に即した健康支援プログラムに関
する研究」の調査結果から、住民自ら生活習慣と健康を
考えることを支援する資料作成や報告を行った。
　また、島嶼医療対策に関連する研究として、「離島に
生活する高齢者の終末期看護・介護の変遷に関する実証
的研究」などの研究に取り組んだ。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　看護学科では、健康管理面から
の生活改善や離島医療等に関する
研究に取り組む。

　生活習慣病予防などのライフスタイル改善推進計画研
究として、新上五島町プロジェクト「健康づくり推進員
の主体化に関する研究」のほか、「離島4島(対馬市、壱
岐市、五島市、新上五島町)の障害児療育支援事業調
査」および「少子高齢化に伴う子育て支援の方策(幼老
統合ケア)」として新上五島町、佐世保市黒島地域での
調査を実施した。

22216　（看護関連分野）少子化対策、子
育て支援、高齢者医療対策、生活習慣病
予防などのライフスタイル改善推進計画
研究、離島の多い長崎県における島嶼医
療対策、高齢化が進む被爆者医療対策

【シーボルト校】

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○少子化対策、子育て支援、高齢者医療
対策、生活習慣病予防などのライフスタ
イル改善推進計画研究、離島の多い長崎
県における島嶼医療対策、高齢化が進む
被爆者医療対策等に関する研究に取り組
む。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

- 155 -



長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

ウエ
イト

達
成
年
度
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達成
状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
（栄養健康学科）
　「人間の安心・安全と平和」などに関連する中期計画
重点課題研究として栄養健康関連分野で設定されている
テーマをもとに、以下のような研究を行った。

○メタボリックシンドロームの腎障害発症機序と予防に
関する研究
○生活習慣病予防のための基礎的研究－肥満における食
欲調節機構の役割解明－
○大学生の食生活力育成・開発支援とピア・フードサ
ポートセンターの構築に関する研究－大学生の食生活力
の現状把握と食生活力育成・開発支援方法の検討－

など

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　「人間の安全・安心と平和」お
よび「人間開発」に関する研究と
して、「生活習慣病の予防に関す
る研究」等を実施する。

　栄養健康学科においては、生活習慣病の予防に関連す
る研究として、「桑葉抽出物のα-グルコシダーゼ阻害
作用を利用した糖尿病予防食品の創製と普及に関する研
究」などの研究に取り組んだ。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　栄養健康学科では、生活習慣病
の予防に関する研究に取り組む。

　栄養健康学科では、生活習慣病の予防に関する研究と
して、香酸カンキツ「ゆうこう」や「摘果みかん」の生
活習慣病予防効果に関する研究、中性脂肪酸低下や血糖
上昇抑制効果を有するツバキ葉発酵茶の研究に取り組ん
だ。
　なお、摘果ミカンをコーティングした機能性を有する
無洗米やツバキ葉発酵茶販売が企業から発売される予定
となっている。

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22217　（栄養健康関連分野）健康社会創
出に寄与する栄養科学や健康科学の推
進、高齢化社会における生活習慣病の予
防対策、食の安全、食と運動による地域
の健康生活、疾病、特に、生活習慣病の
予防と回復のための食と生活行動の対策

【シーボルト校】

(Ⅲ)

【達成水準】
○健康社会創出に寄与する栄養科学や健
康科学の推進、高齢化社会における生活
習慣病の予防対策、食の安全、食と運動
による地域の健康生活、疾病、特に、生
活習慣病の予防と回復のための食と生活
行動の対策等に関する研究に取り組む。

≪平成22年度達成≫
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状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　研究活動の成果は、学内の機関誌や国内外の学術雑誌
等への投稿、学会発表を通して公表した。
　さらに、地域公開講座等により社会へ還元した。
　また、論文投稿の実績等を教員評価の評価項目とする
ことで、論文の投稿を促進するとともに、研究成果の社
会への還元に努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学内の機関紙や外部の学術雑誌
への投稿を促進し、研究成果の社
会への還元を図る。

【№207再掲】
教員評価の「研究成果の発表に関する項目」により、実
績を把握した。

（教員評価において把握した研究実績）
○平成20・21年度実績
　　国内・国際学会での発表　429件
　　論文掲載　　　　　　　　135件

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学内の機関誌や外部の学術雑誌
への投稿を促進し、研究成果の社
会への還元を図る。

【№207再掲】
　教員評価の「研究成果の発表に関する項目」により、
実績を把握した。

（教員評価において把握した研究実績）
○平成21・22年度実績
　国内・国際学会での発表　452件
　論文掲載　　　　　　　　304件

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　研究成果をデータベース化し、インターネットを通じ
て社会へ提供するために、学術機関リポジトリシステム
を構築し、紀要の電子化を進めた。
　また、本学の教員の研究分野、共同研究・受託研究等
の実績、地域社会の振興発展や活性化に寄与するための
「地域振興研究」の実績一覧をホームページに掲載し、
研究情報の発信に努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　長崎県立大学学術機関リポジト
リシステム（研究成果データベー
スシステム）の運用を開始し、イ
ンターネットを通じて研究成果を
社会に提供する。

　「長崎県立大学学術リポジトリ」に、各学部の紀要か
ら332の論文を登録し、インターネットを通じて公開し
た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【21年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(Ⅲ)

21219　研究情報の発信と研究協力等に基
づく研究のさらなる発展のために、学内
研究者の研究成果をデータベース化し、
インターネットを通じて社会に提供す
る。また、それにより地域社会や地域産
業の振興に貢献する。

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○研究成果のデータベース化を図り、イ
ンターネットを通じて公開する。

≪平成21年度達成≫

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

22218　研究活動によって得られた成果を
学術論文、著書として公表し、研究成果
の社会への還元を行なう。 【達成水準】

○研究活動によって得られた成果を学術
論文、著書として公表する。

≪平成22年度達成≫

②成果の社会への還元

Ⅲ
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　「離島研究シンポジウム」、国際シンポジウム「長
崎・上海・ソウル新時代」、「長崎医療通訳フォーラ
ム」などを一般公開により開催し、地域との連携を促進
した。
　また、研究成果を地域に還元するため、大学が主催す
る公開講座、地域の要望に応え教員を講師として派遣す
る地域公開講座を実施した。
　なお、平成20年度の公開講座は「「長崎」の今を知
り、そして未来を考える」を全学的なテーマとして、遠
隔授業システムの利用や両キャンパスで同じ講座を開講
するなど、広い範囲の人々に講座を提供した。

≪「資料編」№17･26参照≫
（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　公開講座・地域公開講座の充実
を図り、研究成果を地域住民に還
元する。

　研究成果を地域に還元するため、公開講座（17講座、
聴講者延べ1,048人）、地域公開講座（33講座、聴講者
延べ1,343人）を実施した。
　なお、平成21年度の公開講座は、前期は離島・地域の
テーマで7講座、後期は地域住民のニーズに即したテー
マで10講座開催した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　公開講座・地域公開講座の充実
を図り、研究成果を地域住民に還
元する。

　研究成果を地域に還元するため、公開講座（13講座、
聴講者延べ698人）、地域公開講座（33講座、聴講者延
べ1,249人）を実施した。
　なお、平成22年度の公開講座は、昨年度のアンケート
結果をもとに地域住民のニーズに即したテーマで開催し
た。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教職員が産学官連携関係の各種フォーラムや交流会に
積極的に参加し、地方自治体、民間企業等との交流を進
めるとともに、受託研究、共同研究を実施した。
　また、地域連携センターに産学官連携部門を置いて、
受託研究、共同研究を推進する体制を整備した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　地方自治体、民間企業等と共同
研究、受託研究を行う。

　教職員が産学官連携関係の各種フォーラムや交流会に
積極的に参加し、地方自治体、民間企業等との交流を進
めた。
　また、受託研究8件（前年度10件）、共同研究9件（前
年度13件）、新上五島町との共同研究事業4件を実施し
た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　地方自治体、民間企業等との共
同研究、受託研究を行う。

　教職員が産学官連携関係の各種フォーラムや交流会に
積極的に参加し、地方自治体、民間企業等との交流を進
めた。
　また、受託研究12件（前年度8件）、共同研究12件
（前年度9件）、新上五島町との共同研究事業4件を実施
した。

≪「資料編」№23･24参照≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22221　国、地方自治体、民間企業等との
共同研究、受託研究を積極的に実施す
る。

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

○シンポジウム、公開講座、地域公開講
座を開催する。

≪平成22年度達成≫

22220　研究成果に関するシンポジウムを
一般公開により開催し、研究における地
域との連携を促進する。また、研究成果
を公開講座等を通じて地域住民に還元す
る。

Ⅲ

○評価できる点
・長崎県科学技術振興局
(現：産業労働部)や新上五島
町、佐世保市等と連携協定を
締結し、共同研究事業を実施
するなど、研究交流、人的交
流等を促進している。また、
学生による現地調査等も実施
し、実践的な教育による課題
発見解決能力を培っている。

【達成水準】
○地方自治体等との共同研究、受託研究
を実施する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　地域連携センター、東アジア研
究所を中心に、地域の産学官や東
アジア地域との連携による共同研
究、共同事業に取り組む。

　地域連携センターを中心に、佐世保市三ヶ町商店街振
興組合からの受託研究など、地域の課題解決のための研
究・共同事業などに取り組んだ。
　東アジア研究所において、華僑大学との国際学術交流
シンポジウムを開催した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　地域連携センター、東アジア研
究所を中心に、地域の産学官や東
アジア地域との連携による共同研
究、共同事業に取り組む。また、
地域の行政機関、企業等からの受
託研究等の受け入れを図る。

　地域連携センターを中心に、佐世保市等からの受託研
究の受け入れなど、地域の課題解決のための研究・共同
事業などに取り組んだ。
　東アジア研究所において、華僑大学との国際学術交流
シンポジウムを開催したほか、東亜大学東アジア研究院
長などを講師とした東アジア研究セミナーを3回開催し
た。

≪「資料編」№23参照≫

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　地域連携センターにおいて、九州経済産業局等が主催
する「大学発ベンチャー・ビジネスプランコンテスト」
への参加を募るため、説明会を実施し、大学発ベン
チャー創業に関する理解を深めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　学生の「大学発ベンチャー・ビ
ジネスコンテスト」への応募を促
進する。

　「大学発ベンチャー・ビジネスプランコンテスト」の
周知を図り、コンテストへの応募を促進した。その結
果、ニュービジネス分野へ1件応募となったが、入賞に
はいたらなかった。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　地域連携センターを窓口に、民
間企業の創業などに関する経営面
での相談に応じるなどの支援を行
う。

　地元企業や自治体を構成員とする「カキ殻バイオマス
プラスチック事業」に地域連携センターを窓口として参
加し、事業内容や経営面での相談等に応じた。

223　大学発ベンチャー、民間の創業の
円滑な発展を経営の側面から支援する体
制について検討する。

【佐世保校】

【達成水準】
○学生のアイデアを大学発ベンチャーへ
と発展させる環境について検討する。
○民間企業の創業などに関する経営面で
の相談に応じる。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○東アジア地域との共同研究、共同事業
を実施し、公表する。
○地域の行政機関、企業等からの受託研
究を実施し、研究成果を還元する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22222　研究成果に基づき、地域の産学官
や東アジア地域との連携による共同研究
や共同事業を推進する。また、 地域の
行政機関、企業等からの受託研究等を積
極的に受入れ成果を還元する。

【佐世保校】

Ⅲ

【佐世保校】
　地域連携センターを中心として、新上五島町との共同
事業を開催するなど、地域の産学官連携による共同研
究、共同事業を推進した。
　また、東アジア研究所において、華僑大学（中国）と
のシンポジウムを開催した。
　なお、受託研究においても、佐世保市からの委託を受
け研究成果を還元した。

22

Ⅲ

(Ⅲ)

(Ⅲ)
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　学内の研究シーズを活用した産業創出へ向け、長崎
TLOと技術移転業務委託契約を締結した（平成22年5月15
日解散）。
　また、学内の知的財産の管理組織充実のため、地域連
携センターに知的財産に関する専門知識を有する職員を
配置するとともに、知的財産に関する広報紙の発行や知
的財産セミナーの開催、「研究記録ノート」の教員への
配布を行うなど、知的財産創出への取り組みを強化し
た。
　なお、平成20年度は独立行政法人科学技術振興機構
（JST）シーズ発掘試験研究に長崎TLOの協力を得て申請
した結果、3件のうち1件が採択された。

※独立行政法人科学技術振興機構（JST）シーズ発掘試
験…研究シーズの実用化を目指し、助言や経済的支援を
JSTが行なうもの。
※株式会社長崎TLOは、平成22年5月15日をもって、特定
大学技術移転事業を終了した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　地域連携センターを中心に、知
的財産の創出のための取り組みを
推進するとともに、長崎TLOと連
携しながら技術移転を目指す。

　地域連携センターでは、知的財産に関する学内向け啓
発資料の配布（2回）や知的財産セミナー（3回）を開催
するなど知的財産創出への取り組みを行った。
　また、本学が長崎大学等と共同で開発した「高機能発
酵茶（ワンダーリーフ）」の製造法を「ながさき高機能
発酵茶有限責任事業組合」に技術移転した。
　なお、開発商品の販売が行われたことに伴い、わずか
であるが特許の実施料収入を得た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　地域連携センターを中心に、知
的財産の創出のための取り組みを
推進する。

　地域連携センターでは、知的財産に関する知的財産セ
ミナーや看護学科教員を知財セミナーへ参加させるなど
知的財産創出への取り組みを行った。
　また、今年度は新たに10件の特許取得（うち海外特許
4件）と、2件の技術移転に関して特許権等実施許諾契約
を締結した。
　なお、高機能発酵茶（WonderLeaf）に関する実施料収
入を得た。

○特許取得
　平成22年度：10件（うち海外特許4件）
　平成17～22年度の累計：11件
○特許権等実施許諾契約
　平成22年度：2件
　平成17～22年度の累計：3件

Ⅳ

(Ⅳ)

Ⅳ

22224　達成された研究成果については、
新たな産業等の創出に寄与するため、学
内の知的財産に関する管理組織の充実に
努め、また、学外の技術移転機関
（TLO）等の協力を得て、技術移転を行
う。

【シーボルト校】

【達成水準】
○学内の知的財産に関する管理組織を充
実する。
○技術移転機関（TLO)等の協力を得て技
術移転を行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅳ)
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

ウエ
イト

達
成
年
度

年度計画中期計画 評価委員会意見等

達成
状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　学内のインキュベーションルームを大学発ベンチャー
企業「ノリッジエンジン」に貸与した（平成18～20年
度）。
　また、学外のインキュベーション施設「ながさき出島
インキュベータ（D-FLAG）」の設立にともない、「長崎
大学、長崎総合科学大学、県立長崎シーボルト大学連携
型起業家育成施設に関する基本合意書」を締結し、大学
発ベンチャーの設立および育成を積極的に推進した。
　なお、「D-FLAG」の募集情報を教員に周知した結果、
本学教員が連携している企業等3件の入居が決定した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　学内インキュベーションルーム
の活用及び学外インキュベーショ
ン施設運営に対する支援を行う。

　学外のインキュベーション施設である「D-FLAG」への
運営参画や、「D-FLAG」内での定例講演会において講師
として本学教員を派遣するなどの支援を行った。
　学内インキュベーションルームについては、今後の利
用を推進するため、活用法の検討やインキュベーション
ルームの使用要綱などの見直しを行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　学内インキュベーションルーム
の活用及び学外インキュベーショ
ン施設運営に対する支援を行う。

　ながさき出島インキュベータ（D-FLAG）入居企業2社
との共同研究のほか、D-FLAGで長崎県立大学シーズ発表
会を行うなどの支援を実施した。
　また、学内インキュベーションルームについては、学
内教員に利用の募集を行ったが21年度から応募がないた
め、ニーズを踏まえたうえで、施設の有効利用の観点か
ら存続等について今後検討する。

225　大学発ベンチャーの設立及び育成
を積極的に推進する。

【シーボルト校】

(Ⅲ)

【達成水準】
○学内インキュベーションルームの活用
を図る。
○大学発ベンチャービジネスの受け皿と
なるD-FLAGを支援する。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

22

(Ⅲ)

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

ウエ
イト

達
成
年
度

年度計画中期計画 評価委員会意見等

達成
状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員評価において、各教員が研究活動・業績の自己点
検・評価を実施し、研究水準の向上に努めるとともに、
教員評価委員会において検証を行った。

（教員評価において把握した研究実績）
○平成17・18年度実績
　　論文掲載　　　　　　　　151件
○平成18・19年度実績
　　論文掲載　　　　　　　　192件
○平成19・20年度実績
　　論文掲載　　　　　　　　178件

※研究活動については、毎年度過去2年度分の活動業績
について評価を実施している。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　教員の研究活動・業績につい
て、自己点検・評価を踏まえ、引
き続き大学の研究水準の検証を行
い、その向上を図る。

　教員評価において、各教員が研究活動・業績の自己点
検・評価を実施し、研究水準の向上に努めるとともに、
教員評価委員会において検証を行った。

（教員評価において把握した研究実績）
○平成20・21年度実績
　　論文掲載　　　　　　　　135件

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　教員の研究活動・業績について
の自己点検・評価を実施し、大学
の研究水準の検証を行い、その向
上を図る。

　教員評価において、各教員が研究活動・業績の自己点
検・評価を実施し、研究水準の向上に努めるとともに、
教員評価委員会において検証を行った。

（教員評価において把握した研究実績）
○平成21・22年度実績
　　論文掲載　          　　304件

【達成水準】
○教員の研究成果については、教員評価
において把握する。
○学術誌等への論文の掲載や著作の状況
等を教員評価の評価項目とする。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

22226　国際的に評価の高い学術雑誌、ま
たはわが国で学問・実務・実業の面で寄
与の高い学術雑誌への論文投稿を通し
て、国内外で第一線の学術成果を挙げて
いることを検証する。

(Ⅲ)

③研究の水準・成果の検証
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

ウエ
イト

達
成
年
度

年度計画中期計画 評価委員会意見等

達成
状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　科学研究費補助金の応募に向けて、平成18年度から学
内説明会を実施した。また、外部資金の公募情報を教職
員用Webページに掲載し、外部研究資金の応募件数を増
加させた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　科学研究費補助金や国等が公募
する競争的資金への応募件数及び
採択件数を増加させる取り組みを
継続して実施する。

　平成22年度科学研究費補助金の応募に向けて、科学研
究費補助金に関する学内説明会を実施した。
　また、外部資金の公募情報を教職員用Webページに掲
載し、外部研究資金の獲得を促した。
　なお、獲得した外部研究資金は№208のとおり。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　科学研究費補助金や国等が公募
する競争的資金について、応募件
数及び採択件数を増加させる取り
組みを継続して実施する。

　平成23年度科学研究費補助金の応募に向けて、日本学
術振興会から講師を招聘し、最近の科学研究費補助金制
度の動向、調書作成時における留意事項、ポイントなど
の学内説明会を実施した。
　また、日本学術振興会および科学技術振興機構のメー
リングリストに登録し、外部資金の公募情報の収集に努
めるとともに、公募情報を同報メールで配信し、外部研
究資金の獲得を促した。
　なお、獲得した外部研究資金は№208のとおり。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　研究に関する教員評価については、項目基準を整備
し、実施基準としてまとめ、教員評価システムを構築し
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　教員評価システムによる評価を
実施するとともに、その検証を行
う。

【№162再掲】
　教員評価を実施し、評価結果をホームページに掲載し
た。
　また、各学部において評価項目等の妥当性について検
証し、基準の改正を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　業績データベースの構築に着手
する。

　業績、教員評価、中期計画、自己点検・評価、大学基
本情報等を管理するためのデータベースシステムの基本
パッケージを導入した。次年度以降、カスタマイズを行
いシステムを構築する。

【達成水準】
○外部資金に関する情報提供を積極的に
行い、科学研究費補助金等の応募件数、
採択件数を増加させる。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○研究に関する教員評価システムを確立
する。

≪平成22年度達成≫

227　21世紀COEプログラム、科学研究費
補助金、その他国が推進するプロジェク
ト研究等への応募と採否等を通じて、研
究水準を常に確認する。

22228　研究の水準やその成果について
は、公正・的確な評価を行うため、基礎
的データの整備を行うとともに、自己評
価等を基にした学内評価システムを確立
する。

22
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中
期
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度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

ウエ
イト

達
成
年
度

年度計画中期計画 評価委員会意見等

達成
状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　平成21年度以降に実施するため、平成17～20年度の年
度計画なし。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　外部評価の必要性や実施方法等
について、他大学の実施状況等を
参考に調査･研究する。

【№164再掲】
　大学基準協会による評価を受検した。また、情報収集
した他大学の外部評価機関の報告書と併せて分析を行っ
たところ、今回受験した大学基準協会の評価手法や内容
等は同レベルであり、文部科学省中央教育審議会などで
の議論も反映されていることから、改めて他の外部評価
を実施する必要はないと判断した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【21年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　本学ホームページに、教員の研究一覧のほか、研究成
果の概要を掲載するなど、研究活動の紹介を行い、研究
水準の向上に努めた。
　また、公開講座や地域公開講座における参加者アン
ケートの結果を教員へ周知し、研究活動の向上と改善に
つなげた。

≪「資料編」№27参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　長崎県立大学学術機関リポジト
リシステム（研究成果データベー
スシステム）の運用を開始し、イ
ンターネットを通じて研究成果を
社会に提供する。

【№219再掲】
　「長崎県立大学学術リポジトリ」に、各学部の紀要か
ら332の論文を登録し、インターネットを通じて公開し
た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　公開講座やシンポジウム等を通
じて得られる社会からの意見等
を、研究活動の水準の向上に結び
つける。

　平成22年度に実施した公開講座でのアンケート結果を
担当講師へフィードバックするとともに、次年度の公開
講座講師選出のため受講者のニーズを各学科へ情報提供
した。
　また、「長崎県立大学学術リポジトリ」に、各学部の
紀要から383の論文を登録し、インターネットを通じて
公開したほか、論文名や学会発表実績などの詳細な業績
集もホームページに掲載した。

Ⅲ

【達成水準】
○研究成果をデータベース化し公開す
る。
○公開講座、シンポジウム等において、
アンケートや意見交換会等を実施し、そ
の結果を研究活動に反映させる。

≪平成22年度達成≫

【達成水準】
○必要に応じ、外部評価を受ける。

≪平成21年度達成≫

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

21

22

(Ⅲ)

229　必要に応じ、外部評価を行い、そ
の結果を研究の水準や成果の向上のため
に活用する。

230　研究内容と成果を公開することに
よって社会への説明責任を果たすととも
に、社会からの意見等を研究活動の水準
の向上と改善に結びつける。
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

ウエ
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達
成
年
度

年度計画中期計画 評価委員会意見等

達成
状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　公開講座や地域公開講座におけるアンケート調査によ
り、地域社会の評価を把握した。
　また、佐世保校では、大学ホームページに学長裁量研
究費の採択件数や研究テーマ等を掲載した。シーボルト
校では、重点研究課題にかかる研究活動を適切に評価す
るため、その研究成果について公開による発表会を実施
した。

≪「資料編」№19参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

ウエイト小計

－231　研究に関する地域社会の評価を把
握するシステムを整備し、その評価を研
究成果の評価と向上に活用する。 【達成水準】

○研究に関する地域社会の評価を把握す
るシステムを整備する。

≪未達成≫

○内容に対する意見
・公開講座等におけるアン
ケート調査や研究成果発表
会の実施のみでは出席者が
限られており、そのことを
もって大学の研究に関する
地域社会の評価を把握する
システムを整備したとする
ことは問題がある。第２期
中期計画における取組の中
で、地域の意見等を幅広く
聞き、研究活動に積極的に
活用していくことを求め
る。

(Ⅲ)

Ⅱ
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中
　
期
　
目
　
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　重点研究課題審査委員会を設置し、重点研究課題を決
定した。また、学長を中心に、申請内容を審査し、効果
的な資金配分を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

【達成水準】
○学長のリーダーシップのもと、全学的
な体制を整備し、重点研究課題の決定、
重点的資金配分等を行う。

≪平成19年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

232　優れた研究成果をあげ、存在感の
ある大学となるため、重点研究課題の決
定、研究者及び研究支援者の確保と配
置、研究資金の確保と重点的資金配分等
を、学長のリーダーシップのもとで円滑
に行うための全学的な体制を整備する。

19

Ⅰ　大学の教育研究の質の向上
　２　研究に関する目標
　（２）研究実施体制等の整備に関する目標

①研究者の配置に関する基本方針
70　良好な研究体制を維持・強化するため、研究者の補充・配置を適切に進める。
71　学内教育研究組織内の共同研究や関連分野における国内外の共同研究を促進し、特に、社会的ニーズの高い研究領域については研究費の重点配分を行うなど、弾力的な研究実施体制を整備する。
72　大学が設定する重点研究課題等について、学外から客員研究員を受け入れる体制を整備する。

②研究環境の整備に関する基本方針
73　社会的、地域的要請の高い研究等の中から、重点研究課題を選定し、多様な研究活動を柔軟に推進できるよう弾力的な研究実施体制を構築する。
74　研究を創造的、効率的に実施し、質の高い成果を得るために、研究支援体制の整備、強化を行う。
75　外部資金を含む研究資金の確保を図るとともに、大学が重点的に推進する研究に優先的に研究資金や研究設備を配分・配置する。
76　他大学や研究機関、企業との共同研究の推進など、研究に関して地域の産学官等との連携体制を整備する。
77　知的財産の創出及び取得に積極的に取り組むことができるよう知的財産の管理体制を整備する。

③研究活動の評価に関する基本方針
78　研究活動の成果については、法人による自己点検・評価に関するシステムを整備し、実施するとともに、中期目標期間の業績評価については、第三者評価を受ける。
　　また、教員評価に関するシステムを整備し、実施するとともに、必要に応じて第三者評価を受ける。
79　重点研究課題について、適切な評価方法を確立し、一定期間ごとに評価を実施する。
80　評価結果については、学内外に公表する。

④評価結果を研究の質の向上に結びつけるための基本方針
81　評価結果を研究課題の見直しや教育研究費の配分等に反映させる。
82　全国的な共同研究や学内の横断的な共同研究を推進することにより、研究の質の向上を図る。

①適切な研究者等の配置

中期計画

達
成
年
度

評価委員会意見等

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

年度計画

達成
状況

- 166 -



長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画

達
成
年
度

評価委員会意見等

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

年度計画

達成
状況

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)
　「長崎県立大学客員教授等選考規程」「長崎県立大学
客員研究員規程」を制定し、客員教授や客員共同研究員
の受入などにより、重点研究課題等に対する適切で弾力
的な研究者配置を行った。

（客員教授称号付与実績）
　平成17年度： 1名
　平成18年度： 1名

（客員研究員受け入れ実績）
　平成17年度： 9名
　平成18年度：15名
　平成19年度：14名
　平成20年度：14名

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（客員教授称号付与実績）　　1名
（客員研究員受け入れ実績） 15名

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

（客員研究員受け入れ実績）  20名

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員評価の結果を、教育研究費へ反映させるシステム
を整備した。
　また、学長裁量研究費においても、個々人の研究業績
に配慮した配分を行った。

≪「資料編」№19参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

234　優れた研究成果をあげた教員に対
しては、適正な評価による優遇措置等を
整備し、研究の活性化に活かす。

18

【達成水準】
○教員評価結果による研究費配分システ
ムを整備する。

≪平成18年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

233　基盤基礎研究への十分な配慮を行
うとともに、重点課題研究へ研究者を戦
略的に配置する。このため、大学が設定
する重点研究課題等について、適切な人
材の学外からの一定期間の招聘、客員研
究員の受け入れなど、弾力的に研究者を
配置する体制を整備する。

18
【達成水準】
○客員教授、客員研究員制度を整備す
る。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
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中
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年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画

達
成
年
度

評価委員会意見等

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

年度計画

達成
状況

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　国際文化経済研究所を研究推進の中核機関と位置付
け、各学科の代表として研究推進コーディネーター（3
名）を配置し、研究活動の推進・調整を行った。
　また、研究所に専門研究員（1名）を配置し、重点研
究課題である離島研究などを推進した。
　なお、平成19年度末に国際文化経済研究所を廃止し、
全学的に東アジア地域の大学・研究機関との連携、相互
交流等を推進する「東アジア研究所」、産学官連携を推
進する「地域連携センター」へ機能を移転した。

≪「資料編」№5参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　大学で育てるべき重点研究課題を決定し、学長を中心
に申請内容を申請し、効果的な資金配分を行った。
　また、新たな学際領域の開拓や地域貢献も視野に入れ
た長崎県公立大学法人プロジェクト研究を両校の共通プ
ロジェクトとして創設し、重点的資金配分を行った。

（中期計画重点課題研究）
＜佐世保校＞
○「地域・離島」に関連する研究
○「東アジア・中国」に関連する研究

＜シーボルト校＞
○「人間の安心・安全と平和」に関連する研究
○「人間開発」に関連する研究

≪「資料編」№20･21･22参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

【達成水準】
○国際文化経済研究所に専門研究員（教
員）を配置する。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

18235　国際文化経済研究所を学内の研
究、研究に関わる学外との連携を推進す
る中核機関と位置付け、研究活動の推
進・調整に重点をおく専任研究員（教
員）を配置する。

【佐世保校】

【達成水準】
○学長裁量研究費において重点研究課題
を定め、優先的に採択することで重点的
資金配分を行う。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

18
②－①研究資金の配分システム
236　大学で育てるべき重点研究課題を
決定し、研究費等特別の資金枠を確保
し、重点的資金配分を行う体制を整備す
る。
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度
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達
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度
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ウエ
イト判断理由（実施状況表）

年度計画

達成
状況

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　研究費の有効活用と研究の活性化を図るため、競争的
資金である学長裁量研究費を活用して、地域の課題に即
した研究を優先採択し、研究資金を重点的に配分した。

（地域の課題に即した研究）
＜佐世保校＞
○「長崎に根ざし、長崎県の社会経済文化の向上に資す
る研究」

＜シーボルト校＞
○「地域振興研究」

≪「資料編」№20参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】
（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)
【17年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学長裁量研究費における研究成果は研究年度ごとの報
告（中間報告、最終報告）を義務づけた。
  また、重点課題研究については、大学ホームページへ
の研究テーマ掲載、大学紀要等への掲載により研究成果
を公表した。

≪「資料編」№19参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】
（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

【達成水準】
○重点研究課題の研究成果の報告を毎年
度義務づける。
○重点研究課題の成果については、大学
ホームページ、大学紀要で公表する。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

18

17

238　重点配分、傾斜配分となった研究
課題については、一定期間ごとに、研究
成果の報告を義務づけホームページ等で
公表する。

【達成水準】
○学内の競争的資金である学長裁量研究
費において、地域の課題に即した研究を
重点研究課題と設定し、優先採択する。

≪平成17年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

237　地域の課題に即した研究への研究
費の傾斜配分や応募方式の導入など研究
費の配分に競争原理を導入することに
よって、研究費の有効活用と研究の活性
化を図る。
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員評価の評価結果を、教育研究費へ反映させるシス
テムを平成17年度に整備し、平成18年度から実施した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　科学研究費補助金の応募に向けて、科学研究補助金に
関する学内説明会を実施した。また、科学研究費補助金
等外部資金への応募、採択を教員評価の評価項目に加
え、その獲得を促進した。
　また、文部科学省による教育改革支援事業（教育GP)
への応募や、共同研究・受託研究の受け入れについても
積極的に行なった。
　なお、外部資金の公募情報を教職員Webページに掲載
するなど、外部資金獲得を積極的に推進した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　国内外の競争的な研究資金に関
する情報をもとに、外部研究資金
の獲得を促す。

　平成22年度科学研究費補助金の応募に向けて、科学研
究補助金に関する学内説明会を実施した。
　また、外部資金の公募情報を教職員用Webページに掲
載し、外部研究資金の獲得を促した。
　なお、獲得した外部研究資金は№208のとおり。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　国内外の競争的な研究資金に関
する情報をもとに、外部研究資金
の獲得を促す。

【№227再掲】
　平成23年度科学研究費補助金の応募に向けて、日本学
術振興会から講師を招聘し、最近の科学研究費補助金制
度の動向、調書作成時における留意事項、ポイントなど
の学内説明会を実施した。
　また、日本学術振興会および科学技術振興機構のメー
リングリストに登録し、外部資金の公募情報の収集に努
めるとともに、公募情報を同報メールで配信し、外部研
究資金の獲得を促した。
　なお、獲得した外部研究資金は№208のとおり。

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○科学研究費補助金、共同研究、受託研
究等の外部研究資金を受入を促進する。
○応募件数増加のためホームページや
メールで情報を提供する。

≪平成22年度達成≫

【達成水準】
○教員評価システムを構築し、評価結果
に基づく研究費配分を行う。

≪平成18年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

18239　研究資金の配分方法に関しては、
評価に基づく配分システムを整備し、適
切な運用を図る。

240　重点課題研究を始めとする学内の
研究等を推進するために、外部研究資金
の導入を積極的に進める。

22
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　情報処理システムに関する基本方針を作成し、当該方
針に基づき、図書情報、研究室等のシステムを整備し
た。
　附属図書館においては、電子ジャーナル、データベー
スを導入し、研究に必要な学術情報の提供を行った。
　学内の研究成果に関しては、長崎県立大学学術機関リ
ポジトリシステム（研究成果データベースシステム）を
構築した。
　なお、シーボルト校においては、高額研究機器の更
新・整備に関して購入基本計画に基づき、優先順位の高
いものから機器の更新を行なった。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　長崎県立大学学術機関リポジト
リシステム（研究成果データベー
スシステム）の運用を開始し、イ
ンターネットを通じて研究成果を
社会に提供する。

【№219再掲】
　「長崎県立大学学術リポジトリ」に、各学部の紀要か
ら332の論文を登録し、インターネットを通じて公開し
た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　各種学術情報の収集や提供を充
実するとともに、研究施設・設備
等の整備を行う。

　「長崎県立大学学術リポジトリ」に、各学部の紀要か
ら383の論文を登録し、インターネットを通じて公開し
た。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　研究設備の更新について、機器の活用状況を把握した
上で、耐用年数や必要性を検討し長期的な購入基本計画
を策定し、順次更新した。
　また、重点的研究や教育上必要がある場合は、機動的
に対応した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　研究設備の更新や新規導入につ
いては計画的に実施する。ただ
し、必要がある場合には機動的に
対応する。

　研究設備の更新や新規導入については、基本計画に基
づき計画的に整備した。平成21年度は、高速液体クロマ
トグラフの更新を行ったほか、生体ガス分析用質量分析
装置など必要な研究機器を購入した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　研究設備の更新や新規導入につ
いては計画的に実施するととも
に、必要がある場合には機動的に
対応する。

　研究設備の更新や新規導入については、基本計画に基
づき計画的に整備した。平成22年度は、共焦点レーザー
顕微鏡の更新や透過型電子顕微鏡などの更新を行ったほ
か、講義の設備を整えるために、講義室や教室のパソコ
ンやプロジェクターの更新・新規導入を行った。

22241　学術刊行物・電子ジャーナル及び
その他の情報データベース等研究に必要
な学術情報とその利用環境の整備、学内
の研究成果に関するデータベースの整
備、その他の研究施設・設備の整備を全
学的な観点から体系的・計画的に行い、
研究基盤の強化を推進する。

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22242　研究設備については、長期的な計
画のもと整備を行うことを原則とする。
ただし、大学が重点的に推進する研究に
ついて必要がある場合は、機動的に対応
する。

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○研究設備は長期的な整備計画に基づき
整備するとともに、必要に応じた機動的
な対応も行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

【達成水準】
○情報処理システムに関する基本方針を
作成し、当該方針に基づいた図書情報、
研究室等のシステムを整備する。
○電子ジャーナルを導入する。
○研究成果のデータベース化を図る。
○長期的な整備計画に基づき、研究施
設・設備を整備する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

②－②研究に必要な設備等の活用・整備
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　シーボルト校では、学外との共同利用が可能な機器に
ついて、ホームページに掲載し、設備等の相互利用がで
きる体制を整備した。
　また、県の公設試験研究機関から、所有する機器等の
情報提供を受けるとともに、研究設備・施設等の相互利
用を推進した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　県の公設試験研究機関等との相
互利用の推進を図る。

　シーボルト校では、大学が保有する研究設備・施設に
ついて、引き続きホームページで情報を提供し、設備等
の相互利用ができる体制を整えている。
　なお、栄養健康学科での長崎県窯業技術センターとの
共同研究において、引き続き機器の相互利用を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　県の公設試験研究機関等との相
互利用の推進を図る。

　科学技術振興機構（略称JST）の「地域産学官共同研
究拠点整備事業」の採択をうけ、機能性食品の研究開発
拠点として、分析装置（高速液体クロマトグラフ）の貸
与を受け、公設試験場や民間研究機関が利用できるよう
にするとともに、同設備に関する「機能性食品開発人材
開発セミナー」を開催するなど利用を呼びかけた。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　科学研究費補助金など外部資金の獲得により、研究環
境の整備に努めた。

（外部資金により導入した研究設備）
　平成17年度：高速冷却遠心機他
　平成18年度：バイオメディカルフリーザー他
　平成19年度：倒立型ルーチン顕微鏡他
  平成20年度：微量高速遠心機他

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　企業や学外研究機関等との共同
研究を推進し、外部資金獲得の促
進を図り、設備の充実に努める。

　平成21年度は、科学研究費補助金　27件23,384千円
（申請67件）、受託研究費　8件9,809千円、共同研究費
9件9,000千円などの外部資金を獲得し、当該資金を活用
して、加速度脈波測定システムや試験管濃縮装置セット
等の研究設備を整備した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　企業や学外研究機関等との共同
研究や受託研究を推進し、外部資
金獲得の促進を図り、設備の充実
に努める。

 平成22年度は、科学研究費補助金29件37,035千円（申
請68件）、受託研究費12件15,037千円、共同研究費12件
11,225千円などの外部資金を獲得した。
　また、科学技術振興機構（略称JST）の「地域産学官
共同研究拠点整備事業」の採択をうけ、機能性食品の研
究開発拠点として、分析装置（高速液体クロマトグラ
フ）の貸与を受けた。

(Ⅲ)

Ⅲ

22243　学内の施設を学外に開放し、県の
公設試験研究機関等と相互利用すること
により、有効な活用を図る。

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22244　外部資金による研究プロジェクト
の獲得及び共同研究・受託研究の実現に
努め、設備の充実を図る。

Ⅲ

【達成水準】
○大学の研究設備・施設などを外部との
共同研究に利用できるようにする。
○学内施設を県の公設試験研究機関等と
相互利用する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

【達成水準】
○外部資金により、研究設備を導入す
る。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　外部資金公募やセミナーの開催など各種情報を提供す
るため、教員に対する一斉メールシステムや学内Web
ページなどを整備した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【No219再掲】
　研究成果をデータベース化し、インターネットを通じ
て社会へ提供するために、長崎県立大学学術機関リポジ
トリシステムを構築し、紀要の電子化を進めた。
　また、本学の教員が共同研究可能な研究分野、共同研
究・受託研究等の実績、地域社会の振興発展や活性化に
寄与するための「地域振興研究」の実績一覧をホーム
ページに掲載し、研究情報の発信に努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　長崎県立大学学術機関リポジト
リシステム（研究成果データベー
スシステム）の運用を開始し、イ
ンターネットを通じて研究成果を
社会に提供する。

【№219再掲】
　「長崎県立大学学術リポジトリ」に、各学部の紀要か
ら332の論文を登録し、インターネットを通じて公開し
た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【21年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

【達成水準】
○研究成果のデータベース化を図り、イ
ンターネットを通じて公開する。

≪平成21年度達成≫

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○外部研究資金に関する情報をホーム
ページやメールにて周知を図る。

≪平成18年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

246　学内の研究成果をデータベース化
し、インターネットを通じて提供するシ
ステムを整備する。

18245　研究費助成に関する情報収集、申
請・受入れなど研究支援体制を強化する
とともに、各種セミナーや外部資金に関
する情報を提供するための学内情報網を
充実する。

21
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【シーボルト校】
　教育研究の支援体制の整備を行うため、以下の充実を
図った。
（情報センター）
　情報センターとシステム管理室を統合して学生や教職
員へのスムーズな対応を可能とした。
　また、IT関連相談の対応や学生支援システムについて
の改良を行ったほか、更新した情報機器およびソフト
ウェアの導入や設定等に関するサポートを実施した。

（外国語教育センター：現 国際交流センター）
　国際交流センターに学生対応の窓口、専用の広報ス
ペースを設置した。
　また、国際交流センター専用のホームページを作成
し、学生への外国語教育に関する情報提供を随時行なっ
た。
　なお、CALLシステムの更新も行い、教員および学生を
対象に利用講習会を実施した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

【達成水準】
○情報センター、外国語教育センターの
サポート体制を充実させる。

≪平成20年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

20247　情報センター、外国語教育セン
ターの機能を充実させ、教育研究の支援
体制の整備を行う。

【シーボルト校】
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学内の知的財産の管理組織充実のため、地域連携セン
ターに知的財産に関する専門知識を有する職員を配置す
るとともに、知的財産に関する広報紙の発行や知的財産
セミナーの開催、「研究記録ノート」の教員への配布を
行うなど知的財産創出への取り組みを強化した。
　また、知的財産権制度説明会へ教職員を参加させ、知
的財産に関する意識啓発を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　知的財産の管理規程等を追加整
備するとともに、知的財産に関す
るセミナー等の開催を行う。

　特許権の実施契約やその管理に関する規程の見直しを
行った。また、地域連携センターでは、知的財産に関す
る学内向け啓発資料の配布（2回）や知的財産セミナー
（3回）を開催するなど知的財産創出への取り組みを
行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【21年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　特許技術移転を推進するために、長崎TLOと技術移転
業務委託契約を締結し、協力体制を整備するとともに、
本学シーズの技術評価調査依頼を行った（平成22年5月
15日解散）。
　なお、平成20年度は独立行政法人科学技術振興機構
（JST）シーズ発掘試験研究に長崎TLOの協力を得て申請
した結果、申請した結果、3件のうち1件が採択された。

※独立行政法人科学技術振興機構（JST）シーズ発掘試
験…研究シーズの実用化を目指し、助言や経済的支援を
JSTが行なうもの。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

【達成水準】
○TLOとの協力体制を構築する。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

18249　特許技術移転のため、学外の大
学・研究機関のTLOとの協力体制を構築
する。

【シーボルト校】

【達成水準】
○知的財産の創出、取得、管理及び活用
についての体制を整備する。

≪平成21年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

21248　知的財産の創出、取得、管理及び
活用についての体制を整備し、業務の適
正化と効率的な運用を図る。

②－③知的財産の創出、取得、管理及び活用

(Ⅲ)
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【No160再掲】
　学長を中心とする中期計画推進本部を組織し、中期計
画・年度計画を通じた自己点検・評価を実施した。
　なお、評価結果については、各校の中期計画推進部会
に報告するとともに、各部局において教育の改善に努め
た。

　また、平成21年度の大学認証評価受検に向け、全学的
な自己点検・評価を実施し、報告書を作成した。
　なお、この自己点検・評価により明らかとなった課題
については、今後各部局で改善へ取り組んでいく。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　大学基準協会による大学評価を
受検するとともに、平成20年度に
実施した自己点検・評価の結果等
に基づき、大学全体あるいは各部
局ごとに研究の改善を進める。

　大学基準協会による大学評価を受検した。その結果、
大学基準に適合していると認定された。
　また、自己点検・評価報告書に記載した改善の方策に
基づき改善を進めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　平成21年度に受検した大学基準
協会の評価結果や自己点検・評価
の結果等に基づき、大学全体ある
いは各部局毎に研究の改善を進め
る。

　中期計画推進本部を中心に、中期計画・年度計画を通
じた自己点検･評価を実施し、研究に関する事項につい
て改善を進めた。
　また、大学基準協会の指摘事項についても改善に取り
組んだ。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員の研究活動については、教員評価システムに基づ
き、評価を実施した。
　また、教員評価にかかる各教員からの意見等をもとに
システムの検証を行った。
　なお、教員採用候補者や昇任審査の際の研究業績の評
価について、学内者の意見だけではなく、外部有識者
（2名）の意見を参考にする制度を設けた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

【達成水準】
○教員評価システムによる自己点検・評
価を実施し、システムの検証を行う。
○教員採用や昇任審査の際に学外者の意
見を聴取する。

≪平成18年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○大学・学部等の研究活動に関する評価
の枠組みを体系的に整備する。
○自己点検・評価、外部評価、第三者評
価等の評価を実施する。

≪平成22年度達成≫

③研究活動の評価

18

(Ⅲ)

22

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

250　自己点検・評価、外部評価、第三
者評価等大学・学部等の研究活動に関す
る評価の枠組みを体系的に整備し、効率
的・効果的に評価を実施する。また、評
価結果を研究の質の向上にフィードバッ
クするシステムを整備し、的確な運営を
行うことにより、研究の改善を推進す
る。

251　教員の研究活動については、専門
分野等の特性を考慮に入れ、自己点検・
評価やピア・レビュー（専門家による評
価）等の実施を視野に入れた適切な評価
方法を検討し、充実を図る。
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　佐世保校では、学長裁量研究費の配分を受けた研究に
ついて、成果シートの提出を義務づけ、翌年度学長裁量
研究費の採択の可否の判断材料とした。また、大学ホー
ムページに学長裁量研究費の採択件数や研究テーマ等を
掲載した。
　シーボルト校では、重点研究課題を含む学長裁量研究
費の配分を受けた全ての研究について、公開による発表
会を実施した。また、発表された研究成果については翌
年度の採択の可否の判断材料とした。

≪「資料編」№19参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)
　重点研究課題について、研究活
動の評価を行うとともに、この結
果を学内外へ公表する。

　佐世保校においては、学長裁量研究費の配分を受けた
研究について、成果シートを提出させた。平成21年度
は、この成果シートも用いて審査を行い、応募件数、採
択件数、採択したテーマをホームページで公表した。ま
た、集計した学会発表等の研究成果もホームページに掲
載した。
　シーボルト校においては、重点研究課題にかかる研究
活動を適切に評価するため、昨年に引き続き一般公開に
よる研究成果の発表会を実施した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　重点研究課題について、研究活
動の評価を行うとともに、その結
果を学内外へ公表する。

　佐世保校では、平成21年度の学長裁量研究の成果を
ホームページに掲載し、学内外に公表した。また、平成
22年度の学長裁量研究費の採択にあたっては、平成21年
度の学長裁量研究の成果物や収支明細を参考資料に加
え、額の確定及び採択を行った。
　シーボルト校では、重点研究課題にかかる研究活動を
適切に評価するため、昨年に引き続き一般公開による研
究成果の発表会を実施した。また、発表された研究成果
については翌年度採択の参考とすることとした。

22252　重点研究課題について、組織及び
個々の研究者による研究活動を適切に評
価する方法を確立し、一定期間ごとに評
価を実施するとともに、この結果を学内
外に公表する。また、その評価結果にも
とづいて、資金・資源配分の見直しを行
うとともに、必要に応じ課題の見直しを
行う。

Ⅲ

【評価委員会の評価「Ⅱ」】
○法人の自己評価は妥当性を
欠く。
・重点研究課題に係る研究活
動の評価については、シーボ
ルト校において、学長裁量研
究費の採択結果が学内の一般
掲示板に掲示されているが、
そのことをもって研究活動の
評価結果が学内外に公表され
ているとは言い難く、「一定
期間ごとに評価を実施すると
ともに、この結果を学内外に
公表する」とした中期計画を
十分に実施したものとは認め
られない。

○内容に対する意見
・シーボルト校における重点研
究課題に係る研究活動の評価に
ついては、その結果が学内外に
十分に公表されているとは言い
難い。第２期中期計画の取組に
おいては、引き続き研究水準及
び成果の検証に努めるととも
に、その結果についてもホーム
ページ等を通じて分かりやすく
情報発信していくことを求め
る。

【達成水準】
○重点研究課題について、研究活動を適
切に評価する方法を確立し、評価を実施
する。
○評価結果は、学内外に公表するととも
に、評価配分に基づく資金配分の見直し
を行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

【評価委員会の評価
「Ⅱ」】
○法人の自己評価は妥当性
を欠く。
・重点研究課題に係る研究
活動の評価については、
シーボルト校において、学
長裁量研究費の採択結果が
学内の一般掲示板に掲示さ
れているが、そのことを
もって研究活動の評価結果
が学内外に公表されている
とは言い難く、「一定期間
ごとに評価を実施するとと
もに、この結果を学内外に
公表する」とした中期計画
及びその達成に向けた最終
年度の取組を十分に実施し
たものとは認められない。
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【No219再掲】
　研究成果をデータベース化し、インターネットを通じ
て社会へ提供するために、長崎県立大学学術機関リポジ
トリシステムを構築し、紀要の電子化を進めた。
　また、本学の教員が共同研究可能な研究分野や、共同
研究・受託研究等の実績、地域社会の振興発展や活性化
に寄与するための「地域振興研究」の実績一覧をホーム
ページに掲載し、研究情報の発信に努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　長崎県立大学学術機関リポジト
リシステム（研究成果データベー
スシステム）の運用を開始し、イ
ンターネットを通じて研究成果を
社会に提供する。

【№219再掲】
　「長崎県立大学学術リポジトリ」に、各学部の紀要か
ら332の論文を登録し、インターネットを通じて公開し
た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【21年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員評価結果について、前年度結果と比較できる形で
各教員へ通知し、各自が改善に努めた。
　また、必要に応じて学部長から必要な助言･指導を行
い、教員の研究活動の推進に努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　教員評価の結果を本人に通知
し、研究の質の向上に努めるとと
もに、改善結果を確認する。

　平成21年度教員評価結果について、前年度結果と比較
できる形で各教員へ通知した。
　なお、研究領域において、一定水準以上（評価「2」
以上）の評価結果となった者は、佐世保校で76.0％（平
成20年度実績：83.3％）、シーボルト校で89.5％（平成
20年度実績：90.9％）であった。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　教員評価の結果を本人に通知
し、研究の質の向上に努めるとと
もに、改善結果を確認する。

　平成22年度教員評価結果について、前年度結果と比較
できる形で各教員へ通知した。
　なお、研究領域において、一定水準以上（評価「2」
以上）の評価結果となった者は、佐世保校で72.4％（平
成21年度実績：76.0％）、シーボルト校で90.2％（平成
21年度実績：89.5％）であった。

22254　研究活動の評価については研究者
本人に通知し、各自改善することによ
り、質の向上に努める。また、改善結果
を確認する。

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

④研究活動の評価結果を質の向上に繋げる

【達成水準】
○教員評価の結果を本人に通知し、研究
の質の向上に努めるとともに、改善結果
を確認する。

≪平成22年度達成≫

253　研究活動及びその成果について
は、ホームページを通じて学内外に公表
し質の向上に繋げる。

21

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○研究活動の成果をホームページで公表
する。
○研究成果のデータベース化を図る。

≪平成21年度達成≫
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　基本方針に基づき、自己点検・評価による教員評価を
実施し、教員の研究費に反映させた。
　また、学長を中心とする大学教員評価委員会で、その
評価システムの検証を行い、必要に応じて見直しを行っ
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　科学研究費補助金やその他の補助金等による共同研究
を通じて、他大学・研究機関の研究者との交流を促進し
た。

（共同研究実績）
　平成17年度：10件
　平成18年度：13件
　平成19年度：13件
　平成20年度：23件

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学外の研究者との研究交流を促
進するため、科学研究費やその他
の補助金による共同研究プロジェ
クトを推進する。

　科学研究費補助金やその他の補助金等を活かして、長
崎県と慶應義塾大学の連携事業「地域の強みを活かした
向上支援事業」に共同研究として参加するなど、他大学
や研究機関の研究者との共同研究（17件）を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　共同研究等を通じ全国の大学や
研究機関の研究者との交流を促進
する。

　科学研究費補助金やその他の補助金等を活かして、昨
年度に引き続き長崎県と慶應義塾大学の連携事業「地域
の強みを活かした向上支援事業」に共同研究として参加
するなど、他大学や研究機関の研究者との共同研究（11
件）を行った。

(Ⅲ)

Ⅲ

18

(Ⅲ)

【達成水準】
○教員評価の結果を教育研究費の配分へ
反映する。
○教育評価システムを随時検証し、必要
に応じ見直す。

≪平成18年度達成≫

○他大学や研究機関の研究者との共同研
究を促進する。

≪平成22年度達成≫

256　共同研究等を通じ全国の大学・研
究機関の研究者との交流を促進する。

255　評価に基づく研究費の配分システ
ムを点検・充実する。

⑤全国共同研究、学内共同研究等

(Ⅲ)

Ⅲ

22

Ⅲ
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　国際交流協定に基づき、華僑大学（中国）との学術交
流シンポジウムや、高麗大学校（韓国）との日韓合同国
際カンファレンスを開催し、国際的な共同研究を推進し
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　国際交流協定に基づく共同研究
等を通じた教員及び大学研究機関
等との間の交流を推進する。

　国際交流協定に基づき、佐世保校を会場に、華僑大学
との学術交流シンポジウム「地域経済活性化のための地
域力の模索　－地域産業・地域流通・地域ブランド－」
を開催した。
　また、人間健康科学研究科では、高麗大学校から客員
教授を受け入れ、共同研究を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　国際交流協定を締結している大
学との共同研究を推進する。

　国際交流協定に基づき、華僑大学との学術交流シンポ
ジウムを開催したほか、東亜大学校（韓国）東アジア研
究院長などを講師とした東アジア研究セミナーを3回開
催した。
　また、人間健康科学研究科では、高麗大学校と大分大
学と合同で、本学および高麗大学校を会場として国際カ
ンファレンスを実施し、研究者との交流を図った

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　長崎県公立大学法人プロジェクト研究を創設し、学部
の連携による共同研究を推進した。
　また、学長裁量研究費において、学外者との共同研究
を可能とし、学内外との共同研究を推進した。

≪「資料編」№18･19参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

【達成水準】
○交流提携校との間で学術交流会・シン
ポジウム等を行い共同研究を推進する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22257　国際交流協定に基づく国際的な共
同研究を推進する。

18258　全国共同研究や学内共同研究を積
極的に推進するための、研究費の配分に
ついて検討する。

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○学長裁量研究費において、学外者との
共同研究を可能とする。
○長崎県公立大学法人プロジェクト研究
を創設する。

≪平成18年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ
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【佐世保校】
　「地域経済等に関する連絡会議」の開催、西九州テク
ノコンソーシアムへの参加、県窯業技術センターとの意
見交換会などを開催し、地域の産学官民との連携を深め
た。
　また、県窯業技術センターでのセミナー開催や新上五
島町との共同研究事業の展開など、産学官民連携による
研究を推進した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　地域の自治体、研究機関等との
交流を図り、産学官連携を進め
る。

　「地域経済等に関する連絡会議」（佐世保市、佐世保
商工会議所、長崎県産業振興財団、本学）を開催し、地
域経済などに関する意見交換を行った。
　また、県窯業技術センターでの事業報告会や新上五島
町との共同研究事業により、産学官連携を推進した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　地域の自治体や研究機関等との
交流を図り、産学官連携を進め
る。

　「地域経済等に関する連絡会議」（佐世保市、佐世保
商工会議所、長崎県産業振興財団、本学）を開催し、地
域経済などに関する意見交換を行った。
　また、県窯業技術センターと三川内陶器市実行委員会
との連携事業や新上五島町との共同研究事業により、産
学官連携を推進した。

≪「資料編」№24参照≫

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

22259　地域経済に関する研究を活発化さ
せるため、地域の自治体、大学、研究機
関、住民などとの連携を深め、産・学・
官・民連携による研究の充実に努める。

【佐世保校】

(Ⅲ)

【達成水準】
○産学官民による意見交換会や勉強会を
開催し連携を図る。
○産学官民連携による地域経済に関する
研究を実施する。
○地元自治体、企業等からの受託研究の
受入れ、研究実施を推進する。

≪平成22年度達成≫
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【シーボルト校】
　高麗大学校（韓国）と看護学分野におけるシンポジウ
ムの開催や学術交流を行うことを内容とした交流協定を
締結するとともに、高麗大学校、大分大学医学部、看護
栄養学部の3者による日韓合同国際カンファレンスを開
催し、交流を促進した。
　また、国際交流センターを設置し、交流締結校との国
際交流を推進した。
　なお、リエゾンオフィス（海外拠点）の設置に向け
て、検討を進めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　海外の研究機関との共同研究を
促進するために、学術協定締結校
との学術研究交流を深める。

　学術研究交流を深めるため、高麗大学校から客員教授
を受け入れ、共同研究を行った。
　また、毎年開催している高麗大学校・大分大学・本学
による日韓合同国際カンファレンスは、本学での開催を
予定していたが、新型インフルエンザの流行により開催
を見送った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　海外の研究機関との共同研究を
促進するために、学術協定締結校
との学術研究交流を深める。

　リエゾンオフィスの開設について検討した結果、オ
フィスを開設して現地職員を採用するよりも、本学の事
情に精通したOB教員と連携して、学術交流、共同研究の
ほか、双方の留学生の支援等を行っていくことが経費面
も含め有意義であると判断し、平成22年度から中国と韓
国にリエゾンオフィサーを配置した。このリエゾンオ
フィサーを本学の海外拠点とし、各国の大学との国際交
流や学術交流を推進した。
　また、本学が中心となって、華僑大学及び東亜大学校
（韓国）と協議し、東アジア地域の経済・社会・文化に
関して共同研究を推進することを目的に、華僑大学東方
管理研究センター、東亜大学校東アジア研究院、本学東
アジア研究所の3つの研究機関による日中韓研究機関間
学術交流協定を締結した。

(Ⅲ)

Ⅲ

○内容に対する意見
・リエゾンオフィスの開設に
ついて、経費等の面から開設
は困難と判断した上で、代替
措置として中国と韓国にリエ
ゾンオフィサーを配置し、取
組を行っている。しかしなが
ら、社会情勢の変化等により
中期計画と実際の取組が異な
るのは好ましくないので、今
後、特に海外と関わる中期計
画の策定にあたっては、国際
社会情勢の変化や現地の実態
等を踏まえた内容とすること
が望まれる。

【達成水準】
○海外大学との交流窓口となる組織を作
り、学術協定締結機関との交流活動を積
極的に行う。
○本学の海外拠点としてのリエゾンオ
フィスを開設について検討する。

≪平成22年度達成≫

260　国内外の研究機関との共同研究を
促進するために、本学の海外拠点として
のリエゾンオフィスを開設するととも
に、学術協定締結機関との研究情報の交
換、共同研究の相互提案等の交流活動を
積極的に進める。なお、リエゾンオフィ
スの開設にあたっては、海外の交流提携
校の施設を利用するなど、経費の節減に
努める。

【シーボルト校】

(Ⅲ)

Ⅲ

22
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画

達
成
年
度

評価委員会意見等

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

年度計画

達成
状況

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　研究用施設・設備の有効活用を図るため、共同使用が
可能な機器の一覧表を作成し、地域連携センターのホー
ムページに掲載した。
　また、情報関連インキュベーションルームを整備し、
学内インキュベーションルームを、大学発ベンチャー企
業「ノリッジエンジン」に貸与した。（平成18～20年
度）

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　学内のインキュベーションルー
ムを有効活用する。

　学内インキュベーションルームは、本年度は利用希望
者がいなかった。しかしながら、今後の利用を促進する
ため、活用法やインキュベーションルームの使用要項な
どの見直しを行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　学内のインキュベーションルー
ムを有効活用する。

　学内インキュベーションルームについては、学内教員
に利用の募集を行ったが21年度から応募がないため、
ニーズを踏まえたうえで、施設の有効利用の観点から存
続等を今後検討する。

(Ⅲ)

Ⅲ

22

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○学内のインキュベーションルームを有
効活用する。
○研究用施設・設備の有効活用を図るた
め、共同使用が可能な機器を公表する。

≪平成22年度達成≫

261　学内共同研究施設の有効活用を図
る。

【シーボルト校】
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画

達
成
年
度

評価委員会意見等

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

年度計画

達成
状況

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　新大学における教育研究組織として、3学部7学科、3
研究科5専攻及び3センター1研究所を設置した。

　3センター1研究所については以下のとおり。
○「国際交流センター」：外国語教育の充実と国際交流
の推進
○「地域連携センター」：産学官連携の推進と県民の生
涯学習支援
○「教育開発センター」：教養教育の充実と教育方法の
改善・研究
○「東アジア研究所」：東アジアに関する調査及び研究

≪「資料編」№5参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　平成17年度、国際文化経済研究所に、県内における産
業界・大学研究機関・自治体の連携による研究を推進す
るため、研究推進コーディネーター3名を配置した。
　また、佐世保市からの委託研究にあたっては、当該
コーディネーターが中心となり学内の研究体制を整え、
研究を推進した。
　なお、平成19年度末に国際文化経済研究所を廃止し、
全学的に東アジア地域の大学・研究機関との連携、相互
交流等を推進する「東アジア研究所」、産学官連携を推
進する「地域連携センター」へ機能を移転した。

≪「資料編」№5参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

ウエイト小計

⑥学部・研究科・附置研究所等の研究実施体制等

【達成水準】
○研究体制の再編・拡充について検討
し、学部・研究科・附置研究所等の開
設、センターの設置などを行う。

≪平成20年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

20262　学部と学部間、学部と研究科間の
横断・効果的・効率的な教育研究体制を
構築していくため、学内外の教育研究環
境の変化、社会・時代の要請、評価等に
基づいて、学部・研究科・附置研究所等
の研究実施体制の再編・拡充に努める。

【達成水準】
○産学官民との連携を推進するため、
コーディネーターを配置する。

≪平成17年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

17263　国際文化経済研究所を中心に研究
に関わる地域の産学官民との連携体制を
整備し、地域における研究ニーズ・研究
テーマの発掘、学内の研究活動の地域へ
の周知と協力確保、他大学・研究機関・
企業・自治体等との共同研究・共同事業
を推進する。

【佐世保校】
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中
　
期
　
目
　
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　新大学の理念・目標に基づき、教養教育と各学部にお
ける専門教育との連携を図りながら、地域の人々の健康
と福祉の向上、地域産業の振興、地域の新たな文化の創
造に寄与する人材を育成するカリキュラムを編成した。
　また、新大学院についても各研究科の目的や専門性に
基づき、複雑化・高度化する現代社会に対応する高度な
専門知識・能力を備えた高度専門職業人養成を目的とし
たカリキュラムを編成した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上
　３　地域貢献に関する目標

①教育研究における地域や社会との連携・協力に関する基本方針
83　研究に関する地域のニーズを把握する体制を整備する。
84　地域のニーズに即した研究や共同事業への積極的な取り組み、高度な専門性を備えた人材の育成並びに研究成果の創出など教育研究の成果を地域社会に積極的に還元することによって、県民の生活・
　　文化の向上及び地域社会・地域経済の発展に貢献する。
85　大学が有する人的・物的資源を積極的に開放し、また、これらの活用・利用を促進することによって、地域に開かれた大学を目指す。
86　県内の国立大学法人や私立大学と連携することにより、教育、研究及び地域貢献の質を向上させる。

②産学官連携の推進に関する基本方針
87　産学官連携を大学の果たす社会的使命の一つとして位置づけるとともに、学術研究の進展の重要なプロセスとして理解し、産学官連携に主体的・組織的に取り組む。
88　地域の知的活動の拠点として、多様化する地域のニーズに応え、研究成果を広く社会に還元する。
89　産業界や他の研究機関との研究協力を積極的に推進し、質の高い研究を行い、その成果を地域や社会に役立てる。
90　大学が持つ長崎県におけるシンクタンクとしての機能を強化する。

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

①－①地域や社会との連携・協力、社会サービス等
264　大学、大学院の教育を通じ地域の
発展に貢献できる実力ある人材を育成す
る。

19

【達成水準】
○新大学の理念・目的に基づき、地域に
貢献できる人材育成のためのカリキュラ
ムを編成する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　現代社会や地域社会が直面する諸課題に対する理解を
深めるため、全学教育科目において「現代社会の課題」
として5科目を設置した。その中でも「現代世界と平
和」においては、NGO活動家などを招へいしてのオムニ
バス講義を行なうことで、様々な課題および解決のため
の活動についての理解を深めた。
　また、経済学部においては、「NPO論」でNPOの社会的
意義などを教授し、国際情報学部においては、「国際ボ
ランティア論」でNGOの活動についてもふれ、その理解
を深めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

265　教育を通じて、NPOなどによる地
域の課題解決のための活動についての理
解を深める。

19

【達成水準】
○NPOなどによる地域の課題解決のため
の活動を学ぶ科目を学生に提供する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　「しまの実習」や演習科目におけるフィールドワーク
などのフィールド型教育の科目や、「インターンシッ
プ」「ボランティア活動」等の地域や企業などと連携し
たカリキュラムを配置した。
　大学と新上五島町との共同研究事業においては、「つ
ばき巨木銘木マップ作成事業」、「上五島町漁協におけ
る「五島箱入娘」のブランド強化推進事業」等に多数の
学生が参加しフィールドワークを行った。これらの活動
は地域に高く評価された。
　また、大学独自の助成制度「大学活性化プロジェクト
奨励金」を創設し、学生の地域貢献への自主的活動を支
援した。
　さらに、長崎県の事業である「学生さんのまちおこ
し・地域づくり事業」への応募を支援した。その結果、
8件の学生の企画が採択され、地元商店街活性化のため
のイベント、商店街マップ作成等ゼミ担当教員の指導の
もと学生が主体となって取り組んだ。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学生の地域貢献を推進するた
め、フィールドワーク、インター
ンシップやボランティア活動等、
社会と連携した教育を実施する。

　佐世保校においては、離島でのフィールドワークや近
隣町の小中学校での学習支援ボランティア等を実施し
た。
　シーボルト校においては、放送局や小学校と連携した
エコCM制作や離島での実習等を実施した。また、学生を
通じて地域の小中学校とワークショップを開きながら
「命のたいせつさ」を伝えていく地域支援活動を県内の
2小中学校で展開した。

　インターンシップについては、№32を参照。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学生の地域貢献を推進するた
め、フィールドワーク、インター
ンシップやボランティア活動等、
社会と連携した教育を実施する。

　長崎県と慶應義塾大学の連携事業「地域の強みを活か
した向上支援事業」に共同研究として参加し、本学の学
生と慶應義塾大学の学生が交流を図りながら、平戸市を
フィールドとした地域活性化策の提言報告会を地元市民
に対して実施した。
　また、新上五島町との協定事業を活用し、「協働のま
ちづくり推進事業」などの離島に関する様々な研究に学
生も参加して調査活動等を行った。
　佐世保校においては、早岐茶市の調査と報告会の実施
や近隣町の小中学校での学習支援ボランティア等を継続
して実施した。
　シーボルト校においても、離島でのフィールドワーク
や臨地実習、食育支援に関する料理教室等を実施した。
また、「シーボルトキャラバン」において、平成22年度
は県内の小中学校5校と連携し、教員と学生による生と
性に関する教育のサポートやワークショップを実施し
た。

　インターンシップについては、№32を参照。

≪「資料編」№24参照≫

266　フィールドワークなどの調査活
動、インターンシップ、ボランティア活
動等体験学習や社会と連携した教育を通
じて、学生の地域貢献を図る。

(Ⅲ)

Ⅳ

22

Ⅳ

○評価できる点
・学生による地域貢献につ
いては、積極的かつ多彩に
取り組んでいる。今後は、
フィールドワークや提言、
ボランティア活動等に留ま
らず、学生のビジネス体験
など、より実践的な活動を
行なうことも期待する。

(Ⅲ)

【達成水準】
○フィールドワーク、インターンシッ
プ、ボランティア活動等の科目を設定す
る。
○演習科目において、積極的にフィール
ドワークや体験学習を取り入れる。

≪平成22年度達成≫

- 187 -



長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　産学官連携、他大学との共同研究を推進する窓口とし
て、「地域連携センター」に産学官連携部門を設置し
た。
　また、「長崎県における産学官連携に関する大学等間
ネットワーク」の構成メンバーとして、長崎県内の14の
大学等と産学官連携を推進した。
　さらに、行政・企業・大学等で構成する「西九州コン
ソーシアム」への参加、佐世保市・商工会議所・長崎県
産業振興財団と協力し「地域経済等に関する連絡会議」
を設立、「D-FLAG」の運営参画のほか、各種イベントや
共同事業への参加等により地域との連携を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　地域連携センターを中心に産学
官連携を推進し、地域の課題解決
のための研究・共同事業に取り組
む。

　地域連携センターを中心に、新上五島町との共同研究
事業4件など、地域の課題解決のための研究・共同事業
などに取り組んだ。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　地域連携センターを中心に産学
官連携を推進し、地域の課題解決
のための研究や共同事業に取り組
む。

　地域連携センターを中心に、新上五島町との共同研究
事業4件、佐世保市と包括連携協定6件、五島地域でのEV
（電気自動車）と観光ITSの導入・普及促進に関する研
究など、地域の課題解決のための研究・共同事業などに
取り組んだ。

267　長崎県内の大学との連携及び学内
における産学官連携推進窓口等の充実に
より、研究に関する地域のニーズを把握
する体制を整備し、地域の課題解決のた
めの研究・共同事業に積極的に取り組む
ことによって、研究成果の地域への還元
を図る。

22

Ⅲ

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○産学官連携推進窓口を整備し、産学官
民による意見交換会や勉強会を実施す
る。
○県内の大学との連携を行う。

≪平成22年度達成≫
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学術講演や公開講座などを開催するとともに、参加者への
アンケートを実施し、地域住民の生涯教育に対する要望を把
握しながら、テーマや内容の充実に努めた。
　また、科目等履修生と聴講生について、県の広報誌や大学
ホームページに掲載するなど受入れに努めた。
　なお、一般公開による学術講演やシンポジウムを開催し
た。
　
　社会人再教育の推進を図るため、経済学研究科では、税理
士等の会計分野の専門職業人育成を目指すため、会計分野の
カリキュラムを充実させた。
　人間健康科学研究科では、社会人を対象とした栄養リカレ
ント講座を実施した。
　また、大学院研究科においては、社会人学生に配慮した長
期履修制度や昼夜開講制度（栄養科学専攻除く）を導入し
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　地域住民の生涯教育に対する要
望を把握し、学術講演会や地域公
開講座等の充実を図る。

　学術講演会、公開講座等の受講者へのアンケート調査によ
り、講座の要望等を把握し、公開講座等の講座を設定する際
の参考とし充実を図った。
　また、公開講座を17講座、学術講演会を3講座、地域公開講
座を33講座開催した。

（平成21年度受講者実績）
　○公開講座　　：延べ1,048人（  535人）
　○学術講演会　：延べ　245人（  190人）
　○地域公開講座：延べ1,343人（1,336人）
　※（ ）は平成20年度実績

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　科目等履修生・聴講生の受け入
れを促進する。

　科目等履修生・聴講生の受け入れを促進するため、「県政
だより」や新聞広告欄に科目等履修生・聴講生の募集記事を
掲載した。また、地元ケーブルTVで広報活動を行った。
○科目等履修生・聴講生数：14名

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　地域住民の生涯教育に対する要
望を把握し、学術講演会や地域公
開講座等の充実を図る。

　学術講演会、公開講座等の受講者へのアンケート調査によ
り、講座の要望等を把握し、公開講座等の講座を設定する際
の参考とし充実を図った。
　また、公開講座を14講座、学術講演会を3講座、地域公開講
座を33講座開催した。

（平成22年度受講者実績）
　○公開講座　　：延べ  698人（1,048人）
　○学術講演会　：延べ  722人（  245人）
　○地域公開講座：延べ1,249人（1,343人）
　※（ ）は平成21年度実績

≪「資料編」№17参照≫

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　広報を充実するなど、科目等履
修生や聴講生の受け入れを促進す
る。

　科目等履修生・聴講生の受け入れを促進するため、「県政
だより」や新聞広告欄に科目等履修生・聴講生の募集記事を
掲載した。また、ラジオ放送で広報活動を行った。
○科目等履修生・聴講生数：14名

≪「資料編」№12参照≫

268　地域住民の生涯教育に資する観点
から、公開講座の充実、学術講演、シン
ポジウム等の公開、科目等履修生・聴講
生の受入れを促進するとともに、大学院
における社会人再教育を推進する。

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○公開講座や地域公開講座の内容の充実
に努める。
○科目等履修生・聴講生を受け入れる。
○大学院における社会人再教育を推進す
る。

≪平成22年度達成≫
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　図書館の利用を推進するため、利用時間を平日8:30～
22:00（従前9:00～21:00）、土曜日9:00～17:00（従前
10:00～16:00）に延長したほか、復刻版など書籍価値の
高い貴重本の展示コーナーの設置、図書館主催の講演
会、映写会、紙芝居を開催した。
　また、利用者の利便性を高めるために、返却ポストを
設置するとともに、図書館案内の冊子を作成した。
　なお、地域住民の図書館見学、夏休み期間中の小中学
生への開放などにより利用の促進を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

○評価できる点
・学内に蓄積された図書・
学術情報や研究成果を地域
に公開するとともに、地域
住民の図書館利用の利便性
を高めるために、開館時間
の延長（平日は22時まで開
館）等を行い図書の貸出実
績も伸びている。

【達成水準】
○学生及び地域住民のニーズを踏まえ、
図書館の開館時間を延長する。
○講演会の実施や貴重本等の常設展示を
行う。
○返却ポストの設置など、利用者の利便
性を高める。

≪平成19年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

19269　図書情報センター及び附属図書館
を中心に、学内に蓄積された図書・学術
情報、研究成果を地域に公開し、利用の
促進を図る。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　自治体等からの各種委員会等への就任依頼や、地域の
企業・団体等からの講師派遣依頼等に積極的に対応する
ため、教員情報をホームページに掲載するとともに、平
成20年度は教員プロフィールの冊子を作成し自治体等へ
配布するなどの情報提供を行った。
　また、地域との共同事業等を通じて、地域の振興に積
極的に参画した。
　さらに、校長会や高校生の保護者等からの要望を踏ま
えて、平成20年度から離島での大学入試センター試験を
実施した。離島4会場のうち、本学が担当する上五島、
対馬の試験会場の業務に教職員を派遣し、離島の受験生
の負担軽減を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　地域社会の要望に応えるため、
自治体等の各種委員会・審議会の
委員への就任、地域の企業・団体
等の研修への講師派遣等を行い、
地域の振興に積極的に参画する。

　教員情報をホームページに掲載し、情報提供を行うこ
とで、自治体等の各種委員会等への就任や、地域の企
業・団体等からの講師派遣依頼等に積極的に対応した。
　また、昨年に引き続き、離島での大学入試センター試
験業務に教職員を派遣し、離島地域の要望に応えた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　地域社会の要望に応えるため、
自治体等の各種委員会や審議会の
委員への就任、地域の企業や団体
等の研修への講師派遣等を行い、
地域の振興に積極的に参画する。

　昨年度に引き続き、自治体等からの各種委員会等への
就任依頼や地域の企業・団体等からの講師派遣依頼等に
積極的に対応するため、教員情報をホームページに掲載
し、外部への情報提供を行った。
　また、長崎市の重点施策である「游学のまち長崎」に
おいて、国際交流学科の教員が観光型学習プログラムモ
デル事業として、講師とさるく（ガイド）を務め地域の
振興に貢献した。
　なお、昨年に引き続き、離島での大学入試センター試
験業務に教職員を派遣し、離島地域の要望に応えた。

○評価できる点
・平成２０年度から実施し
ている離島におけるセン
ター試験の実施に積極的に
協力（上五島、対馬の試験
会場担当）し、離島の受験
生の負担軽減と保護者の家
計負担軽減を図っている。

(Ⅳ)

Ⅳ

【達成水準】
○教員情報を積極的に外部へ発信する。
○自治体等の各種委員会・審議会の委員
への就任、地域の企業・団体等の研修へ
の講師派遣等を積極的に行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅳ)

Ⅳ

22270　自治体等の各種委員会等への参
加、企業等の研修への講師派遣等を通
じ、地域の振興に積極的に参画する。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　施設利用のスケジュール管理を適切に行い、大学施設
を学外者の利用に供した。
　また、「長崎県公立大学法人各種料金徴収規程」を改
正し、施設ごとの使用料を設定し、ホームページで周知
した。

（施設学外貸出実績）
　平成17年度：113件
　平成18年度： 92件
　平成19年度：121件
　平成20年度：131件

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　施設使用規程に基づき、大学施
設を地域に開放する。

　施設利用のスケジュール管理を行い、大学施設の学外
貸出を152件行った。
　また、大学のホームページに施設利用案内を掲載する
とともに、グラウンド、テニスコート、体育館等の施設
を、学外者へ貸し出した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　施設使用規程に基づき、大学施
設を地域に開放する。

　施設利用のスケジュール管理を行い、大学施設の学外
貸出を121件行った。
　また、大学のホームページに施設利用案内を掲載する
とともに、グラウンド、テニスコート、体育館等の施設
を、学外者へ貸し出した。

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

271　大学の施設を可能な限り地域へ開
放する。

【達成水準】
○学内・学外利用者の施設使用規程の整
備を行う。
○大学の施設開放について、ホームペー
ジなどで周知を行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

22
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　「地域連携センター」に生涯学習部門を設置し、地域
社会、地域住民とのコミュニケーション窓口とした。
　また、公開講座等において、アンケートや意見交換を
実施し、地域の要望に沿った地域貢献活動を実施するた
めの検討資料として活用した。
　なお、地域の公民館講座における講師要請について
も、積極的に対応した。

≪「資料編」№5参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　地域連携センターを中心に、地
域公開講座等を開催するととも
に、自治体や住民からの意見等を
把握し、地域貢献活動に活用す
る。

　地域連携センターにおいて、地域公開講座を119講座
（前年度より6講座増）設定し、より地域住民のニーズ
に応えられるよう対応した。
　また、地域公開講座や公開講座等では、アンケートに
よる住民からの意見等を把握し、講座内容の充実に活用
した結果、前年度を大きく上回る受講者があった。

（平成21年度受講者実績）
　○公開講座　　：延べ1,048人（  535人）
　○学術講演会　：延べ　245人（  190人）
　○地域公開講座：延べ1,343人（1,336人）
　※（ ）は平成20年度実績

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　地域連携センターを中心に地域
公開講座等を開催するとともに、
自治体や住民からの意見等を把握
し、地域貢献活動に活用する。

　地域公開講座は、登録数を昨年度より8講座増やし、
127講座を提供して、地域住民の多様なニーズに応えら
れるよう対応した。また、地域公開講座の実施において
アンケート調査を実施して、地域住民のニーズの把握に
努めた。
（平成22年度受講者実績）
　○公開講座　  ：延べ  698人（1,048人）
　○学術講演会  ：延べ  722人（  245人）
　○地域公開講座：延べ1,249人（1,343人）
　※（ ）は平成21年度実績

≪「資料編」№17参照≫

272　地域社会、地域住民とのコミュニ
ケーションを促進する体制を整備し、そ
の意見、要望を大学の地域貢献活動の充
実に活用する。

(Ⅲ)
(Ⅲ)

Ⅲ

22

Ⅲ

【達成水準】
○地域社会、地域住民とのコミュニケー
ション窓口を設置する。
○地域公開講座等を通じて、地域住民の
意見・要望を把握し、地域貢献活動の充
実に活用する。

≪平成22年度達成≫
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　県内の病院、看護協会、自治体等の実務者の研究会や
研修会において、専門性を活かした指導助言等を行なっ
た。
　また、地域実務者との共同研究の成果を研究論文や学
会等を通して発表した。

※これまでの発表件数は、以下のとおり。
　平成19年度：研究論文2編、学会等発表8件
　平成20年度：研究論文1編、学会等発表2件

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　看護師や保健師など、地域の実
務者との共同研究の成果を積極的
に発表し、実務者の研究活動を支
援する。

　看護学科では、地域の看護職との共同研究で論文を2
編作成し、学会発表を1回行った。
　また、研究支援として地域看護領域の教員を中心に
「ながさき地域保健研究会」を発足させ、保健事業や保
健師活動に対する支援を開始した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　看護師や保健師など、地域の実
務者との共同研究を促進し、その
成果を積極的に発表する。

　看護学科では、地域の訪問看護ステーションの看護職
の協力を得て「しまでの看取り」に関する研究を行っ
た。
　また、壱岐での子育て支援について学会で報告を行っ
た。

Ⅲ

【達成水準】
○看護師や保健師など、地域の実務者と
の教育・研究を通した連携を図る。
○地域実務者との共同研究の成果を積極
的に発表する。

≪平成22年度達成≫

273　地域の保健・医療・福祉・教育等
の実務機関と教育・研究を通した連携を
図る。また、現場の看護師・保健師と積
極的に共同研究を行い、その成果を大学
の紀要等を通じて発表する。

【シーボルト校】

22

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ
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度 実施状況 達成水準等 中

期
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中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
  「総合実習：しまの健康実習」は、4年間の学習の総
括として、学生がグループで実習計画を立て、島嶼部に
おいて宿泊実習を展開した。現地での人々との交流を通
して、「しま」の歴史・自然環境・社会環境が住む人々
の考え方や行動に及ぼす影響を認識し、「生活する人」
の健康問題を総合的に捉えて対象者の生活の質の向上を
図る看護のあり方を学習させた。
　また、事前学習として、「しまの保健・医療・福祉」
という科目を設け、地域の現状を理解し、実習計画を主
体的に立案するための演習を行い、「しまの健康実習」
の効果的な展開を図った。
　これらにより離島に対する理解を深め、離島が抱える
諸課題に対応できる人材の育成を行なった。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

【達成水準】
○「総合実習：しまの健康」を効果的に
実施する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

19274　看護学科で、現在実施している
「総合実習：しまの健康」を充実し、学
生が離島で生活する人々の生活環境、生
活習慣、健康実態、保健行動、健康ニー
ズ等を学習し、学生の離島に対する理解
を深めることにより、離島が抱える看護
の諸課題に対応できる人材を育成する。

【シーボルト校】
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　「NICEキャンパス長崎」の受講学生の利便性向上のた
め、大学キャンパス以外に出島交流会館、アルカス
SASEBO、アエルいさはやをサテライト会場として使用し
た。
　また、平成19年度から遠隔授業システムを利用した科
目を提供し、単位互換を推進した。

≪「資料編」№16参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　「長崎県における産学官連携に関する大学等間ネット
ワーク」の構成メンバーとして、長崎県内の14の大学等
と産学官連携を推進した。
　また、シーボルト校では、長崎大学・長崎総合科学大
学とともに、「D-FLAG」の運営参画や、各種イベントへ
の参加等により産学官連携を推進した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　「長崎県における産学官連携に
関する大学等間ネットワーク」を
活用し、産学官の連携を図る。

　「長崎県における産学官連携に関する大学等間ネット
ワーク」のメンバーとして引き続き産学官連携を推進し
た。
　また、県内他大学と共催し、産学官連携技術シンポジ
ウムを開催した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　「長崎県における産学官連携に
関する大学等間ネットワーク」を
活用し、産学官連携を推進する。

　長崎県、県内大学および商工団体と共同で新しい産学
官組織として「長崎“新生”産学官コンソーシアム
（NRC）」が設立され、柱となる3つのプロジェクトうち
「農林水産資源を活かした食品加工事業」を本学が担っ
た。これにより平成22年度は、「長崎県における産学官
連携に関する大学等間ネットワーク」を活用し、県内企
業や研究機関を対象とした機能性食品開発セミナーを実
施するなど産学官連携を推進した。

①－②地域の公私立大学等との連携・支援

(Ⅲ)

【達成水準】
○「NICEキャンパス長崎」の利便性の向
上を図る。
○「NICEキャンパス長崎」で大学間の遠
隔授業を検討する。

≪平成19年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

19275　「NICEキャンパス長崎」の利便性
の向上、大学間の遠隔授業について検討
し、県内の国公私立大学との単位互換を
推進する。

Ⅳ

22276　「長崎県における産学官連携に関
する大学等間ネットワーク」と連携し、
県内の国公私立大学とともに産学官連携
を推進する。

【達成水準】
○「長崎県における産学官連携に関する
大学等間ネットワーク」と連携し、産学
官連携を推進する。

≪平成22年度達成≫
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度 実施状況 達成水準等 中

期
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度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　県が主催する「地域と大学等との連携推進会議」に参
加し、地域の大学・自治体との連携を図るとともに、大
学の資源等の活用について協議した。
　また、「長崎県における産学官連携に関する大学等間
ネットワーク」の構成メンバーとして、長崎県内の14の
大学等と産学官連携の推進のための取り組みを行った。
　さらに、行政・企業・大学等で構成する「西九州コン
ソーシアム」への参加、「D-FLAG」の運営参画等により
産学官連携を推進した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　教育、研究、地域貢献における
地域の大学等との交流・連携を推
進する。

　県が主催する「地域と大学等との連携推進会議」に参
加し、地域の大学や自治体との連携を図るとともに、大
学の資源等の活用について検討した。
　また、農水工分野における地域の強みを活かした産学
官共同研究拠点を整備するため、県内経済団体、県内3
大学（長崎大学、長崎総合科学大学、長崎県立大学）、
長崎県が共同で「地域産学官共同研究拠点整備事業」を
独立行政法人科学技術振興機構（JST）へ申請し、基盤
形成支援地域として採択された。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　教育、研究、地域貢献における
県内の大学等との交流・連携を推
進する。

　県が主催する「地域と大学等との連携推進会議」に参
加し、地域の大学や自治体との連携を図るとともに、大
学の資源等の活用について検討した。
　また、行政・企業・大学等で構成する「西九州テクノ
コンソーシアム」に参加したほか、長崎市の重点施策で
ある「游学のまち長崎」において、長崎地域8大学が連
携して観光型学習プログラムを開発し、本学では国際交
流学科教員のプログラムが実施され好評を得た。
　なお、長崎地域7大学が連携した大学連携ボランティ
ア（「游学のまちdeやってみゅーで（通称・U－サ
ポ）」）が平成23年4月から開始されることとなった。

(Ⅲ)
(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○県内の大学等と共同し、産学官連携を
推進する。

≪平成22年度達成≫

22277　施設の相互利用、共同研究・共同
事業など教育、研究、地域貢献における
地域の大学等との交流・連携を推進す
る。

Ⅲ
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　産学官連携等の窓口として「地域連携センター」を設
置し、地域のニーズに即した研究、受託研究、共同研
究、共同事業を推進した。なお、本学の教員の研究分
野、共同研究・受託研究等の実績、地域社会の振興発展
や活性化に寄与するための「地域振興研究」の実績一覧
をホームページに掲載し、研究情報の発信に努めた。
　また、教職員が産学官連携関係の各種フォーラムや交
流会に積極的に参加し、地方自治体、民間企業等との交
流を進めた。
　佐世保校では、「地域経済等に関する連絡会議」を開
催し、地域の産学官連携体制を充実した。
　シーボルト校では、「D-FLAG」の施設運営に対する支
援や、産学官連携推進等を目的としたイベント等へ積極
的に参加し、企業等との産学官連携関係の構築に努め
た。

≪「資料編」№23参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　地域の企業等とのコミュニケー
ションを図るとともに、産学官連
携を推進する。

　地域の企業等との産学官連携の促進を図り、受託研究
4件、共同研究5件を実施した。
　また、新上五島町との相互協力協定に基づく4つの連
携事業や、長崎県窯業技術センターとの波佐見焼きブラ
ンド化事業を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　地域の企業等とのコミュニケー
ションを図るとともに、産学官連
携を推進する。

　地域の企業等との産学官連携の促進を図り、受託研究
8件、共同研究7件を実施した。
　また、新上五島町との相互協力協定に基づく4つの連
携事業や、佐世保市との包括連携事業にもとづき6つの
連携事業を行ったほか、「長崎テクノフェア2011～長崎
県の産業技術の交流展」に出展し、地域の企業等との交
流を図るとともに産学官連携の推進に努めた。

②産学官連携の推進

Ⅲ

22278　地域産業界、研究機関、行政機関
との研究･共同事業に関するコミュニ
ケーションを促進する体制を整備し、
ニーズに即した研究、受託研究、共同研
究、共同事業を積極的に推進する。

【達成水準】
○産・学・官・民による共同研究、共同
事業を推進する体制を整備する。
○地域ニーズに即した受託研究、共同研
究、共同事業を実施する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

○評価できる点
・長崎県科学技術振興局
（現：産業労働部）や新上
五島町、佐世保市等と連携
協定を締結し、共同研究事
業を実施するなど、研究交
流、人的交流等を促進して
いる。また、学生による現
地調査等も実施し、実践的
な教育による課題発見解決
能力を培っている。《再
掲》

(Ⅲ)
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【No278再掲】
　産学官連携等の窓口として「地域連携センター」を設
置し、地域のニーズに即した研究、受託研究、共同研
究、共同事業を推進した。なお、本学の教員の研究分
野、共同研究・受託研究等の実績、地域社会の振興発展
や活性化に寄与するための「地域振興研究」の実績一覧
をホームページに掲載し、研究情報の発信に努めた。
　また、教職員が産学官連携関係の各種フォーラムや交
流会に積極的に参加し、地方自治体、民間企業等との交
流を進めた。
　佐世保校では、「地域経済等に関する連絡会議」を開
催し、地域の産学官連携体制を充実した。
　シーボルト校では、「D-FLAG」の施設運営に対する支
援や、産学官連携推進等を目的としたイベント等へ積極
的に参加し、企業等との産学官連携関係の構築に努め
た。

≪「資料編」№23参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

279　産学官連携にかかる大学側の窓口
を充実し、企業等と教員との橋渡しを円
滑に行い、産学官連携のさらなる進展を
図る。

(Ⅲ)

Ⅲ

19

【達成水準】
○産・学・官・民による共同研究、共同
事業を推進する体制を整備する。
○地域ニーズに即した受託研究、共同研
究、共同事業を実施する。

≪平成19年度達成≫
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達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　企業･研究機関等の活動支援に資するため、研究成果
については、紀要や年次報告書を作成して自治体等に提
供した。
　また、研究者情報をホームページに掲載するととも
に、教員プロフィール（冊子体）を作成し、自治体等へ
配布した。
　さらに、本学の教員の研究分野、共同研究・受託研究
等の実績、地域社会の振興発展や活性化に寄与するため
の「地域振興研究」の実績一覧をホームページに掲載
し、研究情報の発信に努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　大学の研究活動及びその成果を
地域の企業や自治体に公開・提供
し、企業・行政機関等の活動を支
援する。

　研究成果を紀要や年次報告書として自治体等に提供し
たほか、研究者情報や研究テーマ一覧をホームページに
掲載した。
　また、「長崎県立大学学術リポジトリ」で、インター
ネットを通じて研究成果を社会に提供した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　大学の研究活動及びその成果を
公開・提供し、企業・行政機関等
の活動を支援する。

　研究成果を紀要や年次報告書として自治体等に提供し
たほか、これまで大学ホームページで公開していた研究
者情報や研究テーマ一覧に加え、論文名や学会発表実績
などの詳細な業績集も掲載した。
　また、企業や自治体からの受託研究等の相談に対し
て、地域連携センターを通じて教員を紹介するなど企
業・行政機関等の活動を支援した。
　なお、公開講座配布資料のリポジトリ登録も行い、イ
ンターネットを通じて研究成果を社会に提供した。

Ⅲ

22

【達成水準】
○ホームページで研究関連情報、教員プ
ロフィールを公表する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
(Ⅲ)

280　学内の研究関連情報、研究成果、
専門知識等を地域の産業界、行政機関等
に公開・提供し、企業・行政機関等の活
動を支援する。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　県の公設試験研究機関との共同研究を実施するなど、
積極的な共同研究の推進に努めた。
　なお、シーボルト校では、県の公設試験機関等の学外
研究機関との共同利用が可能な機器について、ホーム
ページに掲載し、学外への情報提供を行った。
　一方、県の公設試験研究機関から、所有する機器等の
情報提供を受け、研究設備・施設等の相互利用を推進し
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　県の公設試験研究機関との共同
研究を推進するとともに研究設備
の相互利用を図る。

【№243再掲】
　シーボルト校では、大学が保有する研究設備・施設に
ついて、引き続きホームページで情報を提供し、設備等
の相互利用ができる体制を整えている。
　なお、栄養健康学科での長崎県窯業技術センターとの
共同研究において、引き続き機器の相互利用を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　県の公設試験研究機関との共同
研究を推進するとともに研究設備
の相互利用を図る。

　県の公設試験研究機関と2件の共同研究を実施した。
　また、科学技術振興機構（略称JST）の「地域産学官
共同研究拠点整備事業」の採択をうけ、機能性食品の研
究開発拠点として、分析装置（高速液体クロマトグラ
フ）の貸与を受け、公設試験場や民間研究機関が利用で
きるようにするとともに、同設備に関する「機能性食品
開発人材開発セミナー」を開催するなど利用を呼びかけ
た。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　産学官連携をより一層推進するため、法人化に伴う教
員の勤務体制等について点検を行うとともに、勤務時間
の振替や兼業の申請・承認の手続きにかかる添付書類を
見直し簡素化を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

282　産学官の連携を促進するため、学
内の規制緩和について検討する。

18

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○勤務時間の振替や兼業の申請方法など
について、手続きの簡素化を図る。

≪平成18年度達成≫

Ⅲ

【達成水準】
○県の公設試験研究機関との共同研究を
実施する。
○大学の研究設備などについて、県の公
設試験研究機関の利用を可能とする。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22281　県の公設試験研究機関との共同研
究を推進するとともに、大学の研究設備
などを同研究機関が利用できる方途を検
討する。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【No219再掲】
　研究成果をデータベース化し、インターネットを通じ
て社会へ提供するために、学術機関リポジトリシステム
を構築し、紀要の電子化を進めた。
　また、本学の教員の研究分野、共同研究・受託研究等
の実績、地域社会の振興発展や活性化に寄与するための
「地域振興研究」の実績一覧をホームページに掲載し、
研究情報の発信に努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　長崎県立大学学術機関リポジト
リシステム（研究成果データベー
スシステム）の運用を開始し、イ
ンターネットを通じて研究成果を
社会に提供する。

【№219再掲】
　「長崎県立大学学術リポジトリ」に、各学部の紀要か
ら332の論文を登録し、インターネットを通じて公開し
た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【21年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　産業界・大学研究機関・自治体の連携による経済面等
での協力体制の整備を図るために、平成17年度から国際
文化経済研究所に研究推進コーディネーターを3名配置
した。
　また、研究推進コーディネーターを中心として、佐世
保市からの受託研究を推進した。
　なお、平成19年度末に国際文化経済研究所を廃止し、
全学的に東アジア地域の大学・研究機関との連携、相互
交流等を推進する「東アジア研究所」、産学官連携を推
進する「地域連携センター」へ機能を移転した。

≪「資料編」№5･23参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(Ⅲ)

Ⅲ

21283　教員の研究テーマ、研究成果等に
関する情報をホームページで公開する。

284　国際文化経済研究所を中心に、研
究・共同事業等に関する、地域産業界、
研究機関、行政機関等とのコミュニケー
ション、連携を促進する体制を整備し、
ニーズに即した研究、受託研究、共同研
究、共同事業等産学官連携活動を積極的
に推進する。

【佐世保校】

19

【達成水準】
○教員の研究テーマ、研究成果をホーム
ページで公表する。

≪平成21年度達成≫

(Ⅲ)

【達成水準】
○産・学・官・民による共同研究、共同
事業を推進する体制を整備する。
○地域ニーズに即した受託研究、共同研
究、共同事業を実施する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　学内の研究シーズを活用した産業創出へ向け、長崎
TLOと技術移転業務委託契約を締結し、技術移転の体制
を整えた（平成22年5月15日解散）。
　大学発ベンチャーを推進するため、学内のインキュ
ベーションルームを大学発ベンチャー企業「ノリッジエ
ンジン」に貸与した。（平成18～20年度）
　また、学外のインキュベーション施設「D-FLAG」の設
立にともない、「長崎大学、長崎総合科学大学、県立長
崎シーボルト大学連携型起業家育成施設に関する基本合
意書」を締結し、大学発ベンチャーの設立および育成を
積極的に推進した。
　なお、「D-FLAG」への入居を募集した結果、本学教員
が連携している企業等3件の入居が決定した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　学内インキュベーションルーム
の活用及び学外インキュベーショ
ン施設運営に対する支援を行う。

【No.225再掲】
　学外のインキュベーション施設である「D-FLAG」への
運営参画や、「D-FLAG」内での定例講演会において講師
として本学教員を派遣するなどの支援を行った。
　学内インキュベーションルームについては、今後の利
用を推進するため、活用法の検討やインキュベーション
ルームの使用要綱などの見直しを行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　学内インキュベーションルーム
の活用及び学外インキュベーショ
ン施設運営に対する支援を行う。

【№225再掲】
　ながさき出島インキュベータ（D-FLAG）入居企業2社
との共同研究のほか、D-FLAGで長崎県立大学シーズ発表
会を行うなどの支援を実施した。
　また、学内インキュベーションルームについては、学
内教員に利用の募集を行ったが21年度から応募がないた
め、ニーズを踏まえたうえで、施設の有効利用の観点か
ら存続等について今後検討する。

ウエイト小計

285　産学官連携センターを中心に、民
間への技術移転や大学発ベンチャーの設
立など、大学のシーズの活用を推進す
る。

【シーボルト校】

22

Ⅲ

【達成水準】
○TLOと協力し、民間への技術移転を推
進する。
○大学発ベンチャーの設立を支援する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)
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長崎県立大学

中
　
期
　
目
　
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　これまで大学ごとに策定していた国際交流に関する基本方
針を新たに「長崎県立大学の国際交流の基本方針」として策
定した。今後、この基本方針に基づき、学生の海外留学と国
際交流の促進等を行っていくこととした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　国際交流に関する基本方針に基
づき、海外大学等との学生交流・
教員交流等を実施する。

　国際交流に関する基本方針に基づき、交流協定校と以下の
交流を実施した。
○東亜大学校（韓国）と旧県立長崎シーボルト大学が締結し
た学術交流協定を新大学で再締結した。再締結にあたって、
共同でシンポジウムを開催するなど内容を拡充した。
○経済学部においては、マカオ大学（中国）社会人文学部と
学部間交換留学協定を締結し、10月より交換学生1名を流通・
経営学科に受け入れた。
○人間健康科学研究科においては、高麗大学校（韓国）から
客員教授を受け入れ、共同研究を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　国際交流に関する基本方針に基
づき、海外大学等との学生交流や
教員交流等を引き続き実施する。

　国際交流に関する基本方針に基づき、交流協定校と以下の
交流を実施した。
○東亜大学校（韓国）東北亜国際専門大学院と本学経済学研
究科で共同ワークショップを開催し、教員、大学院生による
学術交流を行った。
○西安外国語大学（中国）と学術交流協定を締結し、平成23
年4月から2名の学部生を受け入れる予定である。
○高麗大学校（韓国）看護大学、大分大学、本学の3大学での
国際交流協定事業として「日韓合同国際カンファレンス」を
本学および高麗大学校を会場として開催し、教員および学生
交流を行った。

①－①留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上
　４　その他の目標

国際交流、各種センター等に関する目標
①国際交流の推進に関する基本方針
91　外国語運用能力及び専門分野に関する能力を高めることによって、国際的に貢献できる人材を育成する。
92　教育研究における国際交流を促進するため、東アジアを中心に、環太平洋地域の大学との交流協定の締結を促進するとともに、協定校とのネットワークの質的強化を図る。
93　長崎の持つ地理的、歴史的特性を踏まえ、東アジア地域における学術文化交流及び国際協力の拠点となる。
94　留学生の受け入れや派遣を促進するとともに、実施にあたっては、相談体制の充実、経済的支援、宿舎の確保などサポート体制を整備する。

②各種センターに関する基本方針
95　教育研究環境の整備、充実を図るため、再編・統合に合わせ平成２０年４月までに異文化教育センター（仮称）、東アジア研究交流センター（仮称）及び地域共生学習センター（仮称）を設置する。

達
成
年
度

中期計画 評価委員会意見等年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

Ⅲ

【達成水準】
○国際交流の基本方針を策定し、その方
針に基づき、国際交流を推進する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22286　国際交流の目標の明確化と見直し
を行い、目標実現のための戦略の立案を
恒常的に行う。

(Ⅲ)
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

中期計画 評価委員会意見等年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　海外大学等との留学生交流や教育研究上の交流、外国語教
育の充実を全学的に推進するために、国際交流センターを設
置した。

≪「資料編」№5参照≫
（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

【達成水準】
○留学生交流や国際交流を推進する全学
的な組織を構築する。

≪平成20年度達成≫

287　留学生交流や教育研究上の国際交
流を推進するために、全学的な体制を整
備・拡充する。

(Ⅲ)

Ⅲ

20

(Ⅲ)

- 205 -



長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

中期計画 評価委員会意見等年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　留学生の派遣・受け入れを促進
するため、留学生宿舎の確保・支
援や外国語版（中国語版・韓国語
版）ホームページの充実に努め
る。

　海外大学向けに情報を発信するため、中国語版・韓国語版ホー
ムページを作成した。

　留学生宿舎の確保・支援については、№49を参照。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　留学生の派遣や受け入れのため
の条件整備と、学生の海外語学研
修の促進を図る。

　海外語学研修先として学生の需要が高い英語圏の大学との交流
協定を拡充するために、ミシシッピ州立大学との国際交流協定交
渉を進めたほか、中国と韓国にリエゾンオフィサーを配置し、派
遣留学生のサポートを強化するなど留学促進のための取り組みを
実施した。
　また、経済学部では、留学の際に「交換留学に伴う履修計画
書」を提出することにより、休学することなく4年間で卒業を可
能とする制度を導入した。
　国際交流学科では、留学生受入を推進するために、平成23年度
国際交流学科開講科目リスト及び全学教育科目リストの英語版を
作成した。

288　留学生の派遣・受け入れ、海外語
学研修の促進を図ることとし、そのため
の条件整備を行う。

(Ⅲ)

Ⅲ

22

(Ⅲ)

　留学生の派遣・受け入れ、海外語学研修の促進を図るため、以
下の取組を行なった。

＜交換留学生の派遣・受入の促進＞
○交換留学交流提携校6校との交流を図り、積極的な派遣・受入
を行なった。
○派遣・受入において、日本学生支援機構の短期留学支援制度を
活用した。

＜私費留学生の受入の促進＞
○授業料等の減免に関する制度の条件を満たしている留学生に対
しては、全額または半額の授業料減免を実施した。

＜本学学生の海外語学研修の促進＞
○海外語学研修を全学教育科目（国際交流学科は学科専門科目）
のカリキュラムに配置し、単位認定をした。
○海外語学研修を7つの語学研修先にモナシュ大学（オーストラ
リア）とマラスピーナ大学（現：バンクーバー・アイランド大
学）（カナダ）を加えた9つの研修先で実施した。さらに、英語
圏へ研修に行くTOEIC成績優秀者に対する奨学金制度も設けた。

＜その他留学生に対する支援＞
○平成20年度からは国際交流センターを設置し、専任職員が派
遣、受入れ交換留学生の様々なサポートや、私費留学希望者の相
談、アドバイス等も行った。
○海外大学向けに情報を発信するため、新大学の英語版ホーム
ページを作成した。
○留学生プログラムやチューター等支援については、NO.203を参
照。

≪「資料編」№8参照≫

Ⅲ

【達成水準】
○交流提携校と積極的な交流を推進す
る。
○留学生のための授業料減免制度を整備
する。
○海外語学研修について単位化を図る。

≪平成22年度達成≫
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

中期計画 評価委員会意見等年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　経済学部においては「英語異文化コミュニケーション」の
科目で英語による授業を実施した。
　国際交流学科においては英語関連科目以外にも「アメリカ
の政治と外交」、「日米関係論」の科目で英語による授業
や、夏期・春期英語合宿、留学生との交流会を実施した。ま
た、海外からの講師を招へいしての英語による特別授業を開
催するとともに、英語担当の教員のための英語によるFD研修
を学外講師を招き実施した。
　また、英語能力試験（TOEIC、TOEFLなど）対策問題や英語
学習用のCD,DVDなど、電子教育教材の充実を図り、学生の自
習を促進した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　CALL教室における授業や自習で
活用できる英語音声・映像教材の
充実を図る。

　中国語の授業や自習で活用するためのCALL教材を新たに導
入するとともに、CALL教室で利用可能な英語学習のための映
像・音声教材の充実を図った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　CALL教室における授業や自習で
活用できる英語音声・映像教材の
充実を図る。

　英語・中国語検定試験対策用教材や英語多読用リーダー
（CD教材付き）などを充実させるとともに、学生に対して周
知し活用を促進した。
　また、希望する学生には夏期休暇中にCALL教材を使用した
学習支援を行った。
　なお、国際交流学科では、開講科目の中から英語による授
業が可能な科目について検討するとともに、その授業で使用
する英語と日本語の比率についても調査した。

　中期計画期間中に英語による授業を拡充することができな
かった。なお、平成23年度以降、国際交流学科において、英
語による授業の充実を図っていくこととした。

Ⅲ

－

(Ⅲ)

○内容に対する意見
・教育の国際化を図るため
の英語による授業について
は、一部の科目で実施され
ているものの拡充されたと
は言い難い。目的達成に必
要な授業数及び授業内容等
の検討を行い、計画的な拡
充を図ることを求める。

【評価委員会の評価
「Ⅱ」】
○法人の自己評価は妥当性
を欠く。
・教育の国際化に向けた取
組については、平成２２年
度において、英語による授
業が可能な科目についての
検討が行われているが、英
語による授業の実際の拡充
には至っておらず、「英語
による授業を拡充」すると
した中期計画及びその達成
に向けた最終年度の取組を
十分に実施したものとは認
められない。

【達成水準】
○英語による授業を実施する。
○外国語学習教材の電子化を推進する。

≪未達成≫

(Ⅲ)

Ⅱ

289　教育の国際化を図るため、英語に
よる授業を拡充し、教育教材等の電子情
報化を推進する。
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度 実施状況 達成水準等 中
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度

達
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度

中期計画 評価委員会意見等年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　国際交流協定締結校を中心とし
た東アジア地域の大学との研究交
流を推進する。

　華僑大学との国際学術交流シンポジウムを「地域経済活性化の
ため地域力の模索　－地域産業・地域流通・地域ブランド－」を
統一テーマとして開催した（11月19日、参加者160名）。
　また、東アジア研究所において、東アジア研究を幅広く、かつ
積極的に進めることや国内外の研究者及び機関との連携強化を目
的として、平成21年12月に「東アジア研究ネットワーク」を発足
し、研究者の登録を開始した（平成21年度末の本学の登録者9
名）。

≪「資料編」№25参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　東アジアの諸外国の大学・研究
機関等との共同研究や学術交流を
推進する。

【№260再掲】
　学術研究交流を深めるため、高麗大学校から客員教授を受け入
れ、共同研究を行った。
　また、毎年開催している高麗大学校・大分大学・本学による日
韓合同国際カンファレンスは、本学での開催を予定していたが、
新型インフルエンザの流行により開催を見送った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　平成21年度に立ち上げた「東ア
ジア研究ネットワーク」を充実さ
せ、研究者の交流を促進する。

　東アジア研究所では、海外の大学を訪問した時やシンポジ
ウム・フォーラム等の開催時に、「東アジア研究ネットワー
ク」への登録を依頼するなど、ネットワークの拡充へ取り組
んだ（平成22年度末の登録者数55名）。
　また、東アジア研究ネットワークに登録した研究者を中心
として、東アジアセミナーを3回開催した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　東アジア諸国の大学や研究機関
等との共同研究や学術交流を推進
する。

　高麗大学校（韓国）看護大学、大分大学、本学の3大学での
国際交流協定事業として「日韓合同国際カンファレンス」を
本学および高麗大学校を会場として開催した。
　また、中国と韓国のリエゾンオフィサーを中心に、各国の
大学を訪問し国際交流や学術交流の推進活動を行った。

(Ⅲ)

　佐世保校では、華僑大学（中国）との国際学術交流シンポジウ
ムを開催した。
　また、復旦大学（中国）、韓南大学校（韓国）とシンポジウム
を開催するなど、アジア地域の大学とのネットワークの構築を行
い、研究者の交流を進めた。
　さらに、平成18年度に国際文化経済研究所（平成20年4月　東
アジア研究所が継承）とアモイ大学（中国）日本研究所との学術
交流協定を締結し、学術交流を促進した。
　
　シーボルト校では、高麗大学校（韓国）、大分大学、本学看護
栄養学部による日韓合同国際カンファレンスを開催した。
　また、日中国交正常化35周年、朝鮮通信使400周年を記念し、
中国の経済、法律等の専門家および本学国際情報学部による国際
シンポジウム「長崎・上海・ソウル新時代」を開催し、交流を
図った。
　そのほか、柳韓大学（韓国）や東亜大学校（韓国）からの共同
研究員の受け入れや、中国からの国際交流研修員の受入れなど、
東アジアの諸外国の大学等との交流を進め、国際的なネットワー
クづくりに努めた。

≪「資料編」№26参照≫

(Ⅲ)

【達成水準】
○国際シンポジウムを開催するなど、東
アジア地域の大学・研究機関の研究者と
の交流を図る。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22290　国際シンポジウムの開催などを通
じて、東アジア地域の大学・研究機関と
のネットワークづくりを行い、研究者の
交流を促進する。
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中期計画 評価委員会意見等年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)
【佐世保校】
　国際交流協定締結校である華僑大学（中国）と国際学術交流シン
ポジウムを開催し研究者の交流を進めるとともに、留学生の派遣・
受入を行った。
　さらに、平成18年度に国際文化経済研究所（平成20年4月、東アジ
ア研究所が継承）とアモイ大学（中国）日本研究所との学術交流協
定を締結し、学術交流を促進した。
　また、平成19年度にマラスピーナ大学（カナダ）と交流提携につ
いて協議し、当面は語学研修先として交流を行うこととした。

≪「資料編」№8参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)
【佐世保校】
　国際交流協定締結校を中心に留
学生の受入れ・派遣を行う。

　国際交流協定校の華僑大学から、経済学研究科へ交換留学生4名を
受け入れるとともに、経済学部から語学留学生（1名）を派遣した。
　また、マカオ大学（中国）から、経済学部へ交換留学生1名を受け
入れた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　国際交流協定締結校を中心とし
た東アジア地域の大学との研究交
流を推進する。

【№290再掲】
　華僑大学との国際学術交流シンポジウムを「地域経済活性化のた
め地域力の模索　－地域産業・地域流通・地域ブランド－」を統一
テーマとして開催した（11月19日、参加者160名）。
　また、東アジア研究所において、東アジア研究を幅広く、かつ積
極的に進めることや国内外の研究者及び機関との連携強化を目的と
して、平成21年12月に「東アジア研究ネットワーク」を発足し、研
究者の登録を開始した（平成21年度末の本学の登録者9名）。

≪「資料編」№25参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　東アジアを中心に、環太平洋地
域の大学との学術交流協定の締結
拡大を目指す。

　経済学部では、マカオ大学社会人文学部と学部間交換留学協定を
締結した。
　また、西安外国語大学（中国）と交流協定締結に向けた協議を
行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　国際交流協定締結校を中心に留
学生の受入れや派遣を行う。

　国際交流協定校の華僑大学（中国）から、経済学研究科へ交換留
学生4名を受け入れるとともに、経済学部から語学留学生（1名）を
派遣した。
　また、マカオ大学（中国）から、経済学部へ交換留学生1名を受け
入れた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　国際交流協定締結校を中心とし
た東アジア地域の大学との研究交
流を推進する。

　華僑大学（中国）との国際学術交流シンポジウムを昨年度に引き
続き「地域経済活性化のため地域力の模索　－地域産業・地域流
通・地域ブランド－」を統一テーマとして開催した（11月22日、参
加者50名）。
　また、東亜大学（韓国）東北亜国際専門大学院と本学経済学研究
科で共同ワークショップを開催し、教員、大学院生間の学術交流を
行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　東アジアを中心に、環太平洋地
域の大学との学術交流協定の締結
拡大を目指す。

　教員、学生の相互交流活動の推進・発展のために、西安外国語大
学と学術交流協定を締結した。
　また、本学が中心となって、華僑大学及び東亜大学校（韓国）と
協議し、東アジア地域の経済・社会・文化に関して共同研究を推進
することを目的に、華僑大学東方管理研究センター、東亜大学校東
アジア研究院、本学東アジア研究所の3つの研究機関による日中韓研
究機関間学術交流協定を締結した。

291　国際交流協定締結校を中心に留学
生の受入れ・派遣、研究交流を促進す
る。また、東アジアを中心に、環太平洋
地域の大学との学術交流協定の締結拡大
について検討する。

【佐世保校】

22

(Ⅲ)

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

○評価できる点
・平成２２年度において、
西安外国語大学と学術交流
協定を締結するとともに、
東アジア研究所では、華僑
大学東方管理研究セン
ター、東亜大学校東アジア
研究院との間で日中韓３研
究機関の交流協定を締結し
ている。

【達成水準】
○国際交流協定締結校との交換留学生の
派遣・受け入れを実施する。
○国際交流協定締結校との研究交流を推
進する。
○環太平洋地域の大学との学術交流協定
を検討する。

≪平成22年度達成≫

Ⅳ

Ⅲ
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年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

中期計画 評価委員会意見等年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　外国人留学生にコミュニケーションの場を提供するため、図書
情報センター内に「国際交流室」を設けた。
　また、チューター制度を導入し、私費留学生1名に対し2名の
チューター（2年次生）を配置し、修学や学生生活などを支援し
た。
　なお、外国人留学生の日本語能力を高める科目を配置し、習熟
度別に5段階のクラス設定を行うとともに、日本社会への理解を
深める科目として、「日本事情Ⅰ、Ⅱ」（日本の歴史や現代社会
に関する科目）を配置した。

　授業料減免制度等については、№49を参照。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　交換留学生を、中国での実地調査へ参加させたほか、日中の経
済事情に関する理解の一環として、華僑大学（中国）との国際学
術交流シンポジウムにおける通訳や研究論文の翻訳を行わせた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　中国研究について、留学生の参
加を促進する。

　華僑大学との国際学術交流シンポジウムに交換留学生（院生）
2名が参加し、通訳を担当した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　中国研究について、中国からの
留学生の参加を促進する。

　教員の研究活動に交換留学生1名が同行し、中国で実地調査を
行った。
　また、華僑大学とのシンポジウムにおいても、交換留学生1名
が通訳兼広報補佐として同行した。

(Ⅲ)

Ⅲ

22293　「中国研究」について、交流協定
締結大学との連携を深めるとともに、交
換留学生の参加を促進する。

【佐世保校】

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

【達成水準】
○チューター制度の導入など、留学生の
相談体制について整備する。
○外国人留学生の日本語能力を高める科
目や日本社会についての理解を深める科
目を体系的に配置する。
○国や留学生支援団体等からの奨学金制
度を把握し、学生に周知する。
○学部の外国人留学生について全額また
は半額の減免を行う。
○大学院についても、減免制度を新たに
設ける。

≪平成20年度達成≫

(Ⅲ)

【達成水準】
○交流協締結校と国際シンポジウム等を
開催し、交換留学生の参加を促す。

≪平成22年度達成≫

20292　留学生の受入れについては、日本
語能力と日本社会についての基礎的知識
を習得させる教育プログラムの整備につ
いて検討するとともに、チューター制度
の整備、授業料減免制度の活用や自治
体・その他団体等からの奨学金の積極的
な導入等支援体制の整備を促進する。

【佐世保校】
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

中期計画 評価委員会意見等年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　中国政府、上海市などから国際交流研究員を積極的に受け入れ
た。
　国際交流研究員各自に研究室、パソコン機器等の貸与や研究料
の免除などを行い、研究環境を整備した。
　また、指導教員の配置や希望する講義科目の受講など、研修の
充実に努めた。

※国際交流研究員の研修期間は1年間

（国際交流研究員受入実績）
　平成17年度：2名
　平成18年度：2名
　平成19年度：1名
　平成20年度：1名

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　中国からの国際交流研究員を引
き続き受け入れる。

　中華人民共和国外交部と福建省人民政府（泉州師範学院外国語
学院日本語教師）からの国際交流研究員2名を受け入れ、国際交
流学科教員による研究指導を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　中国からの国際交流研究員を引
き続き受け入れる。

　中華人民共和国外交部職員など3名の研究員を受け入れ、国際
交流学科教員による研究指導を行った。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　留学生の新しい環境への円滑な適応や、学生と留学生の活発な
交流の推進、学生の語学学習意欲と国際貢献意識の高揚を目的
に、学生による留学生チューター（学生サポーター）を募集し、
チューターによる生活面・学習面等の助言を行った。
　また、交換留学生に対しては希望する研究分野に近い教員がア
ドバイザーとして、私費外国人留学生に対しては、ゼミ等の指導
教員が様々なサポートにあたった。

※交換留学生の受入期間は原則1年間、私費外国人留学生の在学
期間は4年間。

≪「資料編」№8参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

295　留学生を対象とした教員による相
談体制及びピア・サポート・システムを
充実する。

【シーボルト校】

【達成水準】
○個々の留学生を対象とした教員アドバ
イザー、学生サポーターによる支援体制
を確立する。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○中国からの国際交流研究員を受け入れ
る。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22294　中国からの国際交流研究員を今後
も積極的に受け入れる。

【シーボルト校】

18

(Ⅲ)
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

中期計画 評価委員会意見等年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　私費外国人留学生特別選抜試験の受験要件としている「日本留
学試験」の要件の緩和や、関東以西の日本語教育学校等への募集
要項の送付、進学ガイダンス等での留学生や日本語学校教員への
情報提供などを行うことで、入学促進を図った。
　留学生総数を全学学生の5％（約50人）以上とする目標は達成
していないが、留学生は増加傾向にある。

（留学生数の推移）
　平成17年度　私費留学生 7名 交換留学生 8名
　　　　　　　計15名（1.4％）
　平成18年度　私費留学生 8名 交換留学生 7名
　　　　　　　計15名（1.4％）
　平成19年度　私費留学生 8名 交換留学生 8名
　　　　　　　計16名（1.5％）
　平成20年度　私費留学生13名 交換留学生14名
　　　　　　　計27名（2.7％）

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　国際交流センターを中心に、留
学生の増加をめざし、各種対策を
実施する。

　留学生の増加をめざし、以下の対策を実施した。
○大学ホームページに中国語・韓国語による大学概要を掲載する
とともに、国際交流センターのオフィシャルホームページを開設
し外国向けの情報発信を強化した。
○東亜大学校との交流協定を拡充し、平成21年度後期より初めて
留学生1名を受け入れた。
○平成21年度留学生数
私費留学生14名、交換留学生11名、計25名（2.4％）

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　国際交流センターを中心に、留
学生の増加を目指した各種対策を
実施する。

　留学生の増加をめざし、以下の対策を実施した。
○ミシシッピ州立大学（米国）と国際交流協定を締結するために
積極的に取り組んだほか、国際交流学科と国際情報学研究科が連
携して、交流協定校（上海外国語大学（中国）、東亜大学校（韓
国））の大学院との間で、新たな学術交流及び大学院生レベルの
短期現地調査等に関する協議を進めた。
○県内大学と協働して「長崎留学ガイドブック」を創刊し、国内
外の外国籍留学希望者にむけて配布した。
○平成22年度留学生数
私費留学生16名、交換留学生9名、計25名（2.3％）

≪「資料編」№8参照≫

Ⅱ

(Ⅱ)

Ⅱ

－296　国際交流実施計画（平成14年11月
5日策定）に基づき、私費外国人留学生
及び交換留学生等の総数を、全学生数の
5％（約50人）以上とする。

【シーボルト校】

【達成水準】
○私費外国人留学生及び交換留学生等の
総数を、全学生数の5％（約50人）以上
とする。

≪未達成≫

【評価委員会の評価
「Ⅱ」】
○法人の自己評価は妥当性
を欠く。
・留学生の増加について
は、各種対策が実施されて
いるものの、実際に留学生
数は前年度から２名減少し
た２５名となっており、中
期計画の水準も達成できて
いないことから、年度計画
を十分に実施したとは認め
られない。

○内容に対する意見
・シーボルト校の私費外国
人留学生及び交換留学生数
は、一定の増加が認められ
るものの中期計画を達成し
ていない。これまで講じた
対策の結果等を分析すると
ともに、アジアや日本の経
済状況や東日本大震災の影
響等も考慮した上で、第２
期中期計画において所要の
措置を講じることを求め
る。

(Ⅲ)
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

中期計画 評価委員会意見等年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　外国人留学生の日本語能力を高める科目を配置し、習熟度別に
5段階のクラス設定を行うとともに、最上級のクラスにおいて
は、プレゼンテーション、ディスカッション等をとおして、質疑
応答ができるレベルを到達目標とした。また、日本社会への理解
を深める科目として、「日本事情Ⅰ、Ⅱ」（日本の歴史や現代社
会に関する科目）を配置した。なお、「日本事情Ⅰ、Ⅱ」につい
ては、平成20年度から全学部で開講した。
　また、シーボルト校では、交換留学生の語学力向上のために
「国際交流センター留学生支援プログラム（日本語）Ⅰ・Ⅱ」を
設けた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(Ⅲ)

Ⅲ

20297　大学、大学院における留学生教育
を通じて、高い専門的知識、能力を備え
た人材を育成する。

①－②教育研究活動に関連した国際貢献

【達成水準】
○外国人留学生の日本語能力を高める科
目や日本社会についての理解を深める科
目を体系的に配置する。
○外国人留学生に対する教育プログラム
を充実する。

≪平成20年度達成≫
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

中期計画 評価委員会意見等年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)
　海外大学との教育研究交流、外
国人研究者の受け入れ、国際機関
との共同研究、国際協力プロジェ
クトへの参加に努める。

【№257再掲】
　国際交流協定に基づき、佐世保校を会場に、華僑大学との
学術交流シンポジウム「地域経済活性化のための地域力の模
索　－地域産業・地域流通・地域ブランド－」を開催した。
　また、人間健康科学研究科では、高麗大学校から客員教授
を受け入れ、共同研究を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　海外大学との教育研究交流、外
国人研究者の受け入れ、国際機関
との共同研究、国際協力プロジェ
クトへの参加に努める。

【№257再掲】
　国際交流協定に基づき、華僑大学との学術交流シンポジウ
ムを開催したほか、東亜大学校（韓国）東アジア研究院長な
どを講師とした東アジア研究セミナーを3回開催した。
　また、人間健康科学研究科では、高麗大学校と大分大学と
合同で、本学および高麗大学校を会場として国際カンファレ
ンスを実施し、研究者との交流を図った

(Ⅲ)

Ⅲ

22298　海外大学との教育研究交流、外国
人研究者の受け入れ、国際機関との共同
研究、国際協力プロジェクトへの参加を
推進する。

　佐世保校では、華僑大学（中国）との国際学術交流シンポ
ジウムを開催した。
　また、復旦大学（中国）、韓南大学校（韓国）とシンポジ
ウムを開催するなど、アジア地域の大学とのネットワークの
構築を行い、研究者の交流を進めた。
　さらに、平成18年度に国際文化経済研究所（平成20年4月、
東アジア研究所が継承）とアモイ大学（中国）日本研究所と
の学術交流協定を締結し、学術交流を促進した。
　
　シーボルト校では、高麗大学校（韓国）、大分大学、本学
看護栄養学部による日韓合同国際カンファレンスを開催し
た。
　また、日中国交正常化35周年、朝鮮通信使400周年を記念
し、中国の経済、法律等の専門家および本学国際情報学部に
よる国際シンポジウム「長崎・上海・ソウル新時代」を開催
し、交流を図った。
　そのほか、韓国の柳韓大学や東亜大学校からの共同研究員
の受け入れや、中国からの国際交流研修員の受入れなど、東
アジアの諸外国の大学等との交流を進め、国際的なネット
ワークづくりに努めた。

※海外の研究者や国際機関との共同研究、国際協力プロジェ
クトの参加実績は以下のとおり。

○韓国釜山市観光振興課、韓国観光公社、中国社会科学院経
済研究所等との共同研究「長崎県観光産業とIT融合戦略に関
する調査研究」

など

≪「資料編」№26参照≫

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○海外の大学との国際学術交流シンポジ
ムを実施する。
○外国人研究者を受け入れる。
○国際機関との共同研究、国際協力プロ
ジェクトへの参加を行う。

≪平成22年度達成≫
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

達
成
年
度

中期計画 評価委員会意見等年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　国際交流協定に基づき、華僑大学（中国）との学術交流シンポ
ジウムや、高麗大学校（韓国）との日韓合同国際カンファレンス
を開催したほか、東亜大学校（韓国）からの客員研究員の受け入
れなどにより、教員間の交流を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　共同研究、シンポジウムを通
し、交流協定校との研究者の相互
交流を図る。

　華僑大学と国際学術交流シンポジウムを本学で開催した。経済
学部教員4名、華僑大学教員4名が研究発表を行い、研究交流を推
進した。
　人間健康科学研究科において、高麗大学校から客員教授を受け
入れ、共同研究を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　共同研究、シンポジウムを通
し、交流協定校との研究者の相互
交流を図る。

　華僑大学と国際学術交流シンポジウムを本学で開催した。経済
学部教員4名、華僑大学教員4名が研究発表を行い、研究交流を推
進した。
　人間健康科学研究科において、韓国高麗大学校と大分大学と合
同で、本学および高麗大学校を会場として国際カンファレンスを
実施し、研究者との交流を図った。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　新大学の教育研究組織として、3センター1研究所を設置した。
　これに伴い、外国語教育センター、産学官連携センター、国際
文化経済研究所は廃止した。

　3センター1研究所については以下のとおり。
○「国際交流センター」：外国語教育の充実と国際交流の推進
○「地域連携センター」：産学官連携の推進と県民の生涯学習支
援
○「教育開発センター」：教養教育の充実と教育方法の改善・研
究
○「東アジア研究所」：東アジアに関する調査及び研究

≪「資料編」№5参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

ウエイト小計
ウエイト総計

300　統合後のセンターのあり方につい
ては、平成20年4月までに設立すること
を目途に、法人内において検討を行って
いく。なお、既存の各センター、研究所
との連携等については、センター将来構
想プロジェクト等をつくって検討を行
なっていく。

【達成水準】
○既存のセンター、研究所との連携等に
留意し、新大学のセンターを平成20年4
月までに設置する。

≪平成20年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

20

【達成水準】
○交流協定校との研究者の相互交流を実
施する。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22299　交流協定校との研究者の相互交流
を実施する。

(Ⅲ)

②各種センターの設置
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●教育
教育理念・教育目標の策定 【平成22事業年度】
【平成17～21事業年度】 ・

・

・

教育方法の改善
【平成17～21事業年度】

・

・ 遠隔授業の実施
【平成17～21事業年度】

・ ・

【平成22事業年度】
・

国家試験対策の取組
・ 【平成17～21事業年度】

・

シラバスの標準化・改善
【平成17～21事業年度】 ・

・

【平成22事業年度】
・

GPAによる成績評価制度の導入
【平成17～21事業年度】 ・

・

就職支援の取組
【平成22事業年度】 【平成17～21事業年度】

・ ・

高い外国語（英語、中国語を重点）運用能力の養成 ・
【平成17～21事業年度】

・

・ 【平成22事業年度】
・

・

・

シラバスについては、項目区分など様式の統一化を図り、授業の到達目標、授業計画、成績評価方法などをより具体
的に記載し、学生にわかりやすいシラバスとした。また、全てのシラバスを大学のホームページに掲載し、学生がい
つでも閲覧できるようにした。なお、各学部において、シラバスの記載内容の精粗がみられたため、その解消に努め
た。

成績優秀者への表彰やGPA数値が基準に満たない学生に対し学習方法や履修登録方法を指導するなどGPAを活用した教
育指導を行った。

GPA制度を平成21年度から本格導入するために、平成20年度は全学部で試行した。また、教員各自が各科目の成績評
価基準の検証を行うとともに、同一科目における教員間の成績評価基準や教材の共通化を進めた。
なお、平成21年度からGPA制度を導入し、総合成績評価を実施した。

学内ホームページ上に就職支援システムを構築した。このシステムは、企業情報・求人情報・セミナー情報等を学
生へ提供し、また、学生が就職内定情報等を入力し報告できる双方向のシステムである。また、この就職支援シス
テムは学外からもインターネットで常時利用でき、学生から提供された各企業の就職試験情報を他の学生も共有で
きる。

模擬試験や個別指導などを実施した。これらの結果、平成22年度看護師国家試験合格率は100％、保健師国家試験
合格率は87.6％であった。
4年次生に対する試験対策として、生命健康科学特別講義（基礎分野）と栄養科学特別講義（応用分野）を集中講
義（それぞれ全15回）として実施した。また、校内模試（3回）や校外模試（4回）の結果、成績下位者に対して個
別指導や補講を10回実施した。その結果、管理栄養士合格率89.7%で、全国平均（新卒）82.1%を上回った。

インターンシップには、佐世保校で51名、シーボルト校で66名の学生が参加し、就業体験を行った。同窓会と連携
した就職ガイダンス（佐世保校3回、シーボルト校3回）、就職セミナー（佐世保校3回）を実施した。また、地元
企業と連携した就職ガイダンス（佐世保校2社、シーボルト校4社）、合同企業説明会（佐世保校18社参加、シーボ
ルト校12社参加）、県内医療施設学内合同説明会（シーボルト校28施設参加）を実施した。

学生の自習を促進するため、CALLシステムの更新や教材の充実を図った。また、外国語技能検定試験（TOEIC、
TOEFL、実用英語技能検定、中国語検定等）の資格取得を単位認定の対象とするとともに、TOEIC、中国語検定の課外
講座を実施した。
経済学部では英語と中国語のインテンシブプログラムを設け、実践的語学能力の習得を目指したカリキュラムを作成
した。
国際交流学科では英語については平成17年度入学者から新英語カリキュラムを導入し、中国語については、新大学の
カリキュラムに「中国語専門科目群」を配置した。英語・中国語の各専門科目において、TOEIC・中国語検定等の取
得スコアを履修要件とし、履修可能科目を段階的に配置した履修システムとすることで、学生の語学力の向上に努め
た。また、TOEICテストの平均が500点未満の学生に対しては、リメディアル・クラスを設けて指導した。 就職率については、佐世保校では90％以上という目標に対して87.9％、シーボルト校では95％以上という目標に対

して94.9％であった。

看護学科では、看護師・保健師国家試験対策として科目担当教員が最近の国家試験出題傾向を踏まえ、授業に試験
対策を組み入れるとともに、補習講義も実施した。その結果、看護師保健師の合格率は上昇し、高い合格水準を維
持している。
管理栄養士国家試験の対策を強化して学力の向上を図った。試験対策として、生命健康科学特別講義（基礎分野）
と栄養科学特別講義（応用分野）を集中講義として実施した。また、校内模試の結果、成績下位者に対して集中講
義を実施した。

佐世保校においては、TOEIC対策及び中国語検定試験対策の課外講座を実施し、自習用eラーニング教材も継続して
活用した。また、学内でTOEIC試験を6回、中国語検定試験を1回開催した。TOEIC試験結果は、経済学部の英語イン
テンシブプログラムの学生各人の平成22年度の自己最高点の平均で、1年次生で487.2点、2年次生で531.4点（1年
時は478.7点）、3年次生で527.4点（2年時は480.4点）という結果であった。中国語インテンシブプログラムの中
国語検定試験合格状況は4級に1名、3級に1名（昨年度は4級2名、3級2名）という結果であった。

それぞれのキャンパスに就職課を設置し、就職支援体制の強化を図るとともに、東京駐在職員1名を配置し、学生
の就職活動の支援を行った。また、教員、就職課、東京駐在職員が連携し、就職ガイダンスや就職セミナー等を開
催するとともに、企業訪問や課外講座を積極的に行い、学生の就職支援に努めた。

学部・学科間の有機的な連携により、学生の教養・知識・能力を養成するために、遠隔授業システムを導入し、大
型スクリーンやディスプレイ等を設置した遠隔授業用講義室（佐世保校3教室、シーボルト校3教室）も整備完了し
た。また、平成20年度の全学教育カリキュラムにおいては、両キャンパスの学生が遠隔授業により受講する科目
（7科目）を編成した。なお、遠隔授業システムにより、両校の全学教育の科目の幅が広がり、カリキュラムが充
実した。

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項

平成18年度から全学的なFD研修会を開催し、学外講師の講習や教育実践の事例報告を行った。また、テーマごとに分
科会を設定し、授業のあり方、教材の開発、適切な成績評価方法などについて事例研究等を実施した。なお、研修会
の内容は報告書としてとりまとめ、教員の授業内容･方法の改善に努めた。

学生による授業評価を引き続きセメスターごとに全科目で実施するとともに、その結果を各教員が分析し、点検報告
書を作成して、授業内容や方法等の改善を行った。
全学的なFD研修会を開催し、分科会での教員の事例報告などにより、授業改善、効果的な教材のあり方について相互
啓発し、各教員の能力向上に努めた。

新しい長崎県立大学の教育理念・目的を定めた。また、新大学の理念・目的の実現のため、授業科目を全学教育科
目、専門教育科目、行動科目で構成するとともに、コースや科目等の性格・目的に応じ、適切に配置した。
新大学の理念・目的は下記の通り。
「人間を尊重し平和を希求する精神を備えた創造性豊かな人材の育成」、「長崎に根ざした新たな知の創造」、「大
学の総合力に基づく地域社会及び国際社会への貢献」

学生による授業評価をセメスターごと全科目において実施するとともに、その結果を各教員が分析し、シラバスや授
業方法の改善に活用した。

シーボルト校においては、TOEIC対策講座、中国語合宿の実施や教材の充実等を行うとともに、学内でTOEIC試験を
7回、中国語コミュニケーション能力検定試験（TECC）を2回実施した。TOEIC試験結果は、国際交流学科1年次生の
最高点の平均は、520.3点、2年次生は589.6点（1年時は557.8点）、3年次生は607.8点（2年時は590.8点）、4年次
生は607.9点（3年時は597.5点）であった。中国語検定試験について、2級に2名、3級に2名、4級に7名が合格し
た。

授業科目は、全学教育科目、専門教育科目、行動科目から構成し、学部・学科の人材育成の目標に沿った体系的なカ
リキュラム編成を行った。また、学部間での専門教育の相互履修を可能とし、学部教育の学際化を図った。

- 216 -



長崎県立大学

●教育 ●研究
学生支援に対する取組 特色ある研究分野への取組
【平成17～21事業年度】 【平成17～21事業年度】

・ ・

・

・
【平成22事業年度】

・

・
【平成22事業年度】

・

研究成果の発表
・ 【平成17～21事業年度】

・

・
【平成22事業年度】

・

東アジア地域の大学・研究機関との研究交流
入学者選抜方法の改善 【平成17～21事業年度】
【平成17～21事業年度】 ・

・

・

【平成22事業年度】
・

・

・

・
外部資金による研究
【平成17～21事業年度】

・
高等学校との連携
【平成17～21事業年度】

・ 【平成22事業年度】
・

【平成22事業年度】
・

科学研究費補助金の応募に向けて、平成18年度から学内説明会を実施した。また、外部資金の公募情報を教職員用Web
ページに掲載し、外部研究資金の獲得を促した。

平成22年度外部研究資金（新規分）は合計64件71,990千円であった。（科学研究費補助金　29件37,035千円（申請68
件）、受託研究費　12件15,037千円、共同研究費　12件11,225千円、奨学寄附金　8件3,700千円、補助金　2件4,694千
円、市町村共同研究事業　1件300千円）

国際交流協定に基づき、佐世保校を会場に、華僑大学との学術交流シンポジウム「地域経済活性化のための地域力の模
索」を開催した。また、人間健康科学研究科では、高麗大学校と大分大学と合同で、本学及び高麗大学校を会場として
国際カンファレンスを実施し、研究者との交流を図った。

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項

平成17年度に、大学、学部、学科、大学院、専攻のアドミッション・ポリシーを策定し、ホームページなどで公表し
た。また、入学者選抜方法の改善を図るため、入試連絡会や高校訪問により県内外の高校教員から幅広く意見を聴取
するとともに、アドミッション・ポリシーに基づいた推薦制度等の改善を図った。
平成19年度入試において、経済学部では、商業高校を対象に１高等学校当たりの推薦人数制限の撤廃と高校成績の評
定平均下限の見直しを行った。国際情報学部では、私費外国人留学生特別選抜にかかる日本留学試験成績の複数年利
用の採用や数学のコース選択の撤廃を行った。看護栄養学部でも、私費外国人留学生特別選抜にかかる日本留学試験
成績の複数年利用の採用を行うとともに、栄養健康学科では、TOEFLの受験要件の撤廃を行った。

学生の自主性の涵養と社会貢献の促進を目的に創設した「大学活性化プロジェクト奨励金」により、学生が自主的に
企画し、大学又は地域の活性化につながる3件のプロジェクトを支援した。また、学生自治会との連絡会議を開催し、
学生の意見・要望を踏まえ、サークル棟シャワー室の改修などの施設整備を行った。

シーボルト校においては、学長裁量研究費における中期計画重点課題研究で、5件10,935千円を採択し、「桑葉抽出物
のα-グルコシダーゼ阻害作用を利用した糖尿病予防食品の創製と普及に関する研究～桑葉抽出物とデンプン食品（米
飯）を同時に摂取したときの血統上昇抑制効果～」などの研究に研究費を重点的に配分した。

授業料減免制度について、最近の社会経済の状況に鑑み、成績順位が上位1／3未満2／3以上の者を半額免除（但し、
成績順位が1／2未満2／3以上の学生については、予算の範囲内で減免）とする制度を新設し対象者を拡大した。ま
た、平成23年度以降の入学者を対象とし、県内に住所を有する入学者のうち一般入試（前期入試）の成績が優秀で
あった者（各学科上位1名（経済学部は各学科上位2名））に入学料相当額の奨学金を交付する成績優秀入学者奨学金
制度を創設した。

平成21年度入試において、国際交流学科では、AO入試の出願要件について、学科のアドミッション・ポリシーに基づ
き出願資格の幅を広げるため、中国語に関する検定試験の種類（漢語水平考試（HSK)・中国語コミュニケーション能
力検定試験(TECC)）を追加した。

授業料減免制度については、平成18年度から新たな審査基準により減免を行った。この基準においては、学部1年生の
成績基準をこれまでの高校卒業時の評定平均値（3.5以上）から、前期試験の成績（試験成績を履修科目数で割った平
均点を序列化した各学科ごとの上位1／3）で判定することにより、大学入学後の修学意欲を高めることとした。ま
た、大学院においても修学意欲の向上を図るため、成績最上位者（各専攻・各年次ごと1名）の授業料を減免する制度
を新たに構築した。

大学として重点的に取り組む研究課題として、佐世保校においては「長崎」、「離島」、「東アジア」に関する研究、
シーボルト校においては「人間の安心・安全と平和」及び「人間開発」に関する研究に取り組んだ。
法人プロジェクト研究である「長崎県の離島を中心とした文化の継承、情報社会の構築、社会経済の活性化、生活習慣
病の予防、保健・医療の充実」（平成18～20年度）と、「しまの健康を守ろう～上五島活き活きプロジェクト」（平成
20年度～22年度）について、各学部が連携した研究を推進した。

佐世保校においては、学長裁量研究費で「日中韓の地域連携に関する調査研究」など、3件の東アジアに関する研究、
および「長崎県民の豊かさに関する他地域との比較研究」など、4件の地域・離島に関する研究を推進した。

オープンキャンパス、高校訪問、出前講義、入試連絡会、進学相談会等を行い、積極的に県内外の高等学校との連携
を図った。平成20年度には「長崎県立大学と県北地区長崎県立高校との高大連携にかかる運営委員会」を設置し、高
校との連携を行った。また、シーボルト校では、高校生が大学に来学して体験するさまざまな理科実験プログラムを
実施し、県内の高等学校との連携を図った。

佐世保校では県北地区高校と意見交換会を開催し高校教員が7名参加した。12月には「高校生向け公開講座」を行い高
校生86名、高校教員4名が参加した。また、シーボルト校では、高校生を対象とした体験理科実験を継続的に実施し、
高等学校との連携を図った（2回11講座・参加学生数192名）。

両校とも保健室に隣接して学生相談室を整備し、学生相談環境の充実を図った。佐世保校では、臨床心理士1名、精神
科校医1名、保健師2名の体制とし、臨床心理士と精神科校医による学生相談を年間70日程度（1日2～4時間）開室し、
教職員とも連携をとることで、学生の相談体制の充実を図った。また、シーボルト校では、臨床心理士1名、保健師1
名の体制とし、臨床心理士による学生相談を年間90日程度（1日3時間）開室し、教職員とも連携をとることで、学生
の相談体制の充実を図った。

平成20年度入試において、経済学部では、AO入試を創設（募集区分は英語インテンシブコース、中国語インテンシブ
コース、アカウンティングコースの3区分）するとともに、推薦入試について、県内高校の推薦対象学科への「総合学
科」の追加、「離島高校」枠の新設、県外高校の推薦対象学科への「商業科・総合学科」の追加を行った。国際情報
学部では、「県外高校」推薦枠を導入した。また、国際交流学科では、AO入試における中国語分野の新設や、私費外
国人特別選抜における日本留学試験点数要件の撤廃、試験科目の見直しを行なった。

全学生対象のオリエンテーションにおいて、警察署などの外部講師による、生活安全、交通安全、環境衛生、薬物乱
用等の講話を行い注意・啓発に努めた。特に、新入生に対しては、大学生が陥りやすいトラブルへの対策を中心とし
た「新入生へのメッセージ」を防犯・安全マニュアルとして配布した。

研究成果をデータベース化し、インターネットを通じて社会へ提供するために、「長崎県立大学学術リポジトリ」を構
築し、各学部の紀要から332の論文を登録し、インターネットを通じて公開した。

これまで大学ホームページで公開していた研究者情報や研究テーマ一覧に加え、論文名や学会発表実績などの詳細な業
績集も掲載した。

華僑大学（中国）との国際学術交流シンポジウムや、高麗大学校（韓国）との共同研究を実施するなど、東アジア地域
の大学・研究機関との学術交流・共同研究を推進した。また、アジアに開かれた教育研究機関として活動するため「東
アジア研究所」を設置した。また、東アジア研究所において、東アジア研究を幅広く、かつ積極的に進めることや国内
外の研究者及び機関との連携強化を目的として、平成21年12月に「東アジア研究ネットワーク」を発足し、研究者の登
録を開始した。

本学が中心となって、華僑大学及び東亜大学校（韓国）と協議し、東アジア地域の経済・社会・文化に関して共同研究
を推進することを目的に、華僑大学東方管理研究センター、東亜大学校東アジア研究院、本学東アジア研究所の3つの
研究機関による日中韓研究機関間学術交流協定を締結した。
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●社会貢献
学生の地域貢献 研究成果の地域還元
【平成17～21事業年度】 【平成17～21事業年度】

・ ・

・
・

【平成22事業年度】
・

【平成22事業年度】
・ 大学施設の開放

【平成17～21事業年度】
・

・ 【平成22事業年度】
・

地域住民の生涯学習支援 ●その他
【平成17～21事業年度】 国際交流

・ 【平成17～21事業年度】
・
・

【平成22事業年度】
・

・

産学官連携
【平成17～21事業年度】

・ ・
・

・

【平成22事業年度】 【平成22事業年度】
・ ・

・

・ ・

海外の大学等との交流、外国語教育の充実を全学的に推進するために、国際交流センターを設置した。

長崎県と慶應義塾大学の連携事業「地域の強みを活かした向上支援事業」に共同研究として参加し、本学の学生と慶
應義塾大学の学生が交流を図りながら、平戸市をフィールドとした地域活性化策の提言報告会を地元市民に対して実
施した。また、新上五島町との協定事業を活用し、「協働のまちづくり推進事業」などの離島に関する様々な研究に
学生も参加して調査活動等を行った。

地域連携センターに生涯学習部門を設置し、地域社会、地域住民とのコミュニケーション窓口とした。また、公開講
座、地域公開講座、学術講演会、シンポジウム等を年間を通じて開催した。

学術講演会、公開講座等の受講者へのアンケート調査により、講座の要望等を把握し、公開講座等の講座を設定する
際の参考とし充実を図った。また、公開講座を14講座、学術講演会を3講座、地域公開講座を33講座開催した。

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項

「しまの実習」や演習科目におけるフィールドワークなどのフィールド型教育の科目や、「インターンシップ」「ボ
ランティア活動」等の地域や企業などと連携したカリキュラムを配置した。
大学と新上五島町との共同研究事業においては、「つばき巨木銘木マップ作成事業」、「上五島町漁協における「五
島箱入娘」のブランド強化推進事業」等に多数の学生が参加しフィールドワークを行った。また、大学独自の助成制
度「大学活性化プロジェクト奨励金」を創設し、学生の地域貢献への自主的活動を支援した。さらに、長崎県の事業
である「学生さんのまちおこし・地域づくり事業」への応募を支援した。その結果、8件の学生の企画が採択され、
地元商店街活性化のためのイベント、商店街マップ作成等ゼミ担当教員の指導のもと学生が主体となって取り組ん
だ。

佐世保校においては、早岐茶市の調査と報告会の実施や近隣町の小中学校での学習支援ボランティア等を継続して実
施した。シーボルト校においても、離島でのフィールドワークや臨地実習、食育支援に関する料理教室等を実施し
た。また、「シーボルトキャラバン」において、県内の小中学校5校と連携し、教員と学生による生と性に関する教
育のサポートやワークショップを実施した。

佐世保市と包括連携協定を締結し、「佐世保市の地理空間情報を活用した地域課題の調査、研究」、「バイオマス利
活用に関する摘果みかんの機能性成分分析」など6つの連携事業を行った。また、新上五島町との相互協力協定に基
づき、「新上五島町SNN「してみっか」拡充事業」など4つの連携事業を行った。
佐世保校においては、「地域経済等に関する連絡会議」（佐世保市、市商工会議所等）を開催したほか、県窯業技術
センターと連携した調査研究などの産学官連携を推進した。シーボルト校では、長崎県、県内大学及び商工団体と共
同で設立した「長崎“新生”産学官コンソーシアム（NRC）」において、機能性食品に関する産学官連携を推進し
た。また、長崎市の重点施策である「游学のまち長崎」において、県南地区8大学と連携して観光型学習プログラム
を開発するなど産学官連携を推進した。

海外の大学向けに情報を発信するため、新大学の英語版・中国語版・韓国語版ホームページを作成した。

佐世保校では、復旦大学（中国）、韓南大学校（韓国）とシンポジウムを開催するなど、アジア地域の大学とのネット
ワークの構築を行い、研究者の交流を進めた。さらに、平成18年度に国際文化経済研究所（平成20年4月　東アジア研
究所が継承）とアモイ大学（中国）日本研究所との学術交流協定を締結し、学術交流を促進した。
シーボルト校では、日中国交正常化35周年、朝鮮通信使400周年を記念し、中国の経済、法律等の専門家および本学国
際情報学部による国際シンポジウム「長崎・上海・ソウル新時代」を開催し、交流を図った。そのほか、韓国の柳韓大
学や東亜大学校からの共同研究員の受け入れや、中国からの国際交流研修員の受入れなど、東アジアの諸外国の大学等
との交流を進め、国際的なネットワークづくりに努めた。

経済学部では、マカオ大学（中国）社会人文学部と学部間交換留学協定を締結した。また、西安外国語大学（中国）と
交流協定締結に向けた協議を行った。
東亜大学校（韓国）と旧県立長崎シーボルト大学が締結した学術交流協定を新大学で再締結した。再締結にあたって、
共同でシンポジウムを開催するなど内容を拡充した。

産学官連携、他大学との共同研究を推進する窓口として、「地域連携センター」に産学官連携部門を設置した。ま
た、「長崎県における産学官連携に関する大学等間ネットワーク」の構成メンバーとして、長崎県内の14の大学等と
産学官連携を推進した。さらに、行政・企業・大学等で構成する「西九州コンソーシアム」への参加、佐世保市・商
工会議所・長崎県産業振興財団と協力し「地域経済等に関する連絡会議」を設立、「ながさき出島インキュベータ
（D-FLAG）」の運営参画のほか、各種イベントや共同事業への参加等により地域との連携を図った。

西安外国語大学（中国）と学術交流協定を締結した。
学術交流、共同研究のほか、双方の留学生の支援等を行っていくことを目的に中国と韓国にリエゾンオフィサーを配置
した。
東アジア研究所では、研究所学術誌「東アジア評論」第3号を発刊したほか、「東アジア研究セミナー」を開催するな
ど、東アジアに関する研究を推進した。

企業･研究機関等の活動支援に資するため、研究成果については、紀要や年次報告書を作成して自治体等に提供した。
また、研究者情報をホームページに掲載するとともに、教員プロフィール（冊子体）を作成し、自治体等へ配布した。

研究成果をデータベース化し、インターネットを通じて社会へ提供するために、「長崎県立大学学術リポジトリ」を構
築し、各学部の紀要から332の論文を登録し、インターネットを通じて公開した。

これまで大学ホームページで公開していた研究者情報や研究テーマ一覧に加え、論文名や学会発表実績などの詳細な業
績集も掲載した。

施設利用のスケジュール管理を適切に行い、大学施設を学外者の利用に供した。

施設利用のスケジュール管理を行い、大学施設の学外貸出を121件行った。また、大学のホームページに「施設利用の
ご案内」を掲載するとともに、グラウンド、テニスコート、体育館等の施設を、大学行事に支障がない限り、学外者へ
貸し出した。
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中
　
期
　
目
　
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　平成20年4月、長崎県立大学と県立長崎シーボルト大
学を統合し、新「長崎県立大学」を開学した。
　また、開学に当たっては、両大学の再編・統合を進め
るため、法人事務局に再編・統合準備室を設置するとと
もに、両大学の教職員で構成する統合準備委員会を立ち
上げ、新大学の理念、学歌、学章、名称等に係る調整な
ど具体的な作業を行った。
　なお、新大学の名称は、外部有識者等を委員とする新
大学名称選考委員会において、「長崎県立大学」と決定
した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】
（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　理事長・学長の補佐体制の充実・強化を図るため、法
人本部に専務理事を配置するとともに、両校に副学長を
配置した。
　また、適宜特命事項を担当する学長補佐を任命した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

96　 両大学が分離キャンパス方式により、再編・統合することを念頭に置いた法人運営体制を構築する。
97　 法人における経営及び大学の教育研究体制を強化するため、理事長と別に学長を任命し、その役割と協力を明確にする。
98　 法人運営にあたっては、トップマネジメントの強化による迅速・機動的な意思決定を行うため、理事長及び学長がリーダーシップを発揮できるよう権限の強化や補佐体制の充実を図る。
99　 理事長及び学長のリーダーシップのもと、法人の基本理念と目標を達成するため、法人が特に力を入れる分野・領域を選定し、競争原理に基づいた効率的な資源配分を行う。
100　法人の組織及び業務のスリム化や意思決定の迅速化により効率的な運営を行い、法人の経営基盤を確立する。
101　教員組織と事務組織との連携を強化し、一体的かつ効率的な組織運営を行う。

【達成水準】
○法人本部に専務理事を配置するととも
に、両大学に副学長を配置する。

≪平成17年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

○内容に対する意見
・理事長・学長の補佐体制の充実・強化
のため、専務理事、副学長及び学長補佐
等を配置しているが、今後は、理事長・
学長のリーダーシップの下、大学の再
編・統合による大学資源の有効活用や効
率化を図り、大学統合の実質化に向けて
取り組むことが望まれる。

20301　平成20年4月に両大学を再編・統合
する。

(Ⅲ)

Ⅲ

17302　公立大学法人の設置目的に沿っ
て、大学で実施する教育研究業務につい
て、民主・公正・透明で、かつ機動的な
リーダーシップを理事長・学長が発揮で
きるよう、十分な体制を整える。

【達成水準】
○平成20年4月に両大学を再編・統合す
る。

≪平成20年度達成≫

○評価できる点
・平成２０年４月に旧長崎県立大
学と県立長崎シーボルト大学を再
編・統合し、新しく長崎県立大学
を開学している。新大学の開学に
当たっては、法人事務局に再編・
統合準備室を設置するとともに、
両大学の教職員で構成する統合準
備委員会を立ち上げ、新大学の理
念、学歌、学章、名称等に係る所
要の調整を実施している。

年度計画

達成
状況

項 目 別 の 状 況

Ⅱ　業務運営の改善及び効率化
　１ 運営体制の改善に関する目標
　　 効果的な組織運営と戦略的な学内資源配分の実現等に関する基本方針

①全学的な経営戦略の確立

判断理由（実施状況表） ウエ
イト

評価委員会意見等中期計画

達
成
年
度
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

達
成
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　理事長は法人の経営者として理事会及び経営協議会を
招集し、中期計画や各年度の予算等、法人経営に関する
重要事項の決定を推し進めた。
　また、学長は教育研究評議会を招集し、学則等の大学
規程の改正や教員の採用・昇任等、大学の教育研究に関
する重要事項の決定を推し進めた。
　なお、理事会については、定例会議のほか必要に応じ
て機動的に開催した。

≪「資料編」№28･29参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　グローバルな視点に立って法人の経営に関する重要事
項を審議するために、経営協議会（委員11名中6名が外
部有識者）を整備するとともに、大学改革、法人及び大
学に係る事業の企画立案を行うため、法人本部に企画広
報課を新設した。
　また、同窓会の総会などで新大学の状況報告や意見交
換を行うとともに、就職活動支援や広報活動での協力を
依頼した。これにより、同窓会との連携でOBを講師とす
る就職セミナーやガイダンスを開催した。

≪「資料編」№30参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　大学運営に関し、同窓会や後
援会との連携を図る。

　前年度までと同様、同窓会の総会などで大学の状況報
告や意見交換を行うとともに、就職活動支援や広報活動
での協力を依頼し、同窓会との連携でOBを講師とする就
職セミナーやガイダンスを開催した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　大学運営に関し、同窓会や後
援会との連携を図る。

　各地区の同窓会総会において、大学の状況報告や意見
交換を行うとともに、就職活動支援や広報活動での協力
を依頼し、同窓会との連携でOBを講師とする就職セミ
ナーやガイダンスを開催した。

　経営戦略について、中期計画期間中に立案することが
できなかった。なお、平成23年度に経営戦略を策定する
こととしている。

303　理事長と学長の役割分担を明確化
し、相互の協力と意思疎通が円滑に行わ
れる体制を整備する。

Ⅲ

【評価委員会の評価「Ⅱ」】
○法人の自己評価は妥当性を欠
く。
・経営戦略については、平成２２
年度においても策定に向けた具体
的な実績が上がっておらず、「グ
ローバルな視点に立って社会の動
きを見極め、経営戦略を立案す
る」とした中期計画及びその達成
に向けた最終年度の取組を十分に
実施したものとは認められない。

【達成水準】
○外部有識者を含む経営協議会にて重要
事項を審議することにより適切な経営戦
略を立案する。
○大学運営に関し、同窓会等との連携を
図る。

≪未達成≫

(Ⅲ)

Ⅱ

－304　グローバルな視点に立って社会の
動きを見極め、経営戦略を立案する。ま
た、このために同窓会等との連携を図
る。

(Ⅲ)

Ⅲ

17

【達成水準】
○理事会を機動的に開催する。
○理事長と学長の役割分担を明確化す
る。

≪平成17年度達成≫

○内容に対する意見
・経営戦略が立案されておらず、
中期計画を十分に実施したものと
は認められない。公立大学として
勝ち残るためにも、グローバルな
視点に立って社会の動きを見極
め、早期に、経営戦略を立案し、
重点施策を絞り込み、経営資源を
振り向けていくことを求める。

(Ⅲ)
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

達
成
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　新大学における教育･研究、地域貢献の機能を充実す
るため、国際情報学研究科を開設するとともに、国際交
流センター、地域連携センター、教育開発センター、東
アジア研究所を設置した。
　教育研究評議会や教授会、学科会議等を通じた情報の
提供や意見集約を行い、学内の連携を進めた。また、教
職員専用のWebページに、法人規程集などを掲載し、情
報の共有化を進め、各部署間の連携を図った。
　また、法人化に伴い、監事および会計監査人による監
査を実施した。
　さらに、平成19年度には、経営協議会の外部有識者の
委員数を4名から5名に増やし、機能強化を図った。

≪「資料編」№5･28参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　両校間に専用通信回線を整備し、遠隔授業やテレビ会
議を行うなど、効率的な運用を行った。
　また、平成19年度には、両校を結ぶ基幹ネットワーク
を構築し、教職員Webページの共有化等により、連絡調
整機能の強化を図った。

≪「資料編」№15参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

19306　両大学（両キャンパス）間の教
育・研究と運営における連携強化のた
め、遠隔授業をはじめとする情報通信シ
ステムの整備を推進すると共に両者間の
連絡調整機能を整備する。

【達成水準】
○両校間の通信回線を設置し、テレビ会
議や遠隔授業ができるシステム等を導入
する。

≪平成19年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

305　教育・研究、地域貢献、評価、経
営、内部監査の各機能を充実し、密接な
連携を図る。 【達成水準】

○統合に向け、両大学の教育研究組織、
事務組織等を見直す。
○理事会、経営協議会、教育研究評議会
等の連携を図る。
○教育・研究等の評価結果、経営状況、
内部監査の結果を教職員が共有する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

19

○評価できる点
・再編・統合後の両校間の地理的
距離が離れているため、専用通信
回線を整備し、遠隔授業やテレビ
会議の実施等により旅費や移動時
間の縮減に努め効率的な運用を
行っている。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

達
成
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　法人の運営及び経営に関する事項に関しては、理事長
が主宰する理事会および経営協議会において審議し、大
学の教育研究に関する事項については、学長が主宰する
教育研究評議会において審議を行う体制とした。
　また、法人運営に関わる理事会および経営協議会と大
学の教育研究に関わる教育研究評議会が、それぞれ役割
分担し、運営面、教育面の意見交換を定期的に行うこと
で、学内コンセンサスの確保を図り、機能的な大学運営
を行った。

≪「資料編」№28･29参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学長の教育研究に係る業務の執行を補佐するため、副
学長（2名）、学部長、学生部長（両校）、附属図書館
長（両校）、研究科長を配置し、業務を分掌させた。
　また、必要に応じて学長補佐を配置し、本学全体の見
地から行う企画や立案等の特定の業務にあたらせた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

308　教育・研究に関わる諸事項を学長
のリーダーシップのもとに推進するた
め、学長補佐機能を充実整備する。

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

18

【達成水準】
○理事会、経営協議会、教育研究評議会
の明確な役割分担を行う。

≪平成18年度達成≫

【達成水準】
○学長を補佐するための体制を確立す
る。

≪平成17年度達成≫

17

②運営組織の効果的・機動的な運営
307　学内のコンセンサスの確保を図り
つつ、理事長・学長を中心に、理事会、
経営協議会、教育研究評議会の明確な役
割分担を行い、大学の機能的な運営を図
る。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

達
成
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　新大学の開学にあわせ、学内委員会組織を再編した。
その結果、両校合わせて48委員会から、42委員会になっ
た。
　なお、委員の選任にあたっては、一方の性に偏らない
よう配慮した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　統合後の委員会組織について
随時見直し、必要な改善を行
う。なお、委員については、一
方の性に偏らないよう配慮す
る。

　リポジトリシステムの運用開始にあたって「学術リポ
ジトリ運営委員会」を設置した。
　また、各委員会委員の選任にあたっては、一方の性に
偏らないよう配慮した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学内委員会組織について点検
し、必要に応じて改善を行う。
また、委員については、一方の
性に偏らないよう配慮する。

　統合後の委員会組織及び所掌事項を見直し、全学委員
会の設置や既存委員会の統合など、全面的な改善を行っ
た。
　また、各委員会委員の選任にあたっては、一方の性に
偏らないよう配慮した。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　「学部長に関する規程」を整備し、学部長の役割を明
確にした。
　また、学部を円滑に運営するために「学科長に関する
規程」を整備し、学部長を補佐する体制を整えた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

【達成水準】
○学部長の役割を明確にする。
○学部運営において、学科長などによる
学部長を補佐する体制を整える。

≪平成17年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

309　学内の委員会組織を整理統合し、
教員及び事務職員の委員会事務を軽減す
るとともに、教育研究評議会や教授会に
対する委員会の役割を明確化する。ま
た、委員に関しては、必要に応じ、
クォータ制（割り当て制）を導入し、一
方の性の委員に偏ることがないようにす
る。

17310　学部長のリーダーシップのもとで
学部の運営を機動的・戦略的に進められ
るよう、学部長の役割を明確にするとと
もに、学部の運営体制を整備する。

③学部長等を中心とした機動的・戦略的な学部等運営

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

【達成水準】
○既存の学内委員会を再点検し、整理統
合する。
○大学統合に伴い委員会組織を整理す
る。
○委員会の委員については、一方の性に
偏らないようにする。

≪平成22年度達成≫

22

(Ⅲ)
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

達
成
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教授会の審議事項を、大学の教育課程の編成に関する
事項など教学中心の内容にすることにより、学部運営を
効率化した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　法人本部に企画広報課を設置するとともに、各校に就
職課を設置し、事務局組織の強化を図った。
　また、法人が計画的に事務職員を採用することで専門
職化を進めた。
　なお、学内の委員会については、必要により事務職員
が委員として参画し、教員と共に企画・立案・運営を
行った。

≪「資料編」№30参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

17311　教授会の審議事項を精選すること
により教員及び事務職員の負担を軽減
し、効率的な学部運営を図る。

312　事務局の機能を再編し、事務職員
の専門性の向上を図るとともに、教員と
事務職員がそれぞれの専門性を活かし、
車の両輪としてお互いを補完しつつ一体
となって、教育・研究・地域貢献などに
かかる企画・立案・運営を行う体制を整
備する。

20

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○教授会の審議を教学中心にし、効率的
な学部運営を図る。

≪平成17年度達成≫

④教員・事務職員等による一体的な運営

【達成水準】
○事務局を再編・整備する。
○公立大学法人が独自に事務職員を採用
し、事務職員の専門職化を図る。
○事務職員が各種委員会において委員と
して参加し、教員と共に企画・立案・運
営を行う。

≪平成20年度達成≫
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

達
成
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　中長期的な観点からの適正な人員配置を行うための教
員採用計画に基づき、新大学における体制も勘案して計
画的な採用を行った。
　なお、平成20年度には、採用や昇任などの教員人事を
円滑に行うため、学長の諮問機関として学内に人事調整
委員会を設置した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学長が大学の目標に即した教
員採用計画に基づき、各専門分
野に適した計画的な教員採用を
行う。

　人事調整委員会を開催の上、中長期的な観点からの適
正な人員配置を行うための採用計画に基づき、計画的な
採用を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学長が大学の目標に即した教
員採用計画に基づき、各専門分
野に適した計画的な教員採用を
行う。

　学長の諮問機関である人事調整委員会を開催の上、中
長期的な観点から適正な人員配置を行うため、採用計画
に基づき計画的な採用を行った。

22

【達成水準】
○教員採用計画を策定する。
○採用計画に基づき、人材の採用を行
う。

≪平成22年度達成≫

313　学長のリーダーシップのもと、大
学の目標に即して、教育研究上の重点分
野における人材確保を促進することと
し、そのための体制を整備する。

Ⅲ

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

⑤全学的視点からの戦略的な学内資源配分
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

達
成
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　大学の目標に即して予算編成方針を毎年度作成した。
特に、社会に期待される学生の質の確保を図るため、
CALLシステムの導入などによる外国語教育の充実や遠隔
授業システムの導入など、高い品質の教育内容及び教育
環境の実現を目指した。計画的で効果的な予算配分を行
い、経営協議会及び理事会の意見を踏まえて戦略的な編
成を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　理事長が、経営協議会の審議
を経て、中長期的な観点から法
人と大学の目標に即した予算配
分の方針・計画を策定し、適切
な予算編成を行う。

　平成21年度予算については、以下のような大学の目標
に即した法人予算案を編成し、経営協議会、理事会の審
議を経て決定した。

○高い外国語運用能力の養成に向けた取り組みにかかる
経費（外国語学習用システム、教材の充実など）
○授業方法や内容の改善への取り組みにかかる経費（遠
隔授業システムの充実など）
○教育研究体制の整備にかかる経費（研究面の一層の活
性化を目的とした法人プロジェクト研究経費など）
○就職支援体制の充実にかかる経費（企業訪問用の大学
パンフレットの作成など）
○学生の自主的な活動を支援する「大学活性化プロジェ
クト奨励金」にかかる経費
○大学基準協会の認証評価の受検にかかる経費
○広報戦略に基づく経費

など

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　理事長が、経営協議会の審議
を経て、中長期的な観点から法
人と大学の目標に即した予算配
分の方針・計画を策定し、適切
な予算編成を行う。

平成22年度予算については、以下のような大学の目標に
即した法人予算案を編成し、経営協議会、理事会の審議
を経て決定した。

○授業方法や内容の改善への取り組みにかかる経費
（「しま体験教育プログラム」、FDなど）
○高い外国語運用能力の養成に向けた取り組みにかかる
経費（外国語学習用システム、教材の充実など）
○就職支援体制の充実にかかる経費（企業説明会、就職
セミナーなど）
○特色ある研究分野への重点的な取り組みにかかる経費
（法人プロジェクト研究の推進など）
○地域貢献の推進にかかる経費（公開講座の充実や、産
学官連携の推進など）
○国際交流の推進にかかる経費（留学生派遣・受入れの
推進など）

など

【達成水準】
○中期計画の達成に向け、法人と大学の
目標に即した予算編成方針を毎年度作成
する。
○予算の編成に当たっては、理事会・経
営協議会の意見を反映させる。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22314　予算は、大学の目標と教育研究上
の重点分野に留意し、戦略的な編成を行
うこととし、そのための体制を整備す
る。

(Ⅲ)
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

達
成
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　予算や人員の配分については、全学的で中長期的な視
野に立ち、理事会で審議するとともに、人員配分につい
ては人事調整委員会でも検討した。
　学長裁量研究費については、重点研究課題を設定し、
その配分方針を明確に示した上で、大学の目標と教育研
究上の重点分野に留意した配分を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　役員、経営協議会委員へ外部有識者を委嘱するほか、
発明審査委員会委員としての弁理士など、それぞれの職
務に見識のある外部の有識者及び専門家を適切に委嘱し
た。
　また、地域連携センターの設置に伴い、知的財産活用
強化を目的として、知的財産アドバイザーを特任職員と
して配置した。

≪「資料編」№29参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

19315　全学的、中長期的な視点に立ち、
大学の目標と教育研究上の重点分野に留
意しつつ、教育研究の実績を踏まえて予
算や人員の配分を行うシステムを整備す
る。

【達成水準】
○理事会において予算・人員配分を決定
する。
○学長裁量研究費を活用し、大学の目標
と教育研究上の重点分野に留意した研究
費の配分を行う。

≪平成19年度達成≫

18316　大学運営について専門性の高い分
野（法務、労務、財務、産学連携等）
に、学外有識者や専門家の活用を図るこ
ととし、そのための体制を整備する。

【達成水準】
○役員、経営協議会委員、発明審査委員
会委員など、それぞれの職務に見識のあ
る外部の有識者、専門家を適切に委嘱す
る。

≪平成18年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

⑥学外の有識者・専門家の登用

(Ⅲ)

Ⅲ
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト
評価委員会意見等中期計画

達
成
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　法人の監事による業務監査および会計監査を実施し、
学内資源の適切な運用に努めた。
　なお、監査により指摘された事項については、適宜改
善した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　適切な監事監査を実施し、学
内資源の適切で効率的な運用に
努める。

　法人の監事による業務監査及び会計監査をキャンパス
ごとに実施し、学内資源の適切で効率的な運用に努め
た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　適切な監事監査を実施し、学
内資源の適切で効率的な運用に
努める。

　法人の監事による業務監査及び会計監査をキャンパス
ごとに実施し、平成22年度計画の進捗状況を含む第1期
中期計画、大学関係団体の概要、職員研修制度の実施状
況、安全衛生管理体制の整備状況等について監査がなさ
れた。

ウエイト小計

22317　大学法人の監事のもと、法人各部
署の業務運営、予算執行状況を監査する
体制を整備し、学内資源の適切で効率的
な運用に努める。

(Ⅲ)

Ⅲ

⑦内部監査機能の充実

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○監事が作成する監査計画の下、毎年度
業務監査・会計監査を実施する。

≪平成22年度達成≫
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長崎県立大学

中
期
目
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教育研究組織のあり方について検討を重ね、平成20年
4月に国際情報学研究科、教育開発センター、国際交流
センター、地域連携センター、東アジア研究所を設置し
た。
　また、平成20年度には、大学基準協会の点検・評価項
目に沿い、教育研究組織にかかる自己点検・評価を実施
した。

≪「資料編」№5参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　大学基準協会による大学評価
を受検するとともに、平成20年
度に実施した自己点検・評価の
結果等に基づき、教育研究組織
にかかる必要な改善を行う。

【№250再掲】
　大学基準協会による大学評価を受検した。その結果、
大学基準に適合していると認定された。
　また、自己点検・評価報告書に記載した改善の方策に
基づき改善を進めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　教育研究組織について、大学
基準協会の評価結果等を踏ま
え、必要な改善を行う。

　大学基準協会の評価結果を踏まえ、委員会組織、所掌
事項を見直し、全学委員会の設置や既存委員会の統合な
ど、全面的な改善を行った。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　国内外や学術の動向など社会・時代の要請を把握し、
教育研究評議会等で情報を共有するとともに、その対応
を協議し実施した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

【達成水準】
○学術の動向や社会・時代の要請等を把
握し、その対応を教育研究評議会等で協
議する。

≪平成18年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅱ　業務運営の改善及び効率化
　２ 教育研究組織の見直しに関する目標
　　 教育研究組織の柔軟かつ機動的な編成・見直し等に関する基本方針

102　法人としての目標達成に向けた教育研究組織の改革に努めるとともに、その組織が社会情勢の変化や県民のニーズに的確に対応しているか否かについて、常に点検と検証を行う。
103　点検、検証の結果については、教育研究組織の編成・見直し等に積極的に活かし、弾力的な組織改編を行う。

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

判断理由（実施状況表）
年度計画

達成
状況

ウエ
イト

318　教育研究組織については、自己点
検評価において、多面的、的確に点検を
行うとともに、第三者評価の結果を踏ま
え、その在り方について必要な改善を行
う。

319　学術研究の成果と英知を継承する
という役割と使命を着実に果たしつつ、
学術の動向や社会・時代の要請等に迅速
に対応する仕組みの整備に努める。

(Ⅲ)

【達成水準】
○新大学の設置に合わせ、教育研究組織
の見直しを行う。
○認証評価機関の評価基準に基づき、自
己点検・評価を行う。
○平成21年度に認証評価を受け、その結
果も踏まえて、必要な改善を行う。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

①教育研究組織の編成・見直しのシステム
22

18

(Ⅲ)

Ⅲ
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

判断理由（実施状況表）
年度計画

達成
状況

ウエ
イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　新大学の教育研究組織について、統合準備委員会にお
いて検討を行い、国際社会・情報社会に求められる高度
専門職業人を育成するための国際情報学研究科（2専
攻）を新たに設置した。
　また、両大学共通の教育を実施するための新センター
等について検討し、「教育開発センター」、「国際交流
センター」、「地域連携センター」、「東アジア研究
所」を設置した。
　なお、平成20年度に大学基準協会の点検・評価項目に
従い、教育研究組織にかかる自己点検・評価を実施し
た。

≪「資料編」№5参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　平成20年度に実施した自己点
検・評価の結果等に基づき、教
育研究組織の必要な改善を行な
う。

【№250再掲】
　大学基準協会による大学評価を受検した。その結果、
大学基準に適合していると認定された。
　また、自己点検・評価報告書に記載した改善の方策に
基づき改善を進めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　センター及び研究所の業務運
営について点検し、必要な改善
を行う。

　委員会組織の見直しに併せ、各センター及び研究所に
ついても組織や所掌事項を見直し、必要な改善を行っ
た。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　新大学の教育研究組織として、新たに国際情報学研究
科を開設するとともに、新大学の理念・目的を達成する
ための附属機関として、「国際交流センター」「地域連
携センター」「教育開発センター」「東アジア研究所」
を設置した。

≪「資料編」№5参照≫
（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

320　学部・研究科・センター等の教育
研究組織は、応用力に富む実力ある専門
職業人及び高度専門職業人の養成を基本
としつつ、学術研究の進展、教育すべき
内容の変化、研究をめぐる環境の変化、
教育研究に関する県民のニーズ等の変化
に柔軟に対応させることとし、その編成
と運営について、学外者の意見も参考に
しながら、自主的・定期的に点検を行
い、必要に応じ見直しを図る。

(Ⅲ)

Ⅲ

20321　学部・研究科・センター等の組織
は、法人化と統合のメリットを活かし、
その編成と運営について、必要な見直し
を行う。

Ⅲ

(Ⅲ)

22

【達成水準】
○新大学の設置に合わせ、教育研究組織
の見直しを行う。
○教育研究組織について自己点検・評価
を行い、必要に応じ改善する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

②教育研究組織の見直しの方向性

【達成水準】
○両大学統合後の学部、学科、研究科、
センター等の構成を検討し、設置する。

≪平成20年度達成≫
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

判断理由（実施状況表）
年度計画

達成
状況

ウエ
イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　平成17年度、経済学部の学科再編で地域政策学科（入
学定員150名）を新設し、経済学科、流通・経営学科と
あわせて3学科とした。

（学科再編に伴う入学定員の変更）
○平成16年度
　経済学科　　　　225名
　流通学科　　　　225名
　合計　　　　　　450名
○平成17年度
　経済学科　　　　150名
　地域政策学科　　150名
　流通・経営学科　150名
　合計　　　　　　450名

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　経済学研究科において専門職大学院について検討した
が、教員の確保が困難など課題があり、開設は見送るこ
ととした。
　また、高度専門職業人育成の観点に立ち、「産業・経
営領域」と、「地域・公共政策領域」の2領域を設置
し、それぞれの人材育成のねらいを明確にするととも
に、必要な教育内容、指導体制を整備した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

19323　長崎県立大学（大学院経済学研究
科）は、将来的に専門職大学院を目指
し、教育・指導体制の充実を図る。

【佐世保校】

【達成水準】
○専門職大学院の開設の可能性を検討す
る。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

17322　経済学科、流通・経営学科に加
え、平成１７年度から新たに地域政策学
科を設ける。

【佐世保校】

【達成水準】
○地域政策学科を開設する。

≪平成17年度達成≫
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

判断理由（実施状況表）
年度計画

達成
状況

ウエ
イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
【№99再掲】
　大学院人間健康科学研究科看護学専攻博士課程設置の
検討を進めた。
　博士課程を担当できる教員確保が現時点では困難であ
ることなど課題はあるが、設置について引き続き検討を
行っているところである。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　看護学専攻博士課程の設置に
ついては、次期中期計画の策定
に向けた本学の将来構想の一つ
として検討する。また、大学院
教育を担える人材の確保や教員
の育成に努める。

【№99再掲】
　看護学専攻博士課程の設置については、次期中期計画
の策定に向けた本学の将来構想の重要事項の一つとして
検討している。
　なお、大学院教育等を担うため、現在、看護学科3名
の教員が他大学の博士課程に在籍している。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　看護学専攻博士課程の設置に
ついて、保健師養成教育の今後
の動向を踏まえながら引き続き
検討する。

【№99再掲】
　人間健康科学研究科において、看護学専攻博士課程設
置についてより具体的な検討を行うために、研究科長、
各専攻主任、両専攻教員の8名からなる検討ワーキング
グループを立ち上げた。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　平成20年4月、国際情報系の高度専門職業人の養成を
目的とした国際情報学研究科を設置した。
　また、国際情報学研究科では、国際・地域社会や企業
などで中心的・指導的役割を担える高度専門職業人や研
究者の育成を目指し、体系的なカリキュラム編成を行っ
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

ウエイト小計

20325　国際情報系の大学院を早急に設置
し、ますます国際化・情報化する社会の
多様な変化に対応できる人材の養成を目
指す。

【シーボルト校】

【達成水準】
○国際情報学研究科を設置する。

≪平成20年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

【評価委員会の評価「Ⅱ」】
○法人の自己評価は妥当性を欠
く。
・大学院人間健康科学研究科看護
学専攻博士課程の設置について
は、平成２２年度において、引き
続き検討が行なわれているもの
の、実際の設置には至っておら
ず、「博士課程を設置する」とし
た中期計画及びその達成に向けた
最終年度の取組を十分に実施した
ものとは認められない。
《再掲》

【達成水準】
○人間健康科学研究科に看護学専攻博士
課程を設置する。

≪未達成≫

(Ⅱ)

Ⅱ

○内容に対する意見
・看護の大学院博士後期課程の設
置準備については、具体的な準備
が行われず、中期計画を達成して
いない。博士後期課程設置に必要
な条件を整理し、引き続き検討を
行うことを求める。
《再掲》

Ⅲ

－324　これまでの教育・研究の成果を踏
まえて、大学院人間健康科学研究科看護
学専攻博士課程を設置する。

【シーボルト校】

(Ⅲ)
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中
期
目
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

（教員評価）
　教員の教育、研究、社会貢献、管理運営の4領域に係
る活動を点検・評価し、その改善に対する教員の意欲を
高め、能力開発を促進することをねらいとして、教員評
価システムを構築した。
　教員評価の結果等を踏まえて、改善を要する教員への
助言・指導を学部長等が行うとともに、教員評価委員会
において制度の検証を行った。

（事務職員評価）
　職務能力や勤務意欲の評価と、業務目標を設定させそ
の達成度合いの評価を行う人事評価制度の原案を作成し
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　教員評価システムによる評価を
実施するとともに、その検証を行
う。

【№162再掲】
　教員評価を実施し、評価結果をホームページに掲載し
た。
　また、各学部において評価項目等の妥当性について検
証し、基準の改正を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　事務職員の職員評価を試験的に
実施する。

　事務職員評価は、「能力評価」を実施するとともに、
「職務目標評価」を試行し、問題点等について検討し
た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　教員評価システムによる評価を
実施するとともに、その検証を行
う。

【№162再掲】
　教員評価を実施し、評価結果をホームページに掲載し
た。
　また、各学部において評価項目等の妥当性について検
証し、基準の改正を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　事務職員評価システムによる評
価を実施し、事務職員の意欲の向
上に努め、能力開発に活用する。

　事務職員の職員評価については、能力評価と職務目標
評価の2本立てで実施し、職員の能力開発に活用した。

326　人事評価システムについては、適
切な教員評価システム、職員評価システ
ムを構築するとともに、教員及び事務職
員の意欲を高め、その能力開発と教育研
究の活性化に資する適正な活用体制を整
備する。また、評価システムと活用体制
については、信頼性、妥当性、公正性、
効率性等の観点に立って常時点検を行
い、必要な見直しを行う。

22

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

【達成水準】
○教員評価システムを構築し、評価を実
施するとともに、常に点検を行う。
○職員評価システムを構築する。

≪平成22年度達成≫

○内容に対する意見
・教員評価結果を教育研究費の配
分や給与等へ反映させる教員評価
システムを構築したことは評価で
きるが、評価基準の客観性や公正
性を如何に確保していくのかが重
要であり、絶えず検証を行い、よ
りよい制度としていくことが望ま
れる。

(Ⅲ)

①人事評価システムの整備・活用

Ⅱ　業務運営の改善及び効率化
　３ 人事の適正化に関する目標
　　①戦略的・効果的な人的資源の活用に関する基本方針

104　法人内における人的資源を法人全体の視点から戦略的・効果的に活用するため、公平かつ客観的な人事評価システムを構築する。
105　教員の公募制を引き続き推進するとともに、学部・学科の核となる教員や教育面で活躍できる教員など個性的で優秀な人材を確保することにより、適正で有効な人的配置を実現する。
106　法人運営及び事務組織の効率的な運用を可能にするため、人的資源の効果的配置を行うなど極力効率化を図る。
107　全教員を対象とした任期制の導入や適切な教員評価システムの構築など運用体制の整備により、教育研究の活性化を図る。

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(Ⅲ)

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員の教育、研究、社会貢献、管理運営の4領域に係
る活動を点検・評価する教員評価システムを構築し、評
価結果を教育研究費の配分に反映させた。
　また、業績に応じた給与等への反映を行うため、平成
20年度に「業績評価制度」を設けた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員評価システムの構築にあたっては、評価基準の客
観化や評価の運用面での公正性の確保を図るため、実施
基準を定めた。
　なお、教員評価にかかる教員の活動の質的な側面（授
業改善、研究水準など）については、過去複数年の研究
活動を評価するなど、その特性を十分に考慮し評価を
行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

ウエイト小計

【達成水準】
○評価基準の客観化や評価の運用面での
公正性の確保が図られた教員評価システ
ムを構築する。
○教員の活動の質的な側面（授業改善、
研究水準など）を考慮する。

≪平成17年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○教育、研究、社会貢献、管理運営の4
領域で教員評価を実施し、教育研究費の
配分システムを確立する。
○教員評価の結果を活用し、処遇に反映
させる。

≪平成20年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

20327　教員評価システムについては、教
育・研究・社会貢献・大学の管理運営に
かかる業績に応じた処遇を実現すること
により、教員の潜在的能力を十分に発揮
できる環境を整備する。

17328　教員評価システムの構築にあたっ
ては、評価基準の客観化や評価の運用面
での公正性の確保を図るとともに、目に
見える形で現れるのに時間のかかる教育
研究については、その特性を十分に考慮
する。
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中
期
目
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員の採用は公募を原則とし、研究者人材データベー
ス（JREC-IN）や本学ホームページに公募情報を掲載す
るとともに、関連諸機関へ募集案内を送付し、優れた教
員の採用に努めた。
　その結果、これまでに大学教員経験者だけでなく企業
等の実務経験者など有能な人材を採用できた。
　なお、客員教授制度や客員研究員制度に加え、教員や
実務の経験者等を一定期間採用するために、原則として
講義のみを担当する特任教員制度を平成18年度に整備し
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　教員の採用は、大学経験者、
研究機関の研究者、企業等の実
務経験者等幅広い適格者の応募
を得るよう情報発信を行うな
ど、優れた教員の採用を推進す
る。

【№146再掲】
　教員の採用は公募を原則とし、研究者人材データベー
ス（JREC-IN）および本学ホームページに募集情報を掲
載するとともに、関連諸機関へ募集案内を送付し、優れ
た教員の採用に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　教員の採用に当たっては、大
学経験者、研究機関の研究者、
企業等の実務経験者等幅広い適
格者の応募を得るよう情報発信
を行うなど、優れた教員の採用
を推進する。

【№146再掲】
　教員の採用は公募を原則とし、研究者人材データベー
ス（JREC-IN）および本学ホームページに募集情報を掲
載するとともに、関連諸機関へ募集案内を送付し、優れ
た教員の採用に努めた。

【達成水準】
○研究者人材データベースや大学ホーム
ページに公募情報を掲載するとともに、
関連機関に応募案内を送付する。
○必要に応じ外部の人材を一定期間招へ
いできるよう、客員教授や客員研究員等
の制度を整備する。
○外部専門家や退職教員の活用を図るた
め、特任教員の制度を整備する。

≪平成22年度達成≫

Ⅱ　業務運営の改善及び効率化
　３ 人事の適正化に関する目標
　②非公務員型を活かした柔軟かつ多様な人事システムの構築に関する基本方針

108　規制の緩和という法人化のメリットを活かし、教員及び事務職員の能力を最大限に発揮するため、多様な雇用形態、勤務形態、給与形態など柔軟性に富んだ人事システムを構築する。
109　外部から異なる経験や発想を持つ多様な人材を採用、招聘するとともに、教員が外部の教育機関、行政機関、企業等において研究、指導等に従事できるなど、産学官を通じた人的交流を促進するような
　 　柔軟で多様な人事システムを構築する。
110　事務局が専門能力集団としての機能を十分に発揮できるよう研修制度を充実するとともに、その業務を適正に評価し、給与や昇進に反映させるシステムを構築する。

②柔軟で多様な人事制度の構築

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

22329　教育研究の活性化を促進するため
には、異なる経験や発想をもつ多様な人
材を教員として採用することが効果的で
あるので、大学経験者のみならず、研究
機関の研究者、企業等の実務経験者等教
員として適格な社会人の採用を促進する
とともに、必要に応じ外部から適切な人
材を一定期間招聘するなど産学官を通じ
た人的交流を検討することとし、そのた
めに必要な柔軟かつ多様な人事システム
を整備する。
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　客員教授制度や客員研究員制度について、学内規程を
制定するとともに、客員教授および客員研究員の受け入
れを行った。
　また、定年退職後の教員については、必要に応じて再
任用できることとした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　中期計画の推進など大学の目標について教員の意識改
革を図った。
　兼業規程の制定や勤務時間の振り替えを明文化すると
ともに、提出書類を一部簡素化した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

　教員の勤務制度として裁量労働制を検討し、平成22年
度からの導入を決定した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

330　客員教授、客員研究員を含む多様
な雇用形態の導入、定年制の弾力的運
用、再任用制度の導入等について検討す
る。

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○勤務時間の振替や兼業の申請方法など
について、手続きの簡素化を図る。

≪平成18年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

18331　法人化に伴い、教員の身分が非公
務員型となること、学生本位の教育など
法人及び大学の目標が明確化され、その
実現が強く求められることを踏まえ、教
員の意識の改革を図るとともに、教員の
職務の特性に即した勤務形態、社会の
ニーズに柔軟に対応できる兼職・兼業の
あり方等について検討し、柔軟で多様な
勤務体制の構築を図る。

【達成水準】
○客員教授、客員研究員を含む多様な雇
用形態を導入する。
○定年制の弾力的運用、再任用制度を検
討する。

≪平成17年度達成≫

17
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員の教育研究能力の向上及び教育内容・方法等の改
善を図るため、国内外の大学や教育研究機関等への長期
研修や研究休職などを含む新たな研修制度を創設した。
　また、長崎県科学技術振興局と相互に連携し、研究交
流及び人的交流等を促進するため、「包括的連携に関す
る協定」を県と締結した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　年俸制については、導入済みの他大学を参考に検討し
たが、課題も多いことから、正規教員には採用しないこ
ととした。
　なお、新たに導入した特任教員制度により雇用した教
員については、授業担当時間等に応じた年俸制度を適用
した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

333　柔軟で多様な雇用形態・勤務体制
に対応する給与の在り方について年俸制
を含め検討を行う。 【達成水準】

○年俸制を含めた給与のあり方を検討す
る。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○教員が長期にわたる研修を受けること
ができる制度を整備する。
○教員が、長崎県の公的試験研究機関に
おいて研究・指導等に従事することを可
能とする体制を整備する。

≪平成18年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

18332　教員の身分が非公務員型となるこ
とを踏まえ、教員が外部の研究機関、行
政機関、企業等において研究・指導等に
従事することを可能とする柔軟な人事シ
ステムを導入し、外部の研究機関、行政
機関、企業等との積極的な連携を推進す
る。

19
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教育研究の活性化と優れた教員を安定的に確保する観
点に立ち、任期5年で再任可能な任期制を導入した。
　なお、再任にあたっては、教員評価の結果を反映させ
ることとした。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　任期制教員を対象とした研究休職制度（期間は2年以
内とし、最初の1年間は給与の7割と研究費を支給。2年
目は不支給。）を構築した。
　また、教員の任期制移行を促進するため、自己都合退
職における任期制教員の退職手当支給率の優遇を実施し
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

【達成水準】
○任期制を導入する。

≪平成17年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

334　教員の雇用形態に任期制を導入
し、教育研究の活性化と優れた教員を安
定的に確保する観点に立った適切な制度
設計と運用を行う。

17

(Ⅲ)

Ⅲ

18

③任期制・公募制の導入など教員の流動性向上
○評価できる点
・教育研究の活性化と優れた教員
の安定的確保の観点に立ち、任期
５年で再任を可能とした任期制を
導入している。

335　任期制の導入に当たっては、教員
の理解を得ながら、任期制導入へのイン
センティブとなるような勤務上の条件整
備を図る。

【達成水準】
○任期制教員を対象とした研究休職制度
等を構築する。

≪平成18年度達成≫
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達
成
年
度

年度計画
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ウエ
イト判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員の採用は公募を原則とし、研究者人材データベー
ス（JREC-IN）および本学ホームページに公募情報を掲
載するとともに、関連諸機関へ募集案内を送付し、優れ
た教員の採用に努めた。
　なお、選考にあたっては他大学教員等の外部有識者の
意見を聴取した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員採用に際しては、学内に教員選考委員会を設置
し、選考基準を設けて厳正かつ公平な審査を行っている
だけでなく、外部有識者の意見を参考にするなど、応募
者の教育・研究上の能力等を公正に評価し、男女雇用機
会均等の原則に立った募集・選考を行った。
　また、育児休業やセクシャルハラスメントの防止等に
関する規程を設け、女性が働きやすい勤務形態、勤務環
境の整備に努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　男女雇用機会均等の原則に立
ち、研究・教育上の能力を公正
に評価し、優れた教員の採用を
行うとともに、働きやすい環境
づくりに努める。

　教員採用に際しては学内者の意見だけではなく、外部
有識者の意見を参考にするなど、応募者の教育・研究上
の能力等を公正に評価し、男女雇用機会均等の原則に
立った募集・選考を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　男女雇用機会均等の原則に立
ち、研究・教育上の能力を公正
に評価し、優れた教員の採用を
行うとともに、働きやすい環境
づくりに努める。

教員採用に際しては学内者の意見だけではなく、外部有
識者の意見を参考にするなど、応募者の教育・研究上の
能力等を公正に評価し、男女雇用機会均等の原則に立っ
た募集・選考を行った。

17

【達成水準】
○男女雇用機会均等の原則を遵守する。
○教員採用については外部有識者の意見
を聴取する。
○女性が働きやすい勤務環境の整備に努
める。

≪平成22年度達成≫

336　教員の採用は、公募制を原則とす
る。ただし、大学の目標達成のために真
に必要な人材については、人事の公正
性、透明性を確保しつつ、必要な範囲で
柔軟な採用を行えるものとする。

(Ⅲ)

Ⅲ (Ⅲ)

【達成水準】
○教員採用は原則公募制とする。

≪平成17年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

337　教員の任用においては、応募者の
研究・教育上の能力等を公正に評価し、
男女雇用機会均等の原則に立って、優秀
な教員の採用を行う。また、男女共同参
画社会の理念を踏まえ、女性が働きやす
い勤務形態、勤務環境の整備に努め、教
員等の男女比の改善を進める。

22
④外国人・女性等の教員採用の促進
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度 実施状況 達成水準等 中
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中期計画 評価委員会意見等
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度

年度計画

達成
状況

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員採用にあたっては、応募者の国籍に関わらず専門
分野、教育・研究業績などを考慮した公正な審査を行
い、外国人教員の採用に努めた。
　また、平成17年度には看護学科教員を高麗大学校（韓
国）へ派遣し、平成18年度には東亜大学校（韓国）から
国際交流学科へ客員共同研究員を受け入れるなど、交流
提携校との教員の交流を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　教員の採用は、応募者の国籍
にかかわらず公正な能力評価に
より行う。

　教員採用に際しては、学内者の意見だけではなく外部
有識者の意見を参考に取り入れ、応募者の国籍に関わら
ず、専門分野や教育・研究業績などを考慮した公正な審
査を行った。
　外国人教員の新規採用状況は下記のとおり。
　平成21年度　　　：2名（1名）
　平成22年4月1日付：2名（2名）
　※（）内はうち特任教員数

　なお、人間健康科学研究科において、高麗大学校から
客員教授を受け入れ、共同研究を行った。（外国人教員
新規採用実績）

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　教員の採用は、応募者の国籍
にかかわらず公正な能力評価に
より行う。

　教員採用にあたっては、応募者の国籍に関わらず専門
分野、教育・研究業績などを考慮した公正な採用選考を
行った。 英語特任講師3名の雇用期間満了に伴い、公募
を実施し、引き続き外国人教員3名を雇用した。

(Ⅲ)

Ⅲ

338　国際交流や教員の多様化に資する
ため、優れた外国人教員の採用を推進す
る。また、交流協定校との教員の相互派
遣を推進する。

22

【達成水準】
○全ての公募条件から国籍の条項を撤廃
し、優れた外国人教員の採用を推進す
る。
○交流協定校との教員の相互交流を行
う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
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達成
状況

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　法人本部を佐世保校に設置し、職員の人事や財務など
両校に共通する事務を集約した。
　また、法人本部に企画広報課、両校に就職課を設置
し、企画立案、就職に関する学生サービス等の機能を強
化した。
　なお、大学法人の事務職員については、計画的に採用
するとともに、大学運営の専門職として養成するため、
OJT研修や派遣研修のほかに大学運営に関する学内研修
や不当要求防止に関する研修など、平成17年度から平成
20年度までに7回開催した。

≪「資料編」№30参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　公立大学法人が独自に事務職
員を順次採用し、適切に配置す
る。また、事務職員育成方針に
基づいて各種研修を実施し、専
門性や能力の向上を図る。

　計画的に法人事務職員を採用した。
　また、事務職員育成方針に基づいてOJT研修を実施す
るとともに、職場内研修として、新規採用職員研修やマ
ネジメント研修、全職員を対象にしたSD（スタッフ・
ディベロップメント）研修会を行った。
　これらに加え、長崎県職員能力開発センター研修等の
職場外研修や派遣研修を行い、事務職員の能力向上に努
めた。
　また、スキルアップ研修（キャリア・デベロップメン
ト・アドバイザー養成研修）と派遣研修（大学行政管理
学会）については学内公募により3名を選考した。

○平成21年度中の採用者数：8名

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　公立大学法人が独自に事務職
員を順次採用し、適切に配置す
る。また、事務職員育成方針に
基づいて各種研修を実施し、専
門性や能力の向上を図る。

　計画的に法人事務職員を採用した。
　また、事務職員育成方針に基づいて、各種研修会（新
規採用職員研修、業務研修）を開催した。
　これらに加え、長崎県職員能力開発センター研修や公
立大学協会主催の研修、その他業務に関連する研修へ職
員を派遣し、能力向上に努めた。
　また、自己啓発支援制度により、放送大学の科目受講
や各種通信講座の受講費を大学が負担し、職員4名が受
講した。

○平成22年度中の採用者数：3名

22

(Ⅲ)

Ⅲ

339　教育・研究、地域貢献、評価、管
理・運営等に関わる事務について、事務
局組織の再編整備を行い、事務職員を適
切に配置するとともに、その専門性の向
上を図り、企画立案、学生サービス等の
機能を強化する。

【達成水準】
○教育・研究、地域貢献、評価、管理・
運営等に関わる事務について、事務局組
織の機能強化のため再編整備を行う。
○人事や財務などの業務を集約化する。
○計画的に法人職員を採用する。
○法人職員の専門性向上のための研修を
実施する。

≪平成22年度達成≫

⑤事務職員等の採用・養成・人事交流

(Ⅲ)

Ⅲ
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(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成見込み)

　事務職員の専門性の向上を図るため、研修計画等に基
づき長崎県職員能力開発センター主催の研修、公立大学
協会主催の研修及び民間団体主催の研修に事務職員を参
加させた。
　また、事務職員の専門性向上を目的とした事務職員育
成方針を策定した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　事務職員育成方針に基づいて
各種研修を実施し、専門性や能
力の向上を図る。

　事務職員育成方針に基づいてOJT研修を実施するとと
もに、職場内研修として、新規採用職員研修やリーダー
研修、全職員を対象としたSD研修を行った。
　また、長崎県職員能力開発センター研修等の職場外研
修や派遣研修を行い、事務職員の能力向上に努めた。
　これらに加えスキルアップ研修（キャリア・デベロッ
プメント・アドバイザー養成研修）と派遣研修（大学行
政管理学会）を行うこととし、学内公募により3名を選
考した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

事務職員育成方針に基づいて各
種研修を実施し、専門性や能力
の向上を図る。

　事務職員育成方針に基づいて、各種研修会（新規採用
職員研修、業務研修）を開催した。
　これらに加え、長崎県職員能力開発センター研修や公
立大学協会主催の研修、その他業務に関連する研修へ職
員を派遣し、能力向上に努めた。
　また、自己啓発支援制度により、放送大学の科目受講
や各種通信講座の受講費を大学が負担し、職員4名が受
講した。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　公立大学法人事務連絡会議（九州近県8大学参加）の
中で他大学と法人採用職員の人事交流などを検討した
が、法人職員を採用している大学が少ないなど課題が多
く、検討を続けている。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　事務職員のキャリアアップの
観点に立ち、県市町村、他大学
等との人事交流の制度を検討す
る。

　他大学と事務職員の相互派遣について協議し、制度と
しての導入は引き続き検討を続けることとなった。
　また、大学行政管理学会へ職員2名が入会し、他大学
の職員と交流を図った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　事務職員のキャリアアップの
観点に立ち、県市町や他大学等
との人事交流の制度を検討す
る。

　県と協議を行い、職員の資質向上と設立団体である県
への理解を深めるため、平成23年度から法人職員1名を
県へ派遣することを決定した。

340　事務職員の専門性向上のため、外
部機関との連携による研修、海外研修の
導入等能力開発の体制整備に努める。

【達成水準】
○他大学、研究機関、県等との人事交流
の実施について検討する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22341　事務職員のキャリアアップの観点
に立ち、他大学、研究機関等との人事交
流について検討する。

Ⅲ

22

(Ⅲ)

Ⅲ

○内容に対する意見
・事務職員育成方針に基づく研修
が実施されているが、法人化後間
がなく経験の浅い職員が多いた
め、専門性向上を目的としたOJT
研修の強化や能力開発の体制を整
備することが望まれる。

(Ⅲ)

【達成水準】
○外部機関と連携した職員研修を実施す
る。
○職員の育成方針を策定する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

- 242 -



長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　事務職員評価制度については、「能力評価」と「職務
目標評価」により評価する制度とした。
　「能力評価」は職務遂行能力を評価し、平成21年度か
ら実施する。
　「職務目標評価」は職務目標の達成度を評価すること
とし、平成22年度から実施する。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　事務職員の職員評価を試験的
に実施する。

【№326再掲】
　事務職員評価は、「能力評価」を実施するとともに、
「職務目標評価」を試行し、問題点等について検討し
た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　事務職員評価システムによる
評価を実施し、事務職員の意欲
の向上に努め、能力開発に活用
する。

【№326再掲】
　事務職員の職員評価については、能力評価と職務目標
評価の2本立てで実施し、職員の能力開発に活用した。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【№316再掲】
　役員、経営協議会委員へ外部有識者を委嘱するほか、
発明審査委員会委員としての弁理士など、それぞれの職
務に見識のある外部の有識者及び専門家を適切に委嘱し
た。
　また、地域連携センターの設置に伴い、知的財産活用
強化を目的として、知的財産アドバイザーを特任職員と
して配置した。

≪「資料編」№29参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

【達成水準】
○役員、経営協議会委員、発明審査委員
会委員など、それぞれの職務に見識のあ
る外部の有識者、専門家を適切に委嘱す
る。

≪平成18年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

342　事務職員の人事評価を適正に行な
う評価システムを整備する。

343　大学運営において高度な専門性を
要する業務については、学外有識者や専
門家の活用を図ることとし、そのための
体制を整備する。

【達成水準】
○事務職員評価システムを構築する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22 ○内容に対する意見
・事務職員の人事評価システムに
ついては、平成２２年度から本格
的に実施されていることは評価で
きるが、今後は、評価基準の客観
性や公正性の確保や教員との業務
の共有が重要であり、職員の意欲
の向上に資するために、絶えず検
証を行いながらよりよい制度とし
ていくことが望まれる。

(Ⅲ)

18
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　中長期的に適正な人員配置を行うための教員採用計画
に基づき、計画的な採用を行った。
　平成21年4月1日時点の教員数は、132名（佐世保校51
名、シーボルト校81名）であり、一定削減を達成した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　中長期的な見通しのもとに適
切な教員及び事務職員の配置を
行う。

　中長期的に適正な人員配置を行うための教員採用計画
に基づき、計画的な採用を行った。
　また、事務職員についても同様に計画的な採用を行っ
た。
　なお、平成22年4月1日時点の教員数は佐世保校48名、
シーボルト校80名（特任教員は佐世保校8名、シーボル
ト校2名）。職員数は佐世保校27名、シーボルト校23名
である。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　中長期的な見通しのもとに適
切な教員及び事務職員の配置を
行う。

　中長期的な観点からの適正な人員配置を行うための教
員採用計画に基づき、計画的な採用を行った。
　なお、平成22年度末の教員数は佐世保校48名、シーボ
ルト校81名、事務職員数は佐世保校27名、シーボルト校
23名である。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　多様な採用形態について検討し、「客員教授等選考規
程」「客員研究員規程」「特任教員制度」等を整備し
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

【達成水準】
○外部資金等を活用した教員の採用形態
を構築する。

≪平成17年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

⑥中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理
344　学生本位の高い品質の教育と地域
の発展に貢献する研究を推進するため、
財務状況を考慮しつつ、中長期的な見通
しのもとに適切な教員及び事務職員の配
置を行う。特に、平成14年度から平成22
年度までの教員削減計画に基づき、現在
の学部学科の構成においては、大学の教
員定数を156名から140名（学長1、学長
を除く教員137、その他2）に削減する。
 （長崎県立大学）
　平成14年度から平成22年度までの教員
削減計画に基づき、学長を除く教員定数
を57名から55名に削減する。
 （県立長崎シーボルト大学）
　平成14年度から平成22年度までの教員
削減計画に基づき、学長を除く教員定数
を97名から82名に削減する。

345　外部資金等を活用した教員の採用
も含めて多様な採用形態について検討す
る。

Ⅲ

【達成水準】
○計画に基づき教員定数を削減する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

17

(Ⅲ)

Ⅲ

22
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員の採用にあたっては、年齢構成等も含めた教員組
織全体のバランスに配慮した採用を行った。
　教員採用実績は、№147を参照。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　教員の採用においては、教員
の多様化や年齢構成に配慮した
採用を行う。

【№147再掲】
　教員の採用にあたっては、教員組織全体のバランスに
配慮しながら、募集や選考を行った。

（教員新規採用実績）
　平成21年度　　　：11名（3名）
　平成22年4月1日付： 9名（6名）
　※（）内はうち特任教員数

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　教員の採用においては、教員
の多様化や年齢構成に配慮した
採用を行う。

【№147再掲】
　教員の採用にあたっては、教員組織全体のバランスに
配慮しながら、募集や選考を行った。

（教員新規採用実績）
　平成22年度　　　：10名（6名）
　平成23年4月1日付：10名（3名）
　※（）内はうち特任教員数

ウエイト小計

【達成水準】
○中長期的な教員の採用計画に基づき採
用を行う。
○年齢・職階を考慮した教員採用を行
う。

≪平成22年度達成≫

346　教員の多様化や年齢構成の適正な
管理のための工夫を行なう。

(Ⅲ)

Ⅲ

22 ○内容に対する意見
・専任教員の年齢構成について一
部年代に偏りが見られることか
ら、今後の教員採用計画等におい
て改善に努めることが望まれる。

(Ⅲ)

Ⅲ
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長崎県立大学

中
期
目
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　法人本部を佐世保校に設置し本部機能を持たせるとと
もに、職員の人事や財務など、両校に共通する事務を集
約した。
　また、法人本部に企画広報課や、両校に就職課を設置
し、企画立案や就職に関する学生サービス等の機能の強
化を図った。
　平成20年度の大学統合の際に、事務局組織についても
点検を行い、大学全体および佐世保校の事務を所管する
ための事務局を佐世保校に、シーボルト校の事務を所管
するための事務局をシーボルト校に置いた。

≪「資料編」№30参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

【達成水準】
○事務局組織の再編・整備を行う。

≪平成20年度達成≫

20347　教育・研究、地域貢献、評価、管
理・運営等に関わる事務について、事務
局組織の再編整備を行うとともに、機能
の向上と効率化の観点に立って、定期的
に点検を実施し、必要に応じ見直しを行
う。

Ⅱ　業務運営の改善及び効率化
　４ 事務等の効率化・合理化に関する目標
　　①事務組織の機能・編成の見直しに関する基本方針

111　社会情勢の変化や県民のニーズに的確に対応するため、アウトソーシングも含めて事務組織の弾力的な編成と合理化を進め、また、適正な人的配置を行うことによって、事務サービスの向上を図る。

①事務組織の機能・編成の見直し

中期計画

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）

評価委員会意見等

ウエ
イト

(Ⅲ)

Ⅲ

○評価できる点
・法人本部を佐世保校に設置し、
本部機能を持たせるとともに、職
員の人事や財務など、両校に共通
する事務を集約している。法人化
後に佐世保校に企画広報課を、両
校に就職課を設置し、企画立案や
就職に関する学生サービスの強化
を図っている。今後は、大学間競
争が激しくなる中にあって企画立
案部門の強化を期待する。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）

評価委員会意見等

ウエ
イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　両校の「財務会計システム」「給与システム」「テレ
ビ会議システム」などの情報処理システムを統合し、事
務の効率化を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　平成20年度の大学統合の際に事務局組織について点検
を行い、分離キャンパスの特性も踏まえ、大学全体およ
び佐世保校の事務を所管するための事務局を佐世保校
に、シーボルト校の事務を所管するための事務局をシー
ボルト校に置いた。
　また、各種通知や様式、情報を掲載した学内ホーム
ページの開設や同報メールシステムの導入などにより、
情報の共有化や様式の統一化を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

20349　両大学が、事務のスリム化・効率
化等を中心に、情報や業務ノウハウを共
有できるような事務組織の見直しを実施
する。

【達成水準】
○事務組織の見直しを実施する。

≪平成20年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○両大学の財務会計システム、給与シス
テム、大学LANなど各種の業務システム
を統合する。

≪平成19年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

19348　両大学の財務会計システム、給与
システム、大学LANなど各種の業務シス
テムの統合を推進する。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）

評価委員会意見等

ウエ
イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　両大学の統合業務のために特任事務職員を採用した。
また、学内LANの統合業務のためにシステムエンジニア
を採用した。
　また、業務繁忙期には短期の臨時職員を随時雇用し、
業務の効率化を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　業務繁忙期や重点プロジェクト
の推進等、必要に応じ雇用期間を
限定した職員を採用し、事務の効
率化を図る。

　業務繁忙期に臨時職員を随時雇用し、効率的に業務を
遂行した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　業務繁忙期や重点プロジェクト
の推進等において、必要に応じ雇
用期間を限定した職員を採用し、
事務の効率化を図る。

　業務繁忙期に合わせて臨時職員を随時雇用し、効率的
に業務を遂行した。

ウエイト小計

(Ⅲ)

Ⅲ

22350　必要に応じ、任期付き事務職員を
採用するなど弾力的な雇用を行い、事務
組織の効率化を図る。

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○業務繁忙期において、任期付き事務職
員を採用する。

≪平成22年度達成≫

- 248 -



長崎県立大学

中
期
目
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　効率的な業務遂行を目的とした業務見直し指針を決定
し、これに沿った業務見直し計画を定めた。
　業務に必要な様式等を学内ホームページに掲載するこ
とにより共有化を図ったほか、各部局にて業務マニュア
ル書を作成し事務処理の効率化・合理化を図った。
　また、法人化に伴う業務の増加に対応するために、正
規職員の業務を見直し、定型的業務や単純業務の外部化
を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　事務処理の見直しや業務マ
ニュアル（事務引継書）等の活
用により、事務の効率化を図
る。

　SD研修会を実施し、事務改善について検討した。両校
間での事務処理の相違点等を確認し、業務の改善や効率
化を図った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　事務処理の見直しや業務マ
ニュアル（事務引継書）等の活
用により、事務の効率化を図
る。

　SD研修会において、事務の効率化・統一化等の改善に
ついて各グループにて検討するとともに、検討事項の全
体発表を行い、全体での意識の共有を図った。
　また、人事異動にあたっては各担当において事務引継
書を作成し、効率よく業務内容の引継ぎ及び情報共有を
行った。

Ⅱ　業務運営の改善及び効率化
　４ 事務等の効率化・合理化に関する目標
　　②事務処理の効率化・合理化に関する基本方針

112　法人に求められる事務活動等を効率化するため、両大学の統合を念頭に置き、業務の範囲・分担、意思決定のあり方、活動の効率性、費用対効果等を常に見直し、必要な措置を講じる。
113　各種事務の集中化・電算化等により、事務処理の簡素化、スピード化を図る。
114　外部委託を有効に活用し、事務処理の効率化・合理化及び経費節減を図る。

②－①事務等の共同処理

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

22

【達成水準】
○業務に必要な各種通知や様式、各種情
報を学内ホームページに掲載し情報の共
有化を図る。
○各担当業務マニュアルを作成し、事務
引継時の業務の効率化を図る。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

351　徹底的な事務処理の見直し、業務
マニュアルの作成、情報の共有化によ
り、事務処理の効率化・合理化を図る。

Ⅲ

(Ⅲ)
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)
　平成20年度に、北部九州7大学による広報の研修会を
開催した。
　また、全国の公立大学で構成する公立大学協会による
研修に事務職員を参加させるなど、他大学と連携しなが
ら、効率的な研修を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　公立大学協会等で実施する事
務職員の研修等に参加する。

　事務職員の専門性の向上を図るため、事務職員育成方
針に基づき、公立大学協会等他機関が主催する研修に計
59名（のべ136回）を参加させた。
　スキルアップ研修（キャリア・デベロップメント・ア
ドバイザー養成研修）と派遣研修（大学行政管理学会）
については学内公募により計3名を派遣した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)
　公立大学協会等で実施する事
務職員の研修等に参加する。

　公立大学協会が主催する研修へ10名（のべ13回）参加
させた。
　また、他大学等の他の機関主催の研修へ40名（のべ73
回）参加させた。
　なお、大学行政管理学会への派遣研修についても昨年
度に引き続き2名を派遣した。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　設備管理業務、清掃業務及び緑地管理業務などについ
て外部委託を行い、経費の節減に努めた。
　また、佐世保校におけるTOEICや中国語検定の学内試
験実施については、大学生協に事務委託を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)
　業務見直し計画に基づき、外
部委託を行う。

　事務職員研修及び職階別研修の一部を外部講師に委託
した。
　また、佐世保校では、総合警備業務や消防用設備等点
検業務、電気工作物保安管理業務等についての外部委託
を引き続き行った。
　同じくシーボルト校では、設備管理業務や清掃業務、
自動制御装置保守点検業務等について継続して外部委託
を行い、経費削減に努めた。なお、設備管理業務につい
ては経済性や業務効率化を鑑み、単年度契約から複数年
契約に改めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)
　業務見直し計画に基づき、外
部委託を行う。

　新規採用者研修及び事務職員研修の一部を外部講師に
委託した。
　また、佐世保校では、総合警備業務や消防用設備等点
検業務、電気工作物保安管理点検、建築確認申請等につ
いて外部委託を引き続き行った。
　同じくシーボルト校では、設備管理業務、清掃業務、
自動制御装置保守点検業務等について、外部委託を引き
続き行い、経費の節減に努めた。

ウエイト小計
ウエイト総計

②－②業務のアウトソーシング等

22352　事務職員研修など他大学と共同で
実施することが効率的なものについて
は、共同処理を行う。

(Ⅲ)

【達成水準】
○他大学と共同で事務等の処理を行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

【達成水準】
○事務に関する業務見直し計画を策定
し、それに基づき外部委託を実施する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22353　外部委託することにより経費節約
が可能な管理事務については、外部委託
を行い事務処理の効率化・合理化を図
る。

Ⅲ

(Ⅲ)
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（１）運営体制の改善への取組 （３）人事の適正化への取組
新大学の開学 教員採用
【平成17～21事業年度】 【平成17～21事業年度】

・ ・

【平成22事業年度】
・

理事長・学長を中心とした運営体制
【平成17～21事業年度】

・ 任期制の導入
【平成17～21事業年度】

・

・ 教員評価システムの構築
【平成17～21事業年度】

・
戦略的な予算配分
【平成17～21事業年度】

・
【平成22事業年度】

・

【平成22事業年度】 事務職員の採用、研修、評価
・ 【平成17～21事業年度】

・

外部有識者の活用
【平成17～21事業年度】

・
【平成22事業年度】

・

同窓会や後援会との連携
【平成17～21事業年度】 ・

・
（４）事務の効率化・合理化への取組
事務局組織の再編・整備

【平成22事業年度】 【平成17～21事業年度】
・ ・

（２）教育組織の見直しへの取組 外部委託
教育研究組織の編成 【平成17～21事業年度】
【平成17～21事業年度】 ・

・

・

【平成22事業年度】
・

同窓会の総会などで新大学の状況報告や意見交換を行うとともに、就職活動支援や広報活動での協力を依頼した。
なお、同窓会と連携し、OBを講師とした就職セミナーやガイダンスを開催した。

法人本部を佐世保校に設置し本部機能を持たせるとともに、職員の人事や財務など、両校に共通する事務を集約し
た。また、法人本部に企画広報課や、両校に就職課を設置し、企画立案や就職に関する学生サービス等の機能の強化
を図った。

事務職員評価制度については、「能力評価」と「職務目標評価」により評価する制度とした。「能力評価」は職務遂
行能力を評価し、平成21年度から実施した。「職務目標評価」は職務目標管理制度により職務目標の達成度を評価
し、平成22年度から実施する。

計画的に法人事務職員を採用した。また、事務職員育成方針に基づいてOJT研修を実施するとともに、職場内研修とし
て、新規採用職員研修やマネジメント研修、全職員を対象にしたSD（スタッフ・ディベロップメント）研修会を行っ
た。
事務職員評価は、「能力評価」と「職務目標評価」の2本立てで実施した。

教員の採用は公募を原則とし、研究者人材データベース（JREC-IN）や本学ホームページに公募情報を掲載するととも
に、関連諸機関へ募集案内を送付し、優れた教員の採用に努めた。なお、選考にあたっては他大学教員等の外部有識
者の意見を聴取した。

教員採用に際しては、例年同様に学内者の意見だけではなく外部有識者の意見を参考に取り入れ、応募者の国籍に関
わらず、専門分野や教育・研究業績などを考慮した公正な審査を行った。

教育研究の活性化と優れた教員を安定的に確保する観点に立ち、任期5年で再任を可能とした任期制を導入した。

教員の教育、研究、社会貢献、管理運営の4領域に係る活動を点検・評価する教員評価システムを構築し、評価結果を
教育研究費の配分に反映させた。また、業績に応じた給与等への処遇を行うため、平成20年度に「業績評価制度」を
設けた。

Ⅱ　業務内容の改善及び効率化に関する特記事項

平成20年4月、長崎県立大学と県立長崎シーボルト大学を統合し、新「長崎県立大学」を開学した。また、開学に
当たっては、両大学の再編・統合を進めるため、法人事務局に再編・統合準備室を設置するとともに、両大学の教
職員で構成する統合準備委員会を立ち上げ、新大学の理念、学歌、学章、名称等に係る調整など具体的な作業を
行った。なお、新大学の名称は、外部有識者等を委員とする新大学名称選考委員会において、「長崎県立大学」と
決定した。

理事長・学長の補佐体制の充実・強化を図るため、法人本部に専務理事を配置するとともに、両校に副学長を配置
した。また、適宜特命事項を担当する学長補佐を任命した。

大学法人の事務職員については、計画的に採用するとともに、大学運営業務の専門職として養成するため、外部講師
による不当要求防止に関する研修や大学運営に関する学内研修など、平成17年度から平成21年度までに10回実施し
た。

法人の運営及び経営に関する事項に関しては、理事長が主宰する理事会および経営協議会において審議し、大学の
教育研究に関する事項については、学長が主宰する教育研究評議会において審議を行う体制とした。また、法人運
営に関わる理事会および経営協議会と大学の教育研究に関わる教育研究評議会が、それぞれ役割分担しつつ、運営
面、教育面の意見交換を定期的に行うことで、学内コンセンサスの確保を図り、機能的な大学運営を行った。

平成22年度予算については、大学の目標に即した法人予算案を編成し、経営協議会、理事会の審議を経て決定し
た。（教育の向上にかかる経費、就職支援体制の充実にかかる経費、研究の推進にかかる経費、地域貢献の推進に
かかる経費、国際交流の推進にかかる経費、業務運営の改善・効率化にかかる経費など）

統合後の委員会組織及び所掌事項を見直し、全学委員会の設置や既存委員会の統合など、全面的な改善を行った。

設備管理業務、清掃業務及び緑地管理業務、事務職員研修及び職階別研修の一部などについて外部委託を行い、経費
の節減に努めた。また、佐世保校では、総合警備業務や消防用設備等点検業務、電気工作物保安管理業務等について
の外部委託を行うとともに、TOEICや中国語検定の学内試験実施については、大学生協に事務委託を行った。同じく
シーボルト校では、設備管理業務や清掃業務、自動制御装置保守点検業務等について外部委託を行い、経費削減に努
めた。なお、設備管理業務については経済性や業務効率化を鑑み、単年度契約から複数年契約に改めた。

予算については、中期計画の達成に向けた編成を行った。特に、社会に期待される学生の質の確保を図るため、
CALLシステムの導入などによる外国語教育の充実や、遠隔授業システムの導入など、高い品質の教育内容及び教育
環境の実現を目指した。計画的で効果的な予算配分を行い、経営協議会及び理事会の意見を踏まえて決定した。

各地区の同窓会総会で大学の状況報告を行うとともに、前年度と同様にOBを講師とした就職セミナーやガイダンス
を開催した。

教員評価を実施し、評価結果をホームページに掲載した。また、評価結果を教育研究費、給与等の処遇へ反映させた。

役員、経営協議会委員へ外部有識者を委嘱するほか、発明審査委員会委員としての弁理士など、それぞれの職務に
見識のある外部の有識者及び専門家を適切に委嘱した。また、地域連携センターの設置に伴い、知的財産活用強化
を目的として、知的財産アドバイザーを特任職員として配置した。

新大学の教育研究組織として、新たに国際情報学研究科を開設するとともに、新大学の理念・目的を達成するため
の附属機関として、国際交流センター、地域連携センター、教育開発センター、東アジア研究所を設置した。

平成17年度、経済学部に地域政策学科（入学定員150名）を新設し、経済学科、流通・経営学科とあわせて3学科と
した。
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中
期
目
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　「地域連携センター」を設置し、受託研究・共同研究
等を推進する体制を構築した。
　また、教職員用学内Webページへの外部資金情報掲載
やメールによる周知、科学研究費補助金応募に向けて平
成18年度から学内説明会を実施し、文部科学省による教
育改革支援事業（教育GP)へ応募させるなど、外部研究
資金の獲得を促した。

（外部研究資金）
　17年度：48件56,490千円
　18年度：38件53,158千円
　19年度：37件41,966千円
　20年度：71件55,941千円

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　研究費助成に関する情報収集
等を積極的に行い、応募件数、
採択率の向上を図り、外部研究
資金の獲得増加を目指す。

　平成22年度科学研究費補助金の応募に向けて、学内説
明会を実施した。
　また、外部資金の公募情報を教職員用Webページに掲
載し、外部研究資金の獲得を促した。
　平成21年度外部研究資金（新規分）は合計61件62,522
千円であった。

　なお、獲得した外部研究資金は、№208のとおり。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　研究費助成に関する情報収集
等を積極的に行い、応募件数、
採択率の向上を図り、外部研究
資金の獲得増加を目指す。

　平成23年度科学研究費補助金の応募に向けて、日本学
術振興会から講師を招聘し、最近の科学研究費補助金制
度の動向、調書作成時における留意事項、ポイントなど
の学内説明会を実施した。
　また、日本学術振興会および科学技術振興機構のメー
リングリストに登録し、外部資金の公募情報の収集に努
めるとともに、公募情報を同報メールで配信し、外部研
究資金の獲得を促した。
　平成22年度外部研究資金（新規分）は合計64件71,990
千円であった。

　なお、獲得した外部研究資金は№208のとおり。

ウエ
イト

項 目 別 の 状 況

Ⅲ　財務内容の改善
　１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

115　外部研究資金の導入を積極的に促進することにより、研究経費の増額と自己収入の確保を図る。
116　産業界や他の研究機関等との連携のもと、研究成果を創出し、その事業化を図るため、関係者や関係団体に積極的に働きかける。

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）

22354　研究費助成に関する情報収集、申
請、受入れなど研究支援体制を強化する
とともに、応募件数、採択率の向上を図
り、外部研究資金の獲得増加を目指す。

①科学研究費補助金、受託研究、奨学寄付金等外部資金増加

Ⅲ

【達成水準】
○外部資金に関する情報を提供し、科学
研究費補助金等の応募件数を増加させ
る。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

○評価できる点
・研究助成に関する情報収集、申
請、受入れなど研究支援体制を強
化するため「地域連携センター」
を設置し、教員に外部資金情報を
提供するとともに、科学技術研究
費補助金申請の応募のための説明
会等を実施することにより、申請
件数が増加している。今後、さら
に申請率の向上にも取り組み、研
究の代表者としての採択件数の増
加につなげることを期待する。

(Ⅲ)

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

ウエ
イト

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　「地域連携センター」を設置し、産学官連携を推進す
る体制を構築するとともに、教職員が産学官連携関係の
各種フォーラムや交流会に積極的に参加するなど、地方
自治体、民間企業等との交流を推進した。
　また、教職員用学内Webページへの外部資金情報掲載
やメールによる周知により、教員の研究分野に応じた外
部研究資金の獲得を促した。
　
　なお、獲得した外部研究資金は、№208のとおり。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　地方自治体、民間企業等との
研究交流を促進し、共同研究等
の実施を推進する。また、競争
的な研究資金に関する情報をも
とに、外部研究資金の獲得を促
す。

　新上五島町との共同研究事業を引き続き実施するとと
もに、受託研究8件（前年度10件）、共同研究9件（前年
度13件）を実施した。
　また、産学官連携関係の各種フォーラムや交流会に教
職員が積極的に参加し、地方自治体、民間企業等との交
流を図った。
　競争的な研究資金に関する情報は教職員用Webページ
へ掲載するとともに、メール等で周知を図った。

　なお、獲得した外部研究資金は、№208のとおり。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　地方自治体、民間企業等との
研究交流を促進し、共同研究等
の実施を推進する。また、競争
的な研究資金に関する情報をも
とに、外部研究資金の獲得を促
す。

　今年度から佐世保市と包括連携協定を締結し、協定事
業内で共同研究、受託研究を実施するなど、受託研究12
件（前年度8件）、共同研究12件（前年度9件）を実施し
た。
　また、教職員が産学官連携関係の各種フォーラムや交
流会に積極的に参加し、地方自治体、民間企業等との交
流を進めた。
　競争的な研究資金に関する情報は、公募情報を同報
メールで配信し、外部研究資金の獲得を促した。
　
　なお、獲得した外部研究資金は№208のとおり。

22355　産学官の連携を推進するととも
に、外部資金情報の収集・集約を行い、
外部研究資金の増額を図る。

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○地方自治体、民間企業等からの受託研
究、共同研究事業を実施する。
○外部資金に関する情報を積極的に収集
し、教員へ提供する。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

ウエ
イト

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　学内インキュベーションルームの大学発ベンチャー企
業「ノリッジエンジン」への貸与や、D-FLAGへの支援、
本学教員への情報提供等により、大学発ベンチャーの育
成に努め、企業を発展させるための共同研究を実施して
いる。

○ノリッジエンジン株式会社
各種資格試験対策、障害児等の能力診断及び能力開発用
学習・教育ソフトウェアの企画、立案、作成、販売など

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　学内インキュベーションルー
ムの活用及び学外インキュベー
ション施設運営に対する支援を
行う。

【№225再掲】
　学外のインキュベーション施設である「D-FLAG」への
運営参画や、「D-FLAG」内での定例講演会において講師
として本学教員を派遣するなどの支援を行った。
　学内インキュベーションルームについては、今後の利
用を推進するため、活用法の検討やインキュベーション
ルームの使用要綱などの見直しを行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学内インキュベーションルー
ムの活用及び学外インキュベー
ション施設運営に対する支援を
行う。

【№225再掲】
　ながさき出島インキュベータ（D-FLAG）入居企業2社
との共同研究のほか、D-FLAGで長崎県立大学シーズ発表
会を行うなどの支援を実施した。
　また、学内インキュベーションルームについては、学
内教員に利用の募集を行ったが21年度から応募がないた
め、ニーズを踏まえたうえで、施設の有効利用の観点か
ら存続等について今後検討する。

Ⅲ

22356　大学発ベンチャー企業を創業・育
成し、当該企業と共同研究等を行う。

【達成水準】
○大学発ベンチャー企業の育成支援に努
め、当該企業と共同研究等を行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

ウエ
イト

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　研究成果を大学が書籍化して販売することについて
は、他大学の取り組み状況の調査や大手書店への聞き取
り調査の結果、本学が収益をあげることは困難であると
判断した。
　なお、教員個人による書籍化は随時行われている。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　施設利用のスケジュール管理を適切に行い、大学施設
の学外貸し出しを行った。
　また、「長崎県公立大学法人各種料金徴収規程」を改
正の上、施設ごとの使用料を設定し、ホームページで周
知した

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

②収入を伴う事業の実施

【達成水準】
○研究結果の書籍化、データ化を図り、
収益を得る。

≪未達成≫

(Ⅱ)

Ⅱ

○内容に対する意見
・大学における研究成果の書籍
化、データ化を図り販売収益を得
ることについては、中期計画を達
成できていない。法人がこの計画
の推進を平成２０年度で断念した
理由については理解できるが、自
己収入の確保についての取組は重
要であると考えられるため、今後
も引き続き、外部資金等の獲得に
ついて検討を行うことを求める。

○評価できる点
・施設利用のスケジュール管理を
適切に行い、教育研究に支障のな
い範囲で大学施設の学外貸出を
行っている。また、施設ごとの使
用料を設定し、大学ホームページ
で周知を図っている。

358　学内施設の使用スケジュール管理
を行い、施設の使用目的に応じた料金を
設定し、遊休時間等における積極的貸し
付けを図る。

－357　研究結果の書籍化、データー化を
図り、販売収益を得る。

19

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○学内・学外利用者の施設使用規定の整
備を行う。
○学内・学外利用者の施設利用スケ
ジュールの管理を行う。
○施設使用料を設定する。

≪平成19年度達成≫
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

ウエ
イト

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)
　地域連携センターに知的財産に関する専門知識を有する
職員を配置するとともに、学内での特許出願までの手順や
様式を教職員用学内Webページへ掲載し、特許出願に関する
環境整備を行った。
　また、特許技術移転を推進するために、長崎TLOと技術移
転業務委託契約を締結し、協力体制を構築した。
　なお、有益かつ有望と見込まれる研究について、発明審
査委員会で審議を行い、特許出願、審査請求を行った。

（特許出願、審査請求実績）
　17年度：出願7件
　18年度：出願7件、審査請求4件
　19年度：審査請求9件
　20年度：出願3件

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　有益かつ有望と見込まれる研
究・技術について国内外の特許
の申請を促進する。

　有益かつ有望と見込まれる研究について、発明審査委員
会で審議を行い、「ゲラニルゲラノイン酸を配合した飼
料」など5件（国際出願含む）の特許出願と、「中性脂肪低
減剤および体脂肪増加抑制剤」など10件の審査請求を行っ
た。
　また、平成17年度に長崎県等と共同出願した「発酵茶」
について本学では初となる特許を取得した。
　この製造法等を「ながさき高機能発酵茶有限責任事業組
合」に技術移転し、特許の実施料収入を得た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)
　有益かつ有望と見込まれる研
究・技術について国内外の特許
の申請を促進する。

【№224再掲】
　地域連携センターでは、知的財産に関する知的財産セミ
ナーや看護学科教員を知財セミナーへ参加させるなど知的
財産創出への取り組みを行った。
　また、今年度は新たに10件の特許取得（うち海外特許4
件）と、2件の技術移転に関して特許権等実施許諾契約を締
結した。
　なお、高機能発酵茶（WonderLeaf）に関する実施料収入
を得た。

○特許取得
　平成22年度：10件（うち海外特許4件）
　平成17～22年度の累計：11件
○特許権等実施許諾契約
　平成22年度：2件
　平成17～22年度の累計：3件

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)
　特許収入から特許の取得に要した経費及び特許の維持保
全に必要な経費等の直接経費を差し引いた額の1／2を、特
許にかかる実施補償金として発明者に還元するための制度
を創設した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21
年度は年度計画なし】
（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

ウエイト小計

360　教員へのインセンティブを与える
ため、特許収入を当該特許にかかる教員
に還元するシステムを構築する。

○評価できる点
・長崎県等と共同出願した「発酵
茶」など６年間で１１件の特許を
取得するとともに、３件の特許権
等実施許諾契約を締結している。
また、「発酵茶」については、製
造法等を県内民間企業に技術移転
し、特許の実施料収入を得てい
る。今後は、地域産物の有効な利
用方法の開発など、大学の研究の
結果を地域と共有する取組にも期
待する。

17

22

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○特許収入を、当該特許にかかる教員に
還元するシステムを構築する。

≪平成17年度達成≫

359　有益な研究・技術について特許を
取得し、特許による収入を得る。 【達成水準】

○特許を取得し、特許による収入を得
る。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅳ

Ⅳ
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中
期
目
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

大学の人件費及び運営経費を平成14年度当初予算と比較
して削減を行った。

（削減額の実績）
　平成17年度：2億8千4百万円
　平成18年度：3億5千6百万円
　平成19年度：3億7千7百万円
　平成20年度：4億1千5百万円

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　大学の人件費及び運営経費を平
成14年度当初予算と比較して、4
億4千万円以上削減する。

　大学の人件費及び運営経費を平成14年度当初予算と比
較して4億4千万円以上削減するという計画を掲げ、4億4
千5百万円の削減を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　大学の人件費及び運営経費を平
成14年度当初予算と比較して、4
億5千万円以上削減する。

　大学の人件費及び運営経費を平成14年度当初予算と比
較して4億5千万円以上削減するという計画を掲げ、4億6
千万円の削減を行った。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

「テレビ会議システム」を設置した。
　また、「基幹サーバ」や「ウイルス対策システム」
等、両校の情報処理システムを可能な限り統合すること
により、経費節減を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

Ⅲ　財務内容の改善
　２ 経費の抑制に関する目標

117　大学の業務全般について効率的な運営に努め、事務の合理化、適正な人員配置等を推進することにより、経費の抑制に努める。
　　 なお、県が、「県立大学あり方検討懇話会答申」及び「県立大学改革基本方針」に基づき実施している予算及び定員に係る大学改革により、運営費交付金を平成２２年度までに平成１４年度長崎県当初
　　 予算の両大学分の一般財源額より２０％削減（うち人件費相当分については１０％削減）する。
118　外部委託と直接実施を有効的に使い分けながら効率的に節約し、管理経費の抑制を図る。

管理的経費の抑制

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(Ⅲ)

Ⅳ

○評価できる点
・効率的、効果的な法人運営によ
り、平成１４年度から平成２２年
度までに大学の人件費及び運営経
費を、平成１４年度当初予算と比
較して４億６千万円削減してい
る。

【達成水準】
○人件費及び運営経費を平成14年度当初
予算と比較して、実質4億円以上削減す
る。

≪平成22年度達成≫

22361　教育研究の質の向上及び活性化を
図るとともに、法人の健全な経営を確保
する観点から効率的・効果的な運営を行
い、人件費及び運営経費の抑制に努める
ものとする。
平成14年度から平成22年度までに、両大
学の人件費及び運営経費を平成14年度当
初予算と比較して、実質4億円以上削減
する。なお、削減にあたっては、既存の
経費の見直しにより平成14年度当初予算
と比較して6億円以上削減し、その一部
を新たに構築する部分に充当することに
よって達成するものとする。
（長崎県立大学）
　平成14年度から平成22年度までに、大
学の人件費及び運営経費を平成14年度当
初予算と比較して、2億円以上削減す
る。
（県立長崎シーボルト大学）
　平成14年度から平成22年度までに、大
学の人件費及び運営経費を平成14年度当
初予算と比較して、4億円以上削減す
る。

18362　両大学の財務会計システム、給与
システム、学内LAN、遠隔授業等ITシス
テムの共有化により経費節減を図る。

(Ⅲ)

Ⅳ

【達成水準】
○両校で共通の財務会計システムや給与
システム等、各種業務システムの共有化
により経費節減を図る。

≪平成18年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

○評価できる点
・両校間に「テレビ会議システ
ム」を設置し、会議の効率化に努
めるとともに「基幹サーバ」や
「ウイルス対策システム」等、両
校の情報処理システムを可能な限
り統合することで経費節減を図っ
ている。

- 257 -



長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　設備管理業務、清掃業務及び緑地管理業務などについ
て外部委託を行い、経費の節減に努めた。
　なお、効率的な業務遂行を目的とした業務見直し指針
を決定し、これに沿った業務見直し計画を定めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　業務見直し計画に基づき、外部
委託を行う。

　佐世保校では、総合警備業務や消防用設備等点検業
務、電気工作物保安管理業務等についての外部委託を引
き続き行った。

　同じくシーボルト校では、設備管理業務や清掃業務、
自動制御装置保守点検業務等について継続して外部委託
を行い、経費削減に努めた。なお、設備管理業務につい
ては経済性や業務効率化を鑑み、単年度契約から複数年
契約に改めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　業務見直し計画に基づき、外部
委託を行う。

　佐世保校では、総合警備業務や消防用設備等点検業
務、電気工作物保安管理点検、建築確認申請等について
外部委託を引き続き行った。
　同じくシーボルト校では、設備管理業務、清掃業務、
自動制御装置保守点検業務等について、外部委託を引き
続き行い、経費の節減に努めた。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　環境衛生業務委託を設備管理業務に統合し、複数業務
の一括契約や複数年度契約を締結し、経費を削減した。
　また、インターネットによる発注を可能とするため、
会計事務取扱規程の改正を行った。
　なお、シーボルト校においては、警備業務委託につい
て、3年間の複数年契約を締結するなど経費の節約を
図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(Ⅲ)

Ⅲ

22363　施設管理や緑地管理など外部委託
することにより経費節減が可能な業務
は、積極的に外部委託を行う。

19364　インターネット発注や複数業務の
一括契約、また複数年度にわたる契約な
ど契約方法の見直しを図ることにより経
費を節約する。

Ⅲ

【達成水準】
○外部委託により、経費削減を図る。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

【達成水準】
○既存の契約について見直しを行い、複
数業務の一括契約、複数年度に渡る契約
へ変更する。
○インターネット発注を可能とする。

≪平成19年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学内専用Webページへの法人規程、大学規程、各種情
報、様式など掲載範囲を拡大し、事務文書の電子化・
ペーパーレス化を進めるとともに、教職員に対する各種
通知等について電子メールを活用した。
　また、ミスコピー等の再利用、トナーカートリッジの
リサイクル品購入を継続して行い、経費の削減に努め
た。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　文書の電子化・ペーパーレス化
を進めるとともに、経費の削減に
努める。

　教職員に対する通知に電子メールを活用したり、各種
申請書等の書式を学内専用Webページで閲覧できるよう
にする等、引き続き文書の電子化・ペーパーレス化を進
めた。
　また、ミスコピー等の再利用、トナーカートリッジの
リサイクル品購入についても継続して行い、経費の削減
に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　文書の電子化・ペーパーレス化
を進めるとともに、経費の削減に
努める。

　昨年度に引き続き電子メールと学内専用Webページを
活用し、文書の電子化・ペーパーレス化を進めた。
　また、ミスコピー等の再利用、トナーカートリッジの
リサイクル品購入についても継続して行い、経費の削減
に努めた。
　なお、平成22年度は給与明細や出勤簿を電子化するな
ど、ペーパレス化につながる機能を有する財務･人事･給
与システムを導入した。

ウエイト小計

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22365　事務文書の電子化・ペーパーレス
化を進め、環境に配慮すると共に経費の
節約を図る。

(Ⅲ)

【達成水準】
○ホームページに法人規程、大学規程な
どを掲載し事務文書の電子化・ペーパー
レス化を進める。

≪平成22年度達成≫

- 259 -



長崎県立大学

中
期
目
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　全学的な施設設備の有効利用を図るため、利用頻度が
低い部屋の用途変更や情報システムの統一化を図った。
　また、高額研究機器の更新にあたっては、教育用機器
を優先するなどのルールを定め、計画的に更新を行っ
た。
　なお、シーボルト校では、これまで個々の実験室に配
置していた高額研究機器を共同の実験室に配置すること
により、共有化を進めることで、有効利用を図った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　全学的視野に立って施設設備
の有効利用に努める。

　佐世保校では、附属図書館の閉架図書保管場所を増設
して、移動書庫を設置した。また、施設設備の共有化、
センターの連携を図るため、東アジア研究所内を改装
し、教育開発センターと地域連携センターを併設した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　全学的視野に立って施設設備
の有効利用に努める。

　使用が少なかった実験室を改装し、面接練習や学内会
議等に使用する面談室とするなど、学内施設を効率的に
使用できるようにした。
　また、大型バスについて、オープンキャンパスや学外
実習、就職説明会などに利用するとともに、両校の交流
を目的に定期運行を行った。

資産の効率的・効果的運用

(Ⅲ)

Ⅲ　財務内容の改善
　３ 資産の運用管理の改善に関する目標

119　法人の資産という観点から、新たな「施設・設備マネジメントシステム」を構築し、教育、研究、地域貢献など諸活動のために施設・設備の有効活用を図る。

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(Ⅲ)

Ⅲ

22366　全学的視野に立って施設設備の有
効配分を行うとともに、施設設備の共有
化を進め、有効利用を図る。 【達成水準】

○全学的視野に立って施設設備の有効利
用に努める。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【№358再掲】
　施設利用のスケジュール管理を適切に行い、大学施設
の学外貸し出しを行った。
　また、「長崎県公立大学法人各種料金徴収規程」を改
正の上、施設ごとの使用料を設定し、ホームページで周
知した

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

施設使用規程に基づき、大学施
設の貸出を行うとともに、適切
な使用料を徴収する。

【№271再掲】
　施設利用のスケジュール管理を行い、大学施設の学外
貸出を152件行った。
　また、大学のホームページに施設利用案内を掲載する
とともに、グラウンド、テニスコート、体育館等の施設
を、学外者へ貸し出した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【21年度に実施済みのため、22
年度は年度計画なし】

○評価できる点
・施設利用のスケジュール管理を
適切に行い、教育研究に支障のな
い範囲で大学施設の学外貸出を
行っている。また、施設ごとの使
用料を設定し、大学ホームページ
で周知を図っている。《再掲》

(Ⅲ)

Ⅲ

21367　教育研究に支障のない限り大学施
設の貸し出しを行い、収益を得るととも
に、学会活動や地域活動での有効活用に
供する。

(Ⅲ)

【達成水準】
○学内・学外利用者の施設使用管理規定
の整備を行う。
○学内・学外利用者の施設利用スケ
ジュールの管理を行う。
○大学の施設開放について、ホームペー
ジで周知を行う。
○施設使用料を設定する。

≪平成21年度達成≫
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　財務会計システム等の導入による会計システムの確立
および銀行とのオンライン構築により、安全性、確実性
の高い資金管理・決済業務を行うなど適正な管理に努め
た。
　金融資産のうち、定期預金については、入札により預
入利率を決めるなど有利な資産運用を行なった。
　また、授業料の未納者に対しては、随時適切な督促を
実施し、早期の納入に努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　授業料収入、運営費交付金、
委任経理金等金融資産の適正な
管理に努める。

　金融資産のうち、定期預金は見積もり合わせにより預
入利率を決定し、有利な資産運用を行った。また、授業
料の未納者に対しては随時適切な督促を実施し、早期の
納入に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　授業料収入、運営費交付金、
委任経理金等金融資産の適正な
管理に努める。

　金融資産のうち、定期預金は見積もり合わせにより預
入利率を決定し、有利な資産運用を行った。また、授業
料の未納者に対しては、面談、電話等による督促を随時
行い、分納計画書の提出を求めるなど早期の納入に努め
た。

ウエイト小計
ウエイト総計

368　授業料収入、運営費交付金、委任
経理金等金融資産の適正な管理に努め
る。

22

Ⅲ

【達成水準】
○金融資産の適正な管理に努める。
○授業料未納者への適切な督促を行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ (Ⅲ)
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（１）外部研究資金及び自己収入の確保促進 （３）資産の運用管理の改善
外部資金獲得への取組 資産の運用管理の改善
【平成17～21事業年度】 【平成17～21事業年度】

・ ・

・

【平成22事業年度】
・

【平成22事業年度】
・

収入を伴う事業の検討 ・
【平成17～21事業年度】

・

・

特許の取得促進
【平成17～21事業年度】

・

・

【平成22事業年度】
・

（２）経費の抑制
経費の抑制
【平成17～21事業年度】

・

・

・

【平成22事業年度】
・

施設利用のスケジュール管理を適切に行い、大学施設の学外貸出を行った。また、「長崎県公立大学法人各種料金
徴収規程」を改正し、施設ごとの使用料を設定した。
財務会計システム等の導入による会計システムの確立および銀行とのオンライン構築により、安全性、確実性の高
い資金管理・決済業務を行うなど適正な管理に努めた。また、金融資産のうち、定期預金については、入札により
預入利率を決めるなど有利な資産運用を行なった。

施設利用のスケジュール管理を行い、大学施設の学外貸出を121件行った。また、大学のホームページに施設利用案
内を掲載するとともに、グラウンド、テニスコート、体育館等の施設を、学外者へ貸し出した。

施設利用のスケジュール管理を適切に行い、大学施設の学外貸出を行った。また、「長崎県公立大学法人各種料金
徴収規程」を改正し、施設ごとの使用料を設定し、ホームページで周知した。

研究成果を大学が書籍化して販売することについては、他大学の取り組み状況の調査や大手書店への聞き取り調査
の結果、本学が容易に収益をあげることは困難であると判断した。

Ⅲ　財務内容の改善に関する特記事項

「地域連携センター」を設置し、受託研究・共同研究等を推進する体制を構築した。また、教職員用学内Webページ
への外部資金情報掲載やメールによる周知、科学研究費補助金応募に向けて平成18年度から学内説明会を実施し、
文部科学省による教育改革支援事業（教育GP)へ応募させるなど、外部研究資金の獲得を促した。

平成23年度科学研究費補助金の応募に向けて、学内説明会を実施した。また、日本学術振興会及び科学技術振興機
構のメーリングリストに登録し、外部資金の公募情報の収集に努めるとともに、公募情報を同報メールで配信し外
部研究資金の獲得を促した。平成22年度外部研究資金（新規分）は合計64件71,990千円であった。

金融資産のうち、定期預金は見積もり合わせにより預入利率を決定し、有利な資産運用を行った。また、授業料の
未納者に対しては随時適切な督促を実施し、分割計画書の提出を求めるなど早期の納入に努めた。

地域連携センターに知的財産に関する専門知識を有する職員を配置するとともに、学内での特許出願までの手順や
様式を教職員用学内Webページへ掲載し、特許出願に関する環境整備を行った。また、特許技術移転を推進するため
に、長崎TLOと技術移転業務委託契約を締結し、協力体制を構築した。なお、有益かつ有望と見込まれる研究につい
て、発明審査委員会で審議を行い、特許出願、審査請求を行った。

大学の人件費及び運営経費を平成14年度当初予算と比較して、4億6千万円の削減を行った。

環境衛生業務委託を設備管理業務に統合し、複数業務の一括契約や複数年度契約を締結し、経費を削減した。ま
た、インターネットによる発注を可能とするため、会計事務取扱規程の改正を行った。なお、シーボルト校におい
ては、警備業務委託について、3年間の複数年契約を締結するなど経費の節約を図った。

学内専用ホームページへの法人規程、大学規程、各種情報、様式など掲載範囲を拡大し、事務文書の電子化・ペー
パーレス化を進めるとともに、教職員に対する各種通知等について電子メールを活用した。

「テレビ会議システム」を設置した。また、「基幹サーバ」や「ウイルス対策システム」等、両校の情報処理シス
テムを可能な限り統合することにより、経費節減を図った。

平成17年度に長崎県等と共同出願した「発酵茶」について本学では初となる特許を取得した。この製造法等を「な
がさき高機能発酵茶有限責任有限責任事業組合」に技術移転し、特許の実施料収入を得た。

地域連携センターでは、知的財産に関する知的財産セミナーや看護学科教員を知財セミナーへ参加させるなど知的
財産創出への取り組みを行った。また、平成22年度は新たに10件の特許取得（うち海外特許4件）と、2件の技術移
転に関して特許権等実施許諾契約を締結した。
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Ⅳ　予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

※　財務諸表及び決算報告書を参照

1 短期借入金の限度額 １　短期借入金の限度額
5億円 　　5億円

2 想定される理由 ２　想定される理由

なし 　　なし 実績なし

実　績

借り入れ実績なし

実　績

取崩額　129,387千円

実　績

Ⅶ　剰余金の使途

中　期　計　画 年　度　計　画

決算において剰余金が発生した場合は、教育
研究の質の向上及び組織運営の改善に充て
る。

　　決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上
　　及び組織運営の改善に充てる。 教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てた。

Ⅴ　短期借入金の限度額

中　期　計　画 年　度　計　画

中　期　計　画 年　度　計　画

Ⅵ　重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

運営交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等
により緊急に必要となる対策費として借り入
れすることも想定される。

　　運営交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に
　　必要となる対策費として借り入れすることも想定される。
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中
期
目
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学長を中心とする中期計画推進本部を組織し、中期計
画・年度計画を通じた自己点検・評価を実施した。
　また、平成21年度の大学認証評価受検に向け、全学的
な自己点検・評価を実施し、報告書を作成した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　中期目標・中期計画に即して、
自己点検･自己評価を実施する。
なお、平成20年度に実施した自己
点検・評価に基づき、大学基準協
会の大学評価を受検する。

　中期計画推進本部を中心に、中期計画・年度計画に即
した自己点検・評価を実施し、教育や研究をはじめとす
る事項について改善を進めた。
　また、大学基準協会による大学評価を受検した。その
結果、「教育・研究活動はおおむね充実しており、特
に、公立大学として地域社会への貢献という使命を十分
に認識したうえで、大学の各種施設を開放して、教育・
研究成果を社会へ還元する窓口となる地域連携センター
を設置して、地域社会との連携・協力を推進する拠点と
していることは評価できる。」などとして、大学基準に
適合していると認定された。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　中期目標・中期計画に即して、
自己点検・自己評価を実施する。

　中期計画推進本部を中心に、中期計画・年度計画に即
した自己点検・評価を実施し、教育や研究をはじめとす
る事項について改善を進めた。
　また、中期目標期間（平成17～21年度）実績および平
成21年度実績について、法人評価委員会の評価を受け
た。
　指摘された項目について、改善に努めた。

【達成水準】
○中期計画推進本部を組織し、中期計
画・年度計画を通じた自己点検・評価を
行う。
○平成21年度に認証評価機関による大学
評価を受けるために、平成20年度に自己
点検・評価を行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

○評価できる点
・平成２１年度に認証評価機関で
ある大学基準協会による大学評価
を受検し、勧告を受けることなく
大学基準に適合していると認定さ
れている。

年度計画

Ⅲ

(Ⅲ)

22369　大学の教育研究活動、組織運営の
あり方について、中期目標・中期計画に
即して自己点検・自己評価を企画・実施
する体制を整備し、定期的に組織体とし
ての評価を実施する。なお、自己点検・
自己評価組織において、全学的な自己点
検・自己評価を原則として4年に1度実施
する。

項 目 別 の 状 況

120　法人の目標に基づき、教育研究及び業務運営を常に改善していくため、中期目標、中期計画及び年度計画の達成状況について、自己点検・自己評価を行う。
121　法人の教育研究活動及び組織運営のあり方について、自己点検・自己評価を企画・実施する体制を整備し、定期的に組織体としての評価を行う。
122　教員個人についても、教育、研究、社会貢献、大学の管理・運営等の分野において評価を行う。
123　自己点検・自己評価の実施及び支援体制については、定期的に見直しを行い、改善を図る。

自己点検・自己評価の実施及び改善

Ⅷ　教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価
　　評価の充実に関する目標
　（１）自己点検・自己評価の実施に関する基本方針

達成
状況

評価委員会意見等

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

中期計画

達
成
年
度
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

年度計画

達成
状況

評価委員会意見等

ウエ
イト判断理由（実施状況表）

中期計画

達
成
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　全学的に自己点検･評価を実施し、報告書を作成し
た。
　なお、大学基準協会の指定する点検・評価項目につい
て、「到達目標」を設定し、それらについての「現状の
説明」、「点検・評価」を行い、さらにその「改善の方
策」を盛り込んだ。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員の評価システムを構築し、平成17年度の活動実績
から、教員の教育、研究、社会貢献、管理運営に係る活
動について評価を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【17年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

ウエイト小計

17371　教員評価について、教育、研究、
社会貢献、法人及び大学の管理・運営の
4領域において、平成17年4月から実施す
る。

【達成水準】
○教員の教育、研究、社会貢献、管理運
営に係る活動について評価を行う。

≪平成17年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○自己点検・自己評価は、「現状の説
明」「点検・評価」「改善の方策」を盛
り込み実施する。

≪平成20年度達成≫(Ⅲ)

Ⅲ

20370　自己点検・自己評価を行うにあ
たっては、「現状」「問題把握」「改善
策」のそれぞれを必ず盛り込むこととす
る。
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中
期
目
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学長を本部長とする法人中期計画推進本部において、
中期計画・年度計画に基づく自己点検・評価を毎年行う
とともに、必要な指示を行い、部局が改善を図った。
　また、年度計画の推進に際しては、随時、法人の理事
会・経営協議会に報告し、大学運営に関する意見を反映
した。
　なお、各事業年度に係る業務の実績に関する報告書に
ついては、法人評価委員会による評価結果とともにホー
ムページで公表した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学長は、評価組織を通じて、定
期的に各部局の改善策の実施状況
を確認し、必要な指示を行う。

　法人中期計画推進本部において、中期計画・年度計画
に基づく自己点検・評価を行うとともに、各部局に必要
な指示を行い、改善を図った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学長は、評価組織を通じて、定
期的に各部局の改善策の実施状況
を確認し、必要な指示を行う。

　法人中期計画推進本部において、中期計画・年度計画
に基づく自己点検・評価を行うとともに、各部局に必要
な指示を行い、改善を図った。

22372　組織体に関する自己点検・自己評
価に基づき改善方策を探り、改善を推進
する体制を評価の企画・実施と一連の循
環過程として整備し、評価結果を大学運
営の改善に結びつける。組織体に関する
評価結果は公表する。

【達成水準】
○中期計画推進本部を組織し、中期計
画・年度計画を通じた自己点検・評価を
行う。
○学長が評価結果に対する改善状況を確
認し、必要な指示を行う。
○評価結果をホームページ等で公表す
る。

≪平成22年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

(Ⅲ)

判断理由（実施状況表） ウエ
イト

Ⅷ　教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価
　　評価の充実に関する目標
　（２）評価結果の活用に関する基本方針

124　法人に関する自己点検・自己評価の結果を法人の教育研究活動及び組織運営の改善に活用することとし、そのための適正な運用体制を整備する。
　 　なお、評価結果については、公表する。
125　教員評価の結果を教育研究の活性化と教員の資質向上の観点に立って、教員の研究費配分、給与、昇任、任期付き教員の再任等に反映させることとし、そのための適正な運用体制を整備する。
　　 なお、全般的な評価結果については、公表する。

評価結果を大学運営の改善

評価委員会意見等中期計画

達
成
年
度

年度計画

達成
状況
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

判断理由（実施状況表） ウエ
イト

評価委員会意見等中期計画

達
成
年
度

年度計画

達成
状況

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　法人評価委員会の評価結果について、学長をトップと
する中期計画推進本部や教育研究評議会へ報告を行い、
問題点については、各部局が役割分担して改善を図り、
学長に報告した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　自己点検・自己評価の結果及び
外部から受けた評価結果につい
て、部局ごとに問題点の改善を図
る。

　法人評価委員会や大学基準協会から指摘を受けた事項
については、各部局で改善に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　自己点検・自己評価の結果及び
外部から受けた評価結果につい
て、部局ごとに問題点の改善を図
る。

　法人評価委員会や大学基準協会から指摘を受けた事項
については、各部局で改善に努めた。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学長は、年度計画の着実な推進を図るとともに、法人
評価委員会から指摘された課題についても、年度計画を
進める過程において状況を把握しながら改善に努めた。
　また、学長は中期計画・年度計画にかかる改善状況を
点検し、平成20年度に作成した「自己点検・評価報告
書」に反映した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学長は全学的な改善状況を把握
し、次回の自己点検・評価（大学
評価）に反映させる。

　平成21年度計画の着実な推進を図るとともに、法人評
価委員会から前年度に指摘された事項についても、年度
計画を進める過程において改善に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学長は全学的な改善状況を把握
し、次回の自己点検・評価に反映
させる。

　平成22年度計画の着実な推進を図るとともに、法人評
価委員会から前年度に指摘された事項についても、年度
計画を進める過程において改善に努めた。

Ⅲ

【達成水準】
○法人評価委員会の評価結果等に基づ
き、問題点の改善を図る。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22373　自己点検・自己評価の結果につい
ては、部局ごとに問題点の改善策の実行
に努め、学長に報告する。

Ⅲ

○内容に対する意見
・学長を本部長とする中期計画推
進本部を中心に、中期計画・年度
計画を通じた自己点検・評価を実
施し、業務改善等に取り組んでい
ることは評価できるが、実績報告
書の記載内容に精粗が散見され
る。評価結果を業務改善等につな
げるためにも、取組状況及び達成
状況が具体的かつ明確にわかるも
のとすることが望まれる。

(Ⅲ)

【達成水準】
○学長は全学的な改善状況を把握し、次
回の自己点検・評価に反映させる。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

22374　学長は全学的な改善状況を把握
し、次回の自己点検・評価に反映させ
る。
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

判断理由（実施状況表） ウエ
イト

評価委員会意見等中期計画

達
成
年
度

年度計画

達成
状況

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員評価の結果を、教育研究費の配分や給与等の処遇
に反映させる制度を整備した。教育研究費の配分は平成
18年度から行っており、給与等の処遇への反映は平成21
年度から行う。
　また、評価結果等を踏まえて、改善を要する教員への
助言・指導を学部長等が行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

【№166再掲】
　平成20年度の活動実績にかかる教員評価結果を教育研
究費および給与等の処遇に反映させた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【20年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

　全国の公立大学を対象とした調査で、教員評価制度を
導入している大学は約半数であった。そのうち評価結果
を教育研究費及び給与等の処遇に反映させている大学は
極少数であったことより、本学は先進的な取り組みを
行っている大学の一つであることがわかった。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教員評価の結果については、各大学ごと（統合後は各
学部ごと）に3段階で区分した評価結果をホームページ
に掲載し、公表した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

ウエイト小計

【達成水準】
○教員評価結果を公表する。

≪平成18年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅳ

【評価委員会の評価「Ⅲ」】
○法人の自己評価は妥当性を欠
く。
・教員評価の導入自体は、中期計
画において元々予定されていたも
のであり、他の公立大学の実施状
況と比較した結果をもって中期計
画を上回って実施したものとは認
められない。

○評価できる点
・平成２１年度から教員評価の結
果を、教育研究費の配分や給与等
の処遇に反映させる制度を整備し
ている。また、評価結果等を踏ま
えて、改善を要する教員への助
言・指導を学部長等が行ってい
る。

【達成水準】
○教員の評価、処遇システムを導入し、
運用する。

≪平成20年度達成≫

20375　教員評価の結果を、教員の意欲向
上と能力開発、教育研究の活性化の観点
に立って、教員の研究費配分、処遇等に
適正に反映させるとともに、必要に応じ
て指導・助言を行うなど、評価の実施と
結果の活用について適切な運用体制を整
備する。
　教員評価結果の反映については、次の
とおり段階的に行う。
①平成17年度の評価結果から教育研究費
の配分に反映させる。
②平成20年度の評価結果から教育研究費
の配分に加え、給与、昇任、再任の可否
に反映させる。なお、給与、昇任、再任
の可否への反映については、平成17年度
～19年度の間に制度の検証を行ったうえ
で実施する。

18376　教員評価については、全般的な評
価結果を公表する。
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中
期
目
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　平成17事業年度分から各年度に行った業務の実績に関し
て、公立大学法人評価委員会から評価を受けた。（評価結
果については、各事業年度の実績にかかる評価結果を参
照。）
　また、平成21年度の大学認証評価受検に向け、全学的な
自己点検・評価作業を実施し、「自己点検・評価報告書」
を作成した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)
　長崎県公立大学法人評価委員会
による評価を受ける。また、認証
評価機関である大学基準協会によ
る大学評価を受検する。

　平成20事業年度の業務実績について、法人評価委員会か
ら評価を受けた。評価対象6項目のうち、「大学の教育研究
等の質の向上」「財務内容の改善」の2項目については「概
ね計画どおりに進んでいる」、その他の4項目については
「計画どおりに進んでいる」との評価であった。
　また、大学基準協会による大学評価を受検した。その結
果、「教育・研究活動はおおむね充実しており、特に、公
立大学として地域社会への貢献という使命を十分に認識し
たうえで、大学の各種施設を開放して、教育・研究成果を
社会へ還元する窓口となる地域連携センターを設置して、
地域社会との連携・協力を推進する拠点としていることは
評価できる。」などとして、大学基準に適合していると認
定された。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　長崎県公立大学法人評価委員会
による評価を受ける。

　平成21事業年度の業務実績について、法人評価委員会か
ら評価を受けた。評価対象6項目のうち、「大学の教育研究
等の質の向上」の項目については「概ね計画どおりに進ん
でいる」、その他の5項目については「計画どおりに進んで
いる」との評価であった。
　また、第1期中期目標期間（平成17～22年度）の業務実績
について、法人評価委員会から暫定評価を受けた。評価対
象6項目のうち、「大学の教育研究等の質の向上」「業務運
営の改善及び効率化」「財務内容の改善」「教育及び研究
並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価
の充実」4つの項目については「中期目標の達成がおおむね
良好である」、その他の2項目については「中期目標の達成
が良好である」との評価であった。

ウエイト小計
ウエイト総計

(Ⅲ)

22377　社会への説明責任を果たし、より
よい大学となるために、知事の附属機関
として設置される、長崎県公立大学法人
評価委員会による評価を毎年受ける。ま
た、中期目標の期間中に、文部科学省に
よる認証評価機関の評価を受ける。

Ⅲ

Ⅷ　教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価
　　評価の充実に関する目標
　（３）第三者評価の実施に関する基本方針

達
成
年
度

年度計画

達成
状況

126　法人が自ら行う自己点検・評価に加え、外部の第三者（機関）による評価を実施し、その評価結果を法人運営の改善に役立てる。
　 　なお、評価結果については、公表する。

中期計画

ウエ
イト

評価委員会意見等
判断理由（実施状況表）

第三者評価の実施

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○法人評価委員会による評価を毎年受け
る。
○平成21年度に認証評価機関による評価
を受ける。

≪平成22年度達成≫
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（１）自己点検・自己評価の実施及び改善への取組
【平成17～21事業年度】

・

【平成22事業年度】
・

（２）評価結果の大学運営への反映に関する取組
【平成17～21事業年度】

・

・

【平成22事業年度】
・

・

（３）第三者評価の実施への取組
【平成17～21事業年度】

・

【平成22事業年度】
・平成21事業年度の業務実績について、法人評価委員会から評価を受けた。評価対象6項目のうち、「大学の教育研究等
の質の向上」の項目については「概ね計画どおりに進んでいる」、その他の5項目については「計画どおりに進んでい
る」との評価であった。
また、第1期中期目標期間（平成17～22年度）の業務実績について、法人評価委員会から暫定評価を受けた。評価対象
6項目のうち、「大学の教育研究等の質の向上」「業務運営の改善及び効率化」「財務内容の改善」「教育及び研究並
びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価の充実」4つの項目については「中期目標の達成がおおむね良
好である」、その他の2項目については「中期目標の達成が良好である」との評価であった。

平成17事業年度分から各年度に行った業務の実績に関して、公立大学法人評価委員会から評価を受けた。
また、平成21年度の大学認証評価受検に向け、全学的な自己点検・評価作業を実施し、「自己点検・評価報告書」を
作成した。なお、大学評価を受験した結果、大学基準に適合していると認定された。

中期計画推進本部を中心に、中期計画・年度計画に即した自己点検・評価を実施し、教育や研究をはじめとする事項
について改善を進めた。

学長を本部長とする法人中期計画推進本部において、中期計画・年度計画に基づく自己点検・評価を行うとともに、
必要な指示を行い、部局が改善を図った。また、年度計画の推進に際しては、随時、法人の理事会・経営協議会に報
告し、大学運営に関する意見を反映した。
教員評価の結果を、教育研究費の配分や給与等の処遇に反映させる制度を整備した。教育研究費の配分は平成18年度
から行っており、給与等の処遇への反映は平成21年度から行った。また、評価結果等を踏まえて、改善を要する教員
への助言・指導を学部長等が行った。

Ⅷ　教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価に関する目標　評価の充実に関する目標

平成22年度計画の着実な推進を図るとともに、法人評価委員会から前年度に指摘された事項についても、年度計画を
進める過程において改善に努めた。
平成21年度の活動実績にかかる教員評価結果を教育研究費および給与等の処遇に反映させた。

学長を中心とする中期計画推進本部を組織し、中期計画・年度計画を通じた自己点検・評価を実施した。また、平成
21年度の大学認証評価受検に向け、全学的な自己点検・評価を実施し、報告書を作成した。なお、大学評価を受検し
た結果、大学基準に適合していると認定された。
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中
期
目
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　教育研究に関しては、ホームページへの研究情報等掲
載や学部紀要、大学広報等を通じて情報提供を行った。
　運営に関する情報は、ホームページの法人情報や大学
評価情報などへ掲載するとともに、大学統合や中期計画
に関するパンフレット等を通じて、社会への情報提供を
行なった。
　また、英語版大学ホームページを作成し、海外への情
報発信を行なった。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　大学の教育研究、運営に関する情
報を大学ホームページや各種の媒体
を通じて提供するとともに、内容・
項目等について、充実を図る。ま
た、外国語版（中国語版・韓国語
版）ホームページを作成し、海外へ
情報を発信する。

　大学の教育研究、運営に関する情報を大学ホームペー
ジや各種媒体を通じて提供した。
　また、海外大学向けに情報を発信するため、中国語
版･韓国語版ホームページを作成した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　大学の教育研究、運営に関する情
報を大学ホームページや各種の媒体
を通じて提供するとともに、内容・
項目等について充実を図る。また、
海外への情報発信についても充実を
図る。

　大学の教育研究、運営に関する情報を大学ホームペー
ジ、大学案内を通じて提供した。
　また、外国語版ホームページ、英語版大学案内により
海外へ情報を発信した。

大学情報の積極的な公開・提供及び広報

(Ⅲ)

Ⅲ

378　大学が提供するサービスを直接の
利用者に周知するとともに、その活動実
態を県民に公開し説明責任を果たす観点
から、大学の教育研究に関わる情報、大
学の運営に関する情報を、直接もしくは
ホームページ、各種の媒体を通じて、定
期的に提供する。なお、海外への情報の
発信についても充実を図る。

22

【達成水準】
○大学の教育研究及び運営に関する情報
をホームページ、パンフレット等の各種
媒体を通じ、提供する。
○英語版・中国語版・韓国語版のホーム
ページを作成し、海外へ情報を発信す
る。

≪平成22年度達成≫

項 目 別 の 状 況

127　法人の組織運営及び教育研究の実績については、情報を積極的に公開し、県民をはじめとする社会への説明責任を果たす。

Ⅸ　教育及び研究並びに組織及び運営の状況に係る情報の提供
　　教育及び研究並びに組織及び運営の状況に係る情報の提供に関する基本方針

評価委員会意見等中期計画

ウエ
イト

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）

(Ⅲ)

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

評価委員会意見等中期計画

ウエ
イト

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)
　理事会、経営協議会、教育研究評議会の議事録につい
て、法人ホームページで公開した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年度
は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年度
は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【No219再掲】
　研究成果をデータベース化し、インターネットを通じ
て社会へ提供するために、長崎県立大学学術機関リポジ
トリシステムを構築し、紀要の電子化を進めた。
　また、本学の教員が共同研究可能な研究分野、共同研
究・受託研究等の実績、地域社会の振興発展や活性化に
寄与するための「地域振興研究」の実績一覧をホーム
ページに掲載し、研究情報の発信に努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　長崎県立大学学術機関リポジトリ
システム（研究成果データベースシ
ステム）の運用を開始し、インター
ネットを通じて研究成果を社会に提
供する。

【№219再掲】
　「長崎県立大学学術リポジトリ」に、各学部の紀要か
ら332の論文を登録し、インターネットを通じて公開し
た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　ホームページ等により研究成果を
広く社会に提供する。

　「長崎県立大学学術リポジトリ」に、各学部の紀要か
ら383の論文を登録し、インターネットを通じて公開し
た。
　また、研究成果を紀要や年次報告書として自治体等に
提供したほか、これまで大学ホームページで公開してい
た研究者情報や研究テーマ一覧に加え、論文名や学会発
表実績などの詳細な業績集も掲載した。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　各事業年度に係る業務の実績に関する報告書とその評
価結果や、教員評価の結果など大学運営の状況につい
て、法人や大学のホームページへ掲載した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　各種出版物の作成・配布や、ホー
ムページなど複数の手段により情報
提供を行う。

　大学の教育研究及び運営に関する情報を、法人パンフ
レットや大学案内、学部紀要、ホームページへの掲載等
により提供した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　各種出版物の作成・配布や、ホー
ムページなど複数の手段により大学
の情報を提供する。

大学案内、ホームページ、法人案内等により大学の情報
を提供した。

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○研究成果のデータベース化を図り、イ
ンターネットを通じて公開する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22380　大学の優れた教育研究活動とその
成果をデータベース化して、社会が容易
に認識できるようにし、成果の社会還元
に資するとともに、国内外での戦略的広
報活動に役立てる。

22381　自己点検・自己評価報告書等各種
出版物の作成・配布や、財務諸表など大
学運営全般についてホームページ上で情
報開示を行うなど、複数の手段により、
県民をはじめとする社会へ情報を提供す
る。

379　理事会、経営協議会、教育研究評
議会等の議事録については、原則公開と
し、大学運営の透明化を図る。

19
【達成水準】
○理事会、経営協議会、教育研究評議会
について、議事録をホームページで公開
する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○自己点検報告書、研究紀要、大学案
内、パンフレット等を作成・配布する。
○財務諸表、事業報告書等をホームペー
ジで公開する。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

評価委員会意見等中期計画

ウエ
イト

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学術講演会、公開講座、地域公開講座などの実施に際
しては、以下のような広報活動を積極的に行うことで、
学外への周知を図った。

○大学ホームページへの掲載
○ポスター・ちらしの作成・配布
○ダイレクトメールの発送
○市町広報誌への掲載依頼
○報道機関への情報提供
○看護協会など関係機関等へのPR訪問
○公共交通機関への広告掲載　他

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学術講演、公開講座、地域公開講
座などの催しを、広報誌やホーム
ページ等を通じて積極的に学外に広
報する。

　公開講座等の催しについては、本学ホームページ掲載
をはじめ、新聞広告や交通広告など各種手段により積極
的に広報活動を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学術講演、公開講座、地域公開講
座などの催しを、広報誌やホーム
ページ等を通じて積極的に広報す
る。

　公開講座、地域公開講座などの実施に際しては、ホー
ムページ掲載、チラシ・ポスター、交通広告等による広
報活動を行った。

ウエイト小計
ウエイト総計

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22382　学術講演、公開講座、地域公開講
座などの催しを、広報紙やホームページ
等を通じて積極的に学外に広報する。 【達成水準】

○学術講演会、公開講座、地域公開講座
などの開催案内、開催結果をホームペー
ジ等を通じて積極的に学外に広報する。

≪平成22年度達成≫
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【平成17～21事業年度】
・

・
・

【平成22事業年度】
・
・公開講座等の催しについては、本学ホームページ掲載をはじめ、新聞広告や交通広告など各種手段により積極的に
広報活動を行った。

公開講座、学術講演会、地域公開講座などの実施に際しては、以下のような広報活動を積極的に行うことで、学外
への周知を図った。
○大学ホームページへの掲載
○ポスター・ちらしの作成・配布
○ダイレクトメールの発送
○市町広報誌への掲載依頼
○報道機関への情報提供
○看護協会など関係機関等へのPR訪問
○公共交通機関への広告掲載　他

英語版大学案内を作成し、海外へ情報発信を行った。

Ⅸ　教育及び研究並びに組織及び運営の状況に係る情報の提供に関する目標

教育研究に関しては、ホームページへの研究情報等掲載や学部紀要、大学広報等を通じて情報提供を行った。ま
た、運営に関する情報は、ホームページの法人情報や大学評価情報などへ掲載するとともに、大学統合や中期計画
に関するパンフレット等を通じて、社会への情報提供を行なった。
海外の大学向けに情報を発信するため、英語版･中国語版･韓国語版ホームページを作成した。
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長崎県立大学

中
期
目
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　統合後の新大学については、旧長崎県立大学、旧県立
長崎シーボルト大学の施設設備を活用した分離キャンパ
スとした。
　また、新大学の各種センターや研究所の両キャンパス
への配置については、学部等の構成や従来からの実績等
を踏まえ、国際交流センター及び地域連携センターの本
部をシーボルト校に、教育開発センターと東アジア研究
所の本部を佐世保校に設置した。
　なお、各センター、研究所の設置にあたっては、既存
の施設を活用した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　佐世保校校舎の耐震診断結果に
基づき、キャンパス計画策定を進
める。また、次期中期計画の策定
に向けた本学の将来構想の検討を
開始する。

　耐震診断の結果及び校舎建替えを実施した他大学への
訪問調査を参考に、校舎建替えを含めた本学の将来構想
について、全学的な検討を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　本学の将来構想や次期中期計画
を策定する。

　本学の今後5～15年におけるあるべき姿を描いた「長
崎県立大学将来構想」を策定した。
　なお、策定にあたっては、学内に将来構想策定委員会
を立ち上げ十分な協議を行うとともに、外部有識者によ
る将来構想策定懇話会での意見も踏まえた。
　また、第2期中期計画（平成23～28年度）を策定し、
県の認可を受けた。
　策定にあたっては、中期計画推進本部および策定部会
で十分な協議を行うとともに、法人評価委員会の意見も
踏まえた。

項 目 別 の 状 況

128　既存の施設設備の整備・利用状況を調査点検し、全学の教育研究施設等の有効活用を図るとともに、長期的な展望に立ち、計画的な整備・管理を行う。

Ⅹ　その他業務運営
　１ 施設設備の有効利用と効率的整備に関する目標

中期計画

(Ⅲ)

達成
状況

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

判断理由（実施状況表）達
成
年
度

①施設等の整備

ウエ
イト

評価委員会意見等年度計画

【達成水準】
○新大学の施設配置を決定する。

≪平成22年度達成≫

○内容に対する意見
・キャンパス計画に関する基本的
な考え方が策定されていない。
キャンパスの将来構想に基づき、
教育研究機能の強化、将来の発
展、地域社会との連携に資する基
本的な考え方を早期に策定するこ
とが望まれる。

22383　キャンパスの将来構想に基づき、
教育研究機能の強化、将来の発展、地域
社会との連携に資するキャンパス計画に
関する基本的な考え方を策定する。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）達

成
年
度

ウエ
イト

評価委員会意見等年度計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学生自治会等との連絡会議を開催し、出された要望を
もとに、施設設備の改善を行うとともに、緑地管理や花
壇整備等を行った。
　なお、平成19年度には旧長崎県立大学の創立40周年を
記念する式典を学園祭の日程に合わせて開催し、学生と
共同イベントを実施した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　安全と良好な教育研究環境の確
保に配慮し、学生と教員及び事務
職員が協力して心に残るキャンパ
ス作りを推進する。

　学生の要望をもとに、サークル棟のシャワー室改修な
どの施設設備の改善を行った。
　また、学園祭にあわせた大学正門のイルミネーション
設置や、クリスマスシーズンに学内の立木への飾りつけ
などを行い、学生と共同でキャンパス作りを推進した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　安全と良好な教育研究環境の確
保に配慮し、学生と教員及び事務
職員が協力して心に残るキャンパ
ス作りを推進する。

　学生自治会との連絡会議により要望が出された、弓道
場を建設した。
　また、クリスマスイルミネーションの設置など学生と
職員が協力しキャンパス作りに努めた。

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○学生自治会との連絡会議を開催し、学
生の要望を踏まえたキャンパス作りを行
う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22384　安全と良好な教育研究環境の確保
に配慮し、学生と教員及び事務職員が協
力して心に残るキャンパスづくりを推進
する。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）達

成
年
度

ウエ
イト

評価委員会意見等年度計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　施設設備の維持管理について、項目の洗い出し、優先
順位付けを行い、施設整備計画を作成し、佐世保校研究
棟外壁の補修工事などを実施した。
　また、研究機器の更新計画を策定し、それに基づき必
要な設備・備品の整備を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　計画に基づき、施設整備の維持
管理や、高額機器の購入を行う。

　施設整備計画に基づき、佐世保校新館講義棟外壁およ
び情報処理棟外壁のタイル剥落防止工事を実施した。
　シーボルト校の高額機器については、長期的な機器更
新計画に基づき、必要な設備や備品等の整備を行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　計画に基づき、施設設備の維持
管理や、高額機器の購入を行う。

　施設整備計画に基づき、駐輪場屋根設置工事、附属図
書館内部改修工事を実施した。
　シーボルト校の高額機器については、長期的な機器更
新計画に基づき、共焦点レーザー顕微鏡や透過型顕微鏡
の更新など、主に共同研究室や精密機器室の機器の整備
を行った。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　科学研究費補助金、共同研究費、受託研究費など外部
資金を獲得し、研究環境の整備に努めた。
　また、長崎県トライアル発注補助金を活用し、テレビ
会議システムなどの整備を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　外部資金の導入を推進し、研究
環境の整備に努める。

　外部研究資金61件62,522千円を獲得し、研究に必要な
加速度脈波測定システムなどを購入し、研究環境の整備
に努めた。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　外部資金の導入を推進し、研究
環境の整備に努める。

　外部研究資金64件71,990千円を獲得し、研究に必要な
紫外可視分光光度計などを購入し、研究環境の整備に努
めた。

386　外部資金を積極的に導入し、研究
環境の整備に努める。

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22

【達成水準】
○公的補助金や受託研究費、共同研究費
を活用し、研究環境を整備する。

≪平成22年度達成≫

【達成水準】
○施設整備計画を策定し、適正に管理す
る。
○研究機器の更新計画を策定し、機器更
新を行う。

≪平成22年度達成≫

385　施設設備の維持管理や、高額機器
の購入については、長期的な計画を策定
し、効率的に実施する。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）達

成
年
度

ウエ
イト

評価委員会意見等年度計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　PFI方式による学生寮の建設可能性について検討し、
関係業者等へ聞き取り調査を行った。
　現在、大学周辺の民間アパートは供給過剰状態であ
り、学生の入居が不確実であること、一般的な学生寮の
家賃では、収支のバランスがとれないこと等を理由に、
PFIでの建設に応じる可能性が低い状況であった。
　したがって、PFI方式による学生寮建設は困難である
との結論に達した。

※PFI…公共サービスの提供に際して公共施設が必要な
場合に、従来のように公共が直接施設を整備せずに民間
資金を利用して民間に施設整備と公共サービスの提供を
ゆだねる手法。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○学生寮をPFI方式で建設することを検
討する。

≪平成18年度達成≫

18387　学生寮をPFI方式で建設することを
検討する。
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）達

成
年
度

ウエ
イト

評価委員会意見等年度計画

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【佐世保校】
　施設整備計画に基づき、外壁塗装、防水改修工事を
行ったほか、少人数教育への対応として既存の大教室
（1室）をゼミ室（6室）に改修した。
　また、ユニバーサルデザインに配慮し、廊下や階段の
ノンスリップ化及び階段手すりの取替などを実施した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　施設設備整備計画に基づき、改
修等を実施する。

　施設整備計画に基づき、佐世保校新館講義棟外壁およ
び情報処理棟外壁のタイル剥落防止工事を実施した。
　また、本館と大学院棟の連絡通路に設置しているス
ロープを改修するなど、安全に配慮した施設改修を行っ
た。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【佐世保校】
　施設設備整備計画に基づき、改
修等を実施する。

　施設整備計画に基づき、駐輪場屋根設置工事、附属図
書館内部改修工事を実施した。
　また、車椅子等での利用を考慮し、新館出入口を自動
ドアに改修した。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　施設利用のスケジュール管理を適切に行い、大学施設
の学外貸出を行った。
　また、「長崎県公立大学法人各種料金徴収規程」を改
正し、施設ごとの使用料を設定し、ホームページで周知
した。
　なお、使用料等の収益は、施設・設備の維持管理や整
備等の経費に充てた。

（施設学外貸出実績）
　平成17年度：113件
　平成18年度： 92件
　平成19年度：121件
　平成20年度：131件

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　施設利用規程に基づき、大学施
設の貸出を行うとともに、適切な
使用料を徴収する。

　施設利用のスケジュール管理を行い、大学施設の学外
貸出を152件行った。
　なお、貸出にあたっては施設使用規程に基づく料金を
徴収した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　施設使用規程に基づき、大学施
設の貸出を行うとともに、適切な
使用料を徴収する。

　施設利用のスケジュール管理を行い、大学施設の学外
貸出を121件行った。
　なお、貸出にあたっては施設使用規程に基づく料金を
徴収した。

ウエイト小計

【達成水準】
○施設整備計画に基づき計画的な整備を
実施する。
○ユニバーサルデザインに配慮した整備
を行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

②施設等の有効活用及び維持管理

Ⅲ

Ⅲ

22388　施設設備の維持管理については、
計画的でタイムリーな施設設備更新計画
により、効果的、効率的に実施する。そ
の際ユニバーサルデザインに配慮する。

【佐世保校】

(Ⅲ)

22389　学内施設の使用スケジュール管理
を行い、施設設備の有効利用を図るとと
もに、遊休時間には施設の使用目的に応
じた料金を設定し、学外への貸し出しを
行い、使用料等の収益を施設・設備の維
持管理や整備のための経費の一部に充て
る。

【達成水準】
○学内・学外利用者の施設使用規定の整
備を行う。
○学内・学外利用者の施設利用スケ
ジュールの管理を行う。
○大学の施設開放について、ホームペー
ジで周知を行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)
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中
期
目
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　安全衛生管理規程を整備し、産業医を委嘱するなど安
全衛生管理体制の構築を図るとともに、法人職員が衛生
管理者資格を取得し、体制の充実を図った。
　衛生委員会を定期的に開催するとともに、学内の安全
点検を行った。
　また、AEDを学内に設置し（佐世保校3ヶ所、シーボル
ト校4ヶ所）、安全衛生環境の充実に努めた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

Ⅹ　その他業務運営
　２　安全管理に関する目標

129　「安心・安全」な教育研究環境を確保するために、学内の安全管理体制を整備するとともに、地域とも連携のうえ、学生と教職員が一体となって推進する。
130　防災対策や学内セキュリティ対策、実験施設の安全性を再確認し、問題等のある場合は、早急に必要な対策を講じる。
131　教員及び事務職員及び学生のリーガル・リテラシーを高めるとともに、人権教育を積極的に推進する。
132　教育研究活動を有効かつ効果的に進めていくために、研究倫理の高揚を図り、また、個人情報の保護など情報セキュリティの確保に努める。

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

①労働安全法等を踏まえた安全管理・事故防止

【達成水準】
○全学的な安全衛生管理体制を整備す
る。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

18390　関係法令等の趣旨を踏まえ、全学
的な安全衛生管理体制を整えるととも
に、安全衛生環境の充実に努める。
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　安全衛生管理規程を整備し、法人に法人統括安全衛生
管理者（理事長）、大学に統括安全衛生管理者（学
長）、衛生管理者、産業医といった安全管理責任者の配
置を行った。
　シーボルト校においては、放射線の取り扱いに関し
て、使用する教員及び学生に対して放射線取扱主任者に
よる講習会及び訓練を実施し、安全マニュアルの周知徹
底を図った。
　また、不審者対応マニュアルを全教職員に配布すると
ともに、不当要求行為に対する講習会と救急対応のため
のAEDの操作説明会を実施した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　教員及び事務職員等に対する安
全教育の徹底を図る。

　不当要求行為対応マニュアルを教職員へ配布し、周知
を徹底した。
　また、AEDの操作説明会や放射線業務従事者への再教
育訓練など、安全教育の徹底を図った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　教員及び事務職員等に対する安
全教育の徹底を図る。

　平成22年度に新規採用された教員及び事務職員に対
し、不当要求行為対応マニュアルなど各種マニュアルを
配布し、周知を徹底した。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　法定の消防設備点検を行うとともに、屋内消火栓の改
修、非常誘導灯の改修、避難器具設置場所の変更や消火
器の更新などを行った。
　また、学内を点検し、必要な修繕を実施した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　キャンパス内の防災のために消
防計画等に基づき施設設備を点検
し、必要な整備を行う。

　法定の消防設備点検を行うとともに、消火器の更新を
行った。
　また、消防法の改正に伴い、消防計画を改定し、自衛
消防業務新規講習を職員が受講した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　キャンパス内の防災のために消
防計画等に基づき施設設備を点検
し、必要な整備を行う。

　消防計画等に基づき施設設備を点検を行い、消防設備
の改修、消火器の交換、体育館の避雷針の修繕を実施し
た。

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

【達成水準】
○安全衛生管理規程を整備し、安全管理
責任者の配置を行う。
○各種マニュアル（不審者対応マニュア
ル、不当要求行為対応マニュアル等）を
作成し、周知徹底を図る。
○各種講習会を開催し、教職員に対する
安全教育を徹底する。

≪平成22年度達成≫

22391　安全管理責任者の適正な配置、教
員及び事務職員等に対する安全教育の徹
底、並びに各種マニュアルの作成・充実
を行なう。

22392　キャンパス内の防災のための必要
最低限の施設設備の計画的整備を行う。

【達成水準】
○消防計画に基づいて、消防施設の点
検・整備を行う。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
(Ⅲ)

Ⅲ
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　台風接近時の対応マニュアル、消防計画および防災マ
ニュアルを作成するとともに、全学での防災訓練を定期
的に実施した。
　また、AEDを学内配備し、教職員および学生に対する
操作説明会を実施した。
　なお、キャンパス防災マニュアルを学生に配布すると
ともに、ホームページにも掲載し、周知を徹底した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　キャンパス防災マニュアルを配
布・周知するとともに、防災訓練
等を実施する。

　キャンパス防災マニュアルを学生に配布し、周知徹底
した。
　また、AEDの操作説明会を実施した。
　なお、教職員を対象とした防災訓練を実施した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　キャンパス防災マニュアルを配
布し周知するとともに、防災訓練
等を実施する。

　オリエンテーション時に学生に対し防災マニュアルの
配布及び避難経路についての説明を行った。
　また、新入生に対してAEDの操作説明会を実施した。
　なお、職員が自衛消防業務新規講習、防災管理者講
習、防火管理者講習を受講した。

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　不審者対応マニュアルを作成し、教職員に周知した。
　また、警備員を配置し、夜間の巡視を行うとともに、
盗難防止のため体育館更衣室にコインロッカーの設置・
増設等を行った。
　なお、附属図書館などの女性教職員が単独で業務を行
う場所（研究室・共同研究室等）に通報システムを導入
した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

Ⅲ

22393　地域とも連携したキャンパス防災
マニュアルを作成し、学生・教員及び事
務職員一体となった取り組みを行う。 【達成水準】

○キャンパス防災マニュアルを作成し、
配布する。
○防災訓練等を実施する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
(Ⅲ)

【達成水準】
○各種マニュアル（不審者対応マニュア
ル、不当要求行為対応マニュアル等）を
作成し、周知徹底を図る。

≪平成18年度達成≫
(Ⅲ)

Ⅲ

18394　地域に開かれた大学であることに
留意しつつ、盗難や事故等の防止のため
の学内セキュリティ対策を取りまとめ
る。
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中
期
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度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　大学が保有する個人情報の項目等を調査し、これらを
踏まえて法人の個人情報保護方針（セキュリティポリ
シー）を策定するとともに、教職員に周知した。
　個人情報保護方針に基づき、各部署の行動指針等を示
した個人情報保護規程を策定するとともに、「個人情報
取扱事務登録簿」を整理した。
　また、個人情報保護ガイドラインを作成し、学内ホー
ムページに掲載するとともに、全教職員へ配布し、個人
情報漏洩に対する注意喚起を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　個人情報保護方針、個人情報保
護規定及び個人情報保護ガイドラ
インに基づき、個人情報の適正な
保護・管理に努める。

　個人情報取扱事務登録簿の再点検や、個人情報の保管
状況の再点検を行い、情報の管理を徹底した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　個人情報保護方針、個人情報保
護規程及び個人情報保護ガイドラ
インに基づき、個人情報の適正な
保護と管理に努める。

　SD研修会で「コンプライアンス・個人情報保護」につ
いて外部講師を招き研修を行い、コンプライアンスと個
人情報保護の必要性について職員の意識徹底を図った。
　また、個人情報取扱事務登録簿の再点検や、個人情報
の保管状況の再点検を行い、情報の管理を徹底した。

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○法人の個人情報保護方針（セキュリ
ティポリシー）を策定し、教職員に対し
個人情報保護についての周知を行う。
○個人情報保護規程、個人情報保護ガイ
ドライン作成する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22395　教員及び事務職員及び学生の個人
情報の保護・管理に努める。
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中
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度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　感染性廃棄物処理マニュアルの改訂を行うとともに、
その徹底を図るために説明会を開催した。
　また、日本労働安全衛生コンサルタント会の指導によ
り、安全対策としてガスボンベの転倒防止や試薬の整理
などを行った。
　放射線機器およびRIの取り扱いについては、放射線取
扱主任者により、関係教員・学生を対象とした教育訓練
を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　関係教員、大学院生や学生に対
する安全講習会・説明会を開催す
る。

　実験等に伴う廃棄物の取り扱いについては、解剖生理
学などの各実験科目の授業の際、学生に対し指導した。
　また、放射線機器およびRIの取り扱いについては、放
射線取扱主任者により、関係教員・学生を対象とした教
育訓練を行った。
○新規教育訓練2回、再教育訓練2回

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　関係教員、大学院生や学生に対
する安全講習会や説明会を開催す
る。

　実験等に伴う廃棄物の取り扱いについては、各実験科
目の授業の際、学生に対し指導した。
　また、放射線機器およびRIの取り扱いについては、放
射線取扱主任者により、関係教員・学生を対象とした教
育訓練を行った。
○新規教育訓練2回、再教育訓練1回

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　新入生のオリエンテーション時に警察署の協力を得
て、交通安全と防犯についての講話を実施した。
　さらに、大学生が陥りやすいトラブルへの対策を中心
に「新入生へのメッセージ」として冊子にまとめ、防
犯・安全マニュアルとして、新入生に配布した。
　なお、全国的な大学生の薬物乱用の状況とその対策に
ついて、教職員で研修を行い、全学生向けオリエンテー
ション等で注意喚起した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学生用危機管理マニュアルを作
成する。

　学生用危機管理マニュアルを作成した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【21年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○防犯・安全管理マニュアルを作成し、
学生へ配付する。

≪平成21年度達成≫

【達成水準】
○看護栄養学部では、毒物劇物、実験等
により生じる廃棄物、放射性同位元素
（RI）の安全管理を行う。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

22396　看護栄養学部では、毒物劇物、実
験等により生じる廃棄物、放射性同位元
素（RI）の管理や室内の環境衛生等につ
いて再点検し、必要に応じ管理規程等の
見直しを行う。

【シーボルト校】

21397　防犯及び安全の管理マニュアルを
作成し、防犯対策を進める。

②学生等の安全確保等
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中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学生に対する情報システム利用説明会において、セ
キュリティ教育を実施した。
　また、学内ホームページやメールにより、学生・教職
員に情報セキュリティに関する注意事項を周知した。
　なお、「個人情報保護ガイドライン」や「個人情報保
護規程」をベースに、学内の電子情報の適正使用及び安
全性確保のための「情報処理規程」を策定した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　学内の危険箇所の点検を実施し、両校において、階段
手摺、外壁などの補修や学内道路の一時停止線やカーブ
ミラーの設置を行った。
　また、佐世保校においては、高齢者・車いす利用者・
障害者のための補修（段差解消）、階段のノンスリップ
工事及び手すりの取替工事等を実施した。
　シーボルト校においては、グラウンド裏の法面崩落防
止工事や、学内駐車場の照度改善等を実施した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　学内の危険箇所を点検・補修
し、学内での事故の発生率を0％
とする。

　定期的な学内点検を実施し、転倒防止のための滑り止
め用人工芝の補修などを行った。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　学内の危険箇所を点検・補修
し、学内での事故の発生率を0％
とする。

　定期的な学内点検を実施し、外灯と人感センサー式防
犯灯の増設、防犯カメラの改修と増設などを実施した。
　また、防犯・防災の観点から、教室ドアのガラス窓の
一部を透明化し教室内を可視化させた。

【達成水準】
○情報処理規程を策定し、周知する。

≪平成19年度達成≫

19

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

398　教員及び事務職員及び学生に対す
る情報セキュリティ教育を徹底する。

Ⅲ

【達成水準】
○学内の危険箇所を点検・補修し、事故
防止に努める。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

22399　学内の危険箇所を点検・補修し、
学内での事故の発生率を0％とする。
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度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【№181再掲】
　人権侵害等防止のためのガイドライン及び規程を整備
し、人権擁護委員会や人権相談員等を配置した。
　また、大学ホームページにガイドライン・規程及び人
権相談員名簿を掲載し、学生や教職員への周知を徹底し
た。特に、新規採用教職員や新入生に対しては、セク
シャルハラスメント防止等のガイドラインやパンフレッ
ト等を配布した。
　また、教職員を対象としたアカデミックハラスメント
防止のための講習会を開催している。
　なお、保健室の隣に学生相談室を整備し、学生の相談
に応じた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　セクシャルハラスメントをはじ
め、人権侵害の問題に対する学
生・職員の意識高揚のための啓発
活動を行う。

【№181再掲】
　新規採用教職員や新入生に対して、セクシャルハラス
メント防止等のガイドラインやパンフレット等を配布し
た。
　また、両校の教職員を対象としたセクシャルハラスメ
ント防止のための講習会を開催した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　セクシャルハラスメントをはじ
め、人権侵害の問題に対する学生
や職員の意識高揚のための啓発活
動を行う。

【№181再掲】
　新規採用教職員や新入生に対して、セクシュアルハラ
スメント防止等のガイドラインやパンフレットを配布し
た。
　また、学内Webに「人権侵害、セクシュアルハラスメ
ントの相談窓口について」を掲載し、改めて教職員、学
生に対して周知を行った。
　そのほか、FD研修会において「少人数教育の課題－パ
ワハラ・アカハラ・セクハラに関する法的諸問題」とい
う演目で外部講師による講演を実施した。

(Ⅲ)

【達成水準】
○人権侵害等防止のためのガイドライン
及び規程を整備する。
○全教職員を対象とした人権侵害・セク
シャルハラスメント防止のための講習会
を開催する。
○新入生に対し、オリエンテーション等
でガイドラインやパンフレットを配布し
意識啓発を図る。

≪平成22年度達成≫

Ⅲ

(Ⅲ)

Ⅲ

22400　教員及び事務職員・学生の人権意
識を高めるために、入学時のガイダンス
や適切な機会を活用して、積極的に啓発
活動等を行う。
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期
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中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　学生が実験を行う前には指導教員等が、毒物劇物の使
用方法や安全管理法を必ず指導した。
　また、放射線機器およびRIの取り扱いについては、放
射線取扱主任者により、関係教員・学生を対象とした教
育訓練を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　毒物劇物やRI（放射性同位元
素）の取り扱いの安全教育を実施
する。

【№396再掲】
　実験等に伴う廃棄物の取り扱いについては、解剖生理
学などの各実験科目の授業の際、学生に対し指導した。
　また、放射線機器およびRIの取り扱いについては、放
射線取扱主任者により、関係教員・学生を対象とした教
育訓練を行った。
○新規教育訓練2回、再教育訓練2回

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　毒物劇物やRI（放射性同位元
素）の取り扱いの安全教育を実施
する。

【№396再掲】
　実験等に伴う廃棄物の取り扱いについては、各実験科
目の授業の際、学生に対し指導した。
　また、放射線機器およびRIの取り扱いについては、放
射線取扱主任者により、関係教員・学生を対象とした教
育訓練を行った。
○新規教育訓練2回、再教育訓練1回

(Ⅲ)

(Ⅲ)

Ⅲ

22401　看護栄養学部では、学生に対し、
毒物劇物やRIの取り扱いの安全教育を実
施する。

【シーボルト校】

Ⅲ

【達成水準】
○学生に対し、毒物劇物やRIの取り扱い
の安全教育を実施する。

≪平成22年度達成≫
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

中期計画 評価委員会意見等

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表） ウエ

イト

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

【シーボルト校】
　看護学科では、毎年度、学生に対して肝炎ウイルスに
対する抗体検査、肺結核に対するツベルクリン反応検査
と胸部レントゲン撮影、小児感染症に対する抗体検査を
実施した。
　栄養健康学科でも、学外実習のある3、4年次生に肺結
核に対する胸部レントゲン撮影を実施した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　学生の感染症対策については引
き続き実施する。

　看護栄養学部では、学外実習中の感染症対策として、
肺結核予防の観点から健康診断におけるレントゲン検査
を実施した。
　また、看護学科では、肝炎ウイルスに対する抗体検
査、肺結核に対するツベルクリン反応検査、小児感染症
に対する抗体検査を実施した。栄養健康学科では、はし
か抗体検査を受けていなかった2年次生（2名）に対して
抗体検査を実施した。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【シーボルト校】
　学生の感染症対策については引
き続き実施する。

　看護学科では、各学年で計画している結核、B型肝
炎、小児感染症4種の抗体検査を実施し、非感染者には
ワクチン接種など年間計画に沿って実施するなど感染症
対策を実施した。
　栄養健康学科では、抗体検査を受けていなかった3年
次生6名について麻疹の抗体検査を実施したが、抗体値
が高かったのでワクチン接種は行わなかった。また、
3、4年次生には学外実習中の感染症対策として、肺結核
予防の観点から健康診断におけるレントゲン検査を実施
した。

ウエイト小計

Ⅲ

22402　看護栄養学部では、学生の病院実
習中の針刺し事故による肝炎ウイルス感
染に対して、肝炎ウイルスに対する抗体
検査を行い、非感染者にはワクチン接種
を実施するなどの予防対策を行う。ま
た、再興感染症である肺結核に対して
も、毎年健康診断を実施する。

【シーボルト校】

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○学外実習中の感染症対策として、各種
抗体検査を行い、非感染者にはワクチン
接種を実施するなどの予防対策を行う。
○再興感染症である肺結核に対して、毎
年健康診断を実施する。

≪平成22年度達成≫

○評価できる点
・看護学科では、実習中の学生に
よる感染症等の予防対策として、
毎年度、学生に対して肝炎ウイル
スに対する抗体検査、肺結核に対
するツベルクリン反応検査と胸部
レントゲン撮影、小児感染症に対
する抗体検査を実施している。

(Ⅲ)
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長崎県立大学

中
期
目
標

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　「NICEキャンパス長崎」に提供しているコーディネー
ト科目について、受講者の利便性を考慮し、佐世保校は
アルカスSASEBOで、シーボルト校は出島交流会館で開講
した。
　なお、受講しやすい環境づくりのため、アルカス
SASEBOでの開講時間は19時からとした。
　さらに、遠隔授業の科目も提供し、受講者の利便性を
高めた。

≪「資料編」№16参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

①「ＮＩＣＥキャンパス長崎」の充実

○内容に対する意見
・ＮＩＣＥキャンパス長崎につい
ては、全体の受講者数が減少する
とともに、長崎県立大学の学生の
受講者数が減少している。開催場
所の設定にとどまらず、提供講座
内容の検討など単位互換事業の活
性化に向けて取組を行うことが望
まれる。

Ⅹ　その他業務運営
　３ 県内大学との連携強化に関する目標

133　学生により多くの教育機会を与えるために、「ＮＩＣＥキャンパス長崎」などによる県内の大学間連携を推進する。
134　「ＮＩＣＥキャンパス長崎」をさらに発展させた形態として、県内大学間の教育の共同化を行う「県内大学コンソーシアム（仮称）」の設置に向けて協力を進める。

評価委員会意見等中期計画

ウエ
イト

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）

【達成水準】
○コーディネート科目について、受講者
の利便性を考慮して開催場所を設定す
る。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

18403　受講場所の利便性や大学間の移動
時間を考慮した措置を講じ、学生が
「NICEキャンパス長崎」を受講しやすい
環境を整えることにより、受講者の増加
に努める。
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

評価委員会意見等中期計画

ウエ
イト

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　平成17年度に「NICEキャンパス長崎」の科目として、
「国際経済地理」「社会保障論」「ＥＵ経済論」「広告
論」「消費者行動論」「比較流通システム論Ⅰ」「比較
流通システム論Ⅱ」「長崎学」の8科目を集中講義の単
位互換科目として提供した。

　平成18年度以降は、「NICEキャンパス長崎」運営委員
会での申し合わせにより、全ての大学が集中講義への科
目提供を取りやめた。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　佐世保校とシーボルト校間で実施した遠隔授業を
「NICEキャンパス長崎」に提供した。

≪「資料編」№15参照≫

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【18年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

【達成水準】
○「NICEキャンパス長崎」の提供科目を
遠隔授業により実施する。

≪平成18年度達成≫

18

(Ⅲ)

Ⅲ

405　遠隔授業の活用とその条件整備に
ついて検討する。

18404　集中講義を履修できるシステムを
検討し、協議する。

【達成水準】
○集中講義を「NICEキャンパス長崎」へ
提供する。

≪平成18年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ
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長崎県立大学

中
期

年
度 実施状況 達成水準等 中

期
年
度

評価委員会意見等中期計画

ウエ
イト

達
成
年
度

年度計画

達成
状況 判断理由（実施状況表）

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　平成19年4月、県内大学、短期大学及び高等専門学校
が協力して、地域社会の教育、文化の向上及び発展に貢
献し、併せて長崎県の高等教育機関の発展に資すること
を目的とした「大学コンソーシアム長崎」を設立した。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、21年
度は年度計画なし】

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

【19年度に実施済みのため、22年
度は年度計画なし】

(平成１７～２０年度の実施状況概略) (中期計画の達成水準等)

　県外の大学との単位互換について検討し、他県の大学
と協議を行ったが、施設設備の課題も多く、協定を結ぶ
には至らなかった。
　また、放送大学については、学生の多様なニーズに対
応できるメリットがあるなど連携の効果はあるとして、
導入へ向け検討を行った。

（平成２１年度計画） (平成２１年度の実施状況やその成果等)

　放送大学との単位互換について
検討する。

【№173再掲】
　放送大学の資料や他大学の状況等について調査し、単
位互換について検討を行った。今後、両校で連携しなが
ら、単位互換協定の締結に向けて詳細を詰めていくこと
とした。

（平成２２年度計画） (平成２２年度の実施状況やその成果等)

　放送大学との単位互換について
全学的な調整を行い、単位互換協
定を結ぶ。

　放送大学との単位互換協定について履修資格や科目、
単位制限などについて検討し、単位互換協定を締結し
た。

ウエイト小計
ウエイト総計

22407　県外の大学とも単位互換の協定を
進められるよう検討する。

19406　大学間の連携を進める中で、コン
ソーシアムの設置についても検討課題と
する。

②「県内大学コンソーシアム（仮称）」の設置

【達成水準】
○大学間の連携に基づくコンソーシアム
設置について検討する。

≪平成19年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

【達成水準】
○県外の大学との単位互換について、検
討する。

≪平成22年度達成≫

(Ⅲ)

Ⅲ

Ⅲ

(Ⅲ)
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長崎県立大学

（１）施設設備の有効利用と効率的整備への取組
各種センターの整備 防犯・防災対策
【平成17～21事業年度】 【平成17～21事業年度】

・ ・

学生のニーズに対応した環境整備と心に残るキャンパスづくり 【平成22事業年度】
【平成17～21事業年度】 ・

・
実験・実習時の安全対策

・ 【平成17～21事業年度】
・

【平成22事業年度】 ・
・学生の要望をもとに、佐世保校に弓道場を建設した。
・

【平成22事業年度】
施設設備の効率的な整備 ・
【平成17～21事業年度】

・ ・

・
【平成22事業年度】

・

（３）県内大学との連携への取組
（２）安全管理への取組 「NICEキャンパス長崎」の充実
安全衛生体制の充実 【平成17～21事業年度】
【平成17～21事業年度】 ・

・

・ ・

「県内大学コンソーシアム」の設置
安全教育の実施 【平成17～21事業年度】
【平成17～21事業年度】 ・

・

・

【平成22事業年度】
・

平成19年4月、県内大学、短期大学及び高等専門学校が協力して、地域社会の教育、文化の向上及び発展に貢献し、併せ
て長崎県の高等教育機関の発展に資することを目的とした「大学コンソーシアム長崎」を設立した。

看護学科では、各学年で計画している結核、B型肝炎、小児感染症4種の抗体検査を実施し、非感染者にはワクチン接種を
行うなど年間計画に沿って感染症対策を実施した。また、栄養健康学科では、抗体検査を受けていなかった6名について
麻疹の抗体検査を実施したが、抗体値が高かったのでワクチン接種は行わなかった。

「NICEキャンパス長崎」に提供しているコーディネート科目について、受講者の利便性を考慮し、佐世保校はアルカス
SASEBOで、シーボルト校は出島交流会館で開講した。なお、受講しやすい環境づくりのため、アルカスSASEBOでの開講時
間は19時からとした。
佐世保校とシーボルト校間で実施した遠隔授業を「NICEキャンパス長崎」に提供した。

看護学科では、毎年度、学生に対して肝炎ウイルスに対する抗体検査、肺結核に対するツベルクリン反応検査と胸部レン
トゲン撮影、小児感染症に対する抗体検査を実施した。また、栄養健康学科でも、学外実習のある3、4年次生に肺結核に
対する胸部レントゲン撮影を実施した。

実験等に伴う廃棄物の取り扱いについては、各実験科目の授業の際、学生に対し指導した。また、放射線機器およびRIの
取り扱いについては、放射線取扱主任者により、関係教員と学生を対象とした教育訓練を行った。
看護栄養学部では、学外実習中の感染症対策として、肺結核予防の観点から健康診断におけるレントゲン検査を実施し
た。

台風接近時の対応マニュアル、消防計画および防災マニュアルを作成するとともに、全学での防災訓練を定期的に実施し
た。また、キャンパス防災マニュアルを学生に配布するとともに、ホームページにも掲載し、周知を徹底した。

キャンパス防災マニュアルを学生に配布し、周知徹底した。また、新入生に対してAEDの操作説明会を実施した。

学生が実験を行う前には指導教員等が、毒物劇物の使用方法や安全管理法を必ず指導した。また、放射線機器およびRIの
取り扱いについては、放射線取扱主任者により、関係教員と学生を対象とした教育訓練を行った。

安全衛生管理規程を整備し、法人に法人統括安全衛生管理者（理事長）、大学に統括安全衛生管理者（学長）、衛生
管理者、産業医といった安全管理責任者の配置を行った。
シーボルト校においては、放射線の取り扱いに関して、使用する教員及び学生に対して放射線取扱主任者による講習
会及び訓練を実施し、安全マニュアルの周知徹底を図った。

不審者対応マニュアルを全教職員に配布するとともに、不当要求行為に対する講習会と救急対応のためのAEDの操作説
明会を実施した。

平成22年度に新規採用された教員及び事務職員に対し、不当要求行為対応マニュアルなど各種マニュアルを配布し、
周知を徹底した。

学園祭にあわせた大学正門のイルミネーション設置や、クリスマスシーズンに学内の立木への飾りつけなどを行い、
学生と共同でキャンパス作りを推進した。

科学研究費補助金、共同研究費、受託研究費など外部資金を獲得し、研究環境の整備に努めた。また、長崎県トライ
アル発注補助金を活用し、テレビ会議システムなどの整備を行った。

外部研究資金64件71,990千円を獲得し、研究に必要な紫外可視分光光度計などを購入し、研究環境の整備に努めた。

新入生のオリエンテーション時に警察署の協力を得て、交通安全と防犯についての講話を実施した。さらに、大学生
が陥りやすいトラブルへの対策を中心に「新入生へのメッセージ」として冊子にまとめ、防犯・安全マニュアルとし
て、新入生に配布した。なお、全国的な大学生の薬物乱用の状況とその対策について、教職員で研修を行い、全学生
向けオリエンテーション等で注意喚起した。

Ⅹ　その他業務運営に関する重要目標

新大学の各種センターや研究所の両キャンパスへの配置については、学部等の構成や従来からの実績等を踏まえ、国
際交流センター及び地域連携センターの本部をシーボルト校に、教育開発センターと東アジア研究所の本部を佐世保
校に設置した。なお、各センター、研究所の設置にあたっては、既存の施設を活用した。

学生自治会等との連絡会議を開催し、出された要望をもとに、施設設備の改善を行うとともに、緑地管理や花壇整備
等を行った。
平成19年度には旧長崎県立大学の創立40周年を記念する式典を学園祭の日程に合わせて開催し、学生と共同イベント
を実施した。

- 293 -



長崎県立大学

ⅩⅠ　その他　　　　１　施設・設備に関する計画

施設・設備の内容 施設・設備の内容 施設・設備の内容

総額 842 運営費交付金 842 109 運営費交付金 109 総額 131 131
　 　 　

既存機器等更新 554 既存機器等更新 64 既存機器等更新 86 運営費交付金 64
授業料 1

目的積立金 21
小規模改修 288 小規模改修 45 小規模改修 45 運営費交付金 45

（注１）金額については見込みであり、各事業年度の運営費交付金に
　　　ついては、事業の進展により所要額の変動が予想されるため、
　　　具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等において
　　　決定される。

○計画の実施状況等

実施状況 計画と実績の差異のある場合の主な理由

既存機器等更新 　既存機器等更新
　①透過電子顕微鏡 ３０，６３９千円 　　①ガスクロマトグラフ質量分析計 １５，１２０千円
　②粉砕機パワーミル ３，３１８千円 耐用年数を経過している現有機器の機能が、現在では不十分となったため、
　③ガスクロマトグラフ質量分析計 １５，１２０千円 教育研究環境充実のため、更新を行った。
　④フリーラジカル解析装置 ２，２５８千円
　⑤共焦点レーザースキャン顕微鏡 ２８，３５０千円 　　②フリーラジカル解析装置 ２，２５８千円
　⑥高速液体クロマトグラフ ４，３７３千円 既存の設備よりも作業効率を上げ、教育研究の質の向上を図るため、更新を行った。
　⑦ハイブリッド高速冷却遠心機　１，３８４千円ほか３機器

２，２３３千円 　　③高速液体クロマトグラフ ４，３７３千円
（小計） ８６，２９１千円 耐用年数を経過して使用していた既存機器が、故障により使用不可となったため、

更新を行った。
小規模改修
　①佐世保校弓道場新設工事･施行管理業務委託等 ２９，２０７千円
　②駐輪場屋根設置工事･施行管理業務委託等 １０，１８５千円
　③学生会館前通路嵩上工事 ２，１４２千円
　④グラウンド整備･グラウンド歩道整備工事　１，４１８千円ほか２工事

３，４６６千円
（小計） ４５，０００千円

（合計） １３１，２９１千円

「施設・設備の内容」欄の各内容ごとに計画の実施状況や、計画と実績に差異がある場合の主な理由を記載してください。

施設整備に関する計画の予定額に対する実績額を記載してください。

財　源

実　績

実績額（百万円） 財　源

中　期　計　画 年　度　計　画

財　源 予定額（百万円）

総額

予定額（百万円）
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長崎県立大学ⅩⅠ　その他　　　　２　人事に関する計画

（１）教員の人事について （１）教員の人事について
○採用方針 ○採用方針
1 1

2
2 3

3 ○雇用方針
1

4

○雇用方針 ○人材育成方針
1 1

2 ○人事交流
1

3 2

○人材育成方針
1 （２）事務職員の人事について

○採用方針
2 1

2
3

○雇用方針
1

○人事交流
1 ○人材育成方針

1

（２）事務職員の人事について 2
○採用方針 3
1

2 ○人事交流
1

○雇用方針
1

○人材育成方針
1

2

○人事交流
1

中　期　計　画 実　績年　度　計　画

異なる経験や発想をもつ多様な人材を確保する観点に立ち、大学経験者はもとよ
り、研究機関の研究者、企業等の実務経験者等教員として適格な社会人の採用に
も留意し、公募を原則として、国内外から広く優秀な人材を採用する。

教育研究の活性化を促進するため、教員の雇用形態に任期制を導入する。任期制
の導入に当たっては、優れた教員を安定的に確保する観点に立って適切な運用を
行うとともに、任期制へのインセンティブとなるよう、引き続き勤務条件の整備
を行っていく。

地域の自治体や研究機関等との交流を図り、産学官連携を進める。

法人及び大学の効果的・効率的な運営と、企画立案、学生サービス等の機能強化
の観点に立って、計画的な職員採用を推進する。

男女雇用機会均等の原則に立ち、研究・教育上の能力を公正に評価し、優
れた教員の採用を行う。

法人及び大学の目標を踏まえ、学生本意の質の高い教育と地域の発展に貢献する
研究を実現する観点に立って、中長期的な要員計画と適切な教員配置の見通しの
もとに、教員の採用を推進する。
現在の学部学科の構成においては、平成１４年度から平成２２年度までに教員定
数を１５６名から１４０名にする。
教員の任用に当たっては、応募者の研究・教育上の能力等を公正に評価し、男女
雇用機会均等の原則に立って、採用を行う。

公立大学法人が独自に事務職員を順次採用し、事務職員の専門職化を図る。平成
１７年度は１１名新規採用し、平成１８年度以降は、平成２１年度までに毎年度
１０名程度づつ採用する。

必要に応じ外部から適切な人材を一定期間招聘するなど産学官を通じた人的交流
を推進することとし、そのための体制を整備する。

公立大学協会等で実施する事務職員の研修等に参加する。
事務職員評価システムによる評価を実施し、事務職員の意欲の向上に努
め、能力開発に活用する。

「Ⅱ　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置」P.233
～P.245参照。
なお、教員の教育能力の向上を図るため、全学的なFD研修会を開催するなど
の取り組みを行った。

現行の国外・国内における研修制度を充実するとともに、学生による授業評価及
びＦＤの本格的な導入・実施によって、教員の教育能力の向上を図る。

業務繁忙期や重点プロジェクトの推進等において、必要に応じ雇用期間を
限定した職員を採用し、事務の効率化を図る。

優れた研究業績等をあげた教員に対しては、適正な評価による優遇措置等を考
慮・整備し、研究等の更なる活性化と促進を図る。
教員の身分が非公務員型となることにともない、教員の意識改革を図るととも
に、教員の職務の特性に即した勤務形態の導入、社会のニーズに柔軟に対応でき
る人材の育成を目的として、柔軟で多様な勤務体制の構築を図る。

柔軟で多様な雇用形態・勤務体制に対応する給与のあり方について、年俸制を含
め検討を行う。

教員の採用に当たっては、大学経験者、研究機関の研究者、企業等の実務
経験者等幅広い適格者の応募を得るよう情報発信を行うなど、優れた教員
の採用を推進する。

共同研究等を通じ全国の大学や研究機関の研究者との交流を促進する。
客員教授、客員研究員、臨床教授等を含む多様な雇用形態の導入、定年制の弾力
的運用、再任用制度の導入等について検討する。

専門性の向上を図るため、外部機関との連携による研修、海外研修の導入等能力
開発体制の整備を推進する。
人事評価システムについては、適切な職員評価システムを構築するとともに、事
務職員の意欲を高め、その能力開発と教育研究の活性化に資する適正な活用体制
を整備する。

キャリアアップの観点に立ち、他大学、研究機関との人事交流を推進することを
検討する。

中長期的な見通しのもとに適切な教員の配置を行う。

大学の目標に則した教員採用計画に基づき、各専門分野に適した教員採用
を行う。

学生による授業評価を継続して実施するとともに、各教員はその結果を分
析し、点検報告書を作成する。また、教員の相互啓発と協力、研究会や研
修の実施などにより授業の方法や内容の向上を図る。

中長期的な見通しのもとに適切な事務職員の配置を行う。

公立大学法人が独自に事務職員を順次採用し、適切に配置する。

事務職員育成方針に基づいて各種研修を実施し、専門性や能力の向上を図
る。

大学事務の専門職としての適性に留意し、法人独自の選考基準により、優秀な人
材の採用に努める。

事務職員のキャリアアップの観点に立ち、県市町村、他大学等との人事交
流の制度を検討する。
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（１） 常勤職員数 　　　１０１人
　

（２） 任期付職員数 　　７５人

（３） ①　人件費総額（退職手当を除く） １，７４１百万円

②　経営収益に対する人件費の割合 ５３．７％

③　外部資金により手当した人件費を除いた １，７３４百万円
　　人件費
④　外部資金を除いた経営収益に対する上記 ５３．４％
　　③の割合

⑤　標準的な常勤職員の週あたりの勤務時間と 　　４０時間００分
　　して想定されている時間数

（１）、（２） 常勤職員数、任期付職員数（外数）の実績（５月１日現在）を記載してください。

（３） ① 人件費総額のうち退職手当を除いた額を記載してください。
②

③

④

⑤ 規程等に定める標準的な常勤職員の週あたりの勤務時間数を参考までに記載してください。

平成２２年度

（参考）

外部資金を除いた経常収益に対する外部資金により手当てした人件費を除いた人件費の割合を参考までに記
載してください。

人件費総額（退職手当を除く）から外部資金（寄附金、受託研究費、受託事業費等）により手当した人件費
を除いた人件費を参考までに記載してください。

損益計算書上の額から、経常収益に対する人件費（役員人件費、教員人件費、職員人件費）の割合（人件費
／経常収益）を参考までに記載してください。

ここでは、常勤職員数には、勤務形態としてフルタイムで任期が付されていない雇用契約の者を、任期付職
員数には、勤務形態がフルタイムで任期を付した雇用契約をしている者の数（１年以下の任期を付した雇用
契約者を除く。）を記載してください。
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　○　別表　　（学部の学科、研究科の専攻等）

○　計画の実施状況等

（a) （b) （b)/(a)×100
（名） （名） （％）

長崎県立大学 １．収容定員と収容数の差が±１５％を越える学科、専攻

　経済学部 経済学科 600 680 113.3

　　〃 地域政策学科 600 647 107.8

　　〃 流通・経営学科 600 675 112.5 　　経済学研究科 ・

　経済学研究科　産業経済・経済開発専攻 24 32 133.3

　（定員外：交流協定に基づく留学生受入） － （1）

　国際情報学部 国際交流学科 320 346 108.1 　　国際情報学研究科　国際交流学専攻 ・

　　〃 情報メディア学科 240 274 114.1

　看護栄養学部 看護学科 260 263 101.1

　　〃 栄養健康学科 160 169 105.6
　　　　　〃　　　　　情報メディア学専攻 ・

　国際情報学研究科 国際交流学専攻 12 10 83.3

　　〃 情報メディア学専攻 8 4 50.0

　人間健康科学研究科 看護学専攻 16 16 100.0

　　〃 栄養科学専攻 16 19 118.7 　　人間健康科学研究科　栄養科学専攻（博士前期課程） ・
（博士前期課程）

　　〃 栄養科学専攻 9 5 55.5 　　　　　〃　　　　　　栄養科学専攻（博士後期課程） ・
（博士後期課程）

　（定員外：交流協定に基づく留学生受入） － （3） 　　

志願者数が少ないことによるもの。
このため、本研究科のアピールおよび入試広報
について、交通広告や新聞掲載、関係機関への
募集要項の送付などを中心に幅広く広報活動を
行っている。また、研究科・学部の連携による
学部生への働きかけを行っている。

志願者数が少ないことによるもの。
このため、本研究科のアピールおよび入試広報
について、交通広告や新聞掲載、関係機関への
募集要項の送付などを中心に幅広く広報活動を
行っている。また、研究科・学部の連携による
学部生への働きかけを行っている。

志願者数が少ないことによるもの。
このため、他大学や公設試験研究機関等への募
集要項送付のほか、研究科・学部の連携による
学部生への働きかけ（特別講義・栄養科学セミ
ナー等へ学部生の参加を促すなど）を行ってい
る。

税務会計演習開設に伴い、税理士志望の社会人
特別選抜入学者の増加によるもの。
また、入学者選抜基準の中で、外国人留学生特
別選抜入試区分の募集人員に交換留学生を含む
としたことによるもの。

3名（2年次生1名、1年次生2名）の定員超過（研
究指導上問題なし）。

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員と収容数に差が生じた理由

定員充足率収容数学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員
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